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様式２－１－１ 年度評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人科学技術振興機構 

評価対象事業年度 
年度評価 平成 26 年度（第 3 期） 
中長期目標期間 平成 24～28 年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 
 法人所管部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 人材政策課、柿田恭良 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、村上尚久 
 
３．評価の実施に関する事項 

平成 27 年 6 月 17 日 科学技術振興機構部会（以下、「JST 部会」という。）委員による都立戸山高等学校（スーパーサイエンスハイスクール）及び日本科学未来館への実地調査を実施した。 
平成 27 年 6 月 25 日 JST 部会委員による東京工業大学（戦略的創造研究推進事業）への実地調査を実施した。 
平成 27 年 7 月 9 日 JST 部会（第１回）を開催し、科学技術振興機構役員（理事長、理事、監事等）及び職員より、自己評価結果についてのヒアリングを実施した。 
平成 27 年 7 月 22 日 JST 部会（第２回）を開催し、第１回において科学技術振興機構から説明のあった自己評価結果を踏まえ、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即し 

た助言を受けた。 
平成 27 年 7 月 31 日 JST 部会（第３回）を開催し、第１回において科学技術振興機構から説明のあった自己評価結果を踏まえ、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即し 

た助言を受けた。 
平成 27 年 8 月 21 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第２回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 
４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式２－１－２ 年度評価 総合評定 

 
１．全体の評定 

評定※１ 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

A：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取

組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められる。 

（参考）本中長期目標期間における過年度の総合評定の状況※２ 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
業務の質の向上 S A 

A   業務運営の効率化 A A 
財務内容の改善 A A 

評定に至った理由 項目別評定が概ね標準の B 以上かつ一部の事業において S 又は A を得るなど、研究開発成果の最大化に向け、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められることから、本省の評価基準に基づき A とした。 
 
２．法人全体に対する評価 
○業務の実績について、研究開発成果では、ネオジム磁石を超える世界最強の新物質の発見（CREST・宝野和博（NIMS））や、iPS 細胞を用いた世界初の臨床研究における移植手術の実施（髙橋政代（理研））

など、社会的インパクトを有する多くの顕著な実績があった。また、産学連携事業では、基礎研究から実用化までの研究段階に応じた息の長い支援を担い、2014 年ノーベル物理学賞（青色 LED）の受賞に

つながるなど、生み出された研究成果が、JST 内外の制度や他機関との連携により、実用化に向けて継続的に発展していることは評価できる。 
○また、東日本大震災からの復興に向け、JST の強みを活かした被災地企業へのきめ細やかな支援を通じて、雇用や事業化案件の顕著な増加が図られたほか、日本科学未来館では、開館以来の積極的な活動の

成果として過去最高となる年間 146.6 万人（平成 25 年度：85 万人）の入館者数を記録し、海外からも数多くの VIP（オバマ米大統領等）を迎えるなど、日本の科学技術を世界に発信する拠点として、優れ

た実績をあげている。 
○法人運営の面では、理事長のトップマネジメントの下、改革が進展している。特に経営層のトップ外交等により海外の関係国との連携の拡大･緊密化や、戦略プロポーザル等の第 5 期科学技術基本計画の検

討への貢献が図られているほか、ファンディング事業では研究テーマの絞り込みや計画の見直し・打切り等の研究開発体制の柔軟な改善が行われ、業務の成果も新たな事業化につながっているなど、研究開

発成果の最大化に向けて積極的な取組が展開されている。 

 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○今後、研究開発成果の最大化に向け、JST の業務の更なる充実強化を図っていくためには、JST 職員を各分野の牽引役として国内外から認められるよう、組織全体が国際的なプレゼンス向上に努めていくこ

とが必要である。 
○C 評定となった事業については、引き続き改善に努めることが必要である。 

 
４．その他事項 

国立研究開発法人審議

会の主な意見 

○JST は、ファンディングをはじめとした科学技術に関する総合的な実施機関であることを鑑み、その事業の評価にあたっては、研究開発成果の最大化の観点から、特に成果の社会へ

の波及効果等も十分に考慮する必要がある。 
○また、科学技術の進歩は目覚しく、グローバルな競争や頭脳循環の中で、今後とも我が国が国際的な地位を維持・発展させていくためには、これまで以上に戦略的に科学技術イノベ

ーションに取り組む必要がある。JST が有するシンクタンク機能は大きな役割を担っており、さらなる高度化が期待される。 
監事の主な意見 特になし。 

※１  Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式２－１－３ 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 備考 
 中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 

項目別

調書№ 備考 
 H24 

年度 
H25 
年度 

H26 
年度 

H27 
年度 

H28 
年度   H24 

年度 
H25 
年度 

H26 
年度 

H27 
年度 

H28 
年度 

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき

措置 
 Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 1. 科学技術イノベーション創出に向けた

研究開発戦略立案機能の強化          1. 組織の編成及び運営 A A B   Ⅱ－1 ― 

①科学技術イノベーション創出に向けた調

査・分析及び研究開発戦略の提案 A A        2. 業務の合理化・効率化 A A B   Ⅱ－2 ― 

①科学技術イノベーション創出に向けた調

査・分析及び研究開発戦略の提案（うち、

研究開発戦略センター事業） 
  A   1.① ―   3. 財務内容の改善 A A B   Ⅱ－3 ― 

①科学技術イノベーション創出に向けた調

査・分析及び研究開発戦略の提案（うち、

中国総合研究・交流センター事業） 
  B   1.① ―  Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

②炭素社会実現のための調査・分析及び社

会シナリオ・戦略の提案 A A B   1.② ―    A A B   Ⅲ ― 

 2. 科学技術イノベーションの創出         Ⅳ 短期借入金の限度額 

(1) 科学技術イノベーション創出の推進           ― ― ―   Ⅳ ― 

①戦略的な研究開発の推進 S S A   2.(1)① ―  
Ⅳ.2 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関す

る計画 

②産学が連携した研究開発成果の展開 A A A   2.(1)② ―    A A B   Ⅳ. 2 ― 

 ③東日本大震災からの復興・再生への支援 A A S   2.(1)③ ―  Ⅴ. 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 ④国際的な科学技術共同研究等の推進 S S A   2.(1)④ ―    ― ― ―   Ⅴ ― 

 ⑤知的財産の活用支援 A A B   2.(1)⑤ ―  Ⅵ 剰余金の使途 

⑥革新的新技術研究開発の推進 ― A B   2.(1)⑥ ―    ― A ―   Ⅵ ― 

(2) 科学技術イノベーション創出のための

科学技術基盤の形成         Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

①知識インフラの構築 S A B   2.(2)① ―   1. 施設及び設備に関する計画 A A B   Ⅶ－1 ― 

 
②学技術イノベーションを支える人材イン

フラの構築 A A    2.(2)②    2. 人事に関する計画 A A B   Ⅶ－2 ― 

 a. 次世代の科学技術を担う人材の育成   A    ―   3. 中期目標期間を超える債務負担 A A B   Ⅶ－3 ― 

 b. 科学技術イノベーションに関与する人

材の育成   B    ―   4. 積立金の使途 A A B   Ⅶ－4 ― 
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 c. 海外との人材交流基盤の構築   B    ―  

(i) 外国人研究者宿舎の提供   C    ―  

(ii) 科学技術分野におけるアジアとの青少

年交流の促進 ― ― A    ―  

③コミュニケーションインフラの構築 A A       

 
③コミュニケーションインフラの構築（うち、

科学技術コミュニケーションセンター） 
  

B   2.(2)③ ―  

 
③コミュニケーションインフラの構築（う

ち、日本科学未来館） S   2.(2)③ ―  

 3. その他行政等のために必要な業務         

 
(1) 関係行政機関からの受託等による事業

の推進 A A B   3.(1) ―  

 
(2) 戦略的イノベーション創造プログラム

（SIP）の実施 ― ― B   3.(2) ―  

※平成 25 年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成 14 年 3 月 22 日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成 26 年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成 27 年 6 月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成 25年度評価までの評定 平成 26年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 
Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計

画の達成度が 100%以上） 
Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が 70%以
上 100%未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が 70%未満） 
Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 
Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発

成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 
Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開

発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 
Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 
Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効

率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 
Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効

率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
 
【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 
Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の

120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 
Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以上とする。）。 
Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 
Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 
Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改
善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 

 
 

  



7 
 

様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

1.① 科学技術イノベーション創出に向けた調査・分析及び研究開発戦略の提案（研究開発戦略センター業務） 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関する

国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進及

び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推進

及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的

研究開発を行うこと。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
ワークショップ開

催数（回） ― 63 90 109   予算額（千円） 1,008,176 
の内数 

1,018,842 
の内数 

1,043,541 
の内数   

プロポーザル刊行

数（件） ― 9 7 6   決算額（千円） 955,345 
の内数 

939,882 
の内数 

1,060,005 
の内数   

       経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数   

       経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コスト（千円） 115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数  

  

        従事人員数 37(12) 40(14) 45(16)   

※予算額及び決算額は、研究開発戦略センター及び中国総合研究交流センターの合計額 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等の調

査・分析を行

い、我が国が

進めるべき

研究開発対

象を特定し、

科学技術シ

ステムの改

善に向けた

質の高い提

案を行う。得

られた成果

については、

我が国の研

究開発戦略

の立案にも

活用される

よう国に提

供するとと

もに、国民に

向けて積極

的に発信す

る。 

・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等につ

いて調査・分

析を行い、重

点的に推進

すべき研究

開発領域、研

究開発課題

の特定、科学

技術システ

ムの改善等

について質

の高い提案

を行う。 

・機構の業

務全般の効

果的・効率

的な運営に

資 す る た

め、国内外

の科学技術

政策及び研

究開発の動

向 、 社 会

的・経済的

ニーズ等に

つ い て 調

査・分析を

行い、重点

的に推進す

べき研究開

発領域・研

究開発課題

の特定、科

学技術シス

テムの改善

等について

質の高い提

案を行う。 
 
［ 推 進 方

法］ 
ⅰ．科学技

術イノベー

ション創出

に向けた調

査・分析 
イ．国内外

の科学技術

政策及び研

究開発の動

［評価軸］ 
・戦略プロポー

ザル・俯瞰報告

書・各種調査報

告書等の活用

に向けた活動

プロセスが適

切か 
 
〈評価指標〉 
・戦略プロポー

ザル等の作成

におけるステ

ークホルダー

の参画状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■社会実装・施策化に向けたステークホルダーの巻き込み強化 

・研究開発戦略センター（CRDS）からの提言の受け取り手である政策立案関係者等を含むステーク

ホルダーを早期段階から議論に巻き込み、戦略プロポーザル等の着実な社会実装・施策化に向けた

取組を強化した。 
 研究開発の俯瞰報告書や戦略プロポーザルの作成過程において、平成 26 年度は計 109 回のワー

クショップ等を開催した（平成 25 年度：90 回、平成 24 年度 63 回）。産学官の外部有識者を

招へいして 1 回あたり 50 名規模での議論を実施し、検討を進めた。 
 「研究開発の俯瞰報告書 2015」の作成においては、前回 2013 年版の 320 名を上回る 430 名の

第一線の研究者等の執筆協力により我が国の科学技術の英知を結集し、CRDS 独自の視点で報

告書として取りまとめることにより、戦略立案の基盤となる重要な根拠資料(エビデンス)を策定

した。 
 平成 26 年度は計 13 件の戦略プロポーザル作成のためのチーム活動を実施した。その過程で計

326 人の外部有識者にヒアリングを実施し、第一線の研究者等の最新の高い知見・意見を十分

に取り込むことで質の高い提言の作成に取り組んだ。 
 

■科学技術イノベーション実現に向けた自然科学と人文・社会科学との連携への取組 

・現代社会における科学技術だけでは解決できない複雑に絡み合った多くの課題の解決に向け、長年

その実現が期待されてきた自然科学と人文・社会科学の連携について、CRDS が各界を主導して具

体的な取組に着手した。 
・具体的には、CRDS の有する人的ネットワークを最大限に駆使して、人文・社会科学系、経済学系、

自然科学系の有識者や政策立案担当者等を一堂に会したワークショップやシンポジウムを以下のよ

うに開催し、それらの連携に資する「場の形成」などの取組を推進した。 
 自然科学と人文・社会科学の連携に関するワークショップ（平成 26 年 10 月開催） 
― 人文・社会科学系、自然科学系の外部有識者（計 12 名）の招へいによる議論により、両者

の連携の必要性に対する共通認識が醸成された。 
 自然科学と人文・社会科学の連携の場の形成ワークショップ（平成 27 年 2 月開催：一橋大学経

済研究所・京都大学経済研究所・慶応義塾大学産業研究所との共催） 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、JST
の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で、

第 5 期科学技術基本計画の策

定検討への貢献、「次世代もの

づくり」をはじめとする研究開

発の新たな潮流の創造促進に

向けた取組や自然科学と人

文・社会科学との連携のための

取組など、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待等が認められるため、評定を

A とする。 
 
【科学技術イノベーション政策

策定への貢献】 
・第 5 期科学技術基本計画の策

定に向けた文部科学省、総合科

学技術・イノベーション会議へ

の積極的な提言・情報提供を行

った結果、次世代ものづくりの

コンセプト、ナノテクノロジ

ー・材料、ICT 分野、産学連

携分野をはじめ、CRDS から

インプットした様々な提言等

が活用されるなど、日本の科学

技術イノベーション政策の策

定に大いに貢献したことは評

価できる。 
 
【日本発の新たな研究開発戦略

の潮流創造を促進】 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計画

の実施状況については、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められるため、評定を A
とする。 

 
・業務のマネジメントについて、

特に戦略プロポーザル等の作

成過程において、様々なステー

クホルダー、とりわけ政策立案

関係者を議論に巻き込むこと

などを積極的に推進している

ことや、自然科学と人文・社会

科学の関係者が連携する場の

形成など新しい取組に着手し

ており、顕著な実績がみられ

る。 
 
・また、上記の活動を通じて策定

した戦略プロポーザルや調査

報告書等が、第 5 期科学技術基

本計画の検討をはじめ、関係府

省の政策検討に多数活用され

ているほか、実際に事業化につ

ながるなどの顕著な波及効果

をもたらしている（「次世代も

のづくり」をはじめとする新た

な提案コンセプトは、政府のみ

ならず、学会等も含め多方面に

影響を与えていることは評価

できる）。 
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向等につい

て、俯瞰ワ

ークショッ

プの開催等

により、研

究者、技術

者及び政策

担当者をは

じめとする

広範な関係

者の参加を

得ながら、

科学技術分

野の俯瞰、

社会的期待

の分析、海

外事務所の

活用等によ

る海外の情

報収集及び

比較等によ

り調査・分

析を行う。

なお、科学

技術分野の

俯瞰におい

ては、科学

技術の主要

分野につい

て、分野の

全体像、研

究 開 発 領

域、各国の

戦略等を整

理し、研究

開発の俯瞰

報告書を取

り ま と め

る。 
 
ⅲ．科学技

 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・戦略プロポー

ザル等の品質

向上の取組状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 経済学の有識者を中心に約 35 名が参加し、自然科学との連携について議論した結果、今後

の両者の連携に関する CRDS からの趣意書に対して参加者全員からの賛同を得ることができ

た。 
 自然科学と人文・社会科学の連携シンポジウム（平成 27 年 3 月開催、京都大学経済研究所との

共催） 
― 政策立案関係者、自然科学系と人文・社会科学系の外部有識者、一般参加者を含めて約 300
名が参加した。人文・社会科学の果たすべき役割や基盤的なデータ整備の重要性等に関する

問題提起がなされ、今後の取組に向けた様々な示唆が得られた。 
 

 

■戦略プロポーザルの品質管理に向けた体制強化 
・戦略プロポーザル作成過程における CRDS 内外でのプレビュー機会の増加等により、従来に増して

品質管理と質の向上を図った。 
・また融合分野に対する柔軟な対応や意思決定を迅速化するための最適な組織体制について議論を重

ねた結果、平成 27 年度に向けてユニット再編や戦略チームの発足等の組織改革による体制・機能強

化を実施した。 
 ユニット再編については、科学技術政策とイノベーション政策を切れ目なく一体的に取り扱う

ためにイノベーションユニットと政策ユニットを統合して科学技術イノベーション政策ユニッ

トとし、また情報科学技術とシステム科学がともに社会・産業及び科学技術自体の基盤的役割

を強めていることからシステム科学ユニットと情報科学技術ユニットを統合してシステム・情

報科学技術ユニットとした。 
 各ユニット活動のとりまとめを行うユニットリーダーの配置、及びセンターの活動を戦略的に

支援する戦略チームの設置により、意思決定の迅速化と横断的事項への柔軟な対応を強化した。 
 
■フォローアップ活動の実施と今後の活動への反映 
・戦略プロポーザルが基となった戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出）CREST・さきがけの

領域に関する中間及び事後評価結果について、平成 26 年度は 6 件の調査を実施した。政策意図や提

言の真意が確実に認識され、適切な領域運営がなされるようにフォローアップを実施するとともに

その内容を今後の提言作成活動へ反映させるよう注力した。 
具体例として、CRDS 戦略プロポーザル「幹細胞ホメオスタシス－再生医療の開発を加速化する、

幹細胞恒常性の成立機構の基礎研究－」等を基にして発足した、さきがけ「iPS 細胞と生命機能」

に対して、同領域の事後評価結果を受けて再生医療関連の研究開発動向を調査するとともに、提言

の妥当性や改善点などを評価結果として取りまとめて CRDS 全体にフィードバックした。 
 
■CRDS アドバイザリー委員会での評価結果 
・外部有識者から構成される第 10 回 CRDS アドバイザリー委員会（平成 26 年 12 月開催）において

は、以下のような良好な評価を受けた。 
 「限られたリソースの中で科学技術全般を網羅的に俯瞰しており、各テーマを深掘りした提案

は高いレベルのものと評価できる。今後も我が国の研究開発のリーディングシンクタンクとし

て科学技術政策の牽引役を担うことを期待する。」 
 

・CRDS の活動・提言を契機と

して、世界をリードする日本発

の新たな研究開発戦略として

「次世代ものづくり」、「マテリ

アルズ・インフォマティクス」、

「知のコンピューティング」が

創出されたことは評価できる。 
・CRDS の一連の取組により、

関係府省・産業界・アカデミア

を巻き込んで世論を誘導し、そ

の結果、文部科学省等での施策

化や第 5 期科学技術基本計画

への反映、海外を含めた学協会

へのコンセプト波及など、新世

代の研究開発戦略の大きな流

れを生み出すことができたこ

とは評価できる。 
 
【自然科学と人文・社会科学との

連携促進を実現】 
・科学技術イノベーション実現に

向けて長年に渡り連携が必要

とされてきた自然科学と人

文・社会科学との連携に向けた

取組に着手したことは評価で

きる。 
・これにより、人文・社会科学の

知見の取り入れによって実現

される「社会における科学技術

イノベーション」の創出に関す

る次年度の戦略提言の策定活

動に向けて着実な一歩を踏み

出すことができた。 
 
＜今後の課題＞ 
・内外の科学技術の状況・動向を

十分に把握した上で、分析し、

科学技術イノベーション推進

に必要な研究開発課題や政策

課題の抽出を行い、また早期段

階から国内の産学官のステー

＜今後の課題＞ 
・成果の活用は顕著に進展してき

ているものの、政策提言の内容

について、関係府省の施策に十

分に活用されていない例もま

だ見られる。 
 
・このため、戦略プロポーザルや

俯瞰報告書といった成果が、我

が国における研究開発戦略の

立案に一層効果的に活用され

るよう、関係行政機関等との連

携について、更なる工夫に努め

る必要がある。 
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術イノベー

ション創出

に向けた研

究開発戦略

の提案 
イ．上記の

調査・分析

の結果に基

づき、科学

技術未来戦

略ワークシ

ョップの開

催 等 に よ

り、研究者、

技術者及び

政策担当者

をはじめと

する広範な

関係者の参

加を得なが

ら、今後重

要となる分

野、領域、

課題及びそ

の研究開発

の推進方法

等を系統的

に抽出し、

人文・社会

科学の視点

を 取 り 入

れ、実用化

までも見据

えて、戦略

プロポーザ

ル等として

取りまとめ

提 案 を 行

う。また、

文部科学省

が推進する

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・海外動向調査

の活動状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・戦略プロポー

ザル・俯瞰報告

書・各種調査報

告書等やその

他、関係府省へ

提 供 し た 知

見・情報が政

・また、同委員会からの助言に対して直ちに今後の方向性を取りまとめ（「評価と助言を受けて」と題

した文書をホームページで公開）、PDCA サイクルの機能向上に努めた。 
 具体例として、同委員会からの「CRDS の『成果』とは何か、という視点を常に持って活動す

ること」との助言に対して、「プロポーザルの活用数だけでなく、社会と研究のあり方を深く洞

察する視座からの提言の効果についても今後さらに検討するとともに、従来から提言してきた

科学技術と社会ニーズ統合の場、領域俯瞰図、構造化俯瞰図、本格研究、社会的期待発見研究、

社会的期待と技術の邂逅プロジェクトなどの「概念や手法に関する提言」についても引き続き

取組んでいく」という方針を定めた。 
 
■各国の科学技術政策動向調査の実施 
・特に各府省・産業界等から注目を集めるテーマとして、Industrie 4.0（ドイツ）、Horizon2020（EU）、

Engineering Research Center（ERC）（米国）、ASEAN 科学技術情勢等について、いち早く CRDS
が調査に着手し、現地調査等を通じた綿密な調査・分析の結果を取りまとめ、関係府省・関係機関

からのニーズを踏まえた海外動向報告書として刊行した。 
 
■国際比較調査の実施 
・「研究開発の俯瞰報告書 2015」の作成においては、主要な研究開発領域ごとに、前回 2013 年版の

186 領域を大きく上回る 360 領域の国際比較を実施し、日本を含む主要国の科学技術・研究開発の

現状やトレンドに関する広範かつ網羅的な国際比較の調査結果を取りまとめた。本報告書は各国動

向の把握のみならず、国際的な我が国のポジションを明示している。 
 
■特定課題を対象とした科学技術動向の国際比較の実施 
・重要特定課題を取り上げて国際比較を行う専門チーム活動 G-TeC（Global Technology Comparison）

を実施した。平成 26 年度は、次世代製造技術やエネルギー分野等に関する国際的な科学技術動向に

焦点を当てて各国・地域の状況を分析・調査し、以下 3 件の報告書を取りまとめた。 
(1)「主要国における次世代製造技術の研究開発に係る政策動向」 
(2)「エネルギー分野の科学技術イノベーション」 
(3)「研究開発の俯瞰報告書（2013 年）等に基づく科学技術力の国際比較 各国の科学技術力につい

てのマクロ的な考察」 
・本調査は、国際的な重要テーマに関する日本のポジションを確認し、今後取るべき戦略立案に寄与

するものとして、CRDS 内では次世代ものづくりや ICT によるエネルギーイノベーション等に関す

る研究開発戦略立案の基礎資料となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クホルダーや海外の関係機関

と緊密に連携・情報交換を行い

ながら、引き続き効果的な研究

開発戦略や科学技術・イノベー

ション政策を提言していく。 
 
・科学技術イノベーション実現に

向けた自然科学と人文・社会科

学との連携については、前年度

の取組を踏まえて、さらなる連

携強化に向けた取組により具

体的な提言を策定することで、

施策化への取組や社会への発

信を行っていく。 
 
・社会が期待する新規の課題を先

行して感知し、科学技術による

解決に向けた研究開発の提言

を行うことで、引き続き研究開

発の新たな潮流を生み出すよ

うな活動を継続していく。 
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科学技術イ

ノベーショ

ン政策にお

ける「政策

のための科

学」事業の

一 環 と し

て、関係機

関と連携し

ながら「客

観的根拠に

基づく政策

形成」の実

現に向けた

取り組みを

行い、事業

で得られた

成果を提案

に活用する

ことを検討

する。 
 
ⅳ．成果の

活用及び公

表・発信 
イ．戦略プ

ロポーザル

のうち、戦

略的創造研

究推進事業

等において

重点的に推

進すべき研

究開発領域

等について

文部科学省

に提案を行

う。 
ロ．戦略プ

ロ ポ ー ザ

ル、科学技

策・施策等に活

用されている

か 
 
〈評価指標〉 
・戦略プロポー

ザル等の成果

物やその他、関

係府省へ提供

した知見・情報

の活用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
■第 5 期科学技術基本計画の策定に向けた貢献 
・文部科学省、内閣府・総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）に対する CRDS からの提言や知

見・情報の提供により、第 5 期科学技術基本計画策定の検討に対して大いに貢献した。具体的には、

以下のように活用が図られた。 
 文部科学省 科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会の第 5 期科学技術基本計画に向けた「中

間取りまとめ」に情報科学技術分野、ナノテクノロジー・材料分野、産学連携分野等における

CRDS からの数多くの提言内容が反映。 
 CSTI の第 5 期科学技術基本計画に向けた検討資料に CRDS からの提言に基づく次世代ものづ

くりのコンセプトが盛り込まれた。 
 文部科学省の審議会等での発表や報告書の配付、文部科学省・CSTI の第 5 期科学技術基本計画

担当事務局からのヒアリング対応や多くの提言・情報提供を実施。 
 

■研究開発の新たな潮流の創造促進 
・「次世代ものづくり」 

ものづくりのパラダイムシフトを加速し得る技術や当該技術の産業応用に向けた研究開発のあ

り方、次世代ものづくり基盤技術に関する以下の調査分析を行った。 
①ものづくりのパラダイムシフトについての把握及び次世代ものづくりの定義 
②次世代ものづくりを支える基盤技術の俯瞰 
③我が国が目指すべき方向性の提示 

以上の活動に関して、CRDS 主導による JST での組織横断的な取組を展開し、その結果を我が

国の新たなものづくりに関する中間取りまとめとして刊行した（平成 26 年 12 月）。検討過程にお

いて文部科学省・内閣府・経済産業省等と密に連携を取りつつ、産業界のみならずアカデミアも

巻き込んだ活動に発展させた。 
・「知のコンピューティング」 

平成 26 年 6 月に刊行した戦略プロポーザル「知のコンピューティング～人と機械の創造的協働

を実現するための研究開発～」では、情報科学技術を用いて知の創造を促進し、科学的発見や社

会への適用を加速することで、人と機械が共創し、人々の暮らしや様々な社会システムの質的変

革が促され、より高度な知的社会が実現することへの期待について提言を行っている。 
このような CRDS の提言等に基づき、米国科学振興協会（AAAS）2015 年次総会での公募シン

ポジウムの採択・開催や情報処理学会・人口知能学会等で本テーマが特別セッションとして取り

上げられるなど、CRDS 発の先導的な情報科学技術戦略の提言が、各界へ影響を与えつつある。 
・「マテリアルズ・インフォマティクス」 

今後の物質・材料分野の研究のあり方として、材料に求められる機能や性能などを検討し、ど

のような構成で実現するのかを仕様として決定をする「設計」の手法の確立が重要であると考え、

そのための手段として、インフォマティクスの活用について提言を行っている。 
このようなCRDSの提言等に基づく一連の取組が文部科学省やJST等の複数の新規事業化に貢
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術未来戦略

ワークショ

ップ等の報

告書及び調

査・分析結

果等につい

て、我が国

の研究開発

戦略の立案

にも活用さ

れるよう国

及び政府関

係機関等に

提供すると

ともに、ホ

ームページ

等を活用し

て広く国民

に向けて情

報 発 信 す

る。また、

自らが行っ

た提案の活

用状況を把

握し、ホー

ムページを

活用して情

報 発 信 す

る。 
 
ニ．機構が

重点的に推

進すべき研

究開発領域

等の企画・

立案に活用

さ れ る よ

う、関連部

署に得られ

た成果を提

供する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・JST 内外との

連携状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

献するなど、これまでの実験科学と理論科学、計算科学、さらにデータ科学が加わることをコン

セプトとした新世代の材料研究開発戦略の大きな流れを生み出しつつある。 
 
■関係府省・関係機関における事業化等への貢献 
・戦略プロポーザル等の成果物に基づく情報提供等を行った結果、関係府省・関係機関における数多

くの事業等に貢献した。主な成果の活用事例は以下のとおりである。 
 戦略プロポーザル等の提供により、文部科学省 平成 27 年度戦略目標の検討に大きく貢献 
 「マテリアルズ・インフォマティクス」に関する提言等、により、平成 27 年度において、文部

科学省事業「データ駆動型の材料研究開発の推進」や JST 事業「国立研究開発法人におけるイ

ノベーションハブ構築支援事業」等の複数の新規事業化に貢献 
 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の課題「次世代農林水産業創造技術」、「エネルギ

ーキャリア」の選定に際し CRDS の提言テーマが採用 
 CSTI 重要課題専門調査会ナノテクノロジー・材料ワーキンググループへの多くの提言・情報提

供により、「科学技術・イノベーション総合戦略 2014」にその内容が大きく反映 
 CRDS が刊行した調査報告書「革新的バイオ医薬品」に基づく多面的なエビデンスデータを含

む情報提供により、文部科学省「革新的バイオ医薬品創出基盤技術開発事業」の発足に大きく

貢献 
 「材料研究開発戦略」に関する提言内容が、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

における新規事業・領域等の検討に貢献 
 
 
■関係府省・関係機関への成果の提供と連携強化 
・文部科学省のほか、内閣府・CSTI、経済産業省、外務省、農林水産省等の関係府省、NEDO、産業

競争力懇談会（COCN）等の産業団体、及び公的・民間シンクタンク等の社会実装を担う組織との

連携を強化した。 
・特に文部科学省の各担当課の政策担当者と CRDS 各ユニットとは月 1 回程度の定例会議の実施のほ

か、日常的に連絡を取り合って情報提供・情報共有することで、双方の連携・協力関係をより一層

強化した。なお、関係府省や関係機関との主な連携事例は以下のとおりである。 
 文部科学省 科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会や CSTI 有識者議員会合や資源配分の

あり方に関する懇談会に対して、ファンディング制度改革や政策俯瞰に関する知見や情報を提

供し、報告書が委員会資料としても採用されるなど、関係府省における議論の基礎となった。 
 文部科学省 国際情勢報告会や 最先端研究・技術動向調査グループ会合、外務省 研究会などで、

CRDS がいち早く調査に着手し、取りまとめた Industrie4.0、Horizon2020、ロシアや ASEAN
の科学技術情勢等について発表。 
 経済産業省担当課に分野別俯瞰調査に関する情報提供や月 1 回程度の意見交換を実施。 
 農林水産省担当課への農林水産・食品分野における情報提供。 
 NEDO とのナノテクノロジー・材料分野における意見交換の実施や、CRDS ワークショップで

の協力・連携。 
 文部科学省作成の「科学技術白書」「科学技術要覧」への各種情報提供。 
 内閣府 東京オリンピック・パラリンピック 2020 タスクフォースへの CRDS フェローの参画や

情報提供。 
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ⅴ．評価と

評価結果の

反映・活用 
イ．科学技

術と社会の

関係をより

重視して提

言を作成す

るように努

めるととも

に、研究開

発戦略セン

ターアドバ

イザリー委

員会におい

て、研究開

発領域・研

究 開 発 課

題、科学技

術システム

の改善等が

質の高い内

容であるこ

と、検討過

程 の 合 理

性、情報発

信 の 妥 当

性、並びに

提案の活用

状況につい

て評価を行

い、評価結

果を事業の

運営に反映

させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の発信状

況 
 

 総務省担当官との情報科学技術分野における情報提供、及び府省連携に関する意見交換の実施。 
 民間シンクタンクとのエネルギー分野での情報交換・連携。 
 OECD グローバルサイエンスフォーラムで検討中の大型施設・共用施設等の研究開発インフラ

に関して CRDS から情報提供等の協力を実施。 
 COCN 2014 年度推進テーマのうち 2 テーマに CRDS フェローが参画・協力。 
 OECD グローバルサイエンスフォーラム（GSF）における科学的助言のあり方に関する検討に

CRDS が参画しており、その一環として世界科学顧問会議（H26 年 8 月、ニュージーランド）

に参加して各国機関の関係者との連携・協力関係を構築した。その後、CRDS が関与した本件

に関する報告書は OECD 科学技術政策委員会（CSTP）会合で承認された。 
 中国科学技術情報研究所（ISTIC）と MOU を更新して、今後の協力関係を確認するとともに

「日中トップレベル人材調査結果について」と題して、同機関との合同ワークショップを中国

で開催した。 
 

■関係機関の委員会等への参画 
・関係府省等の委員会・検討会の構成員として CRDS フェローが参画し、これまで蓄積した知見や情

報の提供等を行った。 
 具体的な事例として、文部科学省 情報科学技術委員会委員、文部科学省・経済産業省合同検討

会委員、文部科学省 戦略的な基礎研究の在り方に関する検討会委員、内閣府エネルギー戦略協

議会構成員、経済産業省 産業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・評価小委員会委員、

CSTI 重要課題専門調査会ワーキンググループ構成員、内閣府 SIP エネルギーキャリア推進委

員会構成員、日本学術振興会 世界トップレベル研究拠点プログラム委員会拠点作業部会主査、

産業技術総合研究所 ナノスピントロニクスセンター評価委員、文部科学省 元素戦略プロジェ

クト、ナノテクノロジープラットフォーム プログラムオフィサー、などが挙げられる。 
 
■JST 内での連携と各事業への貢献 
・CRDS の提言内容・俯瞰活動の成果について、JST 内での展開・利活用によって各事業への貢献を

図るとともに、各事業からの参画・意見の取り入れによる提言等の質の向上を図るべく、各部署と

の連携・協力を推進した。 
・具体的には、戦略研究推進部、経営企画部、社会技術開発センター、国際科学技術部、国際戦略室

等との連携・協力に加え、平成 26 年度は、特に産学連携事業（A-STEP・知財活用支援事業）の重

点分野設定の検討に資するため、CRDS の俯瞰報告書等に基づく情報提供・協力を積極的に実施し

た。 
 
■研究開発の俯瞰報告書の大幅改訂 
・各分野の歴史・現状・今後の方向性、主要研究開発領域、その国際比較等を取りまとめた「研究開

発の俯瞰報告書」を大幅改訂した。 
 2013 年発行の前回版に比べて、社会的期待の視点からの再検討、各分野の網羅性を高めた俯瞰

構造の詳細化、他分野・異分野融合によるイノベーション創出に資する概念化など大幅な改善

を実施した。 

 各分野における研究開発の方向性や主要な研究開発領域、さらに国際的な我が国のポジション

を明示した。 
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■戦略プロポーザルの作成・刊行 
・CRDS 独自の戦略立案の方法論に基づく 3 件の「課題解決型研究開発の提言」の刊行や CRDS の先

導による JST 全組織体制での横断グループ結成等による戦略立案を進めた。 
・その結果、平成 26 年度においては、計 13 件の戦略プロポーザル作成に向けたチーム活動を実施し、

平成 26 年度内に計 6 件の戦略プロポーザルを刊行・公開した。 
 

 タイトル 概要 

1 

課題解決型研究開発の提

言（1）都市から構築する

わが国の新たなエネルギ

ー需給構造 

エネルギーに関する課題解決型の研究開発、特にわが国の都市

におけるエネルギー利用・消費の高効率化を課題とした研究開発

の在り方について提案。 
エネルギー損失を大幅に削減し、再生可能エネルギー・未利用

エネルギーの導入を拡大し、変動する需給バランスの調整を実現

する具体的な方策を提言。 

2 

課題解決型研究開発の提

言（2）強靭で持続可能な

社会の実現に向けた社会

インフラ統合管理システ

ムの研究 

強靭で持続可能な社会の実現に向けて、社会インフラに関する

様々な課題に対する、より本質的な解決を目指し、「社会インフ

ラ統合管理システム」の基盤研究と「メンテナンス科学技術」の

研究開発を、我が国として戦略的に推進するための具体的な方策

を提言。 

3 

課題解決型研究開発の提

言（3）ヒトの一生涯を通

した健康維持戦略 －特に

胎児期～小児期における

先制医療の重要性－ 

人々が一生涯を通して健康である社会を実現するための科学

技術戦略として、胎児期～小児期の環境要因と将来の疾患発症と

の関係性に着目した、胎児期～小児期における先制医療の具体的

な推進方策を提言。 

4 
ナノスケール熱制御によ

るデバイス革新 － フォ

ノンエンジニアリング － 

フォノンの理解と制御に基づくナノスケールの熱制御に関す

る新たな学術分野の構築、及びデバイス革新に向けた研究開発の

推進を提案。 
電子物性や光学物性に比べ遅れている「熱」の概念を、ナノサ

イエンスの立場に立って再構築し、熱制御・利用技術を確立する

ことによる材料・デバイスの革新を提言。 

5 

反応プロセス革新 ～イ

オンと電子の制御による

中低温域の革新的化学反

応～ 

エネルギー変換や化学品合成などの物質生産の基盤となる化

学反応プロセスの革新に資する研究開発戦略を提案。 
触媒化学、電気化学、固体イオニクスを融合することで、化学

反応におけるイオンと電子の動きを独立に制御する技術の研究

開発を提言。 

6 
産学共創ソーシャルイノ

ベーションの深化に向け

て 

CRDS による国内外の 30 事例を調査分析した結果に基づき、

統合化システムによるイノベーション実現に必要な三つの重点

施策と具体策を提案。 
社会のあるべき姿を展望し、統合化研究と現場での実証・実装

を連続的に推進する統合化システム構築を提言。 
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■学会発表・講演等による情報発信 
・CRDS フェローの学会発表による情報発信や各所からの依頼に基づく講演会や説明会を随時実施し

た。 
 特に「次世代ものづくり」や「Industrie4.0」については、ホームページでの報告書公開後に大

きな反響があり、関係府省・大学・学協会・民間企業等からの数多くの講演依頼に対応した。 
 学会誌や専門誌において、CRDS フェローによる多くの寄稿・執筆を行ったほか、新聞社・出

版社などの各メディアからの取材対応を行った。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

1.① 科学技術イノベーション創出に向けた調査・分析及び研究開発戦略の提案（中国総合研究交流センター業務） 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第五号 内外の科学技術情報を収集し、整理し、保管し、提供し、及び閲覧させる

こと。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
中国文献データ

ベースサービス

稼働率（%） 
99.5 100 100 100   予算額（千円） 1,008,176 

の内数 
1,018,842 

の内数 
1,043,541 

の内数   

「サイエンスポ

ータルチャイナ」

年間ページビュ

ー数（件） 

― 6,074,644 10,382,639 8,876,727   決算額（千円） 955,345 
の内数 

939,882 
の内数 

1,060,005 
の内数   

「客観日本」年間

ページビュー数

（件） 
― 9,856,085 14,752,777 22,570,995   経常費用（千円） 107,525,024 

の内数 
130,937,687 

の内数 
144,296,465 

の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施

コスト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 

の内数  
  

 
       

従事人員数 9(6) 10(5) 13(5)   

※予算額及び決算額は、研究開発戦略センター及び中国総合研究交流センターの合計額 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等の調

査・分析を行

い、我が国が

進めるべき

研究開発対

象を特定し、

科学技術シ

ステムの改

善に向けた

質の高い提

案を行う。得

られた成果

については、

我が国の研

究開発戦略

の立案にも

活用される

よう国に提

供するとと

もに、国民に

向けて積極

的に発信す

る。 

・機構の業務

全般の効果

的・効率的な

運営に資す

るため、国内

外の科学技

術政策及び

研究開発の

動向、社会

的・経済的ニ

ーズ等につ

いて調査・分

析を行い、重

点的に推進

すべき研究

開発領域、研

究開発課題

の特定、科学

技術システ

ムの改善等

について質

の高い提案

を行う。 

・機構の業

務全般の効

果的・効率

的な運営に

資 す る た

め、国内外

の科学技術

政策及び研

究開発の動

向 、 社 会

的・経済的

ニーズ等に

つ い て 調

査・分析を

行い、重点

的に推進す

べき研究開

発領域・研

究開発課題

の特定、科

学技術シス

テムの改善

等について

質の高い提

案を行う。 
 
［ 推 進 方

法］ 
ⅱ．中国の

科学技術政

策 等 の 調

査・分析 
イ．飛躍的

な経済成長

を遂げ科学

技術の振興

を強力に進

［評価軸］ 
・科学技術にお

ける日中相互

理解を促進す

るための取組

は適切か 
 
〈評価指標〉 
・日中ネットワ

ーク構築への

取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・双方向情報発

信の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日中関係を取り巻く厳しい状況下において、中国政府や研究機関、大学等と密接なコミュニケーシ

ョンを通じた人的ネットワークを形成し、その深化によって、センターの活動を円滑化するととも

に JST 内の連携を促進した。 
 平成 24 年の尖閣諸島の国有化以降、ハイレベル会談のアレンジが難しい状況でありながら、中

国の関係部署との地道な交流活動を積み重ね、中国教育部副部長や科学技術部副部長（副大臣級）

と理事長との面談を実現した。 
 引き続き積極的に中国を訪問し、教育部、科技部、科学院、国家自然科学基金委員会、科学技術

協会、留学服務中心、その他の多くの機関と人的交流を進めたほか、中国の各省、各都市を代表

する大学関係者や、サイエンスパーク関係者とも良好な人的関係の維持・構築に努めた。 
 北京大学、清華大学、大連理工大学、北京交通大学、上海交通大学、中国科学技術大学の主要大

学と、CRCC、産学連携展開部の三者で新規 MOU を締結し、日中間における産学連携の基盤を

強化した。この枠組みにより、これらの大学が日本に出願した特許については J-STORE を通じ

て利用に供することが可能となるなど、協力関係はさらに加速する状況に至っている。 
 CRCC が各種活動を通じて構築してきたネットワークの維持・強化を通じて、日中の大学間が

抱える課題や将来の方向性についての貴重な情報を得るための基盤を強化した。 
 

 

・「少子高齢化」「環境・エネルギー」「食糧問題」「防災」など、境界領域での日中共通課題の解決に

貢献するため、社会科学系の研究者との新たなネットワークを開拓し、CRCC 研究会の講師やサイ

エンスポータルチャイナの執筆を通じた連携強化と新たな情報発信を強化した。 
・日本国内での各機関の訪問・意見交換を通じて、国内で日中交流や中国に関する研究などを行う機

関の情報収集・整理や、これらの国内中国研究関連機関を取りまとめるデータの発信など中国研究、

国際交流に資する研究基盤を強化した。 
・JST が実施する中国関連事業における中心的なハブ機能を担うため、CRDS（中国の技術移転シス

テムの実態に関する調査）、社会技術研究開発センター、国際科学技術部（日中環境ワークショップ）、

産学連携展開部（イノベーション・ジャパン、日中大学フェア＆フォーラム in China、日中新技術

発表会、中日特許の DB 化）のほか、情報企画部（日中機械翻訳）などの各部署を積極的に連携し、

事業推進へ貢献した。 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、JST
の活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、適正、効果的

かつ効率的な業務運営の下で、

我が国の科学技術政策立案支

援のための中国を対象とした

調査・研究を着実に行い、日中

大学フェア in China における

中国教育部留学服務中心から

の感謝状の授与や客観日本の

PV 数の大幅な増加（月間 260
万 PV、従来の約 2 倍）などの

成果や、幅広い視点から、双方

向の発信を重視し、交流・連携

を推進しつつデータの収集・整

理を行い、重点的に調査・分析

するなど「研究開発成果の最大

化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待が認め

られ、着実な業務運営がなされ

ているため、評定を B とする。 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も日中両国の科学技術分野

の交流と情報発信を通じて、よ

り一層の相互理解のためのプ

ラットフォームを構築するこ

とにより、人と情報のネットワ

ークを作り上げ、日中両国の共

通課題を解決するために貢献

する。 
 
【日中ネットワーク構築への取

組状況】 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 

・平成 26 年度における中期計画

の実施状況については、「研究

開発成果の最大化」に向けて

成果の創出や将来的な成果の

創出等が認められ、着実な業

務運営がなされているため、

評定を B とする。 
 

・業務の実績について、中国政

府や同国内の研究機関、大学

等との人的ネットワークの形

成、主要大学との MOU 締結

等によって日中間の産学連携

の基盤構築が図られているほ

か、日本の姿を中国語で客観

的に伝える「客観日本」のペ

ージビュー数も大に幅増加す

るなど、科学技術における日

中間のネットワークの構築が

着実に進められている。 

 

 

＜今後の課題＞ 

・調査報告書や中国語文献デー

タベースをはじめとする事業

全般について、それぞれの取

組の目的や実施内容を、「国益

への貢献」の観点から改めて

精査し、改革及び重点化を図

る必要がある。 

 

・センター設立から 10 年を経て

中国を取り巻く状況は急速に

変化し、中国の有する情報への

アクセスのしやすさなども変
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めている中

国における

重要科学技

術政策や研

究開発の動

向及び関連

する経済・

社会状況に

ついて、幅

広い視点か

ら双方向の

発信を重視

し交流・連

携を推進し

データの収

集・整理を

行い、重点

的に調査・

分析する。 
 
ⅳ．成果の

活用及び公

表・発信 
ハ．幅広い

視点から収

集・整理し

た日中の科

学技術情報

や調査・分

析結果につ

いて、報告

書等により

広く情報提

供する。な

お、日中の

交流・連携

に資するた

め、ホーム

ページを活

用して、中

国の科学技

・調査研究の取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・中国の科学技術政策及び高等教育の最新情勢を多角的に調査・分析し、政策立案や戦略策定に資す

るため、平成 26 年度は 7 件の調査を実施し、調査結果を取りまとめた。 
 タイトル 概要 

1 
中国の医薬品産業の

現状と動向 

医薬品の最大マーケットである中国の法制度研究。最近、規制強化が

進んでいるとの情報もあるが、法制度の全体像は見えにくい。日本で

は先行研究がなく、平成 27 年度に創設される日本医療研究開発機構

（AMED）の事業にも貢献するテーマである。 

2 
中国の食糧問題と農

業革命 

中国の「食糧問題」は「人口問題」と並んで最大テーマのひとつであ

る。中国の食糧生産の動向や、農業分野での技術革新、それに食糧分

野での産学連携などの調査研究を行った。 

3 
産学連携に関する日

中比較調査 

中国では「校弁企業」と呼ばれるベンチャーが大きく成長している。

日本と中国は産業構造が異なることから、単純な比較はできないが、

イノベーション創出に向けた技術移転のあり方は学ぶべきところも多

い。日中の産学連携の現状と課題を調査した。 

4 
中 国 科 学 技 術 概 況

2015 年度版 
中国の科学技術関連データ集。科学技術に関連する主要な統計データ

を継続的に分かりやすく掲載した。 

5 
日本政府の対中環境

協力の現状及び今後

の展望 

日中の環境協力は長い歴史があるが、大気汚染や水質汚濁に関して状

況は改善していない。本研究ではこれまでの日中環境協力を総括して、

実際に技術を実装する上で課題を摘出し、今後の協力のあり方を探っ

た。 

6 

2015 年度版 中国に

おけるイノベーショ

ン型産業クラスター

の現状と動向 

「ハイテク産業開発区」や「サイエンスパーク」と並んで、2012 年に

「イノベーション型産業クラスター」プロジェクトがスタートした。

いままでの低コスト競争から脱却し、イノベーションによる産業活性

化政策を進めようというプロジェクト。本研究では、まず現状を調査

した上で、その狙いを探った。 

7 
日本留学経験者の動

向調査とデータベー

ス化 

昨年度に引き続き、日本留学経験者の全体像及び個人の動向について、

公開情報から情報を収集し、日中関係強化のためのネットワーク構築

に資する。 
 

・日中科学技術協力の促進に資するべく、重要科学技術政策や研究開発動向を検討していく際に知っ

ておくべき情報収集の一環として、以下に示す研究会を合計 13 回開催した。研究会に関しては、ほ

とんど毎回来場するという固定聴衆層も現れてきており、最新の中国の動向の発信を目的とした研

究会に対する関係者の認知度が向上したものと思われる。平成 26 年度の研究会のテーマは、科学技

術のみならず、政治・経済・環境・社会など多岐に及んだ。 
 演題 講師 参加者数 

第70回 「習近平政権期の国家と社会」 小嶋華津子（慶応大学法学部准教授） 234 名 

第71回 
中国共産党代十八回三中全会“決
定”:新しい管理戦略と改革綱領 

張小頚（清華大学政治学部長） 188 名 

第72回 
新疆ウィグル自治区での相互理解

促進 30 年 

小島康誉（浄土宗僧侶 仏教大学ニヤ

遺跡学術研究機構代表、新疆ウィグル

自治区政府顧問） 
100 名 

・中国関係部署とのハイレベルの

会談はその後の活動の大きな

布石となっている。また、草の

根のレベルでの様々交流活動

は、その後の、人的ネットワー

クを構築・情報収集のネットワ

ーク拡大につながっている点

で評価できる。 
 
【双方向情報発信の取組状況】 
・双方情報発信の各種取組は、日

本国内における中国研究の中

心的な機関としてその発展に

貢献している点で評価できる。 
 
【調査研究の取組状況】 
・「中国の医薬品産業の現状と動

向」では、先行研究がほとんど

ない中国の薬事行政や法体系

の解明に力を注いだ。本研究は

2015 年 4 月 1 日にスタートし

た 日 本医 療研 究開 発機 構

（AMED）の事業にも資する

と期待され、評価できる。 
・「中国の食糧問題と農業革命」

では、愛知大学と共同で、現代

中国最大の課題のひとつであ

る中国の食糧問題に挑んだ。中

国の食糧生産の動向や食の安

全、それに農業分野での産学連

携や技術革新は日本の食糧戦

略にも大きな影響を与えると

期待される点は評価できる。 
 
・「産学連携に関する日中比較」

「イノベーション型産業クラ

スターの研究」では、中国での

技術移転や新しいタイプのサ

イエンスパークの現状と課題

を調査するとともに、「日中環

境協力の歴史・展望・課題」で

化している。また科学技術外交

上は、中国のみならず、インド

や ASEAN といった新興国の

重要性が増している。 

 

・こうした状況や日本の科学技術

の現状を踏まえ、センター設立

10 年というタイミングで、研

究開発対象とする国・地域に対

する資源配分や取組のバラン

スについて JST 全体として検

討を行い、センターの在り方や

取組内容を見直していく必要

がある。 
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術政策等の

情報を日本

語 で 発 信

し、また我

が国の科学

技術政策等

の情報を中

国語で発信

する。 
ニ．機構が

重点的に推

進すべき研

究開発領域

等の企画・

立案に活用

さ れ る よ

う、関連部

署に得られ

た成果を提

供する。 
 
ⅴ．評価と

評価結果の

反映・活用 
ロ．中国総

合研究交流

センターア

ドバイザリ

ー委員会に

おいて、中

国総合研究

交流センタ

ーにおける

交流・連携、

調査・分析

及び情報発

信の妥当性

について評

価を行い、

評価結果を

事業の運営

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第73回 China Today：その深層に迫る 
毛里和子（早稲田大学栄誉フェロー・

名誉教授） 
197 名 

第74回 
東京都・北京市友好都市提携 35 周

年と今後の日中関係 
程永華（駐日特命全権中国大使） 224 名 

第75回 習近平政権の中国外交 
青山瑠妙（早稲田大学教育・総合科学

学術院教授） 
132 名 

第76回 中国の安全保障戦略と軍事 安田淳（慶応大学法学部教授） 136 名 

第77回 中朝関係の実相を探る 
平井久志（立命館大学客員教授 共同

通信客員論説委員） 
106 名 

第78回 中国市場の現場から 
服部健治（中央大学大学院戦略経営研

究科教授） 
154 名 

第79回 2015 年の中国―習近平政権の行方 津上俊哉（津上工作室代表） 188 名 

第80回 中国の科学技術政策の現状と課題 
姚建年（国家自然科学基金委員会副主

任ら） 
90 名 

第81回 
特別企画 中国研究シンポジウム

2015「中国経済の最新動向と日中

関係」 
― 199 名 

第82回 
中国環境保護法の改正と法執行へ

の影響 
汪劲（北京大学教授） 140 名 

 

・上記研究会に加え、講演と参加者と講演者との意見交換会をセットにした「中国研究サロン」を平

成 25 年度より開始し、平成 26 年度は 4 回開催した。とくに平成 26 年 11 月に開催した「和解学へ

の学際的アプローチ」では、日本の中国研究者 200 人以上が参加する「新しい日中関係を考える研

究者の会」の全面的な参加を得て、元ドイツ大使のスタンツェル氏らを招いて大規模なシンポジウ

ムとして行われた。香港や中国からも研究者が参加し、「和解」という最も困難な問題について、多

様な意見を交わした。 

 演題 講師 参加者数 
第 8 回 日中友好のためにできること 加藤嘉一（コラムニスト） 323 名 

第 9 回 
大学・学生から見る中国の動向

と将来 
宮内雄史（東京大学北京代表所所長） 148 名 

第10回 
北京大学と清華大学~歴史、現

況、学生生活、優れた点と課題 
林幸秀（JST 研究開発戦略センター海外動

向ユニット上席フェロー） 
76 名 

第11回 
国際シンポジウム「『和解学』

への学際的アプローチ」 

ボルカー・スタンツェル（元駐日ドイツ大）、

キャノン・ポーター氏、村田雄二郎（東京

大学）、石田勇治（東京大学）、袁偉時（中

山大学）、サイモン・セン（香港中文大学）、

平野健一郎（東洋文庫）、汪錚、天児慧（早

稲田大学）、竹中千春（立教大学）、毛里和

子（早稲田大学） 

90 名 

 

 

は、数十年にわたる日中環境協

力を振り返り、深刻化する中国

の環境問題解決に向けて、日中

間の環境協力のあり方を再検

討するための材料とデータを

提供している点は評価できる。 
・環境問題については、中国から

環境政策の立案に直接携わっ

ている研究者を招き、環境法制

や規制の基本的考え方につい

て明快に語ってもらい、参加し

た環境関連企業の皆様から高

い評価を受けた。 

・習近平政権の政治、経済、外交、

安全保障などをテーマとした

研究会には、多くの参加者を集

めた点は評価できる。 
・北京・東京姉妹都市提携35周年

を記念して行われた程 永華 

中国大使の講演には、200人を

超える参加者を集めた。質の高

い研究会の開催により、JST及
びCRCCの評価は大きく高ま

ったといえる。 
・平成27年2月12日に開催した中

国研究シンポジウム「中国経済

の最新動向と日中関係」では、

高度成長時代から「新常態（ニ

ューノーマル）」と呼ばれる安

定成長に移行する中国経済の

現状をマクロ、ミクロの両面か

らレビューし、中国で活動する

日本企業の戦略立案にも貢献

した。 
 
【日中ネットワーク構築状況】 
・日中大学フェア&フォーラム

は、大きな反響を呼んだ。科学

技術分野での日中間の産学連

携の新たな動向として意義は

非常に大きい。 
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に反映させ

る。 
 

 
 
 
・中国文献デー

タベースの安

定運用状況 
 
 
 
［評価軸］ 
・科学技術にお

ける日中ネッ

トワーク構築

のもと、両国の

発展に寄与す

るための情報

を提供し、共通

課題の解決等

に活用されて

いるか 
 
〈評価指標〉 
・日中ネットワ

ーク構築状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・中国研究を行う人文･社会科学系の研究活動が、予算や研究者の減少により沈滞化しており、日中の

交流活動にも影響を与えているため、中国研究を行う学会誌のデータベース化等による調査研究の

基盤を強化した。 

・中国文献データベースについて、障害発生の削減及び障害復旧時間の短縮の両面から対策を実施し、

サービス稼働率の向上を図った。 
 目標 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
サービス稼働率（%） 99.5%以上 100 100 100 
※計画停止時間を除く 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「日中大学フェア&フォーラム 2014」をイノベーション・ジャパン 2014 と同時開催し、23,964 名が

来場した。平成 24 年より中国政府が訪日団を控えている中、日中間のネットワークを通じた環境醸

成の努力の結果、中国から 30 大学・企業の 112 名が（招へいではなく自主的に）自費で来日。フォ

ーラムには 212 名が参加した。 
 テーマは「イノベーション創出に向けた大学と企業の使命」で、産学連携の成功例を具体的に紹

介するとともに、北京大学をはじめハイレベルの専門家により、日中間の国際産学連携の展望な

どについて活発な議論が行われた。 
 フォーラム終了後に行われた「日中交流会」には中国大使館教育処、科学技術処からも公使参事

官が出席し、日中間の 40 年以上にわたる科学技術交流の成果について語るとともに、「さくら

サイエンスプラン」での交流の重要性などが確認された。 
 「日中大学フェア&フォーラム in CHINA 2015」を中国国際教育巡回展（中国教育部留学服務

中心主催）と同時開催し、北京会場は 17,000 名、上海会場は 3,800 名が来場した。 
 日本から 41 機関が参加し、日本側の参加機関と中国側の参加機関とで産学連携の案件がまとま

った。 
 北京で開催した日中大学フォーラムには 370 名、交流会には 280 名が参加した。 

 「フォーラム」に先だって行われた記者懇談会には、中国メディア 26 社、日本メディア 4 社が

参加した。特に政府系の人民網、環球時報、新華網、中国中央テレビが前向きかつ友好的に報道

した。 
 

・日中大学フェア&フォーラム in 
CHINA 2015 では、日本の機

関のグローバル化に寄与。共催

し 41 機関の留学服務中心から

は 2 年連続して感謝状を授与

された意義は非常に大きい。 
・記者懇談会で各種メディアが友

好的な報道をした意義は非常

に大きい。 
 
【調査研究等成果の活用状況】 
・調査研究については、中国関係

の最新の情報が必ずしも即時

に入手できるわけではない状

況であることから、実態を正し

く理解することに大きく役立

っている。 
 
【中国文献データベースの整備

状況】 
・NICT と連携して機械翻訳を開

発し、DB 作成を効率化したこ

とにより、今後はさらなるデー

タベースの充実が期待される。 
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・調査研究等成

果の活用状況 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・サイトアクセ

ス数 
 
 
 
 
 
・調査研究成果

の発信状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・中国文献デー

タベースの整

備状況 
 
 

・日本では未開拓の分野であり、平成 27 年度に創設される日本医療研究開発機構（AMED）の事業に

も貢献するテーマ「中国の医薬品産業の現状と動向」等計 7 本を出版した。官公庁・大学等 400 機

関に送付し、累計で 177 件の報告書等への引用が行われた。文部科学省関連では、報告書、白書、

大学グローバル化検討ワーキンググループ、中央教育審議会、科学技術・学術審議会の資料等、計

28 件に利用された。 
 
 
 
・中国の科学技術を平易に紹介する「サイエンスポータルチャイナ」（月間 PV60 万～100 万件）と、

日本の姿を中国語で客観的に伝える「客観日本」（月間 PV260 万件/3 月、昨年度の約 2 倍）のコン

テンツを強化し、客観日本については、ページビュー数を大幅に増やした。 

 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 

サイエンスポータルチャイナ（件） 6,074,644 10,382,639 8,876,727 
客観日本（件） 9,856,085 14,752,777 22,570,995 

 
・メールマガジンは、登録アドレスが 14,000 件（日本語）、7,000 件（中国語）に達し、情報発信の強

力なツールに成長。科学技術分野での日中間の相互理解に基づく連携強化のための環境醸成に大き

く貢献した。 
・ハイレベルな研究者による 13 回の研究会と 4 回の中国研究サロン（うち 1 回はシンポジウム）を

行い、のべ 2,500 名を集め、最新の状況に関する情報共有と人的ネットワークの構築に寄与した。

その中でも、程 永華駐日特命全権中国大使を講師として迎え研究会を開催したことは、CRCC が中

国関係者と築き上げてきたネットワークの点からも特筆すべき点である。 
・また、今年度は調査報告書を 7 件とりまとめ、官公庁・大学等 400 機関に送付した。報告書の総ダ

ウンロード数は統計取得を開始した平成 26 年度下半期だけで 80,600 件となり、非常に多くの利用

がある。 
 
・9,000 誌を超える中国語文献のうち、重要な学会誌 866 誌の論文について、英文抄録を翻訳して無

料公開した（中心的な利用者は特許庁を含めた知財関連団体や研究者）。平成 26 年度は 18 万件追加

し、累計で 139 万件となった。また、情報通信研究機構（NICT）と当データベースに適した機械翻

訳を開発した。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

1.② 低炭素社会実現のための調査・分析及び社会シナリオ・戦略の提案 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

提案書発刊数（件） ― 0 10 15   予算額（千円） 270,000 270,000 263,601   

シンポジウム・ワー

クショップ等（回） ― 1 2 4   決算額（千円） 246,492 256,063 248,036   

講演（件） ― 10 16 15   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465
の内数   

       経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       
行政サービス実施コスト

（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757

の内数  
  

        
従事人員数（うち研究者

数） 17(9) 17(9) 18(10)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・文部科学省

が策定する

研究開発戦

略に基づき、

新規有望技

術に着目し、

産業構造、社

会構造、生活

様式、技術体

系等の相互

連関や相乗

効果の検討

等を行うこ

とにより、科

学技術に立

脚した社会

システム改

革や研究開

発の方向性

等を提示す

るための研

究を推進し、

持続的発展

を伴う低炭

素社会の実

現に資する

質の高い提

案を行う。得

られた成果

については、

機構の業務

の効果的・効

率的な運営

に活用する

とともに、国

及び国民に

向けて積極

・機構は、我

が 国 の 経

済・社会の持

続的発展を

伴う、科学技

術を基盤と

した明るく

豊かな低炭

素社会の実

現に貢献す

るため、望ま

しい社会の

姿を描き、そ

の実現に至

る道筋を示

す社会シナ

リオ研究を

推進し、低炭

素社会実現

のための社

会 シ ナ リ

オ・戦略の提

案を行う。 
 
［推進方法］ 
・人文・社会

科学と自然

科学の研究

者が参画す

る実施体制

の構築、幅広

い分野の関

連機関と連

携 
 
・産業構造、

社会構造、生

・機構は、

我が国の経

済・社会の

持続的発展

を伴う、科

学技術を基

盤とした明

るく豊かな

低炭素社会

の実現に貢

献 す る た

め、望まし

い社会の姿

を描き、そ

の実現に至

る道筋を示

す社会シナ

リオ研究を

推進し、低

炭素社会実

現のための

社会シナリ

オ・戦略の

提 案 を 行

う。 
 
［ 推 進 方

法］ 
ⅰ．研究体

制の構築 
イ．人文・

社会科学と

自然科学の

幅広い分野

の研究者・

有識者等を

任期付きで

［評価軸］ 
・社会シナリオ

研究の推進・推

進体制等は適

切か 
 
〈評価指標〉 
・社会シナリオ

研究推進体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
■社会シナリオ研究推進体制 
・環境経済システム学、環境システム工学、エネルギー、工学、建築、材料科学、都市工学・行政、

企業戦略、社会システム科学等の人文・社会科学と自然科学の分野の研究者・学識経験者・専門家

等計 43 名（常勤 6 名、非常勤 37 名（平成 27 年 3 月現在））により、社会シナリオ研究を推進した。 
・平成 26 年度は、林産学・木質バイオマス生産、化学反応論、エネルギーシステム分析分野等を中心

に研究者・民間企業出身者・学識経験者等の専門家を新たに 11 名、任期付きで雇用（非常勤）し、

社会シナリオ研究の実施体制を拡充した。ナノテク分野では引き続き物質・材料科学技術の基礎研

究について物質・材料研究機構（NIMS）岸輝雄名誉顧問が低炭素社会戦略センター（LCS）上席研

究員として兼務、NIMS 調査分析室スタッフが特任研究員として参加した。 
 
■戦略推進委員会の開催 
・社会シナリオ研究の推進に当たり、副センター長の諮問機関としてエネルギー、環境、経済、ライ

フスタイル等多様な分野の有識者からなる戦略推進委員会を置き、「総合編『明るく豊かな低炭素社

会』の実現を目指して」（社会シナリオ第 2 版）の提案（第 6 回（6/18））、次期 5 年間事業計画案の

検討（第 7 回（1/19））等に意見をいただき、適宜、事業運営等に反映を図った。 
・LCS 戦略推進委員会（第 6 回（6/18））における戦略推進委員から社会シナリオ第 2 版へのコメント

として「日本と世界の低炭素社会づくりに向けて定量的な技術評価に基づく提案を行おうという意

図で発行されるものであり、大変重要な文書」「諸外国の technology foresight にも比肩しうる。特

に、科学技術ロードマップは意義深い」等の意見があった。 

 
■次期 5 年間事業計画案の検討 
・我が国は、東日本大震災をきっかけに日本のエネルギー情勢が大きく変化したこと、京都議定書の

第一約束期間が終了したこと、米国を中心に気候変動に対する世界の情勢が変化していること等に

鑑み、今日の日本及び世界が抱える課題を俯瞰し、それら課題の中から LCS が自らの強みを活かし

て取り組むべき我が国の低炭素化に向けた具体的課題を明確にするため、事業開始 5 年度目を迎え

た 26 年度に、JST メンバー・LCS メンバー･外部有識者による「次期 5 年間事業計画検討会」を設

置し、計 4 回開催した。LCS は検討会の意見を適宜反映して「次期 5 年間事業計画案」を取りまと

めた。「次期 5 年間事業計画案」では、事業全体として低炭素技術が実社会・実生活につながる方策

を設計・評価する「低炭素社会システム構築」をさらに進め、社会に実装される社会シナリオ・戦

略を提案することを基本理念として設定、それを達成するためのプロセスと具体的な計画を示した。 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の下で、

「定量的技術シナリオ研究」

「定量的経済・社会シナリオ研

究」「低炭素社会システム構築」

により低炭素社会実現のため

の社会シナリオ研究を推進し、

明るく豊かな低炭素社会の実

現に貢献する社会シナリオ・戦

略を提案したことや社会環境

の変化も踏まえ LCS として今

後取組むべき課題を議論した

「次期 5 年間事業計画案」の検

討・第 2 回事業評価委員会の開

催、政策立案者への発信、日本

学術会議と企画した国際シン

ポジウムでの我が国の再生可

能エネルギー導入に関する課

題抽出、JST 内、国・自治体・

関係機関との連携、CIS 系薄膜

太陽電池企業の宮城県への参

加・工場建設に貢献など「研究

開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認められ

るため、評定を A とする。 
 
【社会シナリオ研究推進体制】 
・日本のエネルギー情勢、気候変

動への世界情勢の変化等に鑑

み、課題を俯瞰、LCS が強み

を活かして取組むべき「我が国

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、「研

究開発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的な成果

の創出等が認められ、着実な

業務運営がなされているた

め、評定を B とする。 
 
・業務の実績としては、多様な

分野の研究者・学識経験者等

による社会シナリオ研究が進

展しているほか、事業開始５

年目を迎え、検討会を通じて

社会環境の変化を踏まえた今

後取り組むべき課題の検討を

進めており、次期 5 年間の具

体的な事業計画案がとりまと

められた。 
 
・また、定量的技術シナリオ研

究や定量的経済・社会シナリ

オ研究を通じて得られた知見

をイノベーション政策立案提

案書等として公表し、国・地

方自治体の政策立案関係者、

大学・企業等の関係機関での

活用を促進していることや、

自治体・産業界との連携活動

を通じた復興への貢献等、研

究開発成果の最大化に向け

て、着実な取組が進展してい

る。 
 
 
 



24 
 

的に発信す

る。 
活様式、技術

体系等の相

互連関や相

乗効果の視

点 
 
・社会シナリ

オ・戦略を、

機構の業務

の効果的・効

率的な運営

に活用、国、

大学、企業、

地方自治体

等の関係機

関及び国民

に向けて積

極的に発信 

雇用し、社

会シナリオ

研究の実施

体制を構築

する。研究

の推進にあ

たっては、

関連機関と

連携を行い

つ つ 進 め

る。なお、

戦略推進委

員会から本

事業の活動

や成果につ

いて適切な

アドバイス

を受け、業

務運営及び

研究の方向

性に反映さ

せる。 
 
ⅱ．社会シ

ナリオ研究

の推進及び

社会シナリ

オ・戦略の

提案 
イ．これま

での研究成

果を取りま

とめた社会

シナリオ・

戦略（以下、

「社会シナ

リオ（第２

版）」とい

う）を提案

する。社会

シ ナ リ オ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・社会シナリオ

研究成果の創

出状況 
 
 
 
 
 
 
 

・次期 5 年間事業計画検討会での外部有識者のコメントとして、「文部科学省の下、科学技術の先端研

究について定量化・コスト計算をし、今後の方向性について示すこと、可能性ベースや不確実性も

含めて取組むことは、LCS の重要な特徴である」「再エネの大量導入は避けて通れない問題。本格的

に取り組むには系統問題を真正面から受け止め、その分析ができるモデル開発が必要」等の意見が

あった。地方自治体の担当者から「自治体の基本計画や、地域特性を活かした施策立案における知

見の提供を」「賃貸住宅や集合住宅の CO2削減につながる制度や仕組みを提案してほしい」等、知見

の提供について期待が示された。 

・LCS 戦略推進委員会（第 7 回（1/19））での外部有識者コメントとして、「実績から学んでいくとい

う次期 5 年間の取組の全体観は良い」等の意見があった。 

・LCS は検討会の意見を適宜反映し、「次期 5 年間事業計画案」を取りまとめ、戦略推進委員会（1/19）
での意見交換、評価委員会（3/13）の審議、今後の JST 内の所定の手続きを経て成案とし、翌年度

以降の事業運営に反映する。 

 
■第 2 回事業評価委員会の開催 
・事業開始約 5 年間の社会シナリオ研究事業の評価及び「次期 5 年間事業計画案」の審議を目的とし

て、経済学、環境・エネルギー施策、技術開発戦略、材料研究等の専門分野の外部有識者・専門家

からなる低炭素社会戦略センター評価委員会を開催した（3/13）。 
・第 2 回事業評価委員会における有識者コメントとして、「低炭素社会づくりのキーテクノロジーの技

術評価に基づく社会シナリオの経済影響を定量的にモデル分析し、社会実装を意識して取組んでい

る点で成果の質が高い」「社会シナリオ研究の成果が宮城県の復興に取り入れられ、また政策立案者

への講演等を通じ研究成果が発信されている。内閣府の SIP プログラム等との連携がはかられてお

り、今後も科学技術開発推進や政策立案に活用されていくと考えられる」「経済産業省資源エネルギ

ー庁や産業技術環境局、環境省低炭素社会推進室などとの連携を行い、国の政策立案等に LCS 社会

シナリオ研究の技術的成果が活用されるような道筋ができている」「LCS の活動はますます重要にな

ってきている。これまでの取組を総括し、次期 5 か年計画に引き継がれることを期待する」等の意

見があった。 
・評価結果・指摘事項はとりまとめの上、今後、所定の手続きを経て事業運営に反映する。 
 
 
 
 
■社会シナリオ研究の推進 
・科学技術を基盤に新しい日本の経済・社会の発展に寄与する持続可能で「明るく豊かな低炭素社会」

の構築に貢献することを目標として、①最先端の科学技術・研究開発の知見・データ等を取り入れ

ながら、取組むべき低炭素技術を設定して調査研究を実施、個別低炭素技術・システムの開発目標

と研究課題を定量的に提示する「定量的技術シナリオ研究」、②低炭素技術の導入・普及促進の経済・

社会制度を定量的に提示する「定量的経済・社会シナリオ研究」、③社会実証を通じた成果普及、経

済の持続的発展と社会の低炭素化の両立を定量的に算定し、明るく豊かな低炭素社会像の選択肢を

提示する「低炭素社会システムの構築」の 3 つの視点から、国、地方自治体、大学・研究機関、企

業等の協力を得て社会シナリオ研究を推進した。明るく豊かな低炭素社会に向けて「定量的バック

キャスト」の手法を用い、2030 年、2050 年までの低炭素社会像の選択肢を提示する。 

の低炭素化に向けた具体的課

題」を明確にすべく、内外有識

者の参加を得て、「次期 5 年間

事業計画案」を検討し、取りま

とめたことは評価できる。 
 
【社会シナリオ研究の成果】 
・太陽電池、蓄電池、燃料電池、

バイオマス、風力発電、中小水

力発電、地熱発電、二酸化炭素

貯留（CCS）等の低炭素技術の

調査研究を行い、個別技術・シ

ステムの 2030 年のコスト構

造・CO2排出量等を解析、開発

目標と研究課題を提示した。23
自治体との共同研究「家庭の電

力使用量見える化」社会実験の

推進、省エネ実現のための具体

的取組として「包括的なくらし

の省エネルギー政策デザイン」

の 推 進・ プレ スリ リー ス

（11/19）、国際戦略に関する調

査研究に取組み、社会シナリオ

研究の成果を「社会シナリオ第

2 版」「イノベーション政策立

案提案書」（計 15 冊）として発

行・公表等を通じて、社会シナ

リオ研究を推進したことは評

価できる。 
 
【社会シナリオ等成果の活用状

況】 
・政権与党である自由民主党国家

戦略本部へのこれまでの発信、

再生可能エネルギー普及拡大

委員会での発信が、同委員会の

「再生可能エネルギー30%以

上の提案」に理論的根拠を提示

したことは評価できる。 
・日本学術会議と企画した国際シ

ンポジウムで国内外の有識者

＜今後の課題＞ 
・これまでの取組による成果を

継続的に検証しつつ、JST 関

係事業、関係府省、自治体、

産業界等との連携による社会

実装活動をより一層進展さ

せ、社会シナリオ・戦略の活

用を促進することで、将来の

低炭素社会の実現のために、

質・量ともにより大きなイン

パクトをもたらすことが期待

される。また、社会実装によ

り抽出された課題のフィード

バックを行い、社会シナリ

オ・戦略の深化を進めること

が重要である。 
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（第２版）

を基にし、

社会シナリ

オの充実に

向けて、太

陽電池、蓄

電池、燃料

電池、バイ

オマス、風

力発電、中

小 水 力 発

電、地熱発

電、二酸化

炭 素 貯 留

（CCS）等

の低炭素技

術・構成技

術について

調査・分析

を行い、実

践に向けた

定量的技術

シナリオ研

究を推進す

る。また、

これら低炭

素技術を社

会に導入し

た 際 の 経

済・環境へ

の効果を算

定するとと

もに、低炭

素社会実現

に向けた社

会実験を行

い社会シナ

リオの充実

につながる

定 量 的 経

済・社会シ

・JST 内外と

の連携状況 
 
 
 
 
 
・社会シナリオ

研究の成果の

発信・普及への

取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・社会シナリ

オ・戦略等が質

の高い成果で

あり、政策立案

等に活用され

ているか 
 
〈評価指標〉 
・社会シナリオ

研究の成果、社

会シナリオ・イ

ノベーション

政策立案提案

書の発刊数 
 
 
 

・ALCA、革新的エネルギー研究開発拠点形成事業（FUTURE-PV）、CRDS、RISTEX、産学連携展

開部、SATREPS、CREST-EMS 連携、戦略プログラムパッケージ貢献、等。 
・経済産業省、環境省、電力中央研究所、内閣府 SIP、NEDO と連携した。自治体との共同研究、ニ

ーズの聞き取り等。 
・米国エネルギー省（DOE）副長官 Poneman 氏、DOE 日本事務所代表 Miller 氏との打合せ・意見

交換等を行った。 
 
・社会シナリオ第 2 版、イノベーション政策立案提案書（15 冊）の提案を行った。 
・シンポジウム「低炭素技術をどう社会につなげてゆくか」（12/15＠伊藤謝恩ホール）を企画・開催。

講演「低炭素社会実現に向けたエネルギー会社としての取組」（伊藤智明氏）、「先端インターネット

技術による結果としての省エネ」（江崎浩氏）のほか、パネルディスカッション「技術と社会をどう

結ぶか」や、最新の研究成果や自治体・関連研究機関（NIMS 他）との連携の取組等をポスター発

表、参加者等と意見交換した。参加者から「招待講演は実例が提示されており説明力があった」「幅

広いテーマにつき、ポイントを捉えた研究内容になっている。定期的に成果発表、報告を期待する」

等、好評を博した。LCS の社会シナリオ研究の成果をわかりやすく提示するため、「省エネ対策を

実施すると家庭のエネルギー需要は 1/4 程度まで減らせる」との研究成果を視覚的・立体的に示し

た模型を展示して一般の来場者に供した。（参加者：207 名） 
・日本学術会議と共同で国際シンポジウム（2/12）を企画・開催、日本学術会議フランス・日本シン

ポジウム（6/30～7/1）での発信、LCS 研究報告会の開催（2/24）、政策立案者への発信等、国内外

の情報発信・意見交換を行い、JST の重点分野戦略の実効性を高めた。 
・その他、国、地方自治体等の政策立案主体や大学、企業等の関連機関での活用に向けて、成果の発

信・普及へ取り組んだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・低炭素社会実現のための社会シナリオ研究を推進、①「定量的技術シナリオ研究」として、低炭素

技術（太陽電池、蓄電池、燃料電池）の構成技術評価、バイオマス・風力発電・中小水力発電・地

熱発電・二酸化炭素貯留（CCS）等の低炭素技術の調査・分析を行い、個別技術・システムの 2030
年のコスト構造・CO2 排出量等を解析、低炭素技術の開発目標と研究課題を定量的に提示した。②

「定量的経済・社会シナリオ研究」として、23 自治体との共同研究「家庭の電力使用量見える化」

社会実験、停電予防連絡ネットワークのシミュレーション、「包括的なくらしの省エネルギー政策デ

ザイン」研究を推進（11/19 プレス発表）した。③「低炭素社会システムの構築」として、応用一般

均衡モデルにより経済の持続的発展と社会の低炭素化の両立を定量的に算定、発展途上国を含む世

界各国の省エネルギーを通じたエネルギーコストの削減の調査・分析、各国における温室効果ガス

と議論して再生可能エネルギ

ー導入の課題を抽出、社会シナ

リオに反映したことは評価で

きる。 
・内閣府 SIP プロジェクトから

の要請を受け、SIP の事業推進

に貢献したことは評価できる。 
・国・自治体・関係機関等の連携

体制構築、具体的な要求を知る

プロセスの検討を行った。経済

産業省、資源エネルギー庁、環

境省、NEDO との連携体制構

築を行った。「停電予防連絡ネ

ットワーク」や「家庭の電力使

用量見える化」社会実験等を通

じた自治体との連携を行った

ことは評価できる。 
・宮城県への「復興シナリオ」の

提案と企業への工場建設の有

利性・発展性に対する提案が

CIS 系薄膜太陽電池企業の宮

城県への参加、工場建設、平成

27 年 5 月工場スタートに結び

ついたことは評価できる。 
・先端的低炭素化技術開発

（ALCA）平成 27 年度募集「技

術のボトルネック抽出」の検討

に LCS 研究員等が参画 、事業

推進のベースを担ったことは

評価できる。 
・グリーンイノベーション分野戦

略プログラムパッケージの検

討に貢献。LCS 研究員が継続

的に参画、LCS の社会シナリ

オ研究の成果の共有を図ると

ともに、データ提供（バイオマ

ス、地熱発電等）したことは評

価できる。 
 
【第 2 回事業評価委員会等の有

識者コメントから】 
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ナリオの作

成を推進す

る。地域に

おける取組

の調査・整

理は継続す

る。並びに、

発展途上国

を含む世界

各国の省エ

ネルギーを

通じたエネ

ルギーコス

トの削減の

調査・分析、

各国におけ

る温室効果

ガス排出削

減の施策の

調査・分析

等を行い、

その結果が

我が国の低

炭素社会構

築に反映で

きる国際戦

略の作成を

継続する。

また、社会

シナリオ研

究の推進に

あ た っ て

は、機構の

関連する事

業とのネッ

トワークを

形成する。

併せて、国、

地方自治体

等の政策立

案主体との

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・社会シナリオ

等成果の活用

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

排出削減の施策の調査・分析等を行い、その結果が我が国の低炭素社会構築に反映できる国際戦略

研究を推進した。 
・社会シナリオ研究の全体像を示した「社会シナリオ第 2 版」を提案（平成 26 年 6 月）、HP で公表

した。個別テーマについて、これまでの研究・調査から見えてきた低炭素社会構築のための重要事

項、新たな知見を盛り込んでの改訂や新規テーマに取組み、技術開発編（10 冊）、社会システム編（3
冊）、国際戦略編（2 冊）等、計 15 冊のイノベーション政策立案提案書を発行・公表して、社会シ

ナリオ・戦略の JST の業務への活用、国・大学・企業・地方自治体等の関係機関及び国民の幅広い

活用を促進した。 
 
■JST 業務の効果的・効率的な運営での活用 
・先端的低炭素化技術開発（ALCA）の平成 27 年度募集にて、ALCA 橋本プログラムディレクター（PD）

からの要請を受け「技術のボトルネック抽出」に LCS 研究員等が参画、事業推進のベースを担った。 
・グリーンイノベーション分野戦略プログラムパッケージの検討において、LCS 研究員が継続的に参

画、LCS の社会シナリオ研究の成果の共有を図るとともに、データ提供（バイオマス、地熱発電等）

や意見交換を行い、貢献した。 
・環境エネルギー研究開発推進部再生可能エネルギー研究担当が産業技術総合研究所内で拠点形成支

援を担当する「革新的エネルギー研究開発拠点形成事業（FUTURE-PV）」では、LCS はプロジェク

ト発足時から研究テーマの打合せ等を実施している。今年度は郡山で行われた FUTURE-PV 第 5 回

事業運営委員会へ LCS 企画運営室員が参加、Pj 研究進捗状況の把握・共有を行った。 
・産学連携展開部の協力の下、ALCA 新技術説明会コラボレーションイベント「LCS 研究報告会～低

炭素技術の定量的技術シナリオと科学・技術ロードマップ～」を企画・開催（2/24＠東京本部別館

1F ホール）した。「太陽光発電システム」「蓄電池」「廃棄物メタン発酵プロセス」「データ活用型材

料研究」の 4 テーマについて紹介、社会シナリオ研究の成果の普及を図ると共に民間企業等の視点

からの意見交換・意見収集を行った。参加者から「方向付けを理解し、予測の精度を上げる意義を

見直しました。」「将来的なコストイメージが分かりやすかった。今後の研究成果、実用への応用を

期待しています」等、好評を博した（参加者：196 名）。 
・CRDS フェロー戦略会議他にて「社会シナリオ第 2 版」を紹介した。CRDS 環境エネルギー戦略会

議、ALCA 事業推進委員会、RISTEX 社会技術フォーラム、SATREPS 国内領域別評価会（低炭素

領域）、CREST-EMS 領域会議・評価会等への参加、Future Earth での連携等を通じて JST 内各事

業との連携を行った。 
 
■国、地方自治体等の政策立案主体、大学、企業等の関連機関での活用 
［日本学術会議との連携、情報発信］ 
・日本学術会議と共同で国際シンポジウム「日本における再生可能エネルギーの利用拡大に向けて」

（2/12＠日本学術会議）を企画・開催。世界各国のエネルギー変革の現状を知り、我が国の再生可

能エネルギーに関する現状の問題点・課題・対策について国内外の有識者と議論し、再生可能エネ

ルギー導入の課題抽出、社会シナリオに反映を行った。 
 登壇者：Shikibu Oishi（ドイツ連邦共和国大使館 経済・通商政策担当上級専門官）、Jeffrey 
A. Miller （米国大使館 エネルギー主席担当官 エネルギー省日本事務所代表）、Paul Roberts
（ニュージーランド大使館一等書記官）、近藤道雄（独立行政法人産業技術総合研究所 福島

再生可能エネルギー研究所 所長代理兼上席コーディネータ）等。 

・「科学技術の先端研究の定量

化・コスト計算で今後の方向性

を示すこと、可能性ベースや不

確実性も含めて取組むことは

LCS の重要な特徴である（次

期 5 年間事業計画検討会）」、

「LCS の活動はますます重要

に。これまでの取組を総括し、

次期 5 か年計画に引き継がれ

ることを期待する（第 2 回事業

評価委員会）」等の意見をいた

だいたことは評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
「次期 5 年間事業計画案」の検討

も踏まえて以下の課題に取組

む。 
・定量的技術システム研究と定量

的経済・社会システム研究を相

互にフィードバックを図りな

がら統合的に推進し、低炭素社

会システムを構築する。短期

的・中長期的な見通しにより評

価対象となる低炭素技術を拡

張し、最新の研究成果を取り込

む。 
・個別の低炭素技術・構成技術の

評価に加え、低炭素技術の電力

等エネルギーシステムの一環

として評価を行い、低炭素技術

を組み込んだエネルギー全体

のシステムの検討へと展開す

る。特に、再生可能エネルギー

導入のために解決すべき「送電

網の強化」に向けた課題につい

て具体的な提言を行う。 
・新しい方法論の検討・実証を行

い、社会実装に向けて低炭素社

会システムを展開し、2030 年

の低炭素社会へ向かう道筋・

2050 年の低炭素社会像の選択
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意見交換を

行うととも

に、講演会

等の開催を

通じて低炭

素社会実現

のための科

学技術、社

会及び経済

の課題を議

論する。 
 
ⅲ．成果の

活用及び公

表・発信 
イ．上記の

活動を通じ

て得られた

成果等を機

構の業務の

効果的・効

率的な運営

に 活 用 す

る。 
ロ．得られ

た 成 果 等

を、ホーム

ページ等を

活用し、国、

大学、企業、

地方自治体

等の関係機

関 の 有 識

者・専門家

及び広く国

民に向けて

積極的に発

信する。特

に、社会シ

ナリオ（第

２版）につ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 参加者から、「知見を得るにふさわしいシンポジウムでした」「海外の事情も含め、日本のエ

ネルギー事情の中でいかに再生可能エネルギーを導入していくかの問題点と解決への課題が

良くわかった」等、好評を博した（参加者：289 名）。 
・日本学術会議主催、在日フランス大使館及びフランス科学アカデミー共催によるシンポジウム「エ

ネルギーの将来のための先端材料科学」（6/30～7/1）の招へいを受け、山田副センター長が「世界的

な温暖化対策のための再生可能エネルギーの研究開発の重要性－今後のエネルギー生成のコストと

CO2排出－」を講演、意見交換を行うと共にディスカッションに参加した。 
 
［自由民主党への発信］ 
・低炭素技術の評価、経済・社会制度の提案や合意形成に向けて、科学技術に立脚した中立な立場か

らの情報発信を行った。具体的には「LCS 設立１周年シンポジウム」スピーチセッションでの登壇

者の招へい、プレス発表での問合せ対応などを実施した。 
・平成 26 年度は、自由民主党国家戦略本部が示す『日本未来図 2030－20 人の叡智が描くこの国のす

がた（書籍）』に副センター長の講演（2050 年へ向けた 2030 年の電源、H25/12/11）が収録された

（12/8）。資源・エネルギー戦略調査会再生可能エネルギー普及拡大委員会の「再生可能エネルギー

30%以上の提案」に理論的根拠を提示した（センター長講演、2/3）。 
 
［関係府省・関係機関等の連携体制構築、関係府省等の具体的な要求を知るプロセスの検討、社会シ

ナリオ等成果の活用状況］ 
・内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）（革新的構造材料・エネルギーキャリア）との

連携体制の構築、成果展開 
「革新的構造材料」岸 PD から「構造材料の軽量化・高耐久化を考える上で、日本が直面するエ

ネルギー問題における省エネルギー・低炭素化という課題について密接に連携していきたい」との

要請を受け、連携体制の構築及び成果の展開を図り、SIP の事業推進に貢献した。 
「エネルギーキャリア」秋鹿サブ PD から「水素製造コストについて LCS の定量的技術評価をお

願いしたい。今後とも連携したい」との要請を受け、連携体制の構築及び成果の展開を図り、SIP
の事業推進に貢献した。 

・エネルギーミックスを担う経済産業省産業技術環境局環境経済室から要請を受け「2050 年へ向けた

2030 年の電源」を説明し、意見交換した。継続的にコンタクトをしていきたい旨の要請があった。 
・資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部政策課から「停電予防連絡ネットワークの研究成

果」に関し、震災後も消費電力が抑えられている要因につき LCS の見解を求められた。 
・環境省地球環境局低炭素社会推進室に「再生可能エネルギーのコストおよび技術展望」等について

説明。今後の協力体制について要請を受けた。 
・NEDO 技術戦略研究センターとの打合せ（9/3 他）で、LCS の社会シナリオ研究の成果を紹介し、

LCS の「太陽光発電システムの発電コスト算出方法」が NEDO の技術検討に貢献した。「第 2 回事

業評価委員会」委員、「次期 5 年間事業計画検討会」メンバーとして役職員の参画をいただいており、

引き続き連携に努める。 
・電気事業連合会・電力中央研究所との打合せや連携体制の構築、経団連環境本部への活動紹介、地

球環境産業技術研究機構（RITE）化学研究グループとの技術的打合せ等を行った。 
 
 

肢を提示する。 
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いてシンポ

ジウム等を

活用し関係

機関及び国

民に向けて

広く発信す

る。将来の

低炭素社会

を担う年齢

層への発信

にあたって

は理解増進

の方法を活

用するとと

もに、発信

に際して得

られた知見

を理解増進

を図るため

の発信方法

に 反 映 す

る。 
 
ⅳ．評価と

評価結果の

反映・活用 
イ．機構は、

研究開発の

進捗状況を

把握し、中

期計画の目

標との比較

検 証 を 行

い、必要に

応じて事業

の運営に反

映させる。 
ロ．社会シ

ナリオ・戦

略が低炭素

社会実現に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［自治体との連携、関連部署へのニーズ聞き取り、成果の活用状況］ 
・自治体とはこれまで、「停電予防連絡ネットワーク」での連携、「家庭の電力使用量見える化」社会

実験、東京都荒川区との連携、東京都足立区との連携、静岡県三島市での静岡瓦斯株式会社との共

同研究、北海道下川町との連携、熊本県との連携、秋田県産業労働部資源エネルギー産業課との打

合せ、長野県環境部環境エネルギー課との意見交換等を行っている。 
・停電予防連絡ネットワークを発展させ、23 自治体との「家庭の電力使用量見える化」社会実験へ展

開した。社会シナリオ研究の成果を導入するとともに、各家庭の電力消費量をオンタイムで観察・

データ収集でき、LCS と家庭相互が連携するシステムを構築した。平成 26 年度末はデータ収集開始

後 1 年が経過したため、自治体の要望に応えて 1 年間の電力計測データを整理・解析した報告書を

全 23 自治体に送付した。今後も協力自治体ごとの環境施策立案にも資する形で情報発信する。 
・自治体との連携で得られた知見は、自治体ごとの低炭素施策に反映するとともに、普遍的な要素を

社会シナリオ研究に反映させることで、他の自治体にて実施可能な家庭部門全体の更なる節電行動

を提示すること、社会の低炭素化に向けた総合戦略としてまとめることが可能となる。 
・東日本大震災の被災地である宮城県にはこれまで LCS の「明るく豊かな低炭素社会構築型の復興シ

ナリオ」の提案を行っており、県の復興計画の中で「再生可能なエネルギーの活用」として検討が

行われている。LCS シンポジウム「低炭素技術をどう社会につなげてゆくか」（12/15 伊藤謝恩ホー

ル）で講演をいただいたソーラーフロンティア社の伊藤智明氏からは、「CIS 系薄膜太陽電池の将来

性の検討、宮城県への働きかけに際して LCS との打合せや技術評価がとても有効であり、結果とし

て県での工場建設に至った」旨の説明があった。国の支援、県と参画企業の意欲が一体となって、

工場建設が実現した事例と考えている。 
 
［海外とのネットワーク形成］…各国の政策動向、科学技術の動向・企業活動等の把握 
・米国の政策動向に関し、米国大使館エネルギー主席担当官／DOE 日本事務所代表 Jeffrey A.Miller
氏との強いつながりを持ち、意見交換を行った。Miller 氏は LCS が日本学術会議と共に主催した国

際シンポジウム（2/12）の基調講演者として「米国とクリーンエネルギー：米国エネルギー省の一

見解」についてご専門の立場から知見をいただいた。さらに、Miller 氏を通じて米国エネルギー省

（DOE）副長官の Daniel Poneman 氏からの米国のエネルギー政策の紹介・意見交換を行った。ま

た、米国前政権下で温暖化政策の最高顧問を務めた Cannaughton 氏（C3 エネルギー社上席副社長）

を招へいし、同国におけるビッグデータ及びグリッドエネルギーの解析方法と機械学習技術につい

て紹介、意見交換を実施し、社会シナリオ研究への反映を図った（10/30@JST）。 
・国際応用システム分析研究所（IIASA）打合せ、意見交換を実施した（10/14@JST）。 
・GCCSI（Global Carbon Capture Storage Institute）を通じた世界的 CCS 動向の情報収集をした。 
・国際論文（6 件）、国内論文（2 件）、国際学会発表（9 件）、国内学会発表（24 件）、国際講演（4 件）、

国内講演（11 件）、委員会活動（43 件）他を行い、社会シナリオ研究成果の発信に努めた。 
 

 

 

 

 

 

 



29 
 

資する質が

高い成果で

あること、

社会シナリ

オ・戦略が

国、地方自

治体等の政

策立案等に

活用されて

いることの

各項目を評

価 す る た

め、低炭素

社会戦略セ

ンター評価

委員会を開

催する。 
 

〈モニタリン

グ指標〉 
・研究成果の発

信状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図：低炭素社会実現のた

めの社会シナリオ研究 

図：平成 26 年度 調査・研究の

進め方と内容 

表：イノベーション

政策立案提案書（平

成 26 年度発行） 

平成26年度発行のイノベーション政策立案提案書

技術開発編

太陽光発電システム （Vol.2）
蓄電池システム （Vol.2）
固体酸化物形燃料電池システム（Vol.2）
中小水力発電 （Vol.2）
地熱発電 （Vol.1）
バイオマス廃棄物のメタン発酵 （Vol.2）
林業の活性化を通じた地域における低炭素社会の実現
「低炭素技術設計・評価プラットフォーム」の構築 （Vol.2）
プロセス機器選定と製造コスト、環境負荷算出のための基礎データ
ベース作成
低炭素社会実現に向けたデータ活用型材料研究

社会
システム編

東日本大震災後における消費電力の変化
技術発展を考慮した地域別の太陽光発電導入量推計
現行技術による低炭素化のポテンシャルと経済影響評価試算

国際戦略編

温暖化対策における技術に着目したIntegrated Contribution Approach
（統合的貢献アプローチ）と他国への技術協力の在り方への提言
温暖化対策のためのIntegrated Contribution Approach（統合的貢献アプ

ローチ）の中で検討した途上国における太陽光発電システム利用の発電
及びCO2排出削減ポテンシャル評価
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)① 戦略的な研究開発の推進 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募件数 ― 2,803 2,964 2,725   予算額（千円） 54,543,700 71,540,757 69,324,958   

採択件数 ― 201 238 195   決算額（千円） 54,162,436 72,194,441 67,574,081   

論文数 ― 5,650 6,514 6,631   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465
の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 の

内数   

       行政サービス実施コスト 
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757
の内数  

  

        
従事人員数 470(241) 397(160) 337(107)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・科学技術イ

ノベーショ

ンを創出し、

実用化を目

指すために

必要な研究

課題を具体

的に解決す

るという観

点から設定

する戦略目

標等の達成

に向けて、組

織の枠を超

えて時限付

で最適な研

究開発推進

体制（バーチ

ャル・ネット

ワーク型研

究所）を構築

し、効果的・

効率的に研

究開発を推

進する。 
・iPS 細胞等

を使った再

生医療・創薬

について、世

界に先駆け

て実用化す

るため、文部

科学省が提

示する基本

方針を踏ま

え、再生医療

実現拠点ネ

・機構は、我

が国が直面

する重要な

課題の達成

に向けて、文

部科学省が

定めた、社会

的・経済的ニ

ーズを踏ま

えた戦略目

標や文部科

学省が策定

した研究開

発戦略、実社

会の具体的

な問題解決

を目指した

目標、といっ

た戦略的な

目標等の下、

課題達成型

の研究領域

等（以下「領

域」という。）

を組織の枠

を超えて時

限的に設定

し、科学技術

イノベーシ

ョンにつな

がる創造的

な新技術の

創出のため

の研究開発

を推進する。 
・機構は、iPS 
細胞等を使

・機構は、

我が国が直

面する重要

な課題の達

成 に 向 け

て、文部科

学省が定め

た 、 社 会

的・経済的

ニーズを踏

まえた戦略

目標や文部

科学省が策

定した研究

開発戦略、

実社会の具

体的な問題

解決を目指

した目標、

といった戦

略的な目標

等のもと、

課題達成型

の研究領域

等を組織の

枠を超えて

時限的に設

定し、科学

技術イノベ

ーションに

つながる創

造的な新技

術の創出の

ための研究

開発を推進

する。具体

的には、戦

［評価軸］ 
・イノベーショ

ン創出に資す

る研究成果を

得るため及び

それらの成果

の展開を促す

ためのマネジ

メントが適切

か 
・実社会の具体

的な問題解決

に資する研究

成果を得るた

め及びそれら

の成果の展開

を促すための

マネジメント

が 適 切 か

（RISTEX） 
 
〈評価指標〉 
・事業マネジメ

ント最適化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ⅰ）課題達成型の研究開発の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究領域等のマネジメントの具体的事例 

（新技術シーズ創出） 

・CREST・さきがけでは研究総括（PO）を中心に研究課題の採択時に研究計画を精査し、必要に応

じて研究費の増減、研究実施内容の見直し等を行った。 
・採択後の研究課題についても PO を中心に、研究実施場所に訪問し進捗状況を確認するサイトビジ

ットや各研究課題の進捗報告を行う領域会議などを通じた研究者との綿密なコミュニケーションに

より、研究の進捗を把握し、研究者に対して助言・指示を行った。また、状況に応じて研究費の機

動的な配分や見直しを行った。 
・CREST「エネルギーマネジメントシステム（EMS）」領域において、広範な分野の研究者の融合・

連携を強化し、今後の社会状況に応じた EMS を発信していくため、採択した 23 の研究チームを 5
つの研究チームに再編成した。それに当たっては、以下のような研究課題のマネジメントを実施し

た。 
 研究の進捗報告や研究の内容について議論する、合宿形式を含めた領域会議を計 7 回開催 
 研究総括によるサイトビジット（23 回）、領域アドバイザーによるサイトビジット（35 回）を

実施 

＜評定に至った理由＞ 

・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の下で、

PD・PO による的確な事業・

領域等マネジメントの継続と、

CREST中間評価を通じた早期

終了スキームの導入などの不

断のマネジメント改善、新技術

説明会等での成果説明やELSI
（倫理的・法的・社会的問題）

に関わるワークショップ開催

などの成果展開・社会実装に向

けた取組の積極的推進などを

行ったことや、「iPS 細胞を用

いた世界初の臨床研究（網膜シ

ートの）の開始」、「既存薬スタ

チンによる軟骨無形成症の回

復」 、「誤差 160 億年に 1 秒

の「光格子時計」の開発」、「絶

縁体を用いた光からスピン流

への変換に成功」、「ペロブスカ

イ ト 太陽 電池 で変 換効 率

17.4%を達成」、「肢体不自由者

向け自動車運転支援システム

の開発」などの顕著な研究成果

を得たことから、「研究開発成

果の最大化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められるため、

評定を A とする。 
 

（ⅰ）課題達成型の研究開発の推

進 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計画

の実施状況については、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められるため、評定を A
とする。 

 
・研究開発成果について、ネオジ

ム磁石を超える世界最強の新

物質の発見（CREST・宝野和

博（NIMS））や、世界最高精

度 の 光 格 子 時 計 の 開 発

（ERATO・香取秀俊（東大））、

iPS 細胞を用いた世界初の臨

床研究における移植手術の実

施（髙橋政代（理研））など、

社会的インパクトを有する多

くの顕著な実績があった。 
 
・業務のマネジメントについて、

研究開発成果の最大化に向け

た積極的な改革改善が図られ

ている。 
＊研究主監会議が中心となっ

たマネジメントにより、

CREST では、中間評価時点

での早期終了の仕組みの導

入や、研究領域の特性に応じ

て研究期間途中でのチーム

の統合再編を実施。 
＊先端的低炭素化技術開発

（ALCA）では、PD・PO の

強いリーダーシップの下、ス
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ットワーク

を構築し、効

果的・効 
率的に研究

開発を推進

する。 

った再生医

療・創薬につ

いて、文部科

学省が定め

た基本方針

の下、世界に

先駆けて実

用化するた

め、研究開発

拠点を構築

し、効果的・

効率的に研

究開発を推

進する。 
 

略目標の実

現に資する

創造的な新

技術の創出

に向けた基

礎研究（以

下「新技術

シーズ創出

研究」とい

う）、中長期

にわたって

温室効果ガ

スの削減を

実践するた

めの従来技

術の延長線

上にない新

た な 科 学

的・技術的

知見に基づ

いた革新的

技術の研究

（以下「先

端的低炭素

化 技 術 開

発 」 と い

う）、社会を

直接の対象

として、自

然科学と人

文・社会科

学の双方の

知見を活用

した、関与

者との協働

による研究

開発（以下

「社会技術

研究開発」

という）を

それぞれ推

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 最強チームを見据えたチーム間連携の可能性探索のため、フィジビリティスタディ（FS）の導

入 

 

・ACCEL において、プログラムマネージャ（PM）の育成を図るなどにより、より的確に制度を運営

するため、以下の取組を実施した。 
 ワークショップ形式による PM 研修を実施し、研究成果の潜在的価値の発掘や新たな価値創出、

効果的・効率的な課題運営のため、PM のマネジメントスキル向上を図った。 
 新たな PM の発掘のため、PM の候補者を公募した。その結果、2 名を候補者として登録し、研

究構想の初期段階から社会実装を見据えた課題を構築するための体制を整備した。 
 民間企業において知的財産の業務を行っていた経験のある知財アドバイザーを複数の課題の担

当として横断的に配置し、特許のライセンス戦略や知的財産戦略の検討・構築と権利化を促す

ための活動を行った。 
・CREST・ERATO・さきがけ・ACCEL の研究代表者及び研究員に向けた研究倫理に係る e ラーニン

グプログラムの履修の義務づけ、CREST・さきがけの新規採択者向けの説明会での研究不正や公的

研究費の不正な使用に関する研究倫理講習の実施など、不合理な重複・過度の集中への対処に加え、

研究不正の防止に努めた。 
・JST が支援する研究課題の成果等の情報を網羅的に集約した JST 内のデータベース FMDB の構築

に協力し、新技術シーズ創出の研究課題のデータを提供した。FMDB は JST 内に限定した運用を平

成 26 年 6 月に開始し、研究の成果把握や業務の効率化を図る。 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・ステージゲート評価対象課題を中心に、運営総括（PO）及び JST 職員が研究開発代表者を訪問し研

究進捗などについて意見交換を行った。 
・著しい進展が認められた研究開発課題に対し、PD 裁量経費を配賦し、研究開発の加速を図った。 
  例：①高品質 GaN 気相成長装置の試作 ②ペロブスカイト型太陽電池作製用グローブボックスの

導入 等） 
 
（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・平成 25 年度に策定した「社会技術研究開発の今後の推進に関する方針」及び「アクションプラン」

に基づき、センターのシンクタンク機能の強化、当該機能とファンディング機能を一体的かつ機動

的に運用し、社会技術研究開発を効果的に推進することを目的に、センター内に「俯瞰・戦略ユニ

ット」を設置し、社会問題の俯瞰・抽出、新規研究開発領域の設定に向けた活動を推進するととも

に、過去の成果や取組の分析、類型化・体系化に向けた取組を実施した。また、評価スキームの抜

本的な見直しを行い、研究開発の目標達成・進捗状況等について中間評価、事後評価を実施する運

営評価委員会を立ち上げた。 
・有識者によって構成される社会技術研究開発主監会議を 4 回開催し、新しい研究開発領域の設定や

領域総括の選定など、センターの運営に関わる重要事項についての協議を行った。 
・次期サービス科学研究開発プログラム立ち上げに向けた具体的な提案を行うため、若手サービス科

学研究者及び実践者によってサービス科学が目指すべき将来像を検討する「サービス学将来検討会」

を設置し、次期サービス科学研究開発プログラム立ち上げに向けた具体的な提案の取りまとめを行

った。 

評定：A 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事業を踏まえて総合的に勘

案した結果、適正、効果的かつ

効率的な業務運営の下、研究主

監（PD）会議による「CREST
の 中 間 評 価 の見 直 し」 や

「ERATO の選考パネルの常設

化」などの制度改革、「ステージ

ゲート評価による研究開発の重

点的・効率的な実施」を継続的

に実行、「新技術説明会等での成

果説明会の実施」など成果展開

に向けての活動を積極的に推進

するなどの事業マネジメントを

継続的に実施したことや、「次世

代時間標準候補「光格子時計」

の高精度化に成功」、「絶縁体を

用いた光からスピン流への変換

に成功」、ペロブスカイト太陽電

池で変換効率 17.4%を達成」、

「肢体不自由者のための自動車

運転支援システムの開発」など

の顕著な研究成果が得られたこ

とから、「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出

やマネジメント改革等による将

来的な成果の創出・展開の期待

が認められるため、評定を A と

する。 
 

【研究マネジメント最適化】 

（新技術シーズ創出研究） 
・PD による制度全体、PO によ

る研究領域等の的確なマネジ

メントと不断の改善改革を継

続して実施していることは評

価できる。 

テージゲート評価（通過率：

69.6%）による研究開発の重

点化や、PD 裁量経費による

研究開発の加速化などを実

施。 
＊社会技術研究開発（RISTEX）

では、社会問題の抽出や体系

化等を行う「俯瞰・戦略ユニ

ット」を設置 等 
 
・さらに、イノベーション指向の

マネジメントに不可欠なプロ

グラムマネージャ（PM）の育

成を ACCEL で先行的に進め、

その経験を踏まえて、平成 27
年度の新規事業化につなげた。 

 
（各論） 
（ⅰ）課題達成型の研究開発の推

進 
（新技術シーズ創出） 
【業務運営の状況】 
・研究成果の展開のため、新技術

説明会等での成果説明会の実

施や、研究者のコミュニケーシ

ョン能力の向上及び自らの研

究の社会的期待を整理する活

動を行っているなど、的確な事

業・領域マネジメントを行って

いる。 
 
【研究開発成果】 
・「次世代時間標準候補「光格子

時計」の高精度化に成功」、「光

エネルギーの電流への変換」、

「空中に 3D 映像を投影する

裸眼ディスプレイの開発」、「ア

ンモニア合成触媒における新

たな反応メカニズムの発見」な

ど顕著な研究成果が得られて

いる。 
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進する。加

えて、新技

術シーズ創

出研究の推

進にあたっ

ては、科学

技術イノベ

ーションを

創出し、実

用化を目指

す 観 点 か

ら、基礎研

究から研究

成果の展開

に至るまで

を切れ目な

く担うにふ

さわしい施

策 へ 見 直

し、有望な

成果につい

て、イノベ

ーション指

向のマネジ

メントによ

って研究を

加速・深化

する。 
 
［ 推 進 方

法］ 
【新技術シ

ーズ創出研

究】 
ⅰ．研究領

域及び研究

総括の選定 
イ．文部科

学省が示す

戦略目標に

基づき、新

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」研究開発領域において、アクションリサーチ委員

会、情報発信委員会、ネットワーキング委員会の 3 つの領域内委員会を立ち上げ、領域総括・領域

アドバイザー及び研究開発プロジェクトのメンバーが協働し、高齢社会課題解決型リソースセンタ

ーの構築に向けた活発な活動を行った。 
 

■研究領域等の国際活動の支援 

（新技術シーズ創出） 
・戦略的創造研究推進事業（CREST、さきがけ、ERATO 等）において、海外の研究グループとの共

同研究を推進する、国際シンポジウムを開催するなど、国際化を進めた。 
・外国人研究者の参画を促すため、募集要項の英語版を作成した。また、平成 25 年度から英語による

募集説明会を行っており、平成 26 年度も東京・つくば・京都の 3 カ所で実施した。 
・ERATO においては、選考パネルに外国人有識者を加え、書類選考・面接選考を実施している。 
・戦略的創造研究推進事業（CREST、さきがけ、ERATO 等）において、①海外の研究機関や研究者

等のポテンシャルを活用して、研究を加速・推進する、②研究成果を広く世界に発信することで、

戦略目標の達成に向けた取組状況についての国際的認知度を高め、事業の推進に有益な海外研究者

の協力を得やすい環境作りを行うため、研究費の追加支援（国際強化支援策）を講じている。支援

内容は、シンポジウム開催、国際共同研究等である。支援期間は最大 1～2 年度で、柔軟に運用して

いる。 
・JST の国際科学技術共同研究推進事業（SICORP）において実施している、アメリカの NSF との共

同公募「ビッグデータと災害」について、CREST・さきがけ「ビッグデータ統合利活用のための次

世代基盤技術の創出・体系化」領域の喜連川 優研究総括(国立情報学研究所 所長／東京大学 教授)
が研究主幹（PO）を兼任し、SICORP・CREST・さきがけが国際的に連携する体制を構築した。同

事業のフランス国立研究機構（ANR）との「分子技術」に関する共同公募についても、CREST「新

機能創出を目指した分子技術の構築」領域の山本 尚研究総括（中京大学・教授）が日本側の研究主

幹（PO）を、さきがけ「分子技術と新機能創出」領域の加藤隆史研究総括（東京大学・教授）が副

研究主幹を兼任している。 
・平成 27 年 3 月に CREST・さきがけの「分子技術」領域の研究総括・領域アドバイザー・研究代表

者がフランス・パリにて ANR と共催のシンポジウムを開催し、連携を強化した。 
・独 DFG が実施するエクサスケール向けソフトウェア研究開発プロジェクト「SPPEXA」の公募（2014

年 11 月）に仏 ANR と CREST「ポストペタスケール高性能計算に資するシステムソフトウェア技

術の創出」領域、CREST「科学的発見・社会的課題解決に向けた各分野のビッグデータ利活用推進

のための次世代アプリケーション技術の創出・高度化」領域、CREST・さきがけ「ビッグデータ統

合利活用のための次世代基盤技術の創出・体系化」領域が参加した。日独仏の共同研究推進を目指

す。 
・CREST「エピゲノム研究に基づく診断・治療へ向けた新技術の創出」領域は「国際ヒトエピゲノム

コンソーシアム（International Human Epigenome Consortium, IHEC）」に参画している。IHEC
では解析手法、公開方法、データの管理方法、効果的な広報などについて各国が協調して進めてい

る。 

 

 

 

（先端的低炭素化技術開発

（ALCA）） 

・温室効果ガス排出量の大幅削減

につながる技術開発という明

確なミッションの下、ステージ

ゲート評価による継続・中止の

判断やメリハリのある予算配

分など PD 及び PO の強いリ

ーダーシップを発揮させたこ

とは評価できる。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・センター内に「俯瞰・戦略ユニ

ット」を設置し、社会問題の俯

瞰抽出、新規研究開発領域の設

定に向けた活動を推進すると

ともに、過去の成果や取組の分

析、類型化・体系化に向けた取

組を実施するなど、社会技術研

究開発マネジメントを効果的

に推進したことは評価できる。 

 

【成果の展開への活動】 

（新技術シーズ創出研究） 
・研究成果の展開のため、企業向

けの成果説明会等の実施、

CREST 終了課題の追加支援、

さらには若手研究者の成長を

促す取組を実施したことは評

価できる。 
 
（先端的低炭素化技術開発

（ALCA）） 
・研究開発成果の産業や社会実装

への展開に向け、PO 等の助言

による企業連携やマッチング

イベント主催といった幅広い

活動を試み、その結果として企

業等との共同研究に結びつけ

たことは評価できる。 

 

（先端的低炭素化技術開発

（ALCA）） 
・PD 及び PO の強いリーダーシ

ップの下、ステージゲート評価

による研究開発の継続・中止・

研究開発の加速を狙った研究

費の追加配賦、社会実装への展

開促進に向けた活動等を実施

した点は高く評価できる。 
・また、簡便かつ低コストで製造

可能であり、実用化が期待され

ているペロブスカイト型太陽

電池で世界トップクラスの効

率を達成する等、温室効果ガス

の排出削減への貢献が期待で

きる成果を創出しており、高く

評価できる。 
 
（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の下で、

PD・PO による的確な事業・

領域等マネジメントの継続と、

社会技術研究開発を推進する

「俯瞰・戦略ユニット」の設置

及び社会実装に向けた取組の

積極的推進などを行った 
 
・また、「いのちを守る沿岸域の

再生と安全・安心の拠点として

のコミュニティの実装」「肢体

不自由者向け自動車運転支援

システムの開発」などの顕著な

研究成果を得た。 
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規研究領域

及び研究総

括の事前調

査を行う。 
ロ．新規領

域の事前調

査結果を踏

まえ、原則

として外部

有識者・専

門家の参画

による事前

評価を行い

適切な時期

までに研究

領域を選定

及び研究総

括（プログ

ラムオフィ

サー）を指

定する。ま

た、必要に

応じて海外

の有識者・

専門家の参

画を図る。

研究総括が

自ら研究を

実施する場

合の研究領

域と研究総

括について

は、概ね年

内を目処に

決定する。 
ハ．研究領

域について

事業の趣旨

を踏まえ戦

略目標に資

する視点か

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・JST の支援により、国内外で海外研究者が参加するワークショップ等を開催した。 

 国際熱音響ワークショップを東北大学で開催し、海外の熱音響研究者が一堂に会する機会を提

供した（講演者 34 名のうち、海外からの参加者 10 名）。このワークショップ開催により、最新

の技術動向・諸外国における企業との連携状況に関する情報の入手のほか、国際的な研究ネッ

トワークの形成につながり、引き続き本ワークショップを継続して開催することが確認された。 
 耐熱性発酵微生物を用いる高温発酵技術に関するワークショップをタイにて開催した（講演者 9
名のうち、海外からの参加者 5 名）。このワークショップ開催により国際研究ネットワークが強

化されたほか、タイの現地企業の参加により、当該プロジェクト研究成果の実生産への展開に

向けた展望を得られた。 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・「領域内プロジェクト連携並びにプロジェクトの国際展開促進イニシアティブ」を推進し、領域内連

携 2 プロジェクト、国際展開促進 2 プロジェクトに対して追加的予算措置を実施した。 
・研究開発領域設計を目的として、下記のようなシンポジウムを開催した。 

 「リスクコミュニケーション国際シンポジウム／有識者会合」（米国国立科学財団と共催、10
月 16 日－17 日） 

・「フューチャー・アース」構想の推進のため、下記のようなイベントを開催した。 
 国際シンポジウム「Transformation for Sustainability」（国際社会科学評議会、南アフリカ国

立研究財団と共催、1 月 29 日） 
 

■研究主監会議の活性化等による制度改善 

（新技術シーズ創出） 

・研究主監（PD）会議（月 1 回程度開催）において、事業全体の方針立案・マネジメント改善・改革

を継続して行っている。また、文部科学省から提示される戦略目標の下に適切な研究領域・研究総

括を設定すべく、JST の研究領域及び研究総括についての調査結果に基づく議論を行うとともに、

PD-PO 意見交換会を継続的に行い、事業趣旨、PO の役割やマネジメント方法を共有化している。 
・CREST において、CREST の研究領域全体としての成果の最大化と事業予算の効果的活用を図るた

め、研究代表者のマネジメント能力に著しい不備がある、目的達成が見込めない等の場合に、課題

中間評価で課題を早期終了する仕組みを導入した。 
・ERATO において、プロジェクトリーダー（PL）の選考を担うパネルオフィサー（PO）を常設化し

て 7 名配置した。 PL 候補者の事前調査段階から PO と JST の担当部署が連携し、より事業趣旨・

経営方針に沿った的確な採択を行える体制を構築した。 
・CREST、さきがけの書類選考において、選考における事業趣旨のより的確な反映、評価視点の多様

性の確保、査読の負荷軽減のため、課題選考手順を見直し、一部の研究領域において、二段階の書

類選考方式を試行的に導入した。 
 第一段の書類選考では、提案の要旨及び主要論文・招待講演リストを元に、主として、応募研

究領域の趣旨に合致しているか（研究領域の目的達成への貢献が見込めるか）、CREST・さき

がけ の制度趣旨に合致しているか、といった観点で選考を行う。それらを満たす提案のみ、詳

細な研究構想・体制を参照した第二段の書類選考を行った。 
 導入の結果、事業及び研究領域の趣旨に合致しない提案を除くことで、二次査読でより細かい

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・平成 25 年度に終了した「地域

に根ざした脱温暖化・環境共生

社会」研究開発で創出した複数

の研究開発の成果を集約・統合

し社会に実装する取組の支援

を行うなど、社会実装への展開

を促進したことは評価できる。 
 

【目標達成に資する研究成果や

その後の展開状況（期待される

展開も含む）】 

（新技術シーズ創出研究） 

・「次世代時間標準候補「光格子

時計」の高精度化に成功」、「光

エネルギーの電流への変換」、

「空中に3D映像を投影する裸

眼ディスプレイの開発」「アン

モニア合成触媒における新た

な反応メカニズムの発見」など

顕著な研究成果が得られてい

ることは評価できる。 

 

（先端的低炭素化技術開発

（ALCA）） 
・「ペロブスカイト材料の太陽電

池による 17.4%の変換効率達

成」「原子レベルの歪がない大

口径高品質 GaN 結晶の育成に

成功」など、中長期的な温室効

果ガスの排出削減に貢献する

ことが期待される研究成果が

得られたことは評価できる。 

 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・ソーシャル・キャピタルを活用

した巨大災害からの復興の道

筋や、微地形や生物多様性を考

慮した都市・地域計画の策定に

関わる手法と技術を開発した

等、実社会の具体的な問題解決

【研究マネジメント最適化】 
・センター内に「俯瞰・戦略ユニ

ット」を設置したことで、社会

問題の俯瞰抽出、新規研究開発

領域の設定に向けた活動を推

進するとともに、過去の成果や

取組の分析、類型化・体系化に

向けた取組を実施するなど、社

会技術研究開発マネジメント

機能を強化し、効果的に推進し

たことは評価できる。 
 
【成果の展開への活動】 
・平成 25 年度に終了した「地域

に根ざした脱温暖化・環境共生

社会」研究開発で創出した複数

の研究開発の成果を集約・統合

し、社会に実装する取組を開始

するなど、社会実装への展開を

促進したことは評価できる。 
 
【目標達成に資する研究成果や

その後の展開状況（期待される

展開も含む）】 
・ソーシャル・キャピタルを活用

した巨大災害からの復興の道

筋や、微地形や生物多様性を考

慮した都市・地域計画の策定に

関わる手法と技術を開発した

等、実社会の具体的な問題解決

に貢献したことは評価できる。 
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ら選定し、

研 究 総 括

（プログラ

ムオフィサ

ー）につい

て は 指 導

力、洞察力、

研究実績等

の総合的な

視点から卓

越した人物

を選定し、

詳細な理由

を 公 表 す

る。 
 
ⅱ．研究者

及び研究課

題の選抜 
イ．研究総

括（プログ

ラムオフィ

サー）が示

す研究領域

運営及び研

究課題の選

考に関する

方針を募集

要項におい

て明らかに

した上で、

研究提案の

公 募 を 行

う。研究領

域の趣旨に

合致した提

案であるか

という視点

及び独創的

で大きなイ

ンパクトが

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の展開へ

の活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

提案内容の確認が可能となり、効果的・効率的に書類査読が行う事ができた。一方で、査読期

間の確保が不十分であった等の反省点があり、次年度以降に二段階での書類査読を行う際には、

改善していく。 
 

■評価の活用による研究開発の重点的・効率的な実施 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・平成 26 年度に実施したステージゲート評価における通過率は 69.6%（対象 46 課題中通過課題 32
課題）となった。この評価結果に基づき、重点的・効果的な研究開発の推進のために研究終了措置

や分科会の移動を実施した。 
（分科会移動の例：蓄電デバイス分科会→特別重点技術領域「次世代蓄電池」への移動 等） 
 

■中期計画における達成すべき成果 

（新技術シーズ創出） 
・下表の通り、平成 26 年度に研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認められる課題

は全体の 91%となり、中期計画で掲げた目標（領域終了後 1 年を目途に、制度の趣旨を踏まえつつ

研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認められる課題が 7 割以上）を達成した。 
 

＜平成 26 年度 研究成果の発展・展開に関する調査の対象＞ 

制度 プロジェクト／領域 成果展開有 
/全課題数 

ERATO 

五十嵐デザインインターフェース 1/1 

前中センシング融合 1/1 

北川統合細孔 1/1 

中内幹細胞制御 1/1 

河岡感染宿主応答ネットワーク 1/1 

CREST 

ナノ界面技術の基盤構築 14/15 

ナノ科学を基盤とした革新的製造技術の創成 13/15 

実用化を目指した組込みシステム用ディペンダブル・オペレーティング

システム 8/9 

全体 40/44 

 

＜成果の展開が行われたと認められる課題数＞ 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
「成果の展開が行われたと認められる」課題

（A） 137 156 40 

それ以外の課題 44 41 4 
合計（B） 181 197 44 
割合（A÷B）（%） 76 79 91 

 

に貢献したことは評価できる。 

 

＜今後の課題＞ 

・研究成果最大化に向けて、引き

続き研究主監会議が中心となっ

た制度改善・見直しを進めると

ともに、研究総括等による研究

領域ごとの特性に応じた柔軟・

機動的なマネジメント、国際連

携、研究成果の展開に向けた取

組を積極的に推進する。 
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期待できる

研究提案で

あるかとい

う視点等か

ら研究総括

（プログラ

ムオフィサ

ー）及び外

部有識者・

専門家が事

前評価を行

い、研究費

の不合理な

重複や過度

の集中を排

除 し た 上

で、採択課

題を決定す

る。 
 
ⅲ．研究の

推進 
イ．研究総

括（プログ

ラムオフィ

サー）の運

営方針のも

と、研究課

題の特性や

進展状況な

どに応じた

効果的な研

究を推進す

る。継続 88
研 究 領 域

829 課題に

ついては、

年度当初よ

り研究を実

施し、また

新規課題及

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・下表の通り、平成 26 年度に研究成果の展開や社会還元につながる活動が行われたと認められる課題

は全体の 9 割となり、中期計画で掲げた目標（課題終了後 1 年を目途に、社会において研究成果を

活用・実装する主体との協働や成果の活用などの社会還元につながる活動が行われている課題が 7
割以上）を達成した。 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
社会において研究成果を活用・実装する主体

との協働や成果の活用などの社会還元につな

がる活動 
8 17 18 

それ以外の課題 0 0 2 
合計（B） 8 17 20 

割合（A÷B）（%） 100 100 90 
 

■研究開発成果の産業や社会実装への展開促進に向けた活動の実績 

（新技術シーズ創出） 
・CREST「元素戦略」領域において、発足当初から NEDO 等との連携・情報交換を推進してきてお

り、本領域の研究代表者である北川宏氏（京都大学 教授）が NEDO 先導研究にフルヤ金属の再委

託先との位置づけで採択された。 
・機構の産学連携事業と協力し、CREST、さきがけ、ERATO の課題を対象とした新技術説明会を開

催し、企業との共同研究や特許のライセンス等に向けた成果展開を図った。 
・CREST の研究成果を次のフェーズに展開するため、平成 25 年度終了予定であった 4 課題を 1 年間

追加支援した。その結果、ACCEL への展開や、企業との共同研究に繋がった。平成 26 年度終了課

題についても 6 課題の 1 年の追加支援を決定した。 
・成果の普及・展開に向けて、サイエンスアゴラ 2014 にて以下の取組を行った。 

 ICT 分野の ELSI（倫理的・法的・社会的問題）についてのワークショップを実施した。 
 「実感！ みんなの仮想研究所」と題した展示を行い、CREST・さきがけ・ERATO の最先端の

研究成果を紹介した。この展示は「NHK ニュース おはよう日本」等のニュース番組でも紹介

されるなど、メディアからの反響もあった。 
 バイオマスや省エネルギー化に向けた化学プロセス等の環境技術について、本事業の研究から

生まれた技術シーズを紹介するセッション「注目！ JST が導く環境技術革命への道～この技術

が買いだ！！～」を先端的低炭素化技術開発（ALCA）と合同で行った。 
 「JST 数学キャラバン ～拡がりゆく数学～」、「太陽電池キャラバン ～太陽電池で語る未来～」

を実施し、CREST・さきがけの研究者による一般来場者／高校生向けのセミナーを行った。 
・昨年度に続き、さきがけの 2 つの研究領域が合同で、研究者のコミュニケーション能力の向上、自

身の研究へのフィードバック、社会的ニーズを考えながら研究を推進する意識の醸成等を目的とし

た「SciFoS （Science For Society）」を実施した。SciFoS では、研究成果の受け手となる期待者（企

業等）へのインタビューを行うことで、自らの研究の社会的期待を整理する活動を行った。 
・ERATO のプロジェクトを代表する研究成果を見出した若手研究者が、自らの研究成果を海外機関で

講義する「レクチャーシップ」を導入し、候補者の募集を開始した。この取組により、研究成果を

国際的にアピールし、プロジェクトのプレゼンスを向上させるとともに、海外の研究機関での活発

な議論を通じて、若手研究者による国際的なネットワークの構築および強化、さらには将来の国際

的リーダーとして研鑽を積む機会になることを期待している。 
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び研究総括

が自ら研究

を実施する

新規領域に

ついては年

度後半を目

処に研究を

開始する。 
ロ．研究の

推進にあた

り、研究領

域の特色を

活かした運

営形態を構

築するとと

もに、新規

課題の採択

決定後速や

かに研究に

着手できる

よう、事業

実施説明会

等を開催す

る と と も

に、研究契

約の締結等

に係る業務

を迅速に行

う。 
ハ．研究総

括（プログ

ラムオフィ

サー）と研

究者との間

で密接な意

思疎通を図

る。 
ニ．効果的

な研究を推

進 す る た

め、研究課

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・戦略目標 
 
 
 
 
 
 

・日本科学未来館では、研究者に対して、社会との対話を支援するため、一般来館者とのコミュニケ

ーションの場を提供する「サイエンティスト クエスト」を実施している。さきがけ研究者がこの取

組への参加するための体制を整え、実施に向けた事前レクチャーを行うなどの準備を進めた。 
・CREST「共生社会に向けた人間調和型情報技術の構築」領域及び「人間と調和した創造的協働を実

現する知的情報処理システムの構築」領域において、研究成果を社会実装するアイデアを創出し、

基礎研究者の意識改革を行う試みとして 、研究チーム内の若手研究者と、公募で集めた一般技術者

（エンジニア、デザイナー、クリエーター等）によるハッカソンを開催した。 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・研究開発成果の産業や社会実装への展開に向け、以下の取組を行った。 

 技術領域「革新的省・創エネルギー化学プロセス」PO の助言に基づき、研究開発代表者に対し

研究開発成果の展開を目的として、企業の紹介を行った。結果として当該課題の成果活用につ

いて、当該企業との共同研究を実施することとなった。 
 技術領域「超伝導システム」において、「高温超伝導線材」に関する研究開発を実施している２

研究開発課題について、実用化の担い手として期待される企業を対象に技術紹介を実施した。

その結果、1 研究開発課題において共同研究を実施する見込みとなった。（もう一方の研究開発

課題についても、共同研究に向けさらなる意見交換を実施中） 
 特別重点技術領域「次世代蓄電池」において、成果の橋渡しを目的として、機構・技術研究組

合リチウムイオン電池材料評価研究センター（LIBTEC）・NEDO が参加する「連携会議」の立

ち上げに向けた検討を行った。 
 新技術説明会（ALCA）を 2 回開催し、3 技術領域・15 研究開発課題の技術シーズに関する発

表を実施した。 
 各種展示会・イベント（バイオジャパン 2014、再生可能エネルギー世界展示会、nano tech2015、
福島復興 再生可能エネルギー産業フェア）への出展や研究開発代表者によるセミナー（サイエ

ンスアゴラ「JST が導く環境技術革命への道. ～この技術が買いだ！～」、JBA セミナー）を開

催した。 
 
（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・「研究開発成果実装支援プログラム」の成果統合型について、平成 25 年度に終了した「地域に根ざ

した脱温暖化・環境共生社会」研究開発領域より提案された 1 件のプロジェクトを採択した。また、

公募型については 34 件の応募の中から 5 件を採択した。 
 

 

 

（新技術シーズ創出） 

・平成 26 年度に文部科学省が提示した戦略目標は以下の通りである。 
戦略目標名 

社会における支配原理・法則が明確でない諸現象を数学的に記述・解明するモデルの構築 

人間と機械の創造的協働を実現する知的情報処理技術の開発 

生体制御の機能解明に資する統合 1細胞解析基盤技術の創出 

二次元機能性原子・分子薄膜による革新的部素材・デバイスの創製と応用展開 
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題採択時に

研究計画を

精査する。

また、研究

の進捗及び

研究費の使

用状況を把

握するとと

もに、研究

の進捗に応

じた研究計

画の機動的

な見直し、

研究費の柔

軟な配分を

行う。その

際、研究費

の不合理な

重複や過度

の集中を排

除する。 
ホ．研究成

果の社会還

元に向け、

知的財産の

形成に努め

る と と も

に、機構の

技術移転制

度等を積極

的に活用し

て成果の展

開を促進す

る。 
へ．研究か

ら創出され

る特に有望

な革新的な

成果につい

て、イノベ

ーション指

・文部科学省が

策定した研究

開発戦略等 
 
 
 
 
 
・応募件数／採

択件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・平成 26 年度については、文部科学省による新規研究開発戦略の提示がなされていない。 
 
（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・文部科学省からの「平成 26 年度戦略的創造研究推進事業（社会技術究開発）における新規研究開発

の方針」において、「持続可能な多世代共創社会をデザインすることを目指した研究開発を平成 26 年
度より新たに推進する」ことが示された。 

 

（新技術シーズ創出） 

CREST 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

応募件数（女性）（件） 751 (33) 850 (50) 788 (43) 
採択件数（女性）（件） 70 (2) 71 (4) 65 (7) 
採択率（女性）（%） 9.3 (6.0) 8.4 (7.4) 8.2 (16.3) 
採択者平均年齢（歳） 49.6 49.2 49.3 

 

さきがけ 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
応募件数（女性）（件） 1563 (166) 1,744 (189) 1,569 (162) 
採択件数（女性）（件） 90 (12) 123 (15) 105 (12) 
採択率（女性）（%） 5.8 (7.2) 7.1 (7.9) 6.7 (7.4) 
採択者平均年齢（歳） 36.7 36.1 35.9 

 

平成 26 年度の採択数が上位の研究機関 
CREST さきがけ 

東京大学 東京大学 

京都大学 京都大学 

大阪大学 九州大学 

九州大学 東京工業大学 

（独）理化学研究所 （独）理化学研究所 

早稲田大学 大阪大学 

慶應義塾大学 東北大学 

東京工業大学 名古屋大学 

東北大学 金沢大学 

北陸先端科学技術大学院大学 （独）産業技術総合研究所 

 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

応募件数（件） 208 226 178 
採択件数（件） 15 25 8 
採択率（%） 7.2 11.1 4.5 
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向の適切な

課題進行管

理が可能な

体制を編成

して研究開

発 を 推 進

し、当該成

果の展開を

加速・深化

させる。 
ト．事業の

推進にあた

り、海外人

材の活用、

海外機関と

の協力、研

究成果の国

際発信等、

国際化への

取組を進め

る。 
 
ⅳ．評価と

評価結果の

反映・活用 
イ．4 研究

領 域 及 び

81 課題に

ついて、適

切に外部有

識者・専門

家の参画に

よる中間評

価 を 実 施

し、評価結

果をその後

の資金配分

や研究計画

の変更等に

反 映 さ せ

る。 

 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・イノベーショ

ン創出に資す

る研究成果を

生み出してい

るか 
・実社会の具体

的な問題解決

に資する成果

を生み出して

いるか 
（RISTEX） 
 
〈評価指標〉 
・目標達成に資

する研究成果

やその後の展

開状況（期待さ

れる展開も含

む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

応募件数（件） 281 144 190 
採択件数（件） 26 19 17 
採択率（%） 9.3 13.2 8.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■中期計画における達成すべき成果 

（新技術シーズ創出研究） 

・終了する研究領域ごとに、外部有識者からなる評価委員会を設け、研究成果及び研究領域マネジメ

ントの観点から、研究領域の厳格な事後評価を行った。その結果、評価対象である 10 研究領域全て

について、「戦略目標の達成に資する十分な成果が得られた」と評価され、中期計画に掲げた目標（中

期目標期間中に事後評価を行う領域の 7 割以上が目標の達成に資する十分な成果が得られたとの評

価結果を得る。）の達成に向けて進捗している。個々の研究成果のみならず、研究総括の先見的・的

確やマネジメントや、科学技術上の新たな流れを先導・形成したこと等が高く評価された。 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
「戦略目標の達成に資する十分な成

果が得られた」領域（A）（件） 11 7 10 

それ以外の領域（件） 0 0 0 
合計（B）（件） 11 7 10 

割合（A÷B）（%） 100 100 100 
 
（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・温室効果ガス排出量の大幅削減につながる技術開発という明確なミッションの下、ステージゲート

評価による継続・中止の判断やメリハリのある予算配分などPD 及びPO の強いリーダーシップを発

揮させた。 
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ロ．10 研究

領 域 及 び

260 課題に

ついて、適

切に外部有

識者・専門

家の参画に

よる事後評

価 を 実 施

し、評価結

果を速やか

に 公 表 す

る。なお、

研究領域の

事後評価に

おいては、

研究領域及

び研究総括

の選定が適

切であった

か等に関す

る評価を行

い、必要に

応じて今後

の研究領域

選定に反映

させる。 
ハ．中期計

画の目標値

との比較検

証を行い、

必要に応じ

て評価結果

を事業の運

営に反映さ

せる。 
ニ．11 研究

領域を対象

に、科学技

術的、社会

的、経済的

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
・中期計画の目標値（中期目標期間中に事後評価を行う領域の 7 割以上が目標の達成に資する十分な

成果が得られたとの評価結果を得る。）について、平成 26 年度は対象となる領域がなかった。 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
「目標の達成に資する十分な成果

が得られた」領域（A）（件） 2 1 

 それ以外の領域（件） 0 0 
合計（B）（件） 2 1 
割合（A÷B）（%） 100 100 

 
■イノベーション創出に貢献した／することが期待される個別研究成果の状況 

（新技術シーズ創出研究） 
・JST において実施した研究課題の成果が次フェーズの研究に繋がった事例は以下の通りである。 

 CREST「ナノ界面技術の基盤構築」領域で研究を実施していた、北九州市立大学・櫻井和朗教

授が第一三共株式会社との共同研究で JST の実用化開発を推進する「産学共同実用化開発事業

（NexTEP）」に採択。新規汎用型ワクチンアジュバントの開発・実用化に向けた研究に発展し

た。 
 JST 職員のサポートのもと、CREST「次世代エレクトロニクスデバイスの創出に資する革新材

料・プロセス研究」領域の筑波大学・大毛利健治教授の研究成果が、ベンチャー企業創出・事

業化を目的とした文部科学省の「大学発新産業創出プログラム（START）」に採択された。CREST
で開発した、トランジスタ（MOSFET）から発生する雑音を広範囲の周波数で測定可能な技術

の実用化を目指す。 
 CREST「ナノ科学を基盤とした革新的製造技術の創成」領域で研究を実施していた、東京工業

大学・半那純一教授 が DIC 株式会社との共同研究で、実用化につなげるための技術移転支援

プログラム「A-STEP（産学共同促進ステージ）」に採択された。液晶性有機トランジスタ材料

の開発・実用化に向けた研究に発展した。 
 
平成 26 年度には以下のような顕著な成果が得られた。 

成果 研究者名 制度名 詳細 

次世代時間標準候補

「光格子時計」の高精

度化に成功 

香 取 秀 俊

（東京大学 

教授） 
ERATO 

現在の「1 秒」を定義するセシウム原子時計

よりも、1,000 倍程度精度の高い光格子時

計を開発し、138 億年で 0.8 秒しかずれない

世界最良の精度を有することを実証した。 

アンモニア合成の大

幅な省エネ化を可能

にした新メカニズム

を発見 

細 野 秀 雄

（東京工業

大学教授） 
ACCEL 

従来のルテニウム触媒の 10 倍の効率でア

ンモニアを合成可能な新触媒（ルテニウム

担持 12CaO・7AlO3 エレクトライド）につ

いて、高効率で反応が進むメカニズムを解

明した。 

世界最強磁石を超え

る新物質を 32 年ぶり

に創製 

宝 野 和 博

（物質・材

料研究機構 

フェロー） 

CREST 

「世界最強」のネオジム磁石（Nd2Fe14B）

と同等以上の磁気特性を持ち、かつレアア

ースの使用量を削減した、新規磁石化合物

NdFe12Nx の合成に成功した。 
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波及効果等

を検証する

ため、外部

有識者・専

門家による

追跡評価を

実施し、必

要に応じて

事業の運営

に 反 映 さ

せ、評価結

果を速やか

に 公 表 す

る。 
ホ．基礎研

究の論文被

引用回数、

国際的な科

学賞の受賞

数、招待講

演数、成果

展開した数

等の定量的

指標を活用

し、本事業

における研

究が国際的

に高い水準

にあること

を検証し、

必要に応じ

て事業の運

営に反映さ

せる。 
へ．科学技

術イノベー

ションの創

出に資する

と期待でき

る研究成果

の展開状況

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空中に3D映像を投影

する裸眼3Dディスプ

レイを開発 

舘暲（慶應

義 塾 大 学 

特別招へい

教授） 

CREST 
3D 映像を空中に投影できる裸眼 3D ディス

プレイ「HaptoMIRAGE（ハプト ミラージ

ュ）」を開発した。 

スマートフォンや人

工衛星に実装可能な

非接触コネクタを開

発 

黒 田 忠 広

（慶應義塾

大学教授） 
CREST 

電磁界結合を用いた非接触コネクタの結合

器のサイズを従来の 1/8.3 に小型化。さらに

非接触コネクタの通信が、スマートフォン

に搭載されているGPS受信器やLTE/Wi-Fi
送信機と干渉しにくいことを実証した。 

絶縁体を用いた光エ

ネルギーからスピン

流への変換に成功 

内 田 健 一

（東北大学 
准教授） 

さきがけ 

光のエネルギーをスピン流に変換すること

に世界で初めて成功し、光のエネルギーか

ら電流を生成する新たなエネルギー変換原

理を創出した。 
 

■中長期的な温室効果ガスの排出削減に貢献した／することが期待される個別研究成果の状況 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
成果 研究者名 制度名 詳細 

ペロブスカイト構造

による新規高効率太

陽電池の開発 

宮坂力（桐

蔭横浜大学 

教授） 
ALCA 

宮坂らが提案［Science, 2009］したペロブ

スカイト材料を用いた薄膜太陽電池は、近

年世界的な研究開発競争の下にあり、急速

に変換効率が向上している中、ALCA 研究

において17.4%の変換効率と1.2V以上の高

い電圧出力を実現。  
Si 系太陽電池との“タンデム構造化”により

広域な波長域の光を吸収して、現行の Si 系
太陽電池を大幅に上回る変換効率 30%以上

達成を目指す。  
放射線耐性を有していることから宇宙用と

しての可能性が確認された。 

大口径/高品質な GaN
ウェハ 作製技術によ

る白色 LED 及びパワ

ーデバイスの高性能

化 

森勇介（大

阪 大 学 教

授） 
ALCA 

独自の手法によって微小な“種結晶”から原

子レベルの歪がない高品質 GaN 結晶を育

成することに成功。 
現在､口径 4 インチまで実現､更に 8 インチ

の大口径化を目指す。 
現行の GaN on サファイア基板を高品位の

GaN on GaN 基板に置き換え、デバイスの

高性能化を目指す。 
LED とパワーデバイス､両方の応用を目指

して開発。 
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を把握すべ

く、研究領

域終了後 1
年を目途に

成 果 の 発

展・展開を

目指す諸制

度 で の 採

択、民間企

業との共同

研究の実施

等 を 調 査

し、中期計

画の目標値

との比較検

証を行い、

必要に応じ

て結果を事

業の運営に

反 映 さ せ

る。 
 
ⅴ．成果の

公表・発信 
イ．研究内

容、研究成

果に係る論

文発表、口

頭発表、特

許出願の状

況及び成果

の社会・経

済への波及

効果等につ

いて把握す

る と と も

に、研究成

果について

報道発表、

ホームペー

ジ、メール

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・成果の発信状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■実社会の具体的な問題解決に貢献した／することが期待される個別成果の状況 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
成果 研究者名 制度名 詳細 

多様な主体の結びつ

きによる安全な街の

再生 

石 川 幹 子

（中央大学 

教授） 
RISTEX 

集団移転が決定している宮城県岩沼市玉浦

地区を含む仙南沖積平野を対象に、安全・

安心の拠点としてのコミュニティの構築と

その存在を支える「いのちを守る沿岸域」

像を提示するとともに、ソーシャル・キャ

ピタルを活用した巨大災害からの復興の道

筋や微地形や生物多様性を考慮した都市・

地域計画の策定に関わる手法と技術を開発

した。 

肢体不自由者のため

の自動車運転支援シ

ステムの開発 

和 田 正 義

（東京農工

大 学 准 教

授） 

RISTEX 

手足が自由に動かなかったり、力が弱かっ

たりするために、通常の自動車の運転操作

が難しい方でも運転可能なジョイスティッ

ク式の自動車運転システムを開発した。開

発したジョイスティック車両を用いて、3
名が免許を取得した。この成果が、平成 27
年度科学技術分野の文部科学大臣表彰科学

技術賞を受賞した。 
 

 

 

（新技術シーズ創出） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
プレス発表件数（件） 104 133 122 
新聞掲載件数（件） 
（掲載数/プレス数） 4.0 3.5 2.8 

・研究課題の成果報告のための一般公開のシンポジウムを 45 回開催した。 
・元素戦略/希少金属代替材料開発 第 9 回合同シンポジウム（JST・NEDO の共同開催）：平成 27 年

2 月 24 日（火）に東京国際フォーラム ホール B5 で開催。341 名が参加した。 
・ポストペタスケールシステムソフトウェアに関する JST CREST 国際シンポジウム（理化学研究所

計算科学研究機構、神戸大学との共催）：平成 26 年 12 月 2 日（火）～4 日（木）に理化学研究所計

算科学研究機構、神戸大学統合研究拠点において開催した。 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

プレス発表件数（件） 10 5 6 
・「全固体リチウム―硫黄電池の開発に成功」や「デンプンからバイオエタノールを一気通貫生産でき

る酵母を発見」など将来、低炭素社会形成に貢献し得る研究開発成果について総計6件のプレス発表

を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



43 
 

マガジン等

を 活 用 し

て、知的財

産等の保護

に配慮しつ

つ、分かり

やすく社会

に向けて情

報 発 信 す

る。 
ロ．研究者

に対する事

業実施説明

会をはじめ

とする関係

の会議を通

じて、研究

者自らも社

会に向けて

研究内容や

その成果に

ついて情報

発信するよ

う促す。 
 
【社会技術

研究開発】 
ⅰ．研究開

発領域の設

定及び領域

総括の選定 
イ．社会技

術研究開発

に係る動向

調査及び新

規研究開発

領域の事前

調査等を行

う と と も

に、社会に

おける関与

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・論文数 
 
 
 
 
 
 
 
・論文の被引用

数の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特許出願件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（社会技術研究開発（RISTEX）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

プレス発表件数（件） 2 2 4 
・下記のようなフォーラムやシンポジウムを開催し、成果の発信や広報・公聴等を図った。 

 RISTEX 公開フォーラム～持続可能な多世代共創社会のデザイン～（4 月 25 日） 
 「問題解決型サービス科学」研究開発プログラム 第 5 回フォーラム「サービス科学はサービ

スの科学なのか？－価値創造への取組」（11 月 4 日） 
 「コミュニティがつなぐ安全・安心な年・地域の創造」研究開発領域 第 4 回公開シンポジウ

ム「来たるべき大規模災害に備えて～多様な主体による新しい防災のパラダイムの確立～」（1
月 27 日） 
 「コミュニティで創る新しい高齢社会のデザイン」研究開発領域 第 4 回領域シンポジウム（3
月 6 日） 

 

（新技術シーズ創出） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

論文数（報） 5,152 5,467 5,685 
 
（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

論文数（報） 498 653 614 
 
（新技術シーズ創出研究） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
被引用数が上位 1%以内の論文数 

（新技術シーズ／日本） 58／515 50／596 75／673 

トップ 1%論文の割合（%） 
（過去 11 年間） 2.51 2.41 2.28 

全分野における論文あたりの 
平均被引用回数（5 年平均） 

9.92 
（日本平均 

5.08 回） 
［H20-H24］ 

9.79 
（日本平均 

5.12 回） 
［H21-H25］ 

10.35 
（日本平均 

5.47 回） 
［H22-H26］ 

 
（新技術シーズ創出研究） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
特許出願件数（件） 444 531 534 

 
（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
特許出願件数（件） 83 126 112 
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者ネットワ

ークを構築

し、次年度

以降の新規

研究開発領

域の設定に

向けて、社

会が抱える

具体的な問

題に関する

調査・分析

を行う。 
ロ．文部科

学省が示す

方針並びに

関与者を交

えたワーク

ショップ等

での検討結

果 を 踏 ま

え、新規研

究開発領域

案及び領域

総括候補の

事前評価を

行う。また、

事前評価の

結果を踏ま

え、新規研

究開発領域

の設定及び

領域総括の

選定を行う

とともに公

表する。 
   
ⅱ．研究者

及び研究開

発課題の選

抜 
イ．研究開

・実用化の担い

手となりうる

企業等からの

コンタクト数 
 
 
 
 
・人材輩出への

貢献 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・受賞等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
プレス発表等をきっかけに企業よりコンタク

トがあった件数（件） － － 4 

展示会等出展により企業-研究開発代表者との

面談が実施された件数（件） － － 76 

PO 等の助言により、新たに企業とのコンタク

トが生じた件数（件） － － 3 

 
（新技術シーズ創出研究） 
・平成 26 年度に研究終了したさきがけ研究者（途中終了、延長した課題含む）136 名のうち、56 名が

昇進した。 
・本事業で支援している若手研究者が平成 26 年に昇進した顕著な事例は以下の通りある。 

 さきがけ「炎症の慢性化機構の解明と制御」領域の青木 耕史氏は大腸癌発症の分子機序を解明

するなどの成果を挙げ、30 代後半で福井大学のテニュアトラック助教から教授に昇進した。 
 さきがけ「エネルギー高効率利用と相界面」領域の内田 健一氏は熱・光・音をスピン流に変換

する技術を確立する等の成果を挙げ、20 代後半で東北大学の准教授に昇進した。 
 
（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
・研究開発代表者として ALCA に参画した佐橋 政司氏（東北大学 教授）が ImPACT の PM として

採択された。 
・特別重点技術領域「次世代蓄電池」において、クローズドの成果報告会への若手研究者・学生の参

加を推奨し、ポスター発表等において第一線の研究者との議論を交わす機会を提供した。 
 
（新技術シーズ創出研究） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
国際的な科学賞 
の受賞数（件） 52 56 80 

・松岡聡教授（東京工業大学教授、さきがけ研究者（H10-H13）、CREST 研究代表者（H19-H24,H25-）、
がスーパーコンピュータの最高峰学術賞「シドニー・ファーンバック記念賞」を日本人で初めて受

賞した。 
・十倉好紀氏（東京大学教授、ERATO 研究総括（H13-H18,H18-H23））がトムソンロイター引用栄

誉賞を受賞した。同氏の本賞の受賞は 2 回目であり、1 名の研究者が異なる研究内容で 2 回選出さ

れることは初めてである。 
・平成 26 年度には、本事業出身の研究者 3 名が紫綬褒章を受章した。 

 香取秀俊氏（東京大学 教授、さきがけ（H14-H17）、CREST（H17-H22）、ERATO（H22-）） 
 野田進氏（京都大学 教授、CREST（H12-H17,H17-H22,H22-H27）、ACCEL（H25-）） 
 濱田博司氏（大阪大学 教授、CREST（H7-H12,H12-H17,H18-23,H25-）) 
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発領域・プ

ログラムの

運営及び研

究開発課題

の選考にあ

たっての方

針を募集要

項で明らか

にし、研究

開発提案の

公 募 を 行

う。研究開

発領域・プ

ログラムの

趣旨に合致

した提案で

あるかとい

う視点から

領域総括・

プログラム

総括及び外

部有識者・

専門家が事

前評価を行

い、研究開

発費の不合

理な重複や

過度の集中

を排除した

上で、採択

課題を決定

する。 
 
ⅲ．研究開

発の推進 
イ．継続 2
研究開発領

域・2 プロ

グラム及び

49 課題に

ついては年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・iPS 細胞等を

使った再生医

療・創薬の実用

化に資するた

めの研究開発

マネジメント

は適切か 
 
〈評価指標〉 
・事業マネジメ

ント最適化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（先端的低炭素化技術開発（ALCA）） 
 第１回 Innovation for Cool Earth Forum（ICEF）Top10 Innovations 第 4 位（研究開発代表

者：H22 採択 ダイハツ工業（株） 田中裕久） 
― 世界約 80 カ国・地域から学者や政府関係者ら約 780 人が集まり、参加者の投票により、 ダ

イハツ工業が開発した貴金属フリー燃料電池車の開発が第 4 位に選出された。 
 平成 26 年度文部科学大臣表彰科学技術賞「ジェットエンジンタービン翼用次世代単結晶超合金

の開発」（研究開発代表者：H25 採択 物質・材料研究機構 原田広史） 
 
 
（ⅱ）国家課題対応型の研究開発の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・プログラムディレクター（PD）、プログラムオフィサー（PO）、事業全体を統括する運営統括による

マネジメント体制の下、事業全体の把握と情報の共有、事業内連携を図るなど、効果的に研究開発

を推進した。 
・理化学研究所・髙橋政代プロジェクトリーダーによる「滲出型加齢黄斑変性に対する自家 iPS 細胞

由来網膜色素上皮シート移植に関する臨床研究」では、iPS 細胞研究中核拠点（拠点長・山中伸弥所

長）との強力な連携の下、iPS 細胞由来網膜色素上皮シートを使った世界初の移植手術を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サイトビジット、支援事務局会合等を通して、課題 C（規制）、課題 D（倫理）による横断的な支援

を実施し、個別の研究で得られた知見を他研究へ活用することで効率的な事業推進を行った。課題 C
では、ミニマム・コンセンサス・パッケージ（MCP）策定会議・再生医療薬事講習会、再生医療細

胞調製・品質管理トレーニングコースの開催、トレーニング用の教材等の作成を行い、また、課題 D
では倫理担当者会議を開催するなど、今後、再生医療の実用化に重要な規制や倫理に関する議論、

必要な人材の育成などを行った。 
・プロジェクトマネージャー（PM）会議において、各拠点の進捗、連携可能性などに関する情報共有、

意見交換を行うことにより、拠点・課題間の連携を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ⅱ）国家課題対応型の研究開発

の推進 

評定：A 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事業を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の下、iPS
細胞を用いた世界初の臨床研

究 「滲出型加齢黄斑変性に対

する自家 iPS 細胞由来網膜色

素上皮（RPE）シート移植に

関する臨床研究」における移植

手術の実施や、疾患特異的 iPS
細胞モデルのドラッグ・リポジ

ショニングにおける有効性を

示した「スタチンによる軟骨無

形成症の回復」など、顕著な研

究成果が得られたことや、プロ

グラム内の連携促進のために

研究発表会を開催し研究成果

の最大化を図ったほか、知財戦

略立案の支援等による知的財

産権の的確かつ効果的な確保、

国際的な研究開発展開に資す

る国際動向調査の実施など、優

れた実績を挙げており、「研究

開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）国家課題対応型の研究開発

の推進 

 

・iPS 細胞を用いた世界初の臨床

研究 「滲出型加齢黄斑変性に

対する自家 iPS 細胞由来網膜

色素上皮（RPE）シート移植

に関する臨床研究」における移

植手術の実施や、疾患特異的

iPS 細胞モデルのドラッグ・リ

ポジショニングにおける有効

性を示した「スタチンによる軟

骨無形成症の回復」は、特に顕

著な研究成果として評価でき

る。 
 
・「滲出型加齢黄斑変性に対する

自家  iPS 細胞由来網膜色素

上皮シート移植に関する臨床

研究」の実施にあたり、iPS 細

胞研究中核拠点においてゲノ

ム関連解析に協力して取組、理

化学研究所による iPS 細胞を

用いた臨床研究の世界初の実

施に繋げたことは、優れたマネ

ジメントとして評価できる。 
 
・業務のマネジメントについて、

研究発表会等を効果的に開催

することにより、臨床研究を実

施予定の拠点・課題との新たな

連携（共同研究等）が促進され

図：手術の様子 図：iPS 細胞から網膜色素上皮シートの作製 
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度当初より

研究開発を

実施し、新

規課題につ

いては年度

後半より研

究開発を実

施する。そ

の際、領域

総括・プロ

グラム総括

と研究開発

実施者との

間で密接な

意思疎通を

図り、領域

総括・プロ

グラム総括

のマネジメ

ン ト の も

と、研究開

発領域・プ

ログラムの

目標や研究

開発課題の

目標の達成

に向けて、

効果的に研

究開発を推

進する。 
ロ．研究開

発費が有効

に使用され

るよう、研

究開発の進

捗及び研究

開発費の使

用状況を把

握し、柔軟

かつ弾力的

な研究開発

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・拠点等のマネ

ジメント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・本事業の研究成果がスムーズに臨床応用へ移行できるよう研究発表会、課題運営会議、成果報告会、

プロジェクトマネージャー会議などに関係省庁より参加いただいた。また、厚生労働省科学研究費

事前評価、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）運営会議などに JST からもオブザーバ

ー参加した。 
・PD、PO、課題 C、D によるサイトビジット（計 49 件）、拠点・課題運営会議（36 件）のほか、中

間評価委員会、成果報告会等において、研究の進捗状況を確認し、必要に応じ、事業内連携や知財

確保の助言、研究開発計画、研究開発費の見直し指示を行い、プログラム全体の研究開発費の柔軟

な配分を行った。 
・事業内連携体制の構築が特に強く望まれる技術開発個別課題を中心とした研究発表会を開催し、約

200 名の研究者などが参加した。臨床研究を実施する拠点・課題の約半数にあたる 8 つの拠点・課

題において、研究発表会を契機に技術開発個別課題との新たな連携（共同研究等）が促進された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・iPS 細胞研究中核拠点と iPS 細胞ストックを利用する疾患・組織別実用化研究拠点（拠点 A、B）の

拠点長会議を実施し、中核拠点提供株を用いた研究の進捗状況や、臨床計画の共有などにより、効

果的な研究推進を行った。 
・運営統括による全プログラムを対象としたサイトビジット、プロジェクトマネージャー会議出席な

どを通し、横断的な視点からプログラムの運営を行った。 
・研究機関からの要望を受け、特許と再生医療技術に共に精通した特許主任調査員による、医療への

実用化を念頭においた特許群形成のための知財戦略立案の支援（関連特許リスト作成、出願経過レ

ビューなど）、学会発表案件の事前の特許性調査、研究会等への参加による知財掘り起こし等を行っ

た。 
・特に、臨床研究に適した細胞培養足場材の基幹特許である阪大関口清俊教授のラミニン E8 フラグメ

ントの米国特許（平成 26 年 11 月 4 日成立）の申請にあたっては、特許主任調査員が米国特許商標

庁におけるインタビューを支援したことで、特許査定を得ることに成功した。また、この技術の実

用化に向けて、米国の The New York Stem Cell Foundation （NYSCF）年次会合における研究発

表等により技術の紹介を行うなど、最大限協力を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

果の創出の期待等が認められ

るため、評定を A とする。 
 
【事業マネジメント最適化】 
・「滲出型加齢黄斑変性に対する

自家  iPS 細胞由来網膜色素

上皮シート移植に関する臨床

研究」の実施にあたり、iPS 細

胞研究中核拠点のポテンシャ

ルを発揮しゲノム解析に協力

して取組むことで、理化学研究

所による iPS 細胞を用いた臨

床研究の世界初の実施に繋げ

たことは評価できる。 
・各拠点・課題の実務担当者であ

るプロジェクトマネージャー

間で、研究の進捗に伴う新たな

知見や情報の共有、意見交換等

による効果的な連携が行われ

たことは評価できる。 
・技術開発個別課題の連携促進を

目的に研究発表会を行い、臨床

研究を実施する拠点・課題の約

半数にあたる 8 つの拠点・課題

において、研究発表会を契機に

技術開発個別課題との新たな

連携（共同研究等）が促進され、

本事業の研究開発成果の展開

に貢献したことは評価できる。 
 
【拠点等のマネジメント】 
・特許と再生医療技術に共に精通

した特許主任調査員による知

財支援を行い、これらの取組に

より、知的財産権の的確かつ効

果的な確保（足場材料の米国特

許確保に貢献）や、そのための

研究開発推進に資する知的財

産権に係る大学等支援強化を

図ったことは評価できる。 
・平成 25 年度に実施した国際動

ている。 
 
・また、実用化に向けた知的財産

戦略の構築や国際展開に資す

る取組のほか、一般向けシンポ

ジウム等でわかりやすく情報

発信して再生医療への理解を

深めるなど、研究開発成果の最

大化に向けて積極的な取組を

行っている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・新技術シーズ創出（CREST・
さきがけ・ERATO・ACCEL）
については、引き続き、研究主

監会議が中心となった制度改

善・見直しを進めるとともに、

研究領域ごとの特性に応じた

柔軟・機動的なマネジメント、

国際連携、研究成果展開に向け

た取組を積極的に推進する必

要がある。 
 
・先端的低炭素化技術開発

（ALCA）については、PD・

PO のマネジメントによって課

題間連携をさらに進め、シナジ

ー効果による研究開発成果の

早期創出を積極的に推進する

ことが必要である。 
 
・社会技術研究開発（RISTEX）

については、我が国社会が抱え

る政策課題等の解決に向け、関

係府省等と連携した領域設定

等により事業効果を高めてい

く必要がある。 
 
・国家的課題対応型の研究開発に

ついては、平成 27 年度より、

図：研究発表会の様子 
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費配分を行

う。 
ハ．国（公

的研究開発

資金）等に

よる、現実

の社会問題

を解決する

ための研究

開発により

創出された

成 果 を 活

用・展開し

て、社会に

おける具体

的な問題を

解決する取

組として支

援する対象

を公募し、

現実の社会

問題の解決

に資するか

という視点

から、外部

有識者・専

門家の参画

により透明

性と公平性

を確保した

上で、支援

する取組の

事前評価を

行う。各取

組において

設定した社

会問題の解

決が図れる

よう、効果

的に支援を

行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の展開へ

の活動状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・ iPS 細胞研

究ロードマッ

プ 
・応募件数 
・採択件数 
 
 
 

・また、昨年、再生医療に係る法規制が施行、変更されたこと等を受け、

昨年度作成した知財戦略構築のためのマニュアル（研究者や知財実務

者が知財を確保するにあたり参考となる再生医療分野に特化した冊

子）を有識者から構成される研究会にて速やかに改訂し、各研究開発

実施機関に送付した。これら取組により、知的財産権の的確かつ効果

的な確保やそのための研究開発推進に資する知的財産権に係る大学

等支援強化を図った。 

 

 

 

・平成 25 年度実施した再生医療研究に係る国際動向調査について、運営統括、PD、PO の意見を踏ま

え、調査内容を見直し実施した。具体的には、臨床試験動向、民間企業動向、特許動向の 3 つの視

点で概要調査を実施し、研究拠点/課題からの要望に基づき深掘り調査を実施した。さらに、欧米在

住有識者による欧米ホットトピックスレポートを研究拠点/課題に情報提供し、国際的な研究開発展

開に資する大学等支援強化を図った。 
 
・以下の展示会に出展し、事業概要の説明、共同研究を希望する課題の情報発信を行った。 

 BioTech2014（平成 26 年 5 月 14 日-16 日、ブース来場者：約 600 名） 
 BioJapan2014（平成 26 年 10 月 15 日-17 日、ブース来場者：約 520 名） 
 再生医療産業化展（平成 27 年 2 月 4 日-6 日、ブース来場者：約 550 名） 

 

 

 

 

 

 

 

・再生医療実現拠点ネットワークプログラム新技術説明会（平成 27 年 1 月 27 日）を開催し、共同研

究を望む課題の情報発信を行い、延べ 783 名の来場者があった。共同研究やサンプル提供などにつ

いて高い関心が寄せられた。 
 
 

 

・国としてどのような方向性で iPS 細胞研究を進めていくかの具体的な目標等を定めたものとして、

文部科学省 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 ライフサイエンス委員会 幹細胞・再生医

学戦略作業部会が取りまとめた「iPS 細胞研究ロードマップ」（平成 25 年 2 月 1 日決定）がある。 
・平成 26 年度は新規募集を実施しなかった。 
・平成 26 年度は新規採択を実施しなかった。 
 
 

 

向調査について、関係者の意見

をふまえ調査内容の見直しを

行い、国際的な研究開発の展開

に資する大学等支援強化を図

ったことは評価できる。 
 
【成果の発信状況】 
・講演のみならず、全拠点・課題

によるポスター展示を実施し、

国民、研究者間の双方向コミュ

ニケーションを図っており、患

者が直接研究者に質問できる

だけでなく、研究者にとっても

患者からの意見を聞ける有効

な場として機能したことは評

価できる。 
・細胞培養手動作業体験コーナー

では子供などの体験者の満足

度も高く、再生医療について理

解を深める有意義な場となっ

たことは評価できる。 
 
【iPS 細胞を使った創薬開発の

実施】 
・iPS 細胞から作った病気の細胞

モデルが既存薬を別の病気の

治療に適応拡大する「ドラッ

グ・リポジショニング」に有用

であることを示したことは大

きな成果であり、評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
・より早期の再生医療の実用化、

研究開発成果の最大化に向け、

特に臨床応用に向けた研究等

及び安全性・有効性の評価方法

や拡大培養等の管理技術に関

して研究開発を推進する。事業

を 日 本 医 療 研 究 開 発 機 構

（AMED）へと移管し、厚生

労働省及び経済産業省のプロ

新たに創設された日本医療研

究開発機構（AMED）に移管・

実施されることとなった。 
 
 

図：再生医療研究に係る知財戦略 

マニュアル（表紙） 

図：再生医療産業化展 

展示会場の様子 
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ニ．機構に

おける複数

の研究開発

成果等を集

約・統合し、

社会におけ

る具体的な

問題の解決

に向けて効

果的に社会

に実装する

取組の支援

を行う。 
 
ⅳ．評価と

評価結果の

反映・活用 
イ．15 課題

について、

十分な成果

が得られた

かとの視点

から外部有

識者・専門

家の参画に

よる事後評

価 を 実 施

し、中期計

画の目標値

との比較検

証を行い、

必要に応じ

て評価結果

を事業の運

営に反映さ

せる。 
ロ．課題終

了後 1 年を

目途に、社

会において

研究成果を

［評価軸］ 
・iPS 細胞等を

使った再生医

療・創薬の実用

化に資するた

めの研究開発

成果を生み出

せているか 
 
〈評価指標〉 
・期待される臨

床応用に向け

た成果の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■研究成果 

成果 研究者名 制度名 詳細 

「滲出型加齢黄斑変

性に対する自家 iPS 
細胞由来網膜色素上

皮シート移植に関す

る臨床研究」 第一症

例目移植手術の実施

（術後経過良好） 

髙 橋 政 代

（理化学研

究所プロジ

ェクトリー

ダー） 

再生医療

の実現化

ハイウェ

イ 

iPS 細胞を用いた世界初の臨床研究として、 
「滲出型加齢黄斑変性に対する自家 iPS 細

胞由来網膜色素上皮（RPE）シート移植に

関する臨床研究」において第一症例目の被

験者に対し、平成 26 年 9 月 12 日、iPS 細

胞由来の網膜色素上皮シートの移植を行っ

た。 有害事象の発生もなく術後の経過は良

好である。 

「滑膜幹細胞による

膝半月板再生」（臨床

研究名：半月板縫合後

の滑膜幹細胞による

治癒促進） 

関 矢 一 郎

（東京医科

歯科大学教

授） 

再生医療

の実現化

ハイウェ

イ 

本臨床研究は滑膜由来の幹細胞を移植する

ことによる半月板縫合術の適応拡大、半月

板縫合術の治癒促進を目指す日本で初めて

の治療法である。滑膜幹細胞移植は関節鏡

視下で行える手術で、侵襲が少なく、また、

細胞の培養も低コストですむことが特徴で

ある。予定症例数の全 5 例への滑膜幹細胞

移植は平成 26 年 11 月に終了している。術

後 6 ヶ月間の観察期間を設けているが、こ

れまでに重篤な有害事象は発生していな

い。術後 12 週目の MRI で半月板の整復維

持を確認するなど、経過は良好である。 

「培養ヒト角膜内皮

細胞移植による角膜

内皮再生医療の実現

化」（臨床研究名：水

疱性角膜症に対する

培養角膜内皮細胞移

植に関する臨床試験） 

木下茂（京

都府立医科

大学教授） 

再生医療

の実現化

ハイウェ

イ 

本臨床研究は培養した角膜内皮細胞を眼内

前房部に注入することで水疱性角膜症の治

療を行う世界初の治療法である。平成 25 年

12 月より患者に対して培養ヒト角膜内皮細

胞移植の臨床研究を実施しており、平成 26
年 12 月には第 10 例目、第 11 例目への移植

を実施した。これまで実施した 11 例では、

視力の改善が見られるなど、予後の経過は

良好である。 

グラムとの更なる連携促進と

成果の最大化を図る。また、プ

ログラムディレクター等のマ

ネジメント体制の下、効果的・

効率的なプロジェクト間のネ

ットワーク形成や情報共有を

図り、研究開発の推進に繋げ

る。 
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活用・実装

する主体と

の協働や成

果の活用な

どの社会還

元につなが

る活動の状

況 を 調 査

し、中期計

画の目標値

との比較検

証を行い、

必要に応じ

て結果を事

業の運営に

反 映 さ せ

る。 
ハ．研究開

発課題の追

跡調査を実

施する。 
 
ⅴ．成果の

公 表 ・ 発

信・活用 
イ．研究開

発の内容、

研究開発の

成果、その

成果の活用

状況及び社

会・経済へ

の波及効果

について把

握し、知的

財産などの

保護に配慮

しつつ、主

催する研究

開発領域・

プログラム

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「培養ヒト骨髄細胞

を用いた低侵襲肝臓

再生療法の開発」（臨

床研究名：非代償性肝

硬変患者に対する培

養自己骨髄細胞を用

いた低侵襲肝臓再生

療法の安全性に関す

る研究） 

坂 井 田 功

（山口大学 

教授） 

再生医療

の実現化

ハイウェ

イ 

本臨床研究は、非代償性肝硬変患者を対象

としており、患者から約 30 ミリリットルの

骨髄液を採取し、約 3 週間培養して骨髄間

葉系幹細胞を増やしてから元の患者の末梢

静脈より点滴静注することで、骨髄間葉系

幹細胞が肝臓に集積し、肝線維化を改善す

る世界で初めての治療法である。平成 26 年

7 月 18 日に厚生労働大臣より臨床研究が承

認された。今後、10 名の患者を対象に、主

に安全性を調べることを目的に臨床研究を

実施していく予定である。 

「磁性化骨髄間葉系

細胞の磁気ターゲテ

ィングによる骨・軟骨

再生」（臨床研究名：

自己骨髄間葉系細胞

の磁気ターゲティン

グによる関節軟骨欠

損修復） 

越 智 光 夫

（広島大学 

学長） 

再生医療

の実現化

ハイウェ

イ 

本臨床研究は、外傷性損傷あるいは離断性

骨軟骨炎に起因する膝関節軟骨損傷の患者

を対象に、磁性化した自己骨髄間葉系細胞

を関節鏡下に注入し、磁場発生装置によっ

て注入した間葉系幹細胞を関節軟骨欠損部

へ集積させる、磁気ターゲティングを併用

した世界初の治療法である。平成 26 年 10
月 24 日に、厚生労働大臣より、臨床研究が

承認された。平成 27 年 2 月 6 日に培養した

自己骨髄幹細胞を関節に注入し、磁力で軟

骨の欠損部に誘導する第 1 例目の手術を実

施した。 
 

・上記の他、慶應大学・岡野栄之教授、大阪大学・澤芳樹教授、京都大学・髙橋淳教授（疾患・組織

別実用化研究拠点（拠点 A））、大阪大学・西田幸二教授（再生医療の実現化ハイウェイ）などの拠

点・課題では既に Proof of Concept （POC、概念実証）を取得し、臨床応用を目指して研究開発を

実施している。平成 26 年度にはこれらの拠点・課題に加えて新たに慶應大学・福田恵一教授、成育

医療研究センター・梅澤明弘副所長（再生医療の実現化ハイウェイ）の課題において POC を取得す

るなど、順調に研究が進展している。 
・再生医療の実現化ハイウェイ・平成 24 年度開始の 2 課題について中間評価を実施し、全ての課題に

おいて、適切に研究開発が進捗していると評価された。また、全ての課題について当初目標到達へ

の目途が立ち、特に、磁性化骨髄間葉系細胞と磁気ターゲティングによる軟骨再生の臨床研究を目

指す広島大学（越智光夫）の課題は臨床研究に到達した。 
・平成 24 年度開始の疾患特異的 iPS 細胞を活用した難病研究の 6 拠点について中間評価を実施し、5
拠点において、適切に研究開発が進捗していると評価された。全ての拠点において創薬スクリーニ

ングに向けた樹立細胞の寄託に目途が立ち、また、慶應義塾大学・岡野栄之教授、京都大学・戸口

田淳也教授、京都大学・中畑龍俊教授の拠点では対象疾患の病態解析から候補化合物を見出すなど、

着実な進展が見られる。 
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のシンポジ

ウムやホー

ムページ等

を通じて、

分かりやす

く社会に向

けて情報発

信する。 
ロ．関与者

ネットワー

クの活用な

ど を 通 し

て、研究開

発成果の社

会への活用

及び展開を

図る。 
ハ．課題実

施 者 自 ら

も、社会に

向けて研究

内容やその

成果につい

て情報発信

するよう促

す。 
 
（ⅱ）国家

課題対応型

の研究開発

の推進 
機構は、iPS
細胞等を使

った再生医

療・創薬に

ついて、文

部科学省が

定めた基本

方 針 の も

と、世界に

先駆けて実

〈モニタリン

グ指標〉 
・成果の発信状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 H25 年度 H26 年度 
プレス発表件数（件） 7 22 

 
 H25 年度 H26 年度 
研究成果に係る口頭発表

（件） 
831 

（うち海外発表 223） 
1059 

（うち海外発表 242） 
 

 

・再生医療実現拠点ネットワークプログラム公開シンポジウ

ム（平成 27 年 1 月 21 日）を開催し、全拠点・課題の最新

動向について、一般の方に情報発信を行い、計 1,028 名の

方に、来場・視聴いただいた。また、その内容については、

後日、動画、内容を要約した報告書等をホームページに掲

載し、情報発信した。 
 
 
・サイエンスアゴラ 2014（平成 26 年 11 月 7 日～9 日）に出展し、細胞自動培養装置の展示、細胞培

養手動作業体験コーナーなどを設けた。体験コーナーは、常時盛況で、263 人の子供などに体験い

ただいた。 
・事業におけるトピック、各拠点・課題の研究内容をまとめた一般向けの冊子を作成し、公開シンポ

ジウム等での配布、ホームページへの掲載を通して広く発信した。 
・ポータルサイト「iPSTrend」のアクセス解析結果等を基にデザインリニューアル、コンテンツ充実

（プレス情報、イベント報告レポート、インタビュー記事等）を行い、ユーザー（特に患者）の利

便性向上を図った。 
・学会、論文発表等にとどまらず、「国民との科学・技術対話」に対する取組も積極的に行い、市民公

開講座、患者団体、高校での講演など幅広い聴講者を対象にして、平成 26 年度は 274 件の情報発信

を行った。 
・新聞、テレビ等で、平成 26 年度は 182 件の報道が行われた。 
＜表：平成 26 年度 代表的な新聞等における報道＞ 

研究者 媒体名称 タイトル 日付 

高橋和利 
（京都大学） 

読売新聞、京都新聞、朝

日新聞、産経新聞、日経

産業新聞、日本経済新

聞、日刊工業新聞 

初期化および分化におい

て鍵となるヒト内在性レ

トロウイルスの働き 
平成26年8月5日 

髙橋政代 
（理化学研究所） 

NHK、TBS、日本テレビ、

テレビ朝日など主要放送

局、地方局 

「滲出型加齢黄斑変性に

対する自家iPS細胞由来網

膜色素上皮シート移植に

関する臨床研究」におい

て、第一症例目の移植 

平成26年9月12日 

図：ポスター会場の様子 
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用化するた

め、研究開

発拠点を構

築し、効果

的・効率的

に研究開発

を 推 進 す

る。 
 
［ 推 進 方

法］ 
ⅰ．研究の

推進 
イ . プログ

ラムオフィ

サー等の運

営方針のも

と、拠点及

び研究開発

課題の特性

に応じた効

果的な研究

開発を推進

する。継続

16 拠点及

び 31 研究

開発課題に

ついては年

度当初より

研究開発を

推進する。 
ロ．研究開

発計画を機

動的に見直

し、研究開

発費の柔軟

な配分を行

うため、研

究開発の進

捗 に 応 じ

て、サイト

 
 
 
 
 
・論文数 
 
 
 
・特許出願数 
 
 
 
・企業との共同

研究数 
 
 
・臨床研究・治

験に移行した

数 
 
 
 
 
 
 
・iPS 細胞の初

期化メカニズ

ム解明・安全性

確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

山中伸弥 
妻木範行 
井上治久 

（京都大学） 

NHK 

ク ロ ー ズ ア ッ プ 現 代 

「iPS細胞が変える “薬の

常識” ～最前線からの報告

～」 

平成26年9月18日 

 
 H25 年度 H26 年度 

論文数（報） 394 332 
※平成 25 年度については論文以外の著作物等も含む 
 
 H25 年度 H26 年度 
特許出願件数（件） 48 件 101 件 

 
 
・共同研究契約、Material Transfer Agreement（MTA）などの 210 件（内 130 件が事業内）の連携

が行われており、その他 65 件（内 48 件が事業内）が協議中であり、事業内外の企業との更なる連携

促進が図られている。 
 
・平成 26 年度に、厚生労働省より臨床研究実施計画の了承を受けたのは以下の 2 件であった。 
＜再生医療の実現化ハイウェイ＞ 

 「培養ヒト骨髄細胞を用いた低侵襲肝臓再生療法の開発」 坂井田功教授（山口大学大学院医

学系研究科） 
 「磁性化骨髄間葉系細胞の磁気ターゲティングによる骨・軟骨再生」 越智光夫教授（広島大

学大学院医歯薬保健学研究院） 
 
■研究成果 

成果 研究者名 制度名 詳細 
初期化及び分化にお

いて鍵となるヒト内

在性レトロウイルス

の働きを解明 

山中伸弥

（京都大学 

教授） 

iPS 細胞

研究中核

拠点 

ヒト体細胞が iPS 細胞へと初期化される過

程で、進化の過程でヒトのゲノムへ取り込

まれた内在性レトロウイルスが一過性に活

性化されていること、またそれが iPS 細胞

の作製や十分な初期化に必要であることが

分かった。本研究により、細胞の初期化に

おける重要なメカニズムの一端が明らかに

なり、今後、高い分化能をもつ高品質な iPS
細胞を効率よく安定的に作製できる技術に

つながると期待される。（PNAS、2014） 
 
 

図：iPS 細胞の樹立過程及び分化能における HERV-H
の役割 
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ビジットを

行う。 
ハ．拠点間

の連携のも

と、拠点の

特色を生か

した事業運

営形態を構

築するとと

もに、研究

開発計画の

策定や研究

開発契約の

締結等にか

かる業務を

迅 速 に 行

う。 
ニ．研究開

発成果に基

づく知的財

産の形成に

努める。 
ホ．戦略的

な研究開発

の推進に資

するため、

研 究 ・ 技

術・実用化

の動向の把

握 に 努 め

る。 
 
ⅱ．評価と

評価結果の

反映・活用 
イ . 今年度

は事後評価

及び追跡調

査を実施し

ないが、事

業の進捗状

・安全性の高い

再 生 医 療 用

iPS 細胞の作

製・供給 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・革新的幹細胞

操作技術によ

る器官再生技

術の確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・疾患研究・創

薬のための疾

患特異的 iPS
細胞作製・評

価・バンク構築 

再生医療用 iPS 細胞

の培養に最適な足場

材の製造方法の確立

と製品として上市予

定 ～物由来原料基

準に適合したラミニ

ン 511E8 フラグメン

トの開発に成功～ 

関口清俊

（大阪大学 

教授） 

技術開発

個別課題 
再生医療用 iPS 細胞の培養に適したラミニ

ン 511E8 フラグメントの製造方法を確立。

ラミニン511等E8フラグメントについては

米国特許を確保し、また、厚生労働省の薬

事審査機関である独立行政法人医薬品医療

機器総合機構（PMDA）より生物由来原料

基準へ適合との判断を受けた。この特許を

活用した臨床グレードの製品を上市予定。

本技術により、移植医療用 iPS 細胞の製造

など、iPS 細胞を利用した再生医療の研究開

発を加速することが期待される。 
 
 
 
 
 
 

 

・革新的幹細胞操作技術等に関して、本事業では主に以下の成果が得られており、器官再生技術の確

立に向けて着実に成果が得られている。 

成果 研究者名 制度名 詳細 
糖尿病治療に向けて

ヒト ES/iPS 細胞から

移植用の膵細胞を効

率よく作製する方法

を開発 

長船健二

（京都大学 

教授） 

技術開発

個別課題 
ヒトの膵発生過程において膵芽細胞が出現

する際に細胞の塊をつくることに着目し、そ

れを培養皿上で再現した。その結果、細胞密

度と相関して膵芽細胞（PDX1+ NKX6.1+ 
cell）への分化が促進し、細胞塊を作製して

培養することでさらに効率よく分化するこ

とを発見した。また、細胞塊の形成で分化誘

導に効果が見られたことから、細胞間相互作

用を介した新たな分化の仕組みが存在する

ことも示唆された。さらに、作製した膵芽細

胞をマウスに移植すると、生着して胎児の膵

臓に似た組織構造を形成し、最終的には血糖

値に応じてインスリンを分泌する成熟した

膵 β 細胞へと分化した。（ Stem Cell 
Research、2014） 

体外に取り出し培養

した小腸上皮細胞を

マウス消化管（大腸）

へ移植する実験に成

功 

渡辺守（東

京医科歯科

大学教授） 

疾患・組

織別実用

化研究拠

点（拠点

B） 

体外に取り出し培養した小腸上皮細胞をマ

ウス消化管（大腸）へ移植する実験に成功し

た。その結果、移植細胞が正常な上皮を再生

する幹細胞として機能できること、また、小

腸上皮幹細胞が自身の小腸としての性質を

図：ラミニン 511E8 フラグメント 
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況を把握し

て、中期計

画の目標と

の比較検証

を行い、必

要に応じて

事業の運営

に反映させ

る。 
 
ⅲ．成果の

公表・発信 
イ．研究の

内容、研究

成果に係る

論文発表、

口頭発表、

特許出願の

状況及び成

果の社会・

経済への波

及効果等に

ついて把握

し、知的財

産等の保護

に配慮しつ

つ、分かり

やすく社会

に向けて情

報 発 信 す

る。 
ロ．研究開

発実施者自

らも社会に

向けて研究

開発内容や

その成果に

ついて、知

的財産等の

保護に配慮

しつつ情報

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

長期にわたって維持できることが明らかに

なった。（Genes&Development、2014） 
ヒト iPS 細胞由来軟

骨細胞から足場材を

使わずに軟骨組織を

作製する培養法を確

立 

妻 木 範 行

（京都大学 

教授） 

疾患・組

織別実用

化研究拠

点（拠点

B） 

ヒト iPS 細胞から、軟骨細胞を誘導し、さら

に硝子軟骨の組織を作製し、マウス、ラット、

ミニブタへの移植によりその安全性と品質

についての確認を行った。具体的には、まず、

ヒト iPS 細胞から軟骨細胞を作製するため

の培養条件を検討した上で、そこから足場剤

を使わずに細胞自身が作るマトリックスか

らできた硝子軟骨組織を作製することに成

功した。この軟骨組織を免疫不全マウスへ移

植して 3 ヶ月間、腫瘍形成や転移が見られな

いこと、つまり移植細胞の安全性を確認し

た。さらに、免疫不全ラットの関節に移植し

て安全性に加えて隣接する生体内の軟骨と

融合することを検証し、免疫抑制剤を投与し

たミニブタの関節で 1 ヶ月にわたり生着し

続 ける こと を確 認した 。（ Stem Cell 
Reports、2014） 

ヒト ES 細胞（胚性幹

細胞）から、毛様体縁

幹細胞ニッチを含む

立体網膜（複合網膜組

織）を作製することに

成功 

髙 橋 政 代

（理化学研

究所プロジ

ェクトリー

ダー） 

疾患・組

織別実用

化研究拠

点（拠点

A） 

多能性幹細胞を効率よく分化できる

「SFEBq 法（無血清凝集浮遊培養法）」をさ

らに改良して、新しい網膜分化誘導法の開発

に挑んだ。その結果、胎児型網膜とよく似た、

毛様体縁を含む立体網膜を作製することに

成功した。また、作製した立体網膜を詳しく

解析したところ、ヒト毛様体縁には幹細胞が

存在し、この幹細胞が増殖する機能を発揮す

ることで、網膜を試験管内で成長させること

が分かった。（Nature Communications、
2014） 

 

成果 研究者名 制度名 詳細 
スタチンが軟骨無形

成症の病態を回復す

ることを発見 ～疾

患特異的 iPS細胞モデ

ルによるドラッグ・リ

ポジショニングの可

能～ 

妻 木 範 行

（京都大学 

教授） 

疾患特異

的 iPS 細

胞を活用

した難病

研究 

線維芽細胞増殖因子受容体 3 型（FGFR3）
遺伝子変異による骨系統疾患の疾患特異的

iPS 細胞モデル及び疾患マウスモデルにお

いて、高コレステロール血症治療薬であるス

タチンに骨の成長を回復させる効果がある

ことを見出した（Nature、2014）。用量や副

作用など安全性・有効性について詳細な検討

を実施したうえで、臨床応用を目指す。 
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発信するよ

う促す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・iPS 細胞等を

使った患者へ

の再生医療の

実施 
 
 
 
・受賞者数 
 
 
 
 
 
 
 
・iPS 細胞を使

った創薬開発

の実施 
 
 

 
 

・本事業では iPS 細胞等を使った再生医療として、平成 26 年度は新たに 2 件の臨床研究の実施につい

て厚生労働省より承認を受け、合計 5 件（内、iPS 細胞 1 件、体性幹細胞 4 件）の臨床研究が実施

されている。特に、平成 25 年度に承認を受けた理化学研究所・髙橋政代プロジェクトリーダーによ

る「滲出型加齢黄斑変性に対する自家 iPS 細胞由来網膜色素上皮シート移植に関する臨床研究」は

iPS 細胞を使った世界初の臨床研究であり、今後、他の疾患・臓器を対象とした iPS 細胞等を使っ

た再生医療においても臨床研究の実施が期待される。 
 

・平成 26 年度の受賞数は 35 件（国内 28 件、国外 7 件）であり、特に顕著な受賞等は以下のとおりで

あった。 

研究者 受賞名 日付 

慶應義塾大学 

中村雅也准教授、岡野栄之教授 
ベルツ賞 平成26年11月26日 

横浜市立大学 

谷口英樹教授、武部貴則准教授 
ベルツ賞 平成26年11月26日 

 

・疾患特異的 iPS 細胞を活用した難病研究では、開発候補品（前臨床試験のための最適化合物と定義）

の同定を目指して研究を推進しているところ、スタチンにおいてドラッグ・リポジショニングの可

能性を示した他、FOP 患者由来 iPS 細胞を用いて病態再現と創薬に向けた評価系の構築に成功（京

都大学 戸口田淳也 教授/副所長）するなど、iPS 細胞を使った創薬開発に向けて着実に成果が得ら

れている。 

図：タナトフォリック骨異形成症（TD1）及び軟骨無形成

症（ACH）疾患特異的 iPS 細胞の軟骨誘導に対する

スタチンの影響 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)② 産学が連携した研究開発成果の展開 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。 
第二号 企業化が著しく困難な新技術について企業等に委託して企業化開発を行う

こと。 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。 
第九号 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発

等の効率的推進等に関する法律（平成二十年法律第六十三号）第四十三条の二の

規定による出資並びに人的及び技術的援助を行うこと。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

応募数（件） ― 4,890 4,788 4,259   予算額（千円） 81,689,666※ 27,471,548 25,960,812   

採択数（件） ― 1,348 1,019 561   決算額（千円） 19,975,644 26,359,326 29,569,628   

特許出願数（件） ― 273 674 709   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 

の内数  
  

        
従事人員数 140(0) 133(0) 138(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
※H24 年度補正予算（政府出資金 50,000 百万円（内 22,000 百万円は H25 年度に国庫納付）、運営費交付金 10,000 百万円）を含む。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・機構及び大

学等における

基礎研究等に

より生み出さ

れた新技術を

産業界へ橋渡

しすることに

より、研究開

発成果の実用

化を促進し、

科学技術イノ

ベーションの

創出に貢献す

る。 

・機構は、大

学等におけ

る基礎研究

により生み

出された新

技術を基に、

柔軟な運営

により企業

が単独では

実施しづら

い基盤的か

つ挑戦的な

研究開発を

推進するこ

とで、科学技

術イノベー

ション創出

に貢献する。 

・機構は、基礎研

究により生み出

された新技術を

基に、企業が単独

では実施しづら

い研究開発を推

進することで、科

学技術イノベー

ション創出に貢

献する。 
［推進方法］ 
【最適な支援タ

イプの組み合わ

せによる中長期

的な研究開発】 
ⅰ．運営方針 
ⅱ．民間資源の活

用  
イ．民間企業負担

を促進する。 
ロ．成果の普及及

び活用の促進を

行う。 
ⅲ．研究開発課題

の選抜 
イ．企業等を活用

した研究開発等

に必要な研究開

発課題を公募す

る。 
ロ．課題の新規

性、目標の妥当性

等の視点から選

考する。また、研

究開発計画の最

適化案を提案者

に提示し調整を

［評価軸］ 
・フェーズに

応じた優良

課題の確保、

適切な研究

開発マネジ

メントを行

っているか 
 
〈評価指標〉 
・優良課題の

選定に向け

た審査制度

設計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究成果展開事業において、平成 26 年度は以下のプログラムを実施した。 
 研究成果最適展開支援プログラム【A-STEP】 
 産学共創基礎基盤研究プログラム【産学共創】 
 戦略的イノベーション創出推進プログラム【S-イノベ】 
 センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム【COI】 
 先端計測分析技術・機器開発プログラム【先端計測】 
 産学共同実用化開発事業【NexTEP】 
 出資型新事業創出支援プログラム【SUCCESS】 

 
 
■優良課題の発掘・創成 
・JST 職員を中心として、優良課題を探索し創成するプロセスを強化した。代表的な取組例は以下

のとおりである。 
 【NexTEP】企業等からの事前相談（平成 25 年度 808 件、26 年度 130 件）を含む、前年度

から続く優良課題の発掘の取組を応募に結びつけることにより、第 4 回課題募集では、17 件

の応募に結びつけ、事前評価を経て 5 件を採択した。これにより、平成 24 年度補正予算を

財源とする 355 億円の資金全額の配分を決定した。 
 【A-STEP】イノベーション推進マネージャーを中心とする JST 職員による事前検討プロセ

スを導入し、優良課題を探索し創成する取組を強化した。第 1 回公募に向けて、52 件の候補

から 35 件の応募につなげることができた。その中から 10 件が面接選考の候補となり、7 件

が採択に至った。応募課題の採択率は「課題創成」型が 20.0%となり、非「課題創成」型の

18.2%を上回った。 
 【A-STEP】JAXA の研究開発成果の実用化を支援するため、JAXA 有人宇宙ミッション本部

等と連携して、優良課題の探索と創成を行った。第 2 回公募において 2 課題の応募につなげ

ることができ、そのうち 1 課題が採択に至った。本件は、研究開発成果の最大化に向けた両

機関の協力連携の有効性を示す事例として、JST-JAXA 相互協力協定締結（平成 27 年 2 月

19 日）への環境構築に貢献した。 
 【SUCCESS】JST の成果を活用する有望な大学発ベンチャーの発掘と出資先の創出を図る

ため、外部有識者（プログラムオフィサー）及び JST 職員が随時ベンチャーからの相談に対

応し、出資に向けて事業計画及び体制の改善を促した。 
 【産学共創】産業界に共通する技術テーマについて、これまでに採択した課題では解決でき

ない要素について、プログラムオフィサーと JST 職員が検討し、必要な要素を特定した上で、

テーマごとに新たな課題の公募・採択を実施した。 
 
■優良課題の選定 
・優良課題を選定するための体制や方法を強化した。代表的な取組例は以下のとおりである。 

 【COI】ビジョナリーリーダー等が実施内容、拠点構想の改善を助言し、トライアル課題の

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の下で、支

援課題が創出した研究成果に

関して、ノーベル物理学賞受賞

をはじめとする各賞受賞、製品

化等の実用化・社会実装、JST
内外での次ステージへの展開

等の数多くの実績が確認でき

たことや JST 職員による優良

課題の探索と創成、A-STEP 制
度改革に向けた検討も実行さ

れるなど、「研究開発成果の最

大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期

待等が認められるため、評定を

A とする。 
 
【優良課題の選定に向けた審査

制度設計】 
・JST 職員が優良課題を探索し作

りこみ、採択につなげるプロセ

スを強化した結果、発掘した優

良課題を応募に結実させ、実際

に採択に至ったことは、高く評

価できる。 
・JST 職員が自主的な制度レビュ

ータスクフォースを設置し、成

果の効果的・効率的な創出の観

点から制度・運営を自己点検し

たことが、審査制度設計の改革

に大きく寄与したことは、特筆

に価する。 

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、適

正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の

最大化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の創出

の期待等が認められるため、

評定を A とする。 
 
・業務の実績について、基礎研

究から実用化までの研究段階

に応じた息の長い支援を担

い、2014 年ノーベル物理学賞

（青色 LED）の受賞につなが

るなど、社会的インパクトの

ある多くの顕著な実績や国際

的な評価を生んでいる。生み

出された研究成果が、JST 内

外の制度への展開、他機関と

の共同研究等、実用化に向け

て継続的に発展している。 
 
・業務のマネジメントについて、

各事業では PO 等によるサイ

トビジット・中間評価等を通

じて、拠点間の連携や情報交

換、助言、研究テーマの絞り

込みや計画の見直し・打切り

等の研究開発体制の改善等を

柔軟に行っており、優良課題

の育成と研究開発成果の最大

化を促進している。 
 
（各論） 
・具体的な成果は 以下の通り。 
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行う。 
ハ．公募・選定に

あたっては、COI 
STREAM に係る

ビジョン等を踏

まえ実施する。 
ⅳ．研究開発の推

進 
イ．知的財産の形

成に努める。ま

た 、 COI 
STREAM のビジ

ョン等を踏まえ

たものは、文部科

学省と連携しつ

つ、社会的課題に

対応した課題を

推進する。 
ロ．継続課題は年

度当初より、新規

課題は採択後速

やかに研究開発

を推進する。 
ハ．研究開発費の

柔軟な配分を行

う。 
ⅴ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．課題の事後評

価を実施し、評価

結果を事業の運

営に反映させる。 
ロ．追跡調査を実

施し、結果を事業

の運営に反映さ

せる。 
ハ．開発終了課題

製品化率につい

て、結果を事業の

運営に反映させ

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の最大

化に向けた

マネジメン

ト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ブラッシュアップを図るとともに、ヒアリングを兼ねたサイトビジットと書面審査による二

段階評価を通じて、14 件のうち特に成果が期待される 6 件を拠点に昇格させた。 
 【SUCCESS】有望な JST 発ベンチャーを支援するため、出資や研究開発等の経験を有する

民間出身の外部有識者 7 名による投資委員会を設置した。投資委員会において、JST 職員が

作りこんだ事業計画に基づき、技術や事業の将来性を審査し、研究開発計画や経営方針の改

善を促すことにより、出資先 2 社を選定した。 
 【先端計測】従来の選考委員に加え、新たに査読委員を 22 名選定することにより、専門性を

より重視した評価が可能となり、評価精度が向上した。 
 
■適切な進捗管理に基づく開発の推進・加速 
・JST 職員がプログラムオフィサー等と協力連携して、各支援課題の進捗を把握するとともに、柔

軟かつ適切な支援を実施した。代表的な取組例は以下のとおりである。 
 【A-STEP】推進 PO 及び JST 職員によるサイトビジットや中間報告等の結果に基づき、研

究開発開始後約 1 年を経過した 101 課題のうち、1 課題を加速、8 課題を条件付きの継続（う

ち 2 課題は開発期間延長）、5 課題を開発項目の絞込みによる縮減、7 課題を中止と判定した。

継続 80 課題についてもそれぞれの進捗に応じて、技術面と事業面の双方から成果の最大化に

向けた助言を行った。 
 【COI】ビジョナリーリーダー（プログラムオフィサー）やアドバイザー等と JST 職員が共

同でサイトビジットを行い、拠点間のさらなる連携・情報交換やビジョンに見合った研究テ

ーマの絞り込みを求める等、進捗状況に応じて研究開発推進体制を改善した。 
 【COI】各拠点において、成果の最大化のための進捗管理・共有ツールとして、社会実装を

見据えたロードマップを作成した。 
 【COI】当該事業費で雇用されているポスドク等研究者を対象に、自身が獲得した外部資金

で拠点の目的達成に資する研究を行う場合も、人件費を全額支出できるよう取扱いを変更し

た。研究者のキャリア形成に寄与すべく、外部資金獲得を促進する運用を平成 27 年度から本

格化する予定である。 
 【SUCCESS】民間 VC 出身者等 5 名の推進 PO と JST 職員による投資案件の調査・評価に

関する会議を 42 回開催し、今後の適切な進捗管理のための知見や経験を JST 内に蓄積した。 
 【COI】弘前大学等コホート関係拠点メンバーが参画するワーキンググループを設置し、共

通インフォームドコンセント案の作成等を通じて、拠点間の連携を促進した。 
 【S-イノベ】事業化計画・戦略や追加予算の使途・効果に関するヒアリングを通じて、企業

の本気度を判断し、早期実用化が期待できる課題に対して予算を追加配賦した。 
 【S-イノベ】プログラムオフィサーやアドバイザー等がサイトビジットや会議を通じて、企

業の実用化に向けたロードマップや事業終了後の計画等に対して助言した。 
 【先端計測】各課題を対象とした年間 2 回の中間評価やサイトビジットの結果に基づき、14
課題について開発費の増額や前倒しを実施した。 
 【NexTEP】支援課題の進捗管理をよりきめ細かく行うため、評価委員会に専門委員を新た

に設置した。各課題の進捗状況を適切に把握し、拡大・縮小・中止を含む研究開発計画の変

更を提言した。 
 
 

【成果の最大化に向けたマネジ

メント】 
・JST 職員がプログラムオフィサ

ー等とともにサイトビジット

等を通じて、支援課題の進捗状

況を適切に把握するとともに、

研究計画や経営方針の改善の

助言や開発の打ち切り等の柔

軟な対応を行い、優良課題の育

成と成果の最大化を促進して

いることは、高く評価できる。 
・新技術説明会をはじめとするマ

ッチングイベントの充実、国内

外の展示会等への出展等、成果

を JST 内外の制度や企業との

共同研究に接続するために多

様な活動を実施していること

も、評価できる。 
 
【成果の実用化・社会実装の状

況】 
・本事業の支援によって創出され

た研究開発成果が、製品化や起

業、関連ビジネスへの展開等の

実績を着実に創出しているこ

とは評価できる。 
・ノーベル物理学賞をはじめ、各

分野における産学連携関連の

権威ある数々の賞を受賞した

ことは、実用化・社会実装に向

けた実績や可能性が高く評価

されていることの証左である。 
 
【成果の次ステージへの展開状

況】 
・本事業の支援によって創出され

た研究開発成果が、JST 内外の

制度への展開、他機関との共同

研究等、実用化に向けて継続的

に発展していることは、高く評

価できる。 

【A-STEP】 
・A-STEP 制度の検証を目的と

して設置したタスクフォース

の報告書を基に検討した結

果、PO に責任と権限を集中さ

せるべく、評価分野及び評価

体制の改革を実施したことは

評価できる。 
・公的資金による基礎研究から

実用化までの研究段階に応じ

た息の長い支援の事業化開発

部分を担い、ノーベル物理学

賞の受賞という社会的なイン

パクトのある成果を生んでお

り、個別の研究開発の成果の

みに留まらず、今後の産学連

携の進展にもつながる顕著な

成果であり、高く評価できる。 
 
【COI】 
・ビジョナリーリーダー等がサ

イトビジットを行い、拠点間

の連携・情報交換やビジョン

に見合った研究テーマの絞り

込みを求める等、進捗状況に

応じて研究開発体制を改善し

たことは評価出来る。 
 
【A-STEP、産学共創、S-イノベ、

NexTEP】 
・プログラムオフィサー等によ

るサイトビジット、中間評価

等を通じて、支援課題の進捗

状況を適切に把握するととも

に、研究計画の改善に向けた

助言や開発の打ち切り等の柔

軟な対応を行い、優良課題の

育成と成果の最大化を促進し

ていることは評価できる。 
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ⅵ．成果の公表・

発信 
イ．社会に向けて

情報発信する。 
ロ．研究者自らも

社会に向けて情

報発信するよう

促す。 
ⅶ．旧地域イノベ

ーション創出総

合支援事業 
イ．追跡調査を実

施し、結果を事業

の運営に反映さ

せる。 
ロ．社会に向けて

情報発信する。ま

た、研究者自らも

社会に向けて情

報発信するよう

促す。 
ハ．イノベーショ

ンプラザの移管

に向けた自治体

等との協議等を

進める。 
 
【産業界に共通

する技術的な課

題の解決に資す

る研究開発】 
ⅰ．運営方針 
ⅱ．研究開発の推

進 
イ．効果的な研究

開発を推進する。

継続課題は、年度

当初より研究開

発を推進する。ま

た、知的財産の形

成に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ

ング指標〉 
・事業改善・

強化に向け

た取組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■成果展開活動 
・支援課題が創出した成果を JST 内外の制度や機関に展開するための活動を実施した。代表的な取

組例は以下のとおりである。 
 【産学共創】共創の場において、大学等による試作品に対する企業の評価をフィードバック

する仕組みの導入や知財情報の共有等、新たな取組を実施した。企業と大学の対話のより一

層の充実を図り、終了 5 課題のうち 3 課題が共同研究に発展した。 
 【A-STEP】終了課題に限定した新技術説明会を 4 回開催した。57 課題のうち 24 課題（32
件）が企業との個別面談に至り、その後 15 課題が共同研究の打診等へ進展した。 
 【先端計測、A-STEP】アジアと北米最大級の分析機器・科学機器専門展示会（JASIS 2014、
Pittcon 2015（【先端計測】のみ））等に出展し、開発の加速や成果の展開に向けた産学マッ

チングの機会を拡大した。 
 【A-STEP、先端計測】A-STEP 等による成果の社会還元を加速するため、産産マッチング

イベント（Matching HUB Kanazawa 2015、彩の国ビジネスアリーナ・産学連携フェア 2015）
内での成果発表会の開催や国内外展示会（nano tech 2015、インド Knowledge Expo）への

出展を通じて、企業等とのマッチングの機会を拡大した。 
 【旧事業（重点地域研究開発推進事業）】全国 8 か所のイノベーションプラザについては、各

地域において、産学連携拠点等として有効に活用することとして、平成 26 年度までに移管を

完了した。 
 
 
 
■事業スキームの見直し 
・機構職員が自主的に事業スキームの改善方策を取りまとめる等、取組を強化した。代表的な取組

例は以下のとおりである。 
 【A-STEP】JST 職員による自主的な制度レビュータスクフォースを設置し、事業制度・運

営の自己点検を行い、解決すべき課題 4 項目と改善方策 13 項目を取りまとめた。 
 【A-STEP】制度レビュータスクフォースの活動成果に基づき、新たな支援タイプ構成（制

度の大括り化）と PO による評価体制を平成 27 年度より導入し、優良課題に対する切れ目の

ない支援や責任のある課題選定とマネジメントを実施するための検討を行った。 
 【A-STEP、S-イノベ、産学共創、先端計測】日本医療研究開発機構の発足に伴い、既存事

業の移管業務を円滑に遂行した。 
 
■業務プロセスの見直し 
・JST 職員が自主的に業務プロセスを改善する取組を強化した。代表的な取組例は以下のとおりで

ある。 
 【A-STEP】業務プロセスの改善検討の結果、課題の計画作成から契約締結までの期間を約 1
ヶ月以内に短縮した。 
 【先端計測】個別送信やリマインドの実施等、追跡調査方法を改善した結果、回答率が 87%
に達し、前年度の 40%からポイントが 2 倍以上に上昇した。 
 【先端計測】追跡調査項目に重点分野やニーズに関する質問を追加し、開発終了後の進捗状

況のみならず、今後の制度設計の参考となる有益な意見・情報等を約 70 件収集した。 

・特に、JST 内では、同一制度だ

けでなく他制度も含めて多様

な形態で展開し、継続的かつ長

期的な支援を実現しているこ

とも、評価できる。 
【フェーズに応じた研究開発成

果】 
・達成すべき成果を上回る割合の

支援課題が、実用化に向けた次

の研究開発フェーズに進むた

めの十分な成果が得られたと

の事後評価結果を得たことは、

評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
・優良課題の発掘・創成、研究開

発の進捗状況に応じた適切な

マネジメントをさらに強化し、

優れた研究開発成果の創出に

向けた取組を着実に進める。 
 
・研究開発成果の実用化・社会実

装を効果的かつ効率的に促進

するため、JST 内外の多様な制

度や国内外の産学官金のステ

ークホルダーとの連携をさら

に強化し、最適な支援を将来的

に提供するための人的体制の

整備やネットワーク構築を図

る。 
 
・大学発ベンチャーの創出に向け

て、大学初新産業創出拠点プロ

グラムの文部科学省からの移

管を果たすとともに、民間金融

機関とも連携し、出資も含めた

支援の充実を図る。 

【A-STEP、産学共創、S-イノベ】 
・研究開発成果が、製品化や起

業、関連ビジネスへの展開等

実績を着実に創出しているこ

とは評価できる。 
・本事業の支援によって創出さ

れた研究開発成果が、JST 内

外の制度への展開、他機関と

の共同研究等、実用化に向け

て継続的に発展していること

は評価できる。 
 
【A-STEP、産学共創】 
・達成すべき成果を上回る割合

の支援課題が、実用化に向け

た次の研究開発フェーズに進

むための十分な成果が得られ

たとの事後評価結果を得たこ

とは評価できる。 
 
【先端計測】 
・本事業は、適正、効果的かつ

効率的な業務運営の下で実施

されており、支援課題が創出

した研究開発成果に関して、

事後評価において次の研究開

発フェーズに進むための十分

な成果が得られたとの評価結

果となった対象課題が当初目

標としていた数値を上回ると

ともに、Pittcon 2015 におけ

る金賞受賞といった国際的な

評価が得られるなどの実績が

確認できた。 
 
【SUCCESS】 
・推進 PO と JST 職員が随時ベ

ンチャーからの相談に対応

し、出資に向けての事業計画

や体制の改善を促すととも

に、投資案件の調査・評価に
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ロ．研究開発の進

捗に応じて、サイ

トビジット、産学

共創の場の開催

を行う。 
ⅲ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．事後評価を実

施する。 
ロ．評価結果は研

究終了後、公表す

る。 
ⅳ．成果の公表・

発信 
イ．社会に向けて

情報発信する。 
ロ．研究実施者自

らも社会に向け

て情報発信する

よう促す。 
 
【テーマを設定

した、コンソーシ

アム形式による

大規模かつ長期

的な研究開発】 
ⅰ．運営方針 
ⅱ．研究開発課題

の選抜 
イ ． COI 
STREAM に係る

ビジョン等を踏

まえ、新規課題の

公募・選考を行

う。 
ⅲ．研究開発の推

進 
イ．新産業の創出

等に向けて一体

的に研究開発を

推進する。また研

 
 
 
 
 
 
 
・応募件数 
 
 
 
 
 
 
 
・採択件数 
 
 
 
 
 
 
 
・事業説明会

等実施回数 
 
 
 
・サイトビジ

ット等実施

回数 
・拠点・コン

ソーシアム

における情

報交換等実

施回数 
 
 
［評価軸］ 
・フェーズに

応じた適切

 【NexTEP】課題探索フェーズの終了に伴い、事業推進グループを拡充し、支援課題のマネ

ジメントを充実させた。 
 【A-STEP 他】JST によるファンディング事業の研究開発状況や成果等の情報を一元管理す

る情報基盤として FMDB を JST 全体で整備し、平成 26 年 6 月より JST 内限定で運用を開

始した。当事業においては、旧委託開発事業発足時から平成 25 年までの 20,132 課題（復興

事業も含む）の基本情報の精査を行い、情報の提供を開始した。 
 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
事業全体の応募数（件） 4,890 4,788 4,259 

うち、（A-STEP）（件） 4,667 4,109 3,904 
うち、JST 他事業の技術シーズからの課題数（件） ― 36 18 
うち、課題創成数（件） ― 22 35 
うち、同一プログラム内からの課題数 
（（A-STEP）ステージゲート課題数等）（件） 

12 35 19 

 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
事業全体の採択数（件） 1,348 1,019 561 

うち、（A-STEP）（件） 1,302 927 528 
うち、JST 他事業の技術シーズからの課題数（件） ― 10 4 
うち、課題創成件数（件） ― 7 7 
うち、同一プログラム内からの課題数 
（（A-STEP）ステージゲート課題数等）（件） 

4 13 7 

 
 H25 年度 H26 年度 
事業説明会等実施数（回） 117 80 

うち、（A-STEP）（回） 70 55 
 
・PO によるサイトビジット等実施回数及び拠点・コンソーシアムにおける情報交換等実施回数 
 H25 年度 H26 年度 
サイトビジット等実施数（回） 341 527 

うち、（A-STEP）（回） 93 116 
うち、（COI 等）（回） 90 265 

拠点・コンソーシアムにおけ

る情報交換等実施数（回） 
11 12 

 
 
 
 
 
 
 

関する会議を密に開催してい

ることは、今後の出資事業の

推進のために必要な知見や経

験が蓄積されていると考えら

れるため評価できる。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・事業成果について、国費によ

る支援期間終了後に民間資金

を呼び込む効果が上がってい

るかを追跡調査により検証

し、ファンディング制度全体

の信頼性を高める取組を行う

ことが期待される。 
 
・研究開発成果の実用化や社会

実装を効果的・効率的に促進

するため、他事業との連携を

強化するなどして、これまで

以上に開発当初から社会実装

を見据えた研究開発を実施す

る必要がある。 
 
 
（その他） 
・先端計測分析技術・機器開発

プログラムについては、科学

技術・学術審議会先端研究基

盤部会先端計測分析技術・シ

ステム開発委員会において、

今後の出口戦略として、他事

業との連携を強化すること等

の出口戦略の強化の重要性が

指摘されている。 
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究開発成果に基

づく知的財産の

形成に努める。 
ロ．継続課題は年

度当初より、新規

課題は採択後速

やかに研究開発

を実施する。 
ハ．研究開発の進

捗に応じて、サイ

トビジット、テー

マ推進会議の開

催を行う。 
ニ．テーマの特色

を活かした事業

運営形態の構築、

事業実施説明会

の開催、研究開発

計画の策定等に

係る業務を迅速

に行う。 
ⅳ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．中間評価を実

施し、その後の資

金配分や事業の

運営に反映させ

る。 
ロ．事後評価を実

施し、評価結果を

事業の運営に反

映させる。 
ハ．評価結果は公

表する。 
ⅴ．成果の公表・

発信 
イ．社会に向けて

情報発信する。 
ロ．研究開発実施

者自らも社会に

向けて情報発信

な研究開発

成果の創出、

次ステージ

への展開が

図られてい

るか 
 
〈評価指標〉 
・成果の実用

化・社会実装

の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 26 年度に成果の実用化・社会実装が確認できた事案は 38 件あった。そのうち、製品化によ

る売上創出 29 件、起業 5 件、関連ビジネス展開 15 件、雇用創出 4 件、受賞 5 件（いずれも延べ

数）が認められた。代表的な事例は以下のとおりである。 
成果 研究者名 制度名 詳細 

2014 年ノーベル物

理学賞（明るく省エ

ネ型の白色光源を

可能にした効率的

な青色 LED の発

明） 

赤﨑勇（名古屋大学教

授）・豊田合成（株） 

独創的シ

ーズ展開

事業（旧

事業） 

制度下で、窒化ガリウム系高輝度青色

発光ダイオードを実現。その後、緑色

発光ダイオードや青色レーザーダイ

オードへの展開、白色 LED の実現と

高効率照明の実用化を達成。JST へ納

付された実施料は累計約 56 億円。 

平成 26 年度文部科

学大臣表彰（メガネ

フレームの異種金

属接合技術から医

療機器市場を開拓） 

（株）シャルマン・片

山聖二（大阪大学教授） 

A-STEP
（シーズ

育成） 

高輝度レーザーを用いた精密溶接技

術と高精度・高効率な鍛造加工及びチ

タン合金フレームの外観品質を向上

させる噴射加工技術を開発・融合し、

従来実現が困難だった異種材料を用

いた高機能かつ緻密なデザインの眼

鏡フレームを製品化。さらに同技術を

手術用医療機器へも展開。 

長寿命型人工股関

節「Aquala ®」の 
症例数が 20,000 件

を突破 

石原一彦（東京大学教

授）・京セラメディカル

（株） 

独創的シ

ーズ展開

事業（旧

事業） 

世界で初めて生体親和性ポリマーを

人工股関節の関節部分に結合する

「Aquala®」技術を用いた製品を

2011 年 10 月に市場投入。第 25 回

（2011 年度）独創性を拓く先端技術

大賞経済産業大臣賞他、3 件受賞。

2015年 3月、症例数 20,000件を突破。 

開発品「綿状吸収性

人工骨充填剤（レボ

シス）」の米国 FDA
販売許可を取得 

春日敏宏（名古屋工業

大 学  教 授 ）・

ORTHOREBIRTH
（株） 

A-STEP
（シーズ

顕在化） 

制度下で、炭酸カルシウム／ポリ乳酸

からなる複合材料を、柔軟な綿状構造

体に成形し、かつ、その表面の親水

性・細胞親和性を格段に向上させた、

新しい骨充填剤を作製する技術を開

発。2014 年 10 月、開発品が外傷性損

傷部の埋込用途で米国 FDA510(k)ク
リアランス（販売許可）を取得。 
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するよう促す。 
 
【先端計測分析

技術・機器の研究

開発】 
ⅰ．運営方針 
ⅱ．開発課題の公

募・選抜 
イ．新規開発課題

の公募を行い、採

択課題を厳選し

決定する。 
ⅲ．開発の推進 
イ．効果的に開発

を推進する。 
ロ．重点開発領域

の継続課題、領域

非特定型の継続

課題について、開

発を実施する。 
ハ．開発費の柔軟

かつ弾力的な配

分を行う。 
ニ．採択した開発

課題は、速やかに

開発に着手でき

るよう措置する。 
ホ．戦略的な知的

財産の形成に努

める。 
へ．開発された機

器の共同利用等

を通じて、開発成

果の実用化に努

める。 
ⅳ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．中間評価を実

施し、その後の資

金配分及び事業

の運営に反映さ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・成果の次ス

テージへの

展開状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開発品「酸化チタン

ナ ノ チ ュ ー ブ

（TNT）」を日本政

策金融公庫の融資

を受けて実用化・販

売開始 

加藤太一郎（兵庫県立

大学 助教） 
A-STEP
（探索） 

制度下で、表面修飾酸化チタンナノチ

ューブの太陽合成方法と安定分散方

法を確立。その後、日本政策金融公庫

の「資本性ローン」による融資を受け

て、「酸化チタンナノチューブ（TNT）」
を実用化。2015 年 1 月、機能性コー

ティング材としてナノジークスジャ

パン（株）から販売開始。 
 
・平成 26 年度に成果の次ステージへの展開が確認できた事案は 46 件あった。そのうち、JST 内制

度への展開 13 件、JST 外制度への展開 5 件、他機関との共同研究等への展開 26 件が認められた。 
 JST 内制度での展開 
【A-STEP】→【A-STEP】 6 件（うちステージゲート評価採択 4 件） 
【A-STEP】→JST 他制度 3 件（さきがけ・ALCA（先端的低炭素化技術開発）・SATREPS
（地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム） 各 1 件） 

【旧事業（独創的シーズ展開）】→【SUCCESS】 1 件 
【A-STEP】→【SUCCESS】 1 件 
【S-イノベ】→ JST 他制度（髙橋政代先端医療振興財団先端医療センター研究所グループリ

ーダー・（株）ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング／【S-イノベ（iPS を核とする細

胞を用いた医療産業の構築）】「細胞移植による網膜機能再生」（平成 21～23 年度）→JST
再生医療実現拠点ネットワークプログラム「再生医療の実現化ハイウェイ」（平成 23～29
年度）→理化学研究所・先端医療振興財団共同プロジェクト「滲出型加齢黄斑変性に対す

る自家 iPS 細胞由来網膜色素上皮シート移植に関する臨床研究」第 1 症例目の被験者の退

院（日本初の iPS 細胞の臨床事例、平成 26 年 9 月）） 
【先端計測】→【先端計測】 2 件 
 JST 外制度での展開 
【A-STEP】→NEDO プロジェクト 2 件 
【A-STEP】→SIP 2 件 
【S-イノベ】→NEDO プロジェクト 1 件（紀ノ岡正博大阪大学教授・（株）島津製作所／【S-
イノベ（iPS を核とする細胞を用いた医療産業の構築）】「網膜細胞移植医療に用いるヒト

iPS 細胞から移植細胞への分化誘導に係わる工程および品質管理技術の開発」（平成 22 年

1 月～平成 27 年 3 月）→NEDO「再生医療の産業化に向けた細胞製造・加工システムの開

発」サブプロジェクトリーダー（平成 26～30 年度）） 
【S-イノベ】→国土交通省鉄道技術開発費補助金 1 件 
 他機関との共同研究等 
【A-STEP】 11 件 
【産学共創】 12 件 
【先端計測】 3 件（竹川暢之首都大学東京教授・富士電機（株）／【先端計測（機器開発）】

「実時間型エアロゾル多成分複合分析計の開発」（平成 20～24 年度）→開発したエアロゾ

ル複合分析計プロトタイプ機の川崎市・富士電機（株）共同によるフィールド評価（平成

26 年 11 月～平成 27 年 3 月）他 2 件） 
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せる。 
ロ．事後評価を実

施し、評価結果を

事業の運営に反

映させる。 
ハ．評価結果につ

いて、公表する。 
ニ．次年度以降の

公募に対する改

善方策を策定す

る。 
ⅴ．成果の公表・

発信 
イ．社会に向けて

情報発信する。 
ロ．開発実施者自

らも社会に向け

て情報発信する

よう促す。 
ハ．開発者から情

報を収集し、デー

タ ベ ー ス を 整

備・提供する。 
 
【出資事業】 
ⅰ．運営方針 
イ．機構の成果を

活用するベンチ

ャー企業への出

資等を行い、実用

化を促進する。 
ロ．機構は、出口

戦略を見据え本

事業を行う。 
ⅱ．出資判断およ

び人的・技術的援

助 
イ．機構は、投資

委員会（仮称）を

設置する。 
ロ．機構は、出資

 
・フェーズに

応じた研究

開発成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ

ング指標〉 
・受賞数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・各プログラムとも、支援課題の研究開発が適切に進捗し、実用化・社会実装、受賞等の実績を創

出した。 
 【A-STEP】事後評価において、対象課題の 55%以上が実用化に向けた次の研究開発フェー

ズに進むための十分な成果が得られたとの評価結果が得られ、達成すべき成果（事後評価の

5 割以上）を上回る実績を達成した。 
 【産学共創】事後評価において、対象課題の 60%が企業との共同研究に発展し、達成すべき

成果（事後評価の 6 割以上）を満たす実績を達成した。 
 【先端計測】事後評価において、対象課題の 87%以上が実用化に向けた次の研究開発フェー

ズに進むための十分な成果が得られたとの評価結果が得られ、達成すべき成果（事後評価の

8 割 5 分以上）を上回る実績を達成した。 
 
 
 
・平成 26 年度に確認できた受賞数は 22 件あった。上述した 2 事例（ノーベル物理学賞、平成 26
年度文部科学大臣表彰（科学技術賞開発部門））のほか、代表的な事例は以下のとおりである。 
賞名（前述のノーベ

ル賞、文部科学大臣

表彰は除く） 
受賞者名 制度名 受賞理由 

Pittcon Editors' 
Awards 2015 金賞 

馬場健史（大阪大学 

准教授）・（株）島津製

作所 

先端計測（機器

開発） 

超臨界流体抽出／超臨界流

体クロマトグラフシステム

「Nexera UC」の開発 

第 39 回（平成 26
年度）井上春成賞 

川上彰二郎（東北大学 

教授・（株）フォトニッ

クラティス 

独創的シーズ展

開事業（旧事業） 
フォトニック結晶形機能集

積素子と応用機器の工業化 

第 12 回（平成 26
年度）産学官連携功

労者表彰経済産業

大臣賞 

五十嵐一衛（千葉大学 

教授） 

重点地域研究開

発推進事業（旧

事業） 

大学の研究成果から脳梗塞

リスク評価ビジネスに展開 

第 57 回十大新製品

賞 

山田啓文（京都大学大 

准教授）・（株）島津製

作所 

先端計測（機器

開発） 
高分解能走査型プローブ顕

微鏡 SPM-8000FM の開発 

第 27 回中小企業優

秀新技術・新製品賞

優秀賞・産学官連携

特別賞 

谷徹（滋賀医科大学 

教授）・山科精器（株） 
A-STEP（シー

ズ育成） 
製品名「洗浄吸引カテーテ

ル」の開発 

英科学誌ネイチャ

ー「今年の 10 人」 

髙橋政代（理化学研究

所プロジェクトリーダ

ー） 
S-イノベ 

2014 年、iPS 細胞を使った

世界初の移植手術を手がけ、

科学に重要な役割を果たし

た 10 人の 1 人として選出。 
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先候補のスクリ

ーニングを行う。 
ハ．重点調査事項

等を審議し、外部

専門機関による

調査を行う。 
ニ．出資条件等の

大枠を決定し、そ

の条件について

出資先候補と調

整する。 
ホ．投資委員会

（仮称）にて、出

資可否の審議を

行う。 
ヘ．人的支援、技

術的支援等を行

う。 
ⅲ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．マネジメント

全体についての

評価を行い、結果

を事業運営に反

映させる。 
ⅳ．成果の公表・

発信 
イ．社会に向けて

情報発信する。 

 
 
・成果の発信

状況 
 
 
 
・JST 以外か

らのR&D 投

資誘引効果 
 
・プロトタイ

プ等件数 
 
・特許数・出

願件数 
 
 
・論文数 
 
 

 
 
 H25 年度 H26 年度 

プレス発表数（件） 49 56 
成果報告会等数（件） 5 15 

国内外の展示会への出展数（件） 18 89 
 
 H25 年度 H26 年度 

R&D 投資誘引効果（億円） 39.3 86.7 
 
 
 H25 年度 H26 年度 

プロトタイプ等数（件） 19 19 
 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
特許出願数（件） 273 674 709 
特許数（件） 0 17 36 

 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

論文数（報） 190 1,373 1,732 
学会等発表（件） 957 2,794 4,314 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)③ 東日本大震災からの復興・再生への支援 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条  
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

技術相談数（累計）（件） ― 781 1,033 1,141   予算額（千円） 4,383,269 3,353,753 2,298,767   

事業化に至った数（見

込み含む）（件） 
― ― 4 46   決算額（千円） 3,747,648 3,938,847 2,323,976   

申請数（マッチング促

進）（件） 
― 410 188 78   経常費用（千円） 107,525,024 

の内数 
130,937,687 

の内数 
144,296,465 

の内数   

採択数（マッチング促

進）（件） 
― 161 84 43   経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 

の内数  
  

        
従事人員数 36(0) 34(0) 39(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・東日本大震

災からの復興

に向けて、機

構の知見や強

みを最大限活

用し、科学技

術イノベーシ

ョンの創出に

貢献する。具

体的には、被

災地企業、関

係行政機関等

のニーズを踏

まえた被災地

の科学技術イ

ノベーション

の創出、計測

分析技術・機

器の開発に関

する機構の実

績を活かした

放射線計測分

析 技 術 ・ 機

器・システム

の 開 発 を 行

う。 

・東日本大震

災からの復

興に向けて、

機構の知見

や強みを最

大限活用し、

科学技術イ

ノベーショ

ンの創出に

貢献する。 

・東日本大震災か

らの復興に向け

て、科学技術イノ

ベーションの創

出に貢献する。 
（ⅰ）被災地企業

等のニーズを踏

まえた研究開発

を推進し、被災地

企業に結びつけ

るマッチングを

支援する。また、

大学等のシーズ

と被災地企業の

ニーズのマッチ

ング及び産学共

同研究を推進す

る。また、（ⅱ）

放射線計測分析

に係る先端計測

分析技術・機器の

研究開発を推進

する。 
  
［推進方法］ 
【産学官連携に

よる被災地科学

技術イノベーシ

ョン創出（マッチ

ング促進）】 
ⅰ．被災地ニーズ

の収集 
イ．目利き人材を

配置し被災地企

業のニーズを発

掘し、全国の大学

等の技術シーズ

［評価軸］ 
・東日本大震災

からの復興に資

する研究開発の

適切なマネジメ

ントが行われて

いるか 
 
〈評価指標〉 
・成果創出に向

けたマッチング

プランナーによ

る研究開発支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング

指標〉 

 
東日本大震災からの復興・再生への支援において、平成 26 年度は以下のプログラムを実施した。 
・復興促進プログラム（マッチング促進） 
・復興促進プログラム（産学共創） 
・先端計測分析技術・機器開発プログラム（放射線計測領域） 
 
 
 
 
【マッチング促進】 
・H24 年 4 月の事業開始以降、被災地企業からマッチングランナーへの技術相談課題数は 1,141

課題に上った。 
・全ての申請案件（676 課題）についてマッチングプランナーが申請前から企業と大学等の間に

立ち、研究開発計画を調整した。産学連携や研究開発経験の乏しい企業にとってユーザビリ

ティが高く、利用しやすいと地元企業等から高い評価を得た。 
・マッチングプランナーは、企業ニーズの掘り起こしと申請、研究開発開始から終了、事業化

に至るまで、次のとおり地域に密着したきめ細やかな支援を行った。 
 下請を主とする企業や、新事業参入を目指す企業をメインターゲットにニーズ掘り起こ

しを行った。 
 ニーズ掘り起しでは、企業自身がニーズの整理ができておらず、何をしてよいかわから

ないケースが多いため、その企業の強みやマーケットニーズを勘案し、企業と一緒に考

えニーズを整理、明確化した。これにより企業ニーズを深く理解した上で、ニーズを解

決するシーズを全国の大学や研究機関から探し出し、マッチングを行った。 
 申請書の作成においては、マッチングプランナーが企業と一緒にプロジェクトの骨格作

りや「ビジネスモデル」「市場の優位性」「目標値」「研究費の使途」を明確化する作業を

通して、研究開発計画を練り込み、マッチングプランナーと共に共同で申請を行った。 
 企業と大学等研究者の目線は異なることから、研究開発期間中はプロジェクトチームの

目標の明確化と共有化を図り、各参加者がチーム目標達成のために最善を尽くす環境を

作りあげ、きめ細かい進捗管理を通じて、常に方向性の確認と必要に応じた修正を実施

した。 
 研究開発終了後は、企業が満足して研究開発が止まったり、次に何をしていけば良いの

かを明確にできず、減速してしまうケースを防ぐために、事業化に向けた課題を具体化

し、「他の公的ファンドへのつなぎ込み」や「上市、ライセンスの支援」などにより事業

化まで後押した。 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、JST の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘

案した結果、適正、効果的かつ

効率的な業務運営の下で、本事

業を機に、①被災地企業の研究

開発型企業への転換や新事業へ

の参入を促進し、被災地の産業

構造の変革に貢献、②採択した

被災地企業の雇用が前年から 3
倍、事業化に至った件数が 10
倍と大幅に増加、③ニーズ発掘

から事業化まで、地域に密着し

たマッチングプランナーのきめ

細やかな支援が新たな産学連携

支援モデルとして受け入れら

れ、被災地で高い評価を受け、

この産学連携支援モデルを全国

に展開する事業を平成 27 年度

に創設、開始、④B to B マッチ

ングを推進し、新たなパートナ

ー企業や取引先を開拓し、今後、

連携や取引が見込まれる相手企

業が 60 社となる、など「研究

開発成果の最大化」に向けて特

に顕著な成果の創出や将来的な

特別な成果の創出の期待等が認

められるため、評定を S とする。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・これまで支援してきた課題に対

して、マッチングプランナーが、

地域の支援機関と連携を図りな

がら、最終的な事業化に至るま

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計画

の実施状況については、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著な成果の

創出や将来的な特別な成果の

創出の期待等が認められるた

め、評定を S とする。 
 
・業務の実績について、マッチン

グプランナー（目利き人材）に

よる被災地企業への地域密着

型のきめ細やかな支援等を通

じて、本事業に関連する雇用の

増加（H26：272 名増（前年度

比 3 倍））や新たな事業化案件

の増加（H26：46 件（前年度

比 11 倍））、新たな取引先の開

拓（60 件）など、特に顕著な

成果が得られた。放射線計測機

器の開発も被災者の暮らしの

再生に貢献した。 
 
・業務のマネジメントについて、

JST の強みを最大限に生かし

て全国の大学等のシーズと連

携した支援体制を構築し、地域

の関係機関だけでは実現しえ

なかった新事業創出を図り、被

災地企業の研究開発型企業へ

の転換（59 社）や、新事業へ

の進出・参入（77 社）など、

被災地企業の異分野進出・新事

業創出にも特に顕著な貢献が

みられた。 
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とマッチングす

る。 
ⅱ．社会実装に向

けた産学連携に

よる研究開発の

推進 
イ．実用化可能性

の探索及び短期

間での社会実装

に向けた産学連

携による研究開

発を推進する。 
ⅲ．研究開発の推

進 
イ．研究開発課題

の段階や特性等

に応じた効果的

な研究開発を推

進する。 
ロ．研究開発費の

柔軟な配分を行

う。 
ⅳ．研究開発成果

の社会実装 
イ．産学共同研究

の成果の短期間

での社会実装に

努める。 
ⅴ．関連機関との

連携 
イ．被災地等との

緊密な関係を形

成して意見交換

し、その結果を事

業運営方針に反

映する。 
ⅵ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．事後評価を実

施し、必要に応じ

て事業の運営に

・他機関との連

携・協力状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・東日本大震災

からの復興に資

する研究開発成

果が出ているか 
 
〈評価指標〉 
・フェーズに応

じた研究成果 
 
 
・成果の次ステ

ージへの展開状

況 
 
 
 
・被災地での企

業活動の復興へ

の寄与 
 
 
 
 
 
・成果の事業

化・社会実装の

状況 

【マッチング促進】 
・一般社団法人東北経済連合会（東経連）と平成 24 年に東日本大震災からの創造的な産業復興

に向けた協力協定を締結した。同協力協定に基づき、マッチング促進の採択課題に対して、

マーケティング・ブランド戦略まで見据え、東経連ビジネスセンターの各種支援制度への案

内・つなぎ込みや、東経連スペシャリストを活用のうえ、東北経済連合会と連携し一体とな

り事業化まで支援した。 
 
【放射線計測】 
・被災地における早期かつ確実な成果創出を実現するため、領域総括（平井昭司 東京都市大学

名誉教授）をリーダーとする、開発推進体制（放射線計測領域分科会）を構築した。当該分

科会には、福島県や関係行政機関等が参画しており、オールジャパンの開発推進体制の下で

研究開発を推進した。この体制の下、平成 24 年度は 23 課題、平成 25 年度は 5 課題の計 28
課題を採択した。 

 
 
 
 
 
 
 
【マッチング促進】 
・26 年度は 10 課題について事後評価を実施した。事後評価の結果、6 課題が被災地における

実用化に向けた次の研究開発フェーズに進むための十分な成果が得られたと評価された。 
 
【産学共創】 
・26 年度は全ての課題が研究開発実施中であり、事後評価及び追跡調査は実施しなかったが、

マッチングプランナー等により、各種報告等を通じて各研究開発課題の状況把握に努めた。 
【放射線計測】 
・26 年度は 5 課題について事後評価を実施した。事後評価の結果、すべての課題で十分な成果

を上げるとともに、3 課題の開発成果が被災地で実際に活用された。 
【マッチング促進】 
・本プログラムを通じて、下請を主とした研究開発経験の乏しい被災地企業が、新製品創出へ

の意欲、重要性の認識を高め、新製品開発や研究開発により付加価値を向上させる企業への

転換を促進した（288 社中、59 社）。 
・本プログラムの採択を機に、被災地企業の元々の主力業務とは異なる新しい事業への進出、

参入を促進した（288 社中、77 社）。 
・以上のとおり、本プログラムの実施により、被災地の産業構造の変革に貢献した。 
 
【マッチング促進】 
・事業化に至った件数は、具体的な上市目処を含み 46 課題となった。昨年度は 4 件であり、10

倍以上と大幅な増加となった。 

でのサポートに注力し、成果の

創出を図っていく。 
・成果のマーケットへのアピー

ル、B to B マッチングの推進

にも力点を置き、成果発表会等

の開催、成果事例集の発行、プ

レスへの展開などにより、創出

した成果の外部発信に努めて

いく。 
 
 

 
・復興促進プログラムの取組成果

は、平成 27 年度に新規事業化

し、全国展開されることとなっ

た。 
 
 
（各論） 
具体的な成果は 以下の通り。 
【マッチング促進】 
・これまでの JST 復興促進セン

ターの取組成果を踏まえ、平成

27 年度より産学連携支援モデ

ルを全国に展開する事業を創

設、開始。これにより、国立研

究開発法人の中に、シーズ発信

機能と並んで、関係機関と協力

をしたニーズ収集・解決機能と

いう新たな体制が構築された

点を評価。 
・研究開発要員や研究開発テーマ

である新規事業の立ち上げに

伴う民間経費による、雇用等が

着実に創出（26 年度 272 名増

加（25 年度 91 名増加）で、前

年度比 3 倍）されているほか、

海外との取引開始も含めた新

たな事業化案件の増加（26 年

度 46 件（25 年度 4 件）で、前

年度比 10 倍以上）、新たな取引

先の開拓（60 社）など、短期

間で事業の成果が見られた点

を評価。 
・26 年度に実施した事後評価で

は、中期計画で設定した目標を

越えて成果を得られた点を評

価（評価課題の 5 割以上という

目標値のところ、6 割を達成）。 
・また、24 年度～26 年度の研究

開発支援を通じて、被災地企業

の研究開発型企業への転換（59
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反映させる。 
ⅶ．成果の公表・

発信 
イ．分かりやすく

社会に向けて情

報発信する。 
ロ．研究実施者自

らも社会に向け

て、情報発信する

よう促す。 
 
【産学官連携に

よる被災地科学

技術イノベーシ

ョン創出（産学共

創）】 
ⅰ．基盤研究の推

進 
イ．東北産業界が

望む特定テーマ

に関する基盤研

究を推進する。 
ⅱ．研究開発の推

進 
イ．研究開発課題

の段階や特性等

に応じた効果的

な研究開発を推

進する。 
ロ．研究開発費の

柔軟な配分を行

う。 
ⅲ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．研究開発の進

捗状況を把握し

て、必要に応じて

事業の運営に反

映させる。 
ⅳ．成果の公表・

発信 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【放射線計測】 
・事業開始から 3 年程度で既に 15 課題以上の事業化・社会実装に至る成果を生み出した。本来

の目的である、被災地の復興や安全安心に貢献したことに加え、新しいシーズを生み、新た

なニーズにつながり、企業の新事業にも発展し、新産業に展開されるなど、大きな波及効果

ももたらした。 
 
・以下のとおり、採択課題が復興庁や自治体等の表彰事業で受賞し、復興庁や地元からも高い

評価を得られた。 
賞名 受賞者名 制度名 受賞理由 

復興庁主催「「新

しい東北」復興ビ

ジネスコンテス

ト 2014」優秀賞 

ヤグチ電子工業

（株）ほか 
マッチング

促進 

低価格・高精度・軽量化の実現により、

一般市民による放射線測定が可能に 
スマートフォンに接続して測定でき、

測定結果を共有して視覚的に分かりや

すく表示 
ユーザー目線に立った柔軟な改良を

重ねる 
仙 台 市 主 催

「 SENDAI for 
Startups! ビジネ

ス グ ラ ン プ リ

2015」優秀賞 

ヤグチ電子工業

（株）ほか 
マッチング

促進 

小児弱視患者のために、世界初のタブ

レット型視能訓練装置を開発。従来の方

式より訓練期間が大幅に短縮でき、ゲー

ムで遊びながら楽しく在宅訓練するこ

とができる 
「岩手県ふるさ

と食品コンクー

ル」最優秀賞 
（株）川喜 

マッチング

促進 
蕎麦もつなぎの小麦も 100%岩手の

地粉 
岩手大学との共同開発による独自の

紛体殺菌技術で、酒精（アルコール）無

添加 等 

「いわて特産品

コンクール」岩手

県知事賞 
（株）川喜 

マッチング

促進 

一般財団法人素

形材センター主

催「素形材連携経

営賞」 同センタ

ー会長賞 

久慈琥珀（株）、

ポーライト（株）、

岩手大学 

マッチング

促進 

産学官による金型構成及び成形条件

の検討に加え、連携メンバーが保有する

技術を応用し、生産効率が数倍に向上。

東北地方の資源を活かした産業が活発

化することで雇用増大、復興促進に繋が

ることも期待。 

復興庁発行「被災

地の元気企業 40」
に採択企業から 5
企業掲載 

岩手県：釜石ヒカ

リフーズ（株）、

宮城県：ヤグチ電

子工業（株）、（株）

TESS、福島県：

林精器製造（株）、

（株）アイザック 

マッチング

促進 

今後、被災地の産業復興のモデルとな

ることが期待される 40 件の企業情報を

まとめた「被災地の元気企業 40」（復興

庁発行）にマッチング促進採択企業が 5
企業掲載された。 

 

社）や、元々の主力業務とは異

なる新しい事業への進出・参入

の促進（77 社）など、被災地

企業の異分野進出・新事業創出

にも顕著な貢献がみられた点

も評価。 
 
【放射線計測領域】 
・適正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で実施され、事業化・

社会実装に至る成果を生み出

すとともに、その成果の一部は

被災地で実際に活用されてお

り、被災地域の復旧・復興及び

被災者の暮らしの再生に貢献

している。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・これまでの事業手法等について

検証を行い、新規事業にもそれ

らを反映させることで、より事

業化率・成功確率の高い研究開

発成果の創出と、様々な地域の

関係機関とのネットワーク、シ

ステム構築によるニーズ収集

機能を強化していく必要があ

る。 
・被災地の復旧・復興や被災者の

暮らしの再生に貢献するよう、

引き続き、放射線計測機器の研

究開発等を効果的・効率的に実

施していく必要がある。 
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イ．分かりやすく

社会に向けて情

報発信する。 
ロ．研究実施者自

らも社会に向け

て、情報発信する

よう促す。 
【放射線計測分

析に係る先端計

測分析技術・機器

の研究開発】 
ⅰ．開発課題の選

抜 
イ．被災地等にお

けるニーズ等を

見据えて、採択課

題を厳選し決定

する。 
ⅱ．研究開発チー

ムの編成 
イ．産学官が参画

したチーム編成

により研究開発

を推進する。 
ⅲ．開発の推進 
イ．効果的に開発

を推進する。 
ロ．柔軟かつ弾力

的な開発費配分

を行う。 
ハ．研究開発成果

に基づく戦略的

な知的財産の形

成に努める。 
ⅳ．民間資源の活

用 
イ．研究開発にあ

たっては、民間資

源の積極的な活

用を図る。 
ⅴ．評価と評価結

 
 
 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・被災地企業お

ける雇用増数 
 
 
 
・成果の発信状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・企業とのマッ

チング件数 
 
 
 

・ニーズ掘り起こしと申請、研究開発から事業化に至るまでの一貫したサポートと、地域に密

着したきめ細かいマッチングプランナーの活動が、新たな産学連携支援モデルとして高い評

価を得られた。この産学連携支援モデルを全国展開し、地方創成に貢献する「マッチングプ

ランナープログラム」が平成 27 年度から JST の事業として開始された。 
 
 
 
・研究開発要員や研究開発テーマである新規事業の立上げに伴う雇用等が、272 名（102 社）増

加した。昨年は 91 名の増加であり約 3 倍となった。今後、製品化を達成し、工場生産等が開

始されれば、若手人材の地元への定着にも貢献し、更に雇用の拡大が見込め、被災地経済の

活性化につながる。 
 
・シンポジウムや成果発表・展示会を開催を通じて、積極的に情報発信を行った。 

 JST 復興促進センター事務所所在地の郡山、仙台、盛岡でシンポジウムを H26 年 2 月か

ら 7 月にかけて開催した。 
 H27 年 3 月にはこれまでの被災地企業の成果をマーケットへアピールのうえ、新たなパ

ートナー企業や取引先を開拓し、B to B マッチングを推進する「成果発表・展示会」を

東京で開催した。同展示会で、出展企業と連携・取引等が見込める相手企業は計 60 社と

なり、具体的展開に向け取組んでいる。 
 参加者は 4 回の開催で計 1,800 名以上に上り、地元メディアでも広く報道され、被災地、

マーケットへ被災地企業の成果を情報発信した。 
― 郡山開催「科学技術イノベーションによる復興再生を目指して」 
日時：平成 26 年 2 月 20 日（木） 会場：郡山ビューホテルアネックス 参加者：350
名 

― 仙台開催「未来を創る東北の力 ～科学技術の英知･絆の成果～」 
日時：平成 26 年 4 月 27 日（日） 会場：仙台国際センター 参加者：524 名 

― 盛岡開催「未来を創る東北の力 ～科学技術の英知･絆の成果～ in 盛岡」 
日時：平成 26 年 7 月 31 日（木） 会場：ホテルメトロポリタン盛岡 参加者：412
名 

― 東京開催「成果発表・展示会「未来を創る東北の力」～科学技術の英知・絆の成果

～in 東京」 
日時：平成 27 年 3 月 24 日（火） 会場：コクヨホール（品川） 参加者：556 名 

 その他「インターナショナルシーフードショー（東京）」や「ビジネスマッチ東北（仙台）」

等の見本市イベントに参加。あらゆる機会を通じて成果展示や発表を行い、積極的に情

報を発信した。 
 
【産学共創】 
・研究実施中から、これまでに 70 の企業等と研究者とのマッチングの機会を設け、連携を働き

かけた。これにより、産学共同研究や他制度への応募など、研究者と企業等の間で検討が継

続されている。 
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果の反映・活用 
イ．事後評価を実

施し、必要に応じ

て事業の運営に

反映させる。 
ロ．中間評価及び

事後評価の結果

について、報告書

として取りまと

め、公表する。 
ⅵ．成果の公表・

発信 
イ．分かりやすく

社会に向けて情

報発信する。 
ロ．開発実施者に

対して自らも社

会に向けて、情報

発信するよう促

す。 
ハ．データベース

公開に向けた必

要な手続きを行

う。 

・事業化に至っ

た件数 
 
 
・プロトタイプ

やサンプル提供

まで至った件数 
 

【マッチング促進】 
・事業化に至った件数は、具体的な上市目処を含み 46 課題となった。前年度は 4 件であり、10

倍以上と大幅な増加となった。 
 
【放射線計測】 
・事業開始から 3 年程度で既に 15 課題以上の成果を生み出した。本来の目的である、被災地の

復興や安全安心に貢献したことに加え、新しいシーズを生み、新たなニーズにつながり、企

業の新事業にも発展し、新産業に展開されるなど、大きな波及効果ももたらした。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)④ 国際的な科学技術共同研究等の推進 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 
第六号 科学技術に関する研究開発に係る交流に関し、次に掲げる業務（大学にお

ける研究に係るものを除く。）を行うこと。  
イ 研究集会の開催、外国の研究者のための宿舎の設置及び運営その他の研究者の

交流を促進するための業務  
ロ 科学技術に関する研究開発を共同して行うこと（営利を目的とする団体が他の

営利を目的とする団体との間で行う場合を除く。）についてあっせんする業務  
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
応募数（SICP、

SICORP）（件） ― 100 221 227   予算額（千円） 4,295,063 4,505,000 3,868,700   

採択件数（SICP、
SICORP）（件） ― 17 36 38   決算額（千円） 4,313,612 4,566,975 4,081,234   

マ ッ チ ン グ 率

（SATREPS）（%） ― 89.8 82.5 72.8   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465
の内数   

論文数（報） ― 1,447 1,368 1,273   経常利益（千円） 762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コスト 
（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757
の内数  

  

 
       

従事人員数 54(0) 46(0) 55(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・文部科学省

が示す方針

に基づき、諸

外国との共

同研究等を

推進し、地球

規模課題の

解決や国際

共通的な課

題の達成を

通して、我が

国の科学技

術イノベー

ションの創

出に貢献す

る。 

・機構は、文

部科学省が

戦略的に重

要なものと

して設定し

た相手国・地

域及び研究

分野におい

て、地球温暖

化や大規模

な自然災害

などの地球

規模課題の

解決や、グリ

ーンイノベ

ーションや

ライフイノ

ベーション

などの国際

共通的な課

題の達成、ま

た我が国及

び相手国の

科学技術水

準の向上に

向けて、国の

政策に基づ

き、国際的な

枠組みの下

共同研究等

を実施する。 

・機構は、国の

政策に基づき、

国際的な枠組

みのもと共同

研究等を実施

する。政府開発

援助（ODA）

との連携によ

るアジア･アフ

リカ等の開発

途上国との共

同研究（地球規

模課題対応国

際科学技術協

力）、政府間合

意に基づく欧

米等先進諸国

や東アジア諸

国等との共同

研究（戦略的国

際共同研究）及

び研究交流（戦

略的国際科学

技術協力)を推

進し、課題達成

型イノベーシ

ョンの実現に

向けた研究開

発を加速する。

また、これらの

活動を通じて

科学技術外交

の強化に貢献

する。 
 
［推進方法］ 
【地球規模課

［評価軸］ 

国際共通的な

課題の達成や

我が国及び相

手国の科学技

術水準向上に

資する国際的

な枠組みの下

実施される共

同研究等のマ

ネジメントは

適切か 

 

〈評価指標〉 

・成果の最大化

に向けたマネ

ジメントの取

組状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国際戦略の設定及び実践 
・国際戦略・国際業務推進委員会のもと設定した国際戦略に基づくアクションプランを JST 各事業に

おいて実践し国際展開を強化した。 
・各事業部間の連携促進や海外事務所との連携を促進するため、海外 4 事業所長を招請した国際戦略・

国際業務推進委員会を開催し、各事業部におけるアクションプラン進捗状況の確認及び見直しを行っ

た（平成 26 年 9 月）。 
 

■研究開発マネジメント 

（SATREPS） 
・優れた成果につながる課題の採択に向けた JICA との協議・調整により、以下の制度改善を実施した

（外務省、文部科学省を含む四者会議等と合わせて JICA と計 12 回の協議による）。 
 地域バランスを考慮し、特定の国に集中しないための方策を実施した。 
 応募・選考の英語対応を可能とした。 
 領域対象範囲を拡大した。具体的には、開発途上国における急速な都市化に伴う都市計画や社会

インフラ等の都市ソリューションに関するニーズの高まりを受け、都市にかかる研究課題が実施

できるよう「防災」「環境」「低炭素」領域に、“都市化”テーマを追加した。 
 審査委員の多様性向上（女性比率 20%、産業界・社会科学者 1 名以上/領域を実施）。 
 公募選考前に文部科学省から文部科学省関係機関への事前告知、米国の Newton’s list へ

SATREPS 公募情報を掲載して、提案数拡大を図った。 
・認知度向上に向け、以下の取組を実施した。 

 秋篠宮親王ご夫妻の課題実施地（SATREPS【感染症】日本-ザンビア共同研究課題、研究代表者：

高田 礼人 氏（北海道大学 教授）訪問時に、事業説明。 
 対象国との協力関係や連携強化に向け、国内外会議研究者派遣、成果発表及び事業紹介。 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・

業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏

まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率

的な業務運営の下で、経営

陣のトップ外交等を活か

し、海外ファンディング機

関との積極的なネットワー

ク活動、多層的な国際協力

を通して、科学技術外交上

重要な成果を挙げたことや

グローバルリサーチカウン

シル（GRC）等、国際的な

会議の場での人材育成、研

究費支援等に関する議論や

意見の取りまとめを通し

て、実質的に高い貢献をし

ていることなど「研究開発

成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な

成果の創出の期待等が認め

られるため、評定を A とす

る。 
 
 
【地球規模課題対応国際科学

技術協力（SATREPS）】 
・平成 27 年度課題の公募にお

いて、日本国側研究提案数

が増加し、また SATREPS
未実施国 14 か国からの提

案があり、その中でもアフ

リカ 3 か国からは初めて提

案がなされたことから、本

評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計画

の実施状況については、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待

等が認められるため、評定を A
とする。 

 
・業務のマネジメントについて、

制度改善等による公募参加国

の拡大、海外の資金配分機関と

の積極的なネットワーキング

による国際協力の具体化等の

顕著な成果を上げている。 
   

＊SATREPS：未実施国 14 ヶ

国から提案、アフリカから

の提案増加（13 件（H24）、
17 件（H25）、20 件（H26）） 

＊SICORP：ヴィシェグラード

4 ヶ国（スロバキア、チェコ、

ハンガリー、ポーランド）等

の多国間協力による公募や、         

イスラエル、シンガポールと

の新規公募実施 
 
・国際共同研究については、科学

技術・学術審議会国際戦略委員

会において基本方針を議論し

ており、主に先進国とは戦略的

な国際協力によるイノベーシ

ョン創出を目指し、省庁間合意

に基づくイコールパートナー

シップの下、相手国・地域のポ
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題対応国際科

学技術協力】 
 
ⅰ．研究者及び

研究開発課題

の選定 
イ．地球規模課

題の解決、科学

技術水準の向

上及び開発途

上国の自立的

な研究開発能

力の向上に資

する研究領域

及び該当研究

領域を統括し

運営する研究

主幹（プログラ

ムオフィサー）

を選定し、次年

度の新規国際

共同研究課題

の公募の開始

が可能となる

よう適切な時

期までに決定

する。 
ロ．上記の研究

分野において、

国際研究課題

の選定にあた

っての方針を

募集要項で明

らかにした上

で、研究課題の

公募を行う。ま

た、外部有識

者・専門家の参

画を得つつ研

究領域の趣旨

に合致し、開発

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― インドネシア・ボゴールで開催された、第 4 回科学会議小委員会（気象学・地球物理学）会

合（第 9 回 ASEAN 科学技術週間） 
― 日 ASEAN 科学技術イノベーション協力ワークショップ会合 
― GSB- LACAf 会議（The Global Sustainable Bioenergy Project-Bioenergy Contribution of 

Latin America & Caribbean and Africa） 
 サイエンスアゴラ、国連防災会議へ出展。SATREPS 事業説明及び成果発表。 
 アメリカ国立科学財団（NSF）-アメリカ国際開発庁（USAID）が実施する PEER プログラムに

おけるペルーでの研究代表者（PI）会合への参加（ワシントン事務所）。 
 JST が毎月発行する「JST News」に SATREPS に関する 7 件の記事を掲載。 
 JST ホームページに「JST トピックス」として 5 件の記事掲載。 
 ソーシャルメディアを通じた一般の幅広い層への取組の紹介。 

また、認知度向上に向けた適時・的確な発信例として、エボラ出血熱関連の成果発信（JST News 2
件、JST トピックス 2 件、SATREPS ホームページでの最新のお知らせ、日本-スイス国交樹立 150
周年記念関連イベントへの資料提供）を行った。 

・研究主幹の運営方針のもと、平成 26 年度採択課題について、年度内に 10 件中 9 件の討議議事録（R/D）

の署名をし、正式に国際共同研究を開始した（1 件については平成 27 年 4 月 9 日に R/D を締結済）。

また、JICA との連携のもと、現地調査を合わせた研究主幹、外部有識者、課題担当者の参画による

中間評価（課題）及び事後評価（課題）を実施（事後評価 13 課題、中間評価 10 課題）した。 
・上記のような取組を継続して行ってきた結果、SATREPS プログラムが「科学技術外交のあり方に関

する有識者懇談会」報告書において、「科学及び外交の両面でメリットを勘案してプロジェクトが決

定されており、我が国が先進的に行っている科学技術外交の取組として評価が高い」等、数か所にわ

たり記述がなされ、高く評価された。この報告書は外務大臣へ手交された（平成 27 年 5 月）。 
 

（SICORP/e-ASIA JRP） 
・継続課題、新規採択課題についての国際共同研究を着実に推進するとともに、日本医療研究開発機構

（AMED）移管対象となった研究課題に関して、日本及び相手国関連機関、関係者との適切な調整を

行い、円滑な移管を実施した。 
・SICORP 日本-フランス「分子技術」、日本-米国「ビックデータと災害」において、他事業と連携し

た効果的マネジメントを実現するため、研究主幹（PO）を CREST、さきがけの研究総括と兼任する

体制で実施した。これに関連して、戦略事業担当部署（戦略研究推進部）と連携した「分子技術」ワ

ークショップ、キックオフ会議を 3 月にフランスで開催した。 
・SICORP での次期公募分野探索を目的として、チューリッヒ大学、スイス大使館と協力し、

「AGING,HEALTH,AND TECHNOLOGY」共同ワークショップを開催した（平成 27 年 3 月、東京）。 
・SICORP 日本-米国「低炭素社会のためのメタボロミクス」において、成果の最大化が大きく期待さ

れたため、評価に基づき、4 課題中 3 課題について、2 年間の研究期間延長を実施した。 
・SICORP 日本-フランス（フランス国立研究機構（ANR））「分子技術」、SICORP 日本-アメリカ（ア

メリカ国立科学財団（NSF））「ビッグデータと災害」、SICORP 日本-カナダ（カナダ自然科学・工学

研究会議（NSERC）「持続可能な水利用（環境エネルギー分野）」、新規課題を採択し、支援を開始し

た。この結果、平成 26 年度の SICORP での全支援課題は、30 件となった。 
・e-ASIA JRP において、タイ国立科学技術開発庁（NSTDA）の協力により、JST が運営する e-ASIA 

JRP 事務局を、シンガポール事務所からバンコク郊外のサイエンスパークに移転（NASTDA 内）し、

事業への高い関心及びニー

ズを維持していることは高

く評価できる。 
・中期目標期間中に終了した

13 課題ほぼ全てにおいて、

社会実装に向けた展開が図

られており評価できる。 
 
 
 
【戦略的国際共同研究

（SICORP）】 
・iPS 細胞の初期化メカニズ

ムの解明に関する成果が

Stem Cell Reports 誌に、ま

た鉄カルコゲナイド薄膜の

作製と臨界温度の上昇に成

功した成果が米国科学アカ

デミー紀要に掲載される

等、科学的にインパクトの

大きな成果を創出しており

評価できる。 
・e-ASIA JRP において、

ASEAN 外からの加盟も増

加させ、12 か国･16 機関の

参加をえており、科学技術

外交の着実な進展につなが

ったことは評価できる。 
・e-ASIA JRP において、多国

間協力を奨励する仕組みと

して、公募参加国、提案者

が組み合わせを指定できる

方式に変更、さらに公募参

加機関からの資金支援を必

須としない研究参加（イン

カインド参加）を実施した。

この結果、公募参加実績の

ない 6 か国を含む 9か国 10
機関の公募への参加が実現

しており、科学技術外交の

強化に資する適切な制度改

テンシャル・分野と協力フェー

ズに応じた多様な国際共同研

究を推進するとともに、主にア

ジア等の開発途上国とは ODA
との連携による地球規模課題

解決のための国際共同研究等

を推進している。JST ではこの

方向性に基づき、SATREPS や 
SICORP 等の事業を推進し、

社会実装に向けた展開や相手

国政府に成果が採用される等、

顕著な成果が創出されている。

また、科学技術外交について、

理事長のトップ外交による諸

外国との関係構築･強化等の顕

著な成果を上げている。 
＊SATREPS：開発した診断法

が相手国政府（ザンビア）で

採用、成果が巨大地震時の住

民避難に寄与（チリ） 
＊首相訪問に合わせた理事長

訪問（ブラジル、イスラエ

ル）、8 か国 9 機関との覚書

（MOC）締結等 
 

（各論） 
＜国際共通的な課題の達成や我

が国及び相手国の科学技術水準

向上に資する国際的な枠組の下

実施される共同研究等のマネジ

メントは適切か＞ 
・国際共同研究等のマネジメント

においては制度改善等により

プログラムへの公募参加国を

拡大させ、また経営層によるト

ップ外交を積極的に展開し諸

外国との関係構築・強化すると

ともに、公募等の具体的な国際

協力に結実させる等成果最大

化に向けたマネジメントとし

て顕著な成果を挙げている。 
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途上国のニー

ズを踏まえた

研究提案であ

るかという視

点から、研究者

及び研究課題

を選定する。 
ハ．研究者及び

研究課題の公

募・選定にあた

っては、独立行

政法人国際協

力機構（JICA）

と連携する。併

せて、新たな国

における地球

規模課題の国

際共同研究テ

ーマの探索・発

掘を行う。 
 
ⅱ．国際共同研

究の推進 
イ．研究課題の

特性や進展状

況などに応じ

た効果的な研

究を推進する。 
ロ．継続 5 領

域 61 課題につ

いては年度当

初より、新規課

題については

年度前半を目

処に、国際共同

研究を推進す

る。 
ハ．研究開発の

進捗に応じて

研究開発計画

を機動的に見

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・諸外国との関

係構築への取

組状況 
 

現地機関と密接に連携したプログラム運営体制を構築し、マネジメント機能を強化した。 
・平成 26 年 7 月、ラオスにおいて、e-ASIA JRP の第 3 回年次理事会を開催した。 
・e-ASIA JRP において、タイ、フィリピンと「機能性材料分野」で第 4 回公募を実施し、1 件を採択、

また「感染症分野」で 4 件を採択した。ただし、感染症分野は AMED に移管して支援されることか

ら、e-ASIA JRP の支援課題は、6 件となった。 
・e-ASIA JRP の先端融合分野の活動として、第 2 回 WS「インテリジェントインフラストラクチャ」

を東京で開催した（平成 26 年 12 月）。 
 

（SICP/J-RAPID 等） 
・対象課題についての国際共同研究、及び課題評価を着実に実施するとともに、日本医療研究開発機構

（AMED）移管対象となった研究課題に関して、日本及び相手国関連機関、関係者との適切な調整を

行い、円滑な移管を実施した。 
・SICP を SICORP へ統合し、分野・領域設定に研究主幹（PO）が深く関与する体制に変更した。こ

の事業再編によって、より戦略的な共同研究を推進できる体制を確立した。 
・SICP 日本-ドイツ（ドイツ研究振興協会、DFG、ドイツ連邦教育研究省、BMBF）「計算論的神経科

学」、SICP 日本-インド（インド科学技術部、DST）「バイオ医学研究」、SICP 日本-英国（英国医学

研究会議、MRC）「先端健康科学」で新規採択を決定し、支援を開始した。この結果、平成 26 年度

の SICP の支援課題は、90 件となった。 
・日本-欧州諸国間の科学技術協力関係の発展を目的とした CONCERT-Japan において、第 2 回公募を

実施しイタリア等との共同研究 4 課題を採択、支援を開始した。 
・CONCERT-Japan を活用した研究開発の推進においては、EU の多国間協力の枠組みを活用し、光

技術に強いイタリア等、ポテンシャルを持つ参加国を効果的に取り入れて共同研究を進めたほか、

2014 年 12 月の会合においてに本プログラム終了後も枠組みを継続することを日本から提案した結

果、賛同が得られ、継続が決定した。 
・平成 25 年 11 月に発生したフィリピン台風 30 号では台風発生後数週間後にはフィリピン科学技術省

（DOST）と調整を始め、J-RAPID による国際緊急共同研究・調査支援を公募（平成 26 年 2 月）し、

4 月に 11 件、5 月に追加で 1 件を採択、支援を実施した（平成 27 年 4 月、フィリピンで成果報告会

を実施）。 
・平成 24 年、平成 25 年に引き続き、気候変動研究に係るファンディング機関の会合であるベルモン

ト・フォーラムへ参加し、「生物多様性と生態系サービスのシナリオ」「持続可能性のための北極観測

と研究」分野、及びベルモント・フォーラム関連として「Transformative Knowledge Networks」
の 3 つの公募を実施した。JST として運営委員会へ協力するとともに、JST 理事が運営委員となり、

ベルモント・フォーラム運営へ貢献した。 
・日本側参加課題として「食料安全保障と土地利用の変化」で 2 件、「生物多様性と生態系サービスの

シナリオ」で 2 件、「持続可能性のための北極観測と研究」で 2 件を採択し、全支援課題は 6 件とな

った。 
 

■経営層によるトップ外交 
・日本、相手国の科学技術の発展に資するため、理事長をはじめとした経営層による効果的・積極的な

トップ外交を展開し、諸外国との関係構築･強化を推進するとともに、ヴィシェグラード 4 か国（ス

ロバキア、チェコ、ハンガリー、ポーランド）、国際ヴィシェグラード基金（IVF）との多国間協力

善を実施しているという観

点で評価できる。 
 
【戦略的国際科学技術協力

（SICP）/J-RAPID】 
・フィリピン台風 30 号に対応

した J-RAPID による国際

緊急共同研究・調査支援を、

公募（平成 25 年）により、

全 12 件を採択し、不測の大

規模災害に対する研究調査

の支援を迅速に実施したこ

とは、科学技術上有意な知

見の取得に加え、国際協力

の観点でも評価できる。 
・CONCERT-Japan を活用し

た研究開発の推進において

は、EU の多国間協力の枠

組みを活用し、ポテンシャ

ルを持つ参加国を効果的に

取り入れていることに加

え、終了後も継続的なプロ

グラム実施を提案する等、

国際的枠組みの中でリーダ

ーシップを発揮し制度運営

を実施したという観点で評

価できる。 
 
【海外情報の収集】 
・各海外事務所は、在外公館

や他法人事務所との情報交

換を通じた科学技術外交ネ

ットワークの強化に加え、

現地の省庁・機関等と連携

したワークショップや協力

プログラムの具体化等を実

施し、トップ外交とも連携

し、JST 全体の国際ネット

ワーク構築に寄与した点で

評価できる。 
・世界各国のファンディング

 
（成果の最大化に向けたマネジ

メントの取組状況） 
【国際戦略の設定及び実施】 
・国際戦略・国際業務推進委員会

に海外 4 事業所の所長を参加

させ、海外の最新情勢や現場の

声を活用し JST のアクション

プランの見直し等を行ったこ

とは成果最大化に向けた取組

と言え、評価できる。 
 
【地球規模課題対応国際科学技

術協力（SATREPS）】 
・JICA とよく連携し、戦略的な

国・地域バランスの決定、応

募・選考等の英語対応、審査委

員の多様性向上を始めとした

採択に関する制度改善を実施

するとともに、認知度向上のた

め研究者を国内外の会議に派

遣する等の積極的な広報活動

を行っている。 
モニタリング指標をみても、平

成 27 年度課題の公募におい

て、未実施国 14 カ国からの提

案があり、アフリカからの提案

数も 20 件と増加している。そ

のうち 3 カ国からは初めて提

案がなされており採択に関す

る制度改善や認知度向上のた

めの活動が応募ニーズの維持

に寄与している。これらは優れ

た成果につながる課題を採択

するためのマネジメントと考

えられ高く評価できる。 
 
・「科学技術外交のあり方に関す

る有識者懇談会」において、

SATREPS の進展などが紹介

され、高く評価されたことは科
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直し、研究開発

費の柔軟な配

分を行う。 
ニ．研究開発成

果に基づく知

的財産の形成

に努める。 
ホ．新規課題の

採択決定後速

やかに研究に

着手できるよ

う、研究計画の

策定や研究契

約の締結等に

係る業務を迅

速に行う。 
ヘ．国際共同研

究の強化・発展

及び社会実装

に向けた次の

フェーズへの

展開のため、事

業関係者以外

の理解者・協力

者を増やすと

ともに、これら

理解者・協力者

と事業関係者

との連携を促

進する環境を

醸成する。 
 
ⅲ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．中間評価を

実施し、評価結

果をその後の

資金配分や研

究計画の変更

等に反映させ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・応募件数 
・採択件数 
・日本国側研究

提案数、相手国

側研究提案と

のマッチング

率 
 
 
 

による公募やイスラエル、シンガポールの新規公募を開始する等、具体的な国際協力活動に結実する

科学技術外交上重要な成果を得た。 
 

■海外事務所による情報収集、ネットワーク構築 
・各海外事務所は、担当地域において在外公館や他法人事務所等との連携に努め、JST の業務に関する

有益な情報提供を行うと共に、「科学技術外交ネットワーク」の強化に貢献した。 
・シンガポール事務所は、現地ネットワークを活用したスーパーサイエンスハイスクール年次総会への

東南・南アジア地域からの参加校推薦や、さくらサイエンスプラン（SSP）の情報展開及び適切な送

り出し機関のアドバイス等、JST 事業の国際展開に貢献した。 
・パリ事務所はヴィシェグラード 4 か国（スロバキア、チェコ、ハンガリー、ポーランド）及び国際ヴ

ィシェグラード基金（IVF）との多国間協力合意書の締結、JREC-IN と EURAXESS との連携、

CONCERT-Japan プログラム継続に向けた活動等、JST 諸事業の欧州展開に貢献したほか、

Horizon2020 のナショナル・コンタクト・ポイントが集まる場で JST 事業について講演する等、JST
のプレゼンス向上に貢献した。 

・ワシントン事務所は、全米さくら祭において日本関係法人による Sakura Science の幹事役となり日

本ブースを出展した。さきがけ・SORST の成果であるパロや未来館の Geo-Scope のデモンストレー

ションの実施や、事務所で制作した Science Window 英語版を配布したほか、各国大使館の公開イベ

ント Passport DC や、Thomas Jefferson 科学技術高校のシンポジウム tjSTAR、全米最大規模の科

学フェア USA 科学工学 Festival Expo においても JST ブースを出展し、主体的な情報発信による関

係機関との連携強化及び JST のプレゼンス向上に貢献した。 
・北京事務所は、中国科学技術協会年次総会への参加（平成 26 年 5 月）等を通じ、両国の科学技術に

関する協力関係を強化した。また、日中若手研究者異分野交流会、JST-NSFC 共催水環境シンポジ

ウム等、事務所の自主活動を積極的に推進した。 
・各海外事務所は、担当地域の科学技術関連情報の収集及び日本語の記事作成を行い、研究開発戦略セ

ンター（CRDS）との連携のもと、科学技術専門のウェブサイト「デイリーウォッチャー」より迅速

に発信した。 
・地域で収集した情報の収集と展開強化のため、平成 26 年 9 月にワシントン、7 月にパリの各海外事

務所に副所長を配備した。 
 

 

 

（SATREPS） 
採択年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 
応募数（件） 90 98 97 103 
マッチング数（件） 67 88 80 75 
マッチング率（%） 74.4 89.8 82.5 72.8 

採択課題数（件） 8 10 10 
12（感染症分野の

2 課題を除く） 
・平成 26 年度中に実施した平成 27 年度課題の公募において、未実施国 14 か国からの提案があり、ア

フリカからの提案数は 20 件と、増加傾向にある（前々年度 13 件、前年度 17 件）。そのうち 3 か国

からは初めて提案がなされた。 

機関によって構成されるグ

ローバル・リサーチ・カウ

ンシル（GRC）の年次総会

や地域準備会合、ファンデ

ィング機関長会合（FAPM）

などファンディング機関の

国際的なネットワーク活動

において主体的な活動を実

施しており、日本のプレゼ

ンス向上に貢献したことは

評価できる。 
・理事長をはじめとしたトッ

プ外交を積極的に展開し、

諸外国との関係構築･強化

はもとより、具体的な国際

協力活動に結実する科学技

術外交上重要な成果を挙げ

たことは評価できる。 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も、理事長をはじめと

した経営層によるトップ外

交の成果を活かし、研究開

発成果の最大化に向け、戦

略的にグローバルな研究開

発活動を推進していく。 
・各事業への協力者、参画国

の拡大に向け、制度改善、

広報、ネットワーク構築活

動や成果の展開等を通し

て、科学技術外交の強化へ

の貢献を図る 

学及び外交の両面でメリット

を勘案してのプロジェクト決

定や国内外への積極的な広報

などの取組を継続してきた結

果である。この議論の中で存在

感を示したことは、プログラム

の科学技術外交への貢献とし

て、極めて高く評価できる。 
 
【戦略的国際共同研究

（SICORP）】 
・SICORP の研究主幹（PO）を

CREST、さきがけの研究総括

と兼任する体制で実施したこ

とは、JST 内の他事業を

SICORP 等の国際共同研究に

つなげることが期待でき、国際

共同研究を戦略的・効果的に実

施したものと言える。これは成

果の最大化に向けたマネジメ

ントであると言え高く評価で

きる。 
・e-ASIA JRP において、多国間

協力を奨励する仕組みとして、

公募参加国、提案者が組み合わ

せを選択できる方式を導入、さ

らに公募参加機関からの資金

支援を必須としない研究参加

（インカインド参加）を実施

し、公募参加実績のない 6 カ国

を含む 9 カ国 10 機関の公募へ

の参加と 5 件の課題採択（25
年度 2 件）を実現させており、

科学技術外交の強化に資する

適切な制度改善を行っている。 
 
【戦略的国際科学技術協力

（SICP）/J-RAPID 等】 
・相手国とのパートナーシップに

基づき科学技術協力が推進さ

れている。 
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る。また、事後

評価を実施し、

必要に応じて

評価結果を事

業の運営に反

映させる。 
ロ．評価結果に

ついては、ホー

ムページ等を

活用し、公表す

る。 
ハ．既に終了し

た課題につい

て、社会実装に

向けた次のフ

ェーズへの展

開が図られて

いるか中期計

画の目標値と

の比較検証を

行う。 
 
ⅳ．成果の公

表・発信 
イ．本事業にお

ける取組につ

いて社会に向

けて積極的に

情報発信する。 
ロ．研究内容、

研究成果に係

る論文発表、口

頭発表、特許出

願の状況及び

成果の社会・経

済への波及効

果等について

把握するとと

もに、研究成果

について報道

発表及びホー

・参加国や領域

の拡大に向け

た取組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・国際共通的な

課題の達成や

我が国及び相

手国の科学技

術水準向上に

資する研究成

果や外交強化

への貢献が得

られているか 
 
〈評価指標〉 
・研究成果及び

社会実装等の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（SICORP/e-ASIA JRP） 
・SICORP において、米国、フィンランド、ニュージーランド、フランス、中国、イスラエル、ヴィ

シェグラード 4 か国、シンガポールとの分野選定を含めた協議に基づき、新規公募を開始した。 
・e-ASIA JRP において、プログラム参加国による実質的な協力機会を増やし、より活発な課題形成を

実現することを目的として、柔軟化した公募方式により「感染症」分野 第 3 回パイロット公募を実

施、課題採択を行った。具体的には、限定された公募参加国だけでなく、多数の公募参加国、提案者

が組み合わせを指定できる方式に変更し、さらに公募参加機関からの資金支援を必須にせず、自己資

金を活用するか、現物出資で貢献することによる研究参加（インカインド参加）を可能とした公募方

式に変更した。平成 25 年度は、e-ASIA JRP での公募参加実績のない 6 か国を含む 9 か国 10 機関に

よりプレ提案の公募を実施し、平成 26 年度はこれに引き続き本提案の公募を実施した。各国と連携

しながら審査を実施し、採択課題を決定した。（日本を含む課題は、応募 18 件（全体 22 件）、採択 4
件（全体 5 件）（平成 25 年度 2 件））。 

・e-ASIA JRP の加盟国拡大に向け、トップ外交、海外事務所の活動と連携して、事業の広報活動を展

開した結果、新たにタイ農業研究開発機構（ARDA）、タイ生命科学卓越センター（TCELS）、ロシ

ア基礎研究基金（RFBR）の 3 機関が加盟した。この結果、12 か国 16 機関の加盟プログラムとなっ

た。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■顕著な成果 

成果 研究者名 制度名 詳細 

食糧と競合しない

バイオマス等によ

る、高品質なバイ

オ燃料作りに成功 

葭村 雄二 
（国立研究開

発法人産業技

術総合研究所 
エネルギー・

環境領域 創

エネルギー研

究部門  名誉

リサーチャー/
招 へ い 研 究

員） 

SATREPS 
日本-タイ共同研

究プロジェクト 
（平成 21 年度採

択・生物資源分

野） 

ジャトロファ H-FAME を用いた B10
燃料及びパーム H-FAME を用いた B20
燃料を使ったタイ国内実車走行試験を実

施し、共に 5 万キロ距離の走行に成功し

た。 

・CONCERT-Japan を活用した

研究開発の推進においては、

EU の多国間協力の枠組みを

活用し、ポテンシャルを持つ参

加国を効果的に取り入れて共

同研究を進めている。また、

2014 年 12 月の会合において、

本プログラム終了後も枠組み

を継続することを日本から提

案し、賛同が得られた結果、継

続が決定しており、国際的枠組

みの中でリーダーシップを発

揮した制度運営を実施したと

いう点で評価できる。 
 
・フィリピン台風 30 号に対応し

た J-RAPID においては、台風

発生後、数週間後から相手国と

国際緊急共同研究・調査支援の

調整を始め平成 26 年 2 月に公

募、同年 4 月には、全 12 件を

採択した。不測の事象発生に対

し、迅速な調査、支援により国

際貢献をするためのマネジメ

ントが適切になされたと言え、

評価できる。 
 
 
（諸外国との関係構築への取組

状況） 
【経営層によるトップ外交】 
・理事長が相手国と協力枠組みの

立ち上げに取り組む等トップ

外交を積極的に展開し、諸外国

との関係構築し、具体的な公募

等に結実させたことは共同研

究上のマネジメントの観点か

ら高く評価できる。 
 
【海外情報の収集】 
・各海外事務所は、在外公館や他
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ムページ等を

活用して、分か

りやすく社会

に向けて情報

発信する。 
ハ．研究者自ら

も社会に向け

て研究内容や

その成果につ

いて情報発信

するよう促す。 
 
 【戦略的国際

共同研究】 
ⅰ．研究者及び

研究開発課題

の選定 
イ．政府間合意

に基づき文部

科学省が戦略

的に重要なも

のとして設定

した相手国・地

域及び研究分

野において、グ

リーンイノベ

ーションやラ

イフイノベー

ションなどの

国際共通的な

課題解決及び

諸外国との連

携を通じた我

が国の科学技

術力の強化に

資する研究領

域及び該当研

究領域を統括

し、運営する研

究主幹（プログ

ラムオフィサ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

二酸化炭素の地中

貯留及びモニタリ

ングの実施にあた

り、アジア開発銀

行（ADB）の参画・

出資を誘引、社会

実装に向けて加速 

松岡 俊文 
（ 京 都 大 学 
大学院工学研

究科教授） 

SATREPS 
日本-インドネシ

ア共同研究プロ

ジェクト 
（平成 23 年度採

択・環境・エネル

ギー分野（低炭

素）） 

アジア開発銀行（ADB）の出資により

バンドン工科大学がグンディ・ガス田にお

ける CO2 地中貯留（CCS）のパイロット

事業の実現可能性を調査した。良好な結果

を受け、パイロット事業に要する 10 億円

規模の本格的な出資をADBが行うための

MOU 締結に向けて準備中。 

ザンビア国におけ

るエボラ出血熱診

断・対策に貢献 

高田 礼人 
（北海道大学 
人獣共通感染

症リサーチセ

ンター教授） 

SATREPS 
日本-ザンビア共

同研究プロジェ

クト 
（平成 24 年度採

択・感染症分野） 

ザンビア国政府の要請により、エボラウ

イルス感染疑い例発生時の早期診断・検査

実施体制を構築。プロジェクト開発のエボ

ラウイルス検査法（PCR 法）を使用し、

診断を実施したほか、診断技術者の育成を

実施した。 
またプロジェクトで開発した、モノクロ

ーナル抗体を使用し、デンカ生研株式会社

の有する技術を用いてエボラ出血熱の血

清診断キットを開発した（平成 27 年 3 月

31 日発表 電気化学工業株式会社、北海道

大学、デンカ生研株式会社）。 

エビの感染症の原

因菌についてゲノ

ム解読に成功、迅

速診断法を確立 

岡本 信明 
（東京海洋大

学特任教授） 

SATREPS 
日本-タイ共同研

究プロジェクト 
（平成 23 年度採

択・生物資源分

野） 

エビ感染症の原因である腸炎ビブリオ

菌のゲノムを解読。この成果をもとに感染

の有無を高精度で判別する診断方法を確

立（平成 27 年 1 月 9 日発表 東京海洋大

学、JST、JICA）。この方法がタイ政府

に採用され、タイ水産局において養殖業者

に対する診断業務に導入された。同感染症

の早期発見により養殖業の被害低減への

貢献が期待される。 

熱帯林の生物多様

性の保全に対する

新たな科学的エコ

ツーリズムの提案 

山極 壽一 
（京都大学総

長） 

SATREPS 
日本-ガボン共同

研究プロジェク

ト 
（平成 20 年度採

択・環境・エネル

ギー分野（地球環

境）） 

熱帯林における動植物の生態調査など

を実施し、新種のビフィズス菌や霊長類の

新しい行動の発見を通して、新たに地域住

民参加型の科学的エコツーリズムを提案

した。 

法人事務所との連携により有

益な情報交換を行い、科学技術

外交ネットワークの強化に貢

献していることに加え、現地の

省庁・機関等との協力関係の構

築・強化、協力プログラムの具

体化等を実施し、トップ外交と

も連携し、JST 全体の国際ネッ

トワーク構築に寄与している

点で評価できる。 
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ー）を選定す

る。 
ロ．上記の研究

領域において、

国際研究課題

の選定にあた

っての方針を

募集要項で明

らかにした上

で、研究課題の

公募を行う。ま

た、外部有識

者・専門家の参

画を得つつ研

究領域の趣旨

に合致した研

究提案である

かという視点

から、研究者及

び研究課題を

選定する。 
ハ．研究者及び

研究課題の公

募・選定にあた

っては、相手方

研究費配分機

関と連携する。 
 
ⅱ．国際共同研

究の推進 
イ．研究課題の

特性や進展状

況などに応じ

た効果的な研

究を推進する。 
ロ．継続 26 課

題については

年度当初より、

新規課題につ

いては採択後

速やかに、国際

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

パームバイオマス

を使用したナノコ

ンポジットによ

り、プラスチック

引張強度が大幅に

増加、PCT 国際特

許を出願 

白井 義人 
（九州工業大

学大学院生命

体工学研究科 
教授） 

SATREPS 
日本-マレーシア

共同研究プロジ

ェクト 
（平成 24 年度採

択・環境・エネル

ギー分野（低炭

素）） 

汎用樹脂に廃棄物バイオマスを添加す

ることによって引張強度が 40%向上した

ナノコンポジット樹脂を開発。また、高効

率・低コストでの連続生産が可能となる製

造方法を開発し、PCT 国際特許出願を行

った。 

津波に強い地域づ

くりの研究・発信

により、巨大地震

発生時の速やかな

避難に貢献、チリ

国大統領から謝意

の表明があり、科

学技術外交に貢献 

富田 孝史 
（国立研究開

発法人港湾空

港技術研究所 
アジア・太平

洋沿岸防災研

究 セ ン タ ー 
副 セ ン タ ー

長） 

SATREPS 
日本-チリ共同研

究プロジェクト 
（平成 23 年度採

択・防災分野） 

チリ政府機関、自治体、市民などに対し

て、早期警報手法等の開発に加えて東日本

大震災の教訓や避難の重要性を訴えてき

た結果、平成 26 年 4 月のイキケ沖地震

（M8.2）での住民の速やかな避難に繋が

った。 

カメルーンにおけ

る火口湖ガス災害

防止の総合対策が

著しい成果を上げ

たとして大統領表

彰を受賞、科学技

術外交に貢献 

大場 武 
（ 東 海 大 学 
理学部教授） 

SATREPS 
日本-カメルーン

共同研究プロジ

ェクト 
（平成 22 年度採

択・防災分野） 

相手国代表研究機関が防災対策につい

て著しい成果を上げたとして平成 25 年度

のカメルーン国内の大学及び科学技術省

の研究所中から「金の獅子賞」に選ばれ、

カメルーン大統領から授与された。 

日米メタボロミク

ス研究拠点の構築

へ向けた連携 

有田 正規 

（国立遺伝学

研究所生命情

報研究センタ

ー教授） ほ

か 
 

「低炭素社会の

ためのメタボロ

ミクス」研究領域

（SICORP 日本-
アメリカ共同研

究 平成 23 年度

公募、4課題採択） 

日米メタボロミクス研究拠点として機

能するよう、全 4 課題の両国主要研究者

間の賛同のもと、研究参画機関の一つであ

る奈良先端科学技術大学院大学が共同研

究先のカリフォルニア大学デービス校に

サテライト研究室を開設し、平成 26 年度

より個別課題を超えた活動が始動した。 

細胞の初期化程度

の影響要因に関す

る新たな知見 

山田 泰広 
（京都大学教

授） 

「細胞移植治療

の実現に向けた

細胞アイデンテ

ィティー制御」

（SICORP 日本-
カナダの研究プ

1つの発現ベクターでマウス iPS細胞を

作製する際に、KLF4 の長さの違いによっ

て、初期化の程度に影響を与えることが明

らかにされ、初期化方法を直接比較する際

の各因子の相対発現量に留意することの

重要性が示された。今後、初期化メカニズ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜国際共通的な課題の達成や我

が国及び相手国の科学技術水準

向上に資する研究成果や外交強

化への貢献が得られているか＞ 
・国際共同研究において社会実装

に向けた展開が図られる成果

や共同研究の相手国政府に成

果が採用される等の特筆すべ

き成果が創出されており、ま

た、理事長をはじめとしたトッ

プ外交により諸外国との関係

構築･強化するとともに、ファ

ンディング機関長で構成され

る国際的な会合で議論をリー

ドする等、科学技術外交上重要

な成果を上げていることから

研究成果や外交強化への貢献

について顕著な成果が創出さ

れている。 
 
（研究成果及び社会実装等の状

況） 
【地球規模課題対応国際科学技

術協力（SATREPS）】 
・平成 26 年度に終了した 13 課

題中 12 課題において、社会実
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共同研究を推

進する。 
ハ．研究開発の

進捗に応じて

研究開発計画

を機動的に見

直し、研究開発

費の柔軟な配

分を行う。 
ニ．国際的な研

究者の人的ネ

ットワークの

構築、我が国の

研究人材の育

成及び研究成

果に基づく知

的財産の形成

に努める。 
ホ．新規課題の

採択決定後速

やかに研究に

着手できるよ

う、研究計画の

策定や研究契

約の締結等に

係る業務を迅

速に行う。 
 
ⅲ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．前年度に国

際共同研究が

終了した 4 課

題について、外

部有識者・専門

家の参画によ

る事後評価を

実施し、中期計

画の目標値と

の比較検証を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ロジェクト） ムのさらなる解明により高品質な iPS 細

胞作製の効率化につながると期待できる

（米国科学誌「Stem Cell Reports」のオ

ンライン版掲載、平成 27 年 3 月 13 日発

表 京都大学） 

鉄カルコゲナイド

が超伝導現象を示

す温度の大幅な上

昇に成功 

生田 博志 
（名古屋大学

大学院工学研

究科教授） 

「鉄系超伝導体

デバイスの物理

的・工学的基盤の

構築」（SICORP
日本-EU の研究

プロジェクト） 

従来の手法では合成が困難であった組

成を持つ鉄カルコゲナイドの薄膜を作製

することによって、鉄カルコゲナイドが超

伝導状態へと変化する温度（臨界温度）を、

従来の 15ケルビン（摂氏マイナス 258度）

と比較して大幅に上昇させることに成功

した（23 ケルビン、摂氏マイナス 250 度）。

鉄カルコゲナイドは鉄系超伝導体の一種

であるため、これらの物質が超伝導状態を

発現する機構の解明に向けた研究が一層

加速することが期待される。また、今回観

測した大幅な超伝導臨界温度の上昇は、同

物質の応用化を大きく促すものであり、他

の超伝導体においても、臨界温度を向上さ

せるための新しい有力な指針ともなりう

る （ 米 国 科 学 ア カ デ ミ ー 紀 要

「Proceedings of the National Academy 
of Sciences of the United States of 
America」にオンライン速報版掲載、平成

27 年 2 月 3 日発表 東京大学）。 

日本 -フィンラン

ド研究連携を基軸

とした医療 ICT 産

学官コンソーシア

ムの設立 

河野 隆二 
（横浜国立大

学大学院工学

研究院教授） 

「高信頼ボディ

エリアネットワ

ークによるディ

ペンダブル無線

医療ネットワー

クの研究開発」

（SICP 日本-フ
ィンランドの研

究プロジェクト） 

フィンランド側との連携が発展する形

で、横浜国立大学が、神奈川県、フィンラ

ンド・オウル大学、横浜市立大学、情報通

信研究機構（NICT）と連携し、先端技術

に基づく医療機器の研究開発、人材育成、

標準化、法制化を国際連携により実施し、

医療 ICT 産業の振興と県民医療サービス

の向上を目的とした、「かながわ医療機器

レギュラトリーサイエンスセンター」を発

足させ、同センターのもと、27 社が参画

する医療機器レギュラトリーサイエンス

コンソーシアムの活動を開始した。 

 

 

装に向けた展開が図られてお

り評価できる。 
・またバイオ燃料を用いた実車走

行の成功、課題成果を活かした

パイロット事業にアジア開発

銀行（ADB）が出資を準備、

開発した診断法の相手国政府

への採用、津波に強い地域づく

りの研究・発信が、巨大地震時

の住民の迅速な非難につなが

った等、相手国研究者等、国際

的にも影響のある顕著な成果

を創出しており、評価できる。 
 
【 戦 略 的 国 際 共 同 研 究

（SICORP）】 
・iPS 細胞の初期化メカニズムの

解明に関する成果が学会にお

いても権威のある論文雑誌で

ある Stem Cell Reports 誌に、

またカルコゲナイドの薄膜の

作製と臨界温度の上昇に成功

した成果が広い分野に渡る論

文であり、権威、歴史ある米国

科学アカデミー紀要に掲載さ

れる等、科学的にインパクトの

大きな成果を創出しており評

価できる。 
 
（諸外国との関係構築・強化の状

況） 
【経営層によるトップ外交、科学

技術外交成果】 
・首相訪問に合わせた理事長訪問

（ブラジル、イスラエル）、8
か国 9 機関との覚書（MOC）

を締結する等、理事長をはじめ

としたトップ外交を積極的に

展開し、諸外国との関係構築･

強化するとともに、様々な国・

地域との間で研究協力に関す
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行い、必要に応

じて評価結果

を事業の運営

に反映させる。 
ロ．評価結果に

ついては、ホー

ムページ等を

活用し、公表す

る。 
 
ⅳ．成果の公

表・発信 
イ．研究内容、

研究成果に係

る論文発表、口

頭発表、特許出

願の状況及び

成果の社会・経

済への波及効

果等について

把握するとと

もに、研究成果

について報道

発表及びホー

ムページ等を

活用して、分か

りやすく社会

に向けて情報

発信する。 
ロ．研究者自ら

も社会に向け

て研究内容や

その成果につ

いて情報発信

するよう促す。 
 
【戦略的国際

科学技術協力】 
ⅰ．国際科学技

術協力の推進 
イ．政府間合意

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・諸外国との関

係構築・強化の

状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

（SATREPS） 
・平成 26 年度に事後評価を行い、かつ評価結果が確定した 13 課題のうち、1 課題が総合評価にて「S：

極めて優れている（計画を上回って達成）」を、11 課題が「A：優れている（計画通り達成）」を得た。 
・終了した 13 課題中、12 課題において、民間企業との連携による開発や、得られた知見の相手国や周

辺国への普及、相手国政策への反映など、次のフェーズへの展開が図られた。 
 H24 年度 H 25 年度 H 26 年度 
「十分な成果を得た」課題（件）（A） 1 8 12 

それ以外の課題（件） 0 1 1 
合計（件）（B） 1 9 13 

割合（A÷B）（%） 100 89 92 
 
（SICORP） 
・平成 26 年度に事後評価を実施した 4 課題のうち、1 課題が「S：研究領域の趣旨にてらして、極めて

優れた成果が得られている」、3 課題が「研究領域の趣旨にてらして、十分な成果が得られている」

を得た。 
 H 24 年度 H 25 年度 H 26 年度 
「十分な成果を得た」課題（件）（A） ― ― 4 

それ以外の課題（件） ― ― 0 
合計（件）（B） ― ― 4 

割合（A÷B）（%） ― ― 100 
 
（SICP） 
・平成 26 年度に事後評価を実施した

49課題中 9割以上の対象課題が所要の

水準（B）以上の評価を得たことから、

中期計画上の目標値の達成が見込まれ

る。 

H24 年度 H25 年度 H26 年度 

「十分な成果を得た」課題（件）（A） 66 83 46 
それ以外の課題（件） 6 2 3 

合計（件）（B） 72 85 49 
割合（A÷B）（%） 92 98 94 

 

■経営層によるトップ外交 

・韓国、テジョン（平成 26 年 6 月）：理事長が韓国を訪問し、韓国研究財団（NRF）と包括的 MOC
を締結（理事長、5 月韓国訪問）、定期的な対話の場の形成に貢献した。 

・ブラジル、サンパウロ州（平成 26 年 8 月）：首相の訪伯にあわせ理事長が訪問し、ブラジル、サンパ

ウロ州研究財団（FAPESP）と協力覚書を締結し、これを受けた協力の具体化検討を進めた。 
・スロバキア、ブラティスラバ（平成 26 年 9 月）：理事長によるチェコ、ハンガリー、ポーランド、ス

ロバキアの 4 か国（ヴィシェグラード 4 か国）の 4 研究支援機関（チェコ教育青年スポーツ省：MEYS、
ハンガリー科学研究基金：OTKA、ポーランド国立研究開発センター：NCBR、スロバキア科学アカ

デミー：SAS）及び国際ヴィシェグラード基金（IVF）との研究協力に合意（9 月 23 日）し、平成

27 年 1 月より「先端材料（Advanced Materials）」の公募を開始した。 
・平成 26 年 10 月、理事長が京都においてシンガポール科学技術研究庁（A*STAR）と協力覚書を締結

し、「細胞の動的計測・操作を可能にするバイオデバイスの技術基盤の開発」の公募を開始。 

る枠組を構築したこと、また、

世界各国のファンディング機

関によって構成されるファン

ディング機関長会合（FAPM）

などで議論をリードする等、フ

ァンディング機関の国際的な

ネットワーク活動において主

体的な活動を実施し、日本のプ

レゼンス向上に貢献したこと

は我が国の科学技術外交上重

要な成果であり、高く評価でき

る。 
 
【事業の展開・発展】 
・SATREPS 終了課題において民

間企業との連携による実用化

開発や研究成果の展開・普及を

通して、諸外国との関係強化に

貢献していると言え、評価でき

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も、理事長をはじめとした

経営層によるトップ外交の成

果を活かし、戦略的にグローバ

ルな研究開発活動をより一層

推進していく必要がある。 
 
・不断の制度改善、広報、ネット

ワーク構築活動や成果の展開

等を通して、各事業への協力者

や参加国を拡大し、科学技術外

交へのさらなる貢献を図って

いく必要がある。 
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に基づき文部

科学省が戦略

的に重要なも

のとして前年

度までに設定

した相手国・地

域及び研究分

野において、国

際研究交流を

推進する。継続

78 課題につい

ては年度当初

より研究及び

交流を実施す

る。 
   
ⅱ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．前年度に終

了した 51課題

について、適切

な事後評価の

進め方につい

て協力相手機

関と協議の上、

外部有識者・専

門家の参画に

よる事後評価

を実施し、中期

計画の目標値

との比較検証

を行い、必要に

応じて評価結

果を事業の運

営に反映させ

る。 
 
ⅲ．成果の公

表・発信 
イ．研究内容、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・イスラエル、イェルサレム（平成 27 年 1 月）：首相の中東歴訪にあわせ理事長が訪問し、イスラエル

科学技術宇宙省（MOST）と両国首脳の立会のもと MOC を締結し、それに基づき、ICT を新規協力

分野として、平成 27 年 2 月より「レジリエントな社会のための ICT」の公募を開始した。 
・平成 25 年度のインドへの理事長訪問を受け、インドへのリエゾンオフィス設置を進める（事務所長

選任、仮オフィス設置） 
・インド、ASEAN における日本のプレゼンス向上に資する取組として、共同研究拠点による成果創出

のための事業を検討した（平成 27 年実施へ）。 
 

■科学技術外交成果 

・ファンディング機関長会合（FAPM）をドイツ DFG と共催し、理事長及び DFG 副会長が共同議長

として「人文系を含む多分野協力によるプロジェクト推進」及び「研究データのオープン化」につい

て議論をリードした（平成 26 年 10 月、京都）。 
・日中大学フェア&フォーラム 2014（平成 26 年 9 月、東京）、日中大学フェア&フォーラム in CHINA 

2015（平成 27 年 3 月、北京）を開催し、科学技術分野における日中間の産学連携、日本機関のグロ

ーバル化に寄与（中国総合研究交流センター主催）。 
参加者：日中大学フェア&フォーラム 2014（東京） 中国から 30 大学・企業が参加 

：日中大学フェア&フォーラム in CHINA 2015（北京） 日本から 41 機関が参加 
・文部科学省及びインド科学技術部（DST）主催の「日印科学セミナー」に理事が参加し、JST の役

割や研究開発推進についてインドの有識者や 400 名以上の学生に紹介した（平成 27 年 2 月、インド）。 
・「第 2 回 日米オープン・フォーラム～経済成長のための科学技術」（平成 26 年 7 月、東京）におけ

るセッション「イノベーション創出のための人材育成」に理事長が登壇し、座長として議論の取りま

とめに貢献した。 
・STS フォーラム主催の「イノベーション・サイエンス・テクノロジーワークショップ（ロンドン）」

に理事長が参加し、「イノベーションを成功させるための官民協力」に関し講演したほか、日本及び

欧州の政策関係者やビジネスリーダーとの議論を行った（平成 26 年 4 月、英国）。 
・STS フォーラム主催の「イノベーション・サイエンス・テクノロジーワークショップ（ASEAN）」

に理事長が参加し、セッションチェアとして日本と ASEAN との科学技術協力に関する議論取りまと

めに貢献した（平成 26 年 5 月、シンガポール）。 
・グローバルリサーチカウンシル（GRC）第 3 回年次総会に理事長が参加し、「未来の創造（人材育成）」

に関するファンディング機関の声明の策定と「学術論文へのオープンアクセス」に関する進捗レビュ

ーの議論を行った（平成 26 年 5 月、北京）。 
・GRC アフリカサミットに理事長が参加し、「アフリカにおける今後の研究ファンディング」及び「途

上国と先進国との協力」に関する議論を行ったほか、「感染症」及び「食糧と農業」に関する学術シ

ンポジウムに SATREPS 実施課題の研究者をスピーカーとして派遣した。また、同サミット内で行

われた GRC アフリカ地域会合において日本の立場から経験や知見を共有した（平成 26 年 11 月、南

アフリカ）。 
・GRC アジア太平洋地域会合に執行役が参加し、次回 GRC 年次総会のテーマ：「科学上のブレークス

ルーに向けた研究費支援」及び「研究教育における能力構築」についてテーブルチェアを務め、議論

の取りまとめに貢献した（平成 26 年 12 月、シンガポール）。 
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研究成果に係

る論文発表、口

頭発表、特許出

願の状況及び

成果の社会・経

済への波及効

果等について

把握するとと

もに、研究成果

について報道

発表及びホー

ムページ等を

活用して、分か

りやすく社会

に向けて情報

発信する。 
ロ．研究者自ら

も社会に向け

て研究内容や

その成果につ

いて情報発信

するよう促す。 
 
 【海外情報の

収集】 
ⅰ．海外情報の

収集及び活用 
イ．海外事務所

等を拠点とし

て、地球規模課

題対応国際科

学技術協力、戦

略的国際共同

研究及び戦略

的国際科学技

術協力等に係

る情報の収集

及び提供、並び

に国内外の関

係機関との連

携により、シン

 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 

・論文数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特許出願件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・相手国への派

遣研究者数、相

手国からの受

け入れ研究者

数 

 

 

 

 

■事業の展開・発展 
SATREPS については平成 26 年度に終了した 13 課題中、12 課題において、民間企業との連携による

開発実用化開発（レプトスピラ感染症診断、日本-フィリピン：感染症分野）や、得られた知見の相手

国や周辺国への普及（津波予測技術・避難計画標準化の周辺国への普及、日本-ペルー：防災分野）、相

手国政策への反映に向けた取組（行政機関への展開、日本-ボリビア：環境・エネルギー分野）など、

次のフェーズへの展開が図られた。 
 

 

■論文発表 

（SATREPS） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

相手側研究チームとの共著論文（報） ― ― 291 
相手側研究チームとの共著でない論文（報） ― ― 306 

総数（報） 439 538 597 
 
（SICORP（e-ASIA 含む）、SICP） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

相手側研究チームとの共著論文（報） 138 113 111 
相手側研究チームとの共著でない論文（報） 870 717 565 

総数（報） 1,008 830 676 
 
 
■特許出願 

（SATREPS） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

特許出願数（件） 14 17 13 
 
（SICORP（e-ASIA 含む）、SICP） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

特許出願数（件） 33 15 27 
 
 
■交流実績 

（SATREPS） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

相手国への派遣研究者数（人） ― ― 1,400 
相手国への派遣日数（日）（延べ） ― ― 19,720 

相手国からの受け入れ研究者数（人） ― ― 447 
相手国からの派遣日数（日）（延べ） ― ― 14,682 

 
 



82 
 

ポジウム、ワー

クショップ等

の開催や研究

開発課題選定

等に係る連絡

調整を行う。 
ロ．収集した情

報を機構の業

務に活用する

とともに、ホー

ムページ等を

通じて対外的

な情報発信に

努める。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・成果の発信状

況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（SICORP（e-ASIA 含む）、SICP） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

相手国への派遣研究者数（人） ― ― 377 
相手国への派遣日数（日）（延べ） ― ― 4,027 

相手国からの受け入れ研究者数（人） ― ― 296 
相手国からの派遣日数（日）（延べ） ― ― 5,234 

海外へ派遣した日本側研究者の交流実績（日）（延べ） 5,528 5,095 ― 
日本へ受け入れた外国側の研究者の交流実績（日）（延べ） 7,724 7,427 ― 

 
■学会発表等 

（SATREPS） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

学会発表（件） 1,389 1,560 1,461 
受賞（件） ― ― 42 

新聞・TV 等の報道（件） ― ― 235 
ワークショップ、セミナー、

シンポジウム等開催（件） 
88 174 247 

 
（SICORP（e-ASIA 含む）、SICP） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

学会発表（件） 2,294 2.433 1.572 
ワークショップ、セミナー、

シンポジウム等開催（件） 
380 368 312 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)⑤ 知的財産の活用支援 

関連する政策・施策 
政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。 
第四号 新技術の企業化開発について企業等にあっせんすること。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
外国特許出願支

援申請数（件） 
― 1,491 1,637 1,705   予算額（千円） 2,805,839 2,660,000 2,996,910   

外国特許出願支

援採択数（件） 
― 818 855 642   決算額（千円） 2,636,179 2,613,826 2,701,335   

実施許諾数（外

国 特 許 出 願 支

援）（件） 

― 558 899 717   経常費用（千円） 
107,525,024 

の内数 
130,937,687 

の内数 
144,296,465 

の内数   

       
経常利益（千円） 

762,378 
の内数 

720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       
行政サービス実施コスト（千円） 

115,911,045 
の内数 

135,757,718 
の内数 

149,010,757 
の内数  

  

        
従事人員数（うち研究者数）（人） 72(0) 67(0) 68(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・我が国の国

際競争力を

強化し、経済

社会を活性

化していく

ため、大学等

及び技術移

転機関にお

ける知的財

産活動を支

援するとと

もに、金融機

関等とも連

携し、大学等

の研究開発

成果の技術

移転を促進

する。 

・機構は、大

学等におけ

る基礎研究

により生み

出された新

技術の実用

化を促進す

るため、大学

等の研究成

果の特許化

を支援する

とともに、我

が国の知的

財産戦略、市

場動向やラ

イセンスの

ための交渉

力を踏まえ

た強い特許

群の形成や

これらの特

許・特許群を

基礎とした

産学マッチ

ングの「場」

の提供など

を通じた知

的財産の活

用を促進す

る。 

・機構は、大学等

の研究成果の特

許化を支援する

とともに、強い特

許群の形成やこ

れらを基礎とし

た産学マッチン

グの「場」の提供

などを通じた知

的財産の活用を

促進する。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．特許化の支援 
イ．海外特許出願

が国益に大きく

貢献するものを

選定し、その海外

特許出願を支援

する。さらに、重

要なテーマにつ

いて、特許群の形

成に係る支援を

行う。 
ロ．発明者への特

許相談・発明評価

を行い、大学の知

的財産本部等を

支援する。 
ハ．特許分析等を

通して、知財面で

研究開発プロジ

ェクトを支援す

る。 
 
ⅱ．未利用特許の

活用加速 

［評価軸］ 
・大学等におけ

る基礎研究によ

り生み出された

新技術の実用化

の促進に資する

適切な取組が出

来ているか 
 
〈評価指標〉 
・特許化支援の

取組状況 
 
 
 
 
 
・産学マッチン

グの取組状況 
 
 
 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・特許活用の取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

知的財産の活用支援に関して、平成 26 年度は以下の取組を実施した。 
・特許化支援 
・知財集約 
・特許活用 
・産学マッチング 
・目利き人材育成 
 
 
 
 
・外国特許出願費用を支援（申請 1,705 件 採択 642 件）した。採択にあたっては、特許性・有用

性の観点から調査・審査し、その結果は各大学等に全件フィードバックした。 
・知的財産戦略センターの活動を通じて収集した情報及び大学からの情報提供、公開特許情報など

から、集約候補として 207 テーマ（467 発明）の技術を発掘し、特許性、権利の広さ、技術的優

位性、市場性、ライセンスの可能性などの観点で絞り込み、外部有識者から成る委員会による審

議を経て、22 テーマ（127 発明）の選定を行い、ライセンス活動を実施した。 
 
・研究者自らが未公開特許情報を含む研究成果をアピールする場の提供として、「新技術説明会」

を前年から 2 割強増やし 85 回開催した。また、企業が求める共同研究分野・課題を、直接大学

や公的研究機関等に呼びかける場として「産から学へのプレゼンテーション」を 6 回開催した。

うち 1 回は新たにみずほ銀行と連携することで、これまでアプローチできていなかった中小・ベ

ンチャー企業群から、4 社の発表参加を実現した。 
・大学等の研究シーズ見本市として、「イノベーション・ジャパン 2014～大学見本市&ビジネスマ

ッチング～」を NEDO と共同で開催し、前年度を約 3 千人上回る約 2 万 4 千人の来場があった。 
 
 
■パッケージ化の推進 
・複数の知財を組み合わせたパッケージ（例：IGZO、改質フライアッシュ、浮遊錯視技術（特許

権と著作権を組み合わせ）など）のライセンス活動を実施した。 
 

■海外ライセンス活動の推進 
・海外展示会（米国、台湾、シンガポール、インド）への 33 課題の出展や英文ホームページでの

PR 活動、企業への直接の売込を通じて、MgB2 特許やグルタチオン特許など、具体的な交渉に

進展している案件が出てきている。 
 
 

 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に

勘案した結果、細野 秀雄 氏
（東京工業大学 教授）らの「透

明酸化物半導体（IGZO）」特許、

野依 良治 氏（名古屋大学 特
別教授）らの「不斉触媒」特許、

山田 公 氏（京都大学 名誉教

授）らの「ガスクラスターイオ

ンビーム」特許など大型のライ

センスにより、実施料収入が得

られ、継続的に研究成果を社会

へ還元していることや安藤 敏
夫 氏（金沢大学 教授）らの「原

子間力顕微鏡」特許など、外国

特許出願支援による権利確保

により、大学等における共同研

究や実施料収入に貢献するな

ど「研究開発成果の最大化」に

向けて成果の創出や将来的な

成果の創出の期待が認められ、

着実な業務運営がなされてい

るため、評定を B とする。 
 
＜今後の課題＞ 
・指定国移行の支援要件として共

同研究やライセンス実績の提

示を求めるなど、大学等の主体

的な知財活動への取組を促す

ための制度改革を行った（平成

27 年度から実施）。 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、「研

究開発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的な成果

の創出の期待が認められ、着

実な業務運営がなされている

ため、評定を B とする。 
 
・業務の実績について、外国特

許出願支援（642 件）、集約

（22 テーマ（127 発明））な

どを実施し、あっせん・実施

許諾（206 特許（21 社））、パ

ッケージでのライセンス（5
パッケージ（39 発明）5 社）

など、本事業の支援を通じた

特許などが大型の実施許諾

に結びついており、特許活用

を通じたイノベーション創

出活動の着実な進展が図ら

れている。 
 
・また、企業ニーズとシーズの

マッチング機会として、「新

技術説明会」及び「イノベー

ション・ジャパン 2014」等

を開催し、2～3 割程度の案

件がマッチングに至ってお

り、技術移転の促進に向けた

取組が着実に行われている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・特許化支援の制度改革を行い、

各大学等が自ら事業化を見据
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イ．特許情報のデ

ータベースを提

供し、大学等の未

利用特許の活用

を加速化する。 
ロ．有望技術に対

して試験研究及

び技術移転調査

に係る支援を行

う。 
ハ．機構が集約す

ることで活用が

見込まれるもの

について、大学か

ら有償で取得す

る。価値向上を図

り、ライセンス等

につなげる。 
 
ⅲ．技術移転の促

進 
イ．技術情報を随

時更新して公開

する。また、説明

会や展示会を開

催し、企業ニーズ

とシーズのマッ

チング機会を提

供する。 
ロ．研究開発成果

のあっせん・実施

許諾に着実に結

びつける。 
ハ．大学や企業等

からの技術移転

の相談等に対応

して、技術移転を

促進させる。ま

た、大学等の人材

に対し必要な研

修を行うととも

・目利き人材育

成の取組状況 
 
［評価軸］ 
・大学等におけ

る基礎研究によ

り生み出された

新技術の実用化

の促進に資する

成果が出ている

か 
 
〈評価指標〉 
・特許活用の取

組成果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・特許化支援の

取組成果 
 
 

・目利き人材育成プログラム（6 コース・17 回開催、延べ受講者 603 人）を実施し、新たに、URA
を意識した内容（研究力分析など）をカリキュラムに盛り込んだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・パッケージでのライセンス成約件数：5 パッケージ（39 発明） 5 社 
・あっせん・実施許諾（ライセンス）を行った対象特許件数：206 特許（21 社） 
・集約を実施した 22 テーマのうち、1 テーマ（1 件）について 1 社とライセンス契約の締結に至

った。 
・細野 秀雄 氏（東京工業大学 教授）らの特許に大学や企業の特許も含めた特許群のライセンス

活動を実施した。 
 新たに中国企業 1 社とライセンス契約を締結した。 
 実施料収入（平成 26 年度末現在）：約 563 百万円 
（参考）細野教授に、第二回（平成 27 年）「知的財産特別貢献賞」 
受賞内容：「高精細ディスプレイに適した酸化物半導体」 
・知的財産特別貢献賞は、大学や公的研究機関などの、真に独創的な研究成果に基づく知

的財産の創造と活用を通して、日本の科学技術の発展に寄与し経済社会上大きな成果を

あげた特に優れた研究者に対し、その業績を称え表彰するもので、JST が平成 23 年度

に創設した。 
・野依 良治 氏（名古屋大学 特別教授）（平成 13 年にノーベル化学賞を受賞）らの不斉触媒特許

により収入を継続的に得た。 
 ライセンス先：9 社 
 実施料収入（平成 26 年度末現在）：約 233 百万円 

・山田 公 氏（京都大学 名誉教授）らによる、ガスクラスターイオンビーム関連特許により収入

を継続的に得た。 
 ライセンス先：累計 9 社 
 実施料収入（平成 26 年度末現在）：約 42 百万円 

 
 
・外国特許出願支援で支援した発明の特許になった割合：92.4% 

 3 極特許庁の特許化率（米国：68.9%、欧州：49.8%、日本：66.8%） 
・外国特許出願支援の効果（共同研究、実施許諾への展開）：下表 

 大型の共同研究費獲得の誘因となる効果が認められる。 

えた知財戦略の策定やその推

進を行いうる制度とし、大学

の自立的な知財マネジメント

の実現に向けた支援をしてい

く必要がある。 
 
・知財集約においては、特許分

析等を通して研究開発プロジ

ェクトにおける重点領域を設

定し、パッケージ化が効果を

発揮して我が国産業に資する

技術を重点的かつ戦略的に集

約し、研究開発成果を最大化

していく必要がある。 
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に、参加者の交流

を通じた人的ネ

ットワークの構

築を支援する。 
 
ⅳ．評価と評価結

果の反映・活用 
イ．支援した発明

が特許になった

割合の調査等の

アンケート調査

を実施し、必要に

応じて結果を事

業の運営に反映

させる。 
 
ⅴ．成果の公表・

発信 
イ．支援を行った

特許の状況等に

ついて、分かりや

すく社会に向け

て情報発信する。 
ロ．マッチング、

人材研修、知的財

産活用の加速化、

研究開発成果の

あっせん・実施許

諾の実施状況等

について、分かり

やすく社会に向

けて情報発信す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・産学マッチン

グの取組成果 
 

 
 全国（H25 年度） 外国特許出願支援関連 

共同研究数（件） 21,336 1,157 
共同研究費受入額（百万円） 51,666 8,135 

（1 件あたり）（百万円） 2.42 7.03 
実施許諾数（件） 9,856 717 
実施料収入（百万円） 2,212 230 

（1 件あたり）（百万円） 0.22 0.32 
 

■外国特許出願支援の成果事例 

・「高速原子間力顕微鏡」（安藤 敏夫 氏（金沢大学 教授）らの研究成果） 
 13 件の発明を 10 か国に海外出願・権利化。 
 株式会社生体分子計測研究所ほか、国内外累計 5 社（国内 2 社、海外 3 社）とライセンス

契約 
 実施料収入累計：約 31 百万円。 

・「電解採取用陽極」（盛満 正嗣 氏（同志社大学 教授）の研究成果） 
 海外 1 社とライセンス契約 
 実施料収入累計：約 51 百万円 

 
・「新技術説明会」、「産から学へのプレゼンテーション」ともに、発表者及び聴講者からそれぞれ

技術移転活動に有効であったとの回答を 8 割以上得た。また、開催後のマッチング率はそれぞれ、

24%、27%であった。 
・「イノベーション・ジャパン 2014～大学見本市&ビジネスマッチング～」では、開催後アンケー

トにより、技術移転活動に有効であったとの回答を 8 割以上得た。また、マッチングの成果とし

て、開催後 3 年が経過した段階でのマッチング率は 27%であった。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(1)⑥ 革新的新技術研究開発の推進 

関連する政策・施策 

「日本再興戦略改訂 2014」（平成 26 年 6 月 24 日閣議決定） 
「科学技術イノベーション総合戦略 2014」（平成 26 年 6 月 24
日閣議決定） 
「好循環実現のための経済対策」（平成 25 年 12 月 5 日閣議決

定） 
「革新的研究開発推進プログラム運用基本方針」（平成 26 年 2
月 14 日総合科学技術会議決定） 
 
政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
 施策目標 7－3 科学技術システム改革の先導 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

「革新的研究開発推進プログラム運用基本方針」（平成 26 年 2 月 14 日総合科学技術

会議） 
（独）科学技術振興機構（以下「機構」という。）は、PM の採用に関する総合科学

技術会議の決定を踏まえ、PM を雇用する。機構は、総合科学技術会議が行う PM の

進捗管理に対し的確に対応するとともに、PM 雇用者としての立場、PM 活動を支援

する立場及び適正な基金管理の観点に留意し、その適切な体制を構築する。 
 
独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。  
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
レビュー会開

催支援数（件） 
― ― ― 7   予算額（千円） ― 19,881 8,792,456   

委託研究契約

締結数（件） 
― ― ― 128   決算額（千円） ― 921 4,875,078   

       
経常費用（千円） ― 921 4,875,078   

       
経常利益（千円） ― 0 0   

       行政サービス実

施コスト（千円） 
― 650 4,789,034   

        従事人員数（うち

研究者数）（人） 
― 3(0) 29(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・将来におけ

る我が国の

経済社会の

発展の基盤

となる革新

的な新技術

の創出を集

中的に推進

するため、

国から交付

される補助

金により基

金を設け、

総合科学技

術会議が策

定する方針

の下、実現

すれば産業

や社会のあ

り方に大き

な変革をも

たらす科学

技術イノベ

ーションの

創出を目指

し、革新的

な新技術の

創出に係る

研究開発を

推進する。 

・将来におけ

る我が国の

経済社会の

発展の基盤

となる革新

的な新技術

の創出を集

中的に推進

するため、

国から交付

される補助

金により基

金を設け、

総合科学技

術会議が策

定する方針

の下、実現

すれば産業

や社会のあ

り方に大き

な変革をも

たらす科学

技術イノベ

ーションの

創出を目指

し、革新的

な新技術の

創出に係る

研究開発を

推進する。 

・将来における我が

国の経済社会の発

展の基盤となる革

新的な新技術の創

出を集中的に推進

するため、国から交

付される補助金に

より基金を設け、総

合科学技術・イノベ

ーション会議が策

定する方針の下、実

現すれば産業や社

会のあり方に大き

な変革をもたらす

科学技術イノベー

ションの創出を目

指し、革新的な新技

術の創出に係る研

究開発を推進する。 
［推進方法］ 
ⅰ．基金の運用方針 
イ．総合科学技術・

イノベーション会議

が策定する方針の

下、実現すれば産業

や社会のあり方に大

きな変革をもたらす

科学技術イノベーシ

ョンの創出を目指

す。 
ⅱ．研究開発の推進 
イ．プログラム・マ

ネージャーの採用に

関する総合科学技

術・イノベーション

会議の決定を踏まえ

て、プログラム・マ

［評価軸］ 
・研究開発を

推進するため

の PM マネジ

メント支援体

制は適切か 
 
〈評価指標〉 
・PM 雇用者と

しての環境整

備状況 
 
・PM の業務を

支援する体制

の適切性 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・CSTI 方針 
 
・大学等との

連携状況 
 
 
 
・PM 補佐（研

究開発マネジ

メント・運営

担当）、業務ア

シスタントの

充足状況 
 
［評価軸］ 
・研究開発を

 
 
 
 
 
 
 
 
・プログラム･マネージャー（PM）による研究開発プログラムのマネジメント活動を踏まえ、

その実施に適した就業規則などの例規を整備した。 
・12 名の PM の執務環境、IT 環境を整備するとともに、PM-PM 間の連携を促進し、相互啓発

を促すオープンな環境をワンフロアに整備した。 
 
・ImPACT 趣旨を踏まえたマニュアルを作成し、PM への説明会を実施した。 
・PM による研究開発プログラムのガバナンスを強化し、適切にマネジメントができるよう、

従来の JST と研究機関の 2 者による委託研究契約に加え、知的財産権の運用方針などについ

て定めた全ての研究機関が参加する、契約（実施規約）の雛形を整備した。 
・利益相反など諸問題発生時に PM が相談できる体制を整備した。 
 
 

 

・PM12 名が CSTI によって選定された。 
 
・クロスアポイントメント制度について、4 大学（6PM）との間で実運用上の課題を調整・克

服し、協定書を締結の上、PM を雇用した。 
・HP を通じ、ImPACT の制度趣旨を踏まえた事務処理マニュアル・様式を作成・公開した。 
・事務処理説明会を各地（仙台、京都、福岡、東京）で開催し、制度の周知に尽力した。 
 
・技術面から支援する PM 補佐（研究開発マネジメント）を各 PM からの要望に従って 1 名以

上雇用した。事業運営面から支援する PM 補佐（運営担当）を 8 名配置。業務アシスタント

として、7 名を配置した。 
 
 
 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、新

規プログラムの実施環境の

整備や、広報活動において顕

著な成果を挙げるとともに、

PM のマネジメント支援を適

切に実施し、プログラムを順

調に立ち上げたように、「研

究開発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的な成

果の創出の期待が認められ、

着実な業務運営がなされて

いるため、評定を B とする。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も引き続き、PM の構想

や方針に則したマネジメン

ト支援を実施する。 
・また、PM の構想した研究開

発プログラムにおいて各研

究開発機関が速やかに研究

開発に着手できるよう、委託

研究開発契約等の締結に係

る業務を迅速に行う。 
・さらに、アウトリーチをより

充実させるため、HP のコン

テンツ拡充や、パンフレット

の更新等を通じ、適切な情報

発信に努める。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、「研

究開発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的な成果

の創出等の期待が認められ、

着実な業務運営がなされてい

るため、評定を B とする。 
 
・業務のマネジメントについて

は、内閣府・総合科学技術イ

ノベーション会議（CSTI）の

方針に基づき、プログラムマ

ネージャ（PM）を雇用し、新

規プログラムの実施環境の整

備や広報活動、PM のマネジ

メント支援を適切に実施する

などして、プログラムを順調

に立ち上げたことが確認でき

た。 
 
・CSTI の方針に基づき、着実

な業務運営の下でプログラム

を実施していると認められ

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き CSTI の方針に基づ

き、事業支援を実施するとと

もに、PM の構想した研究開

発プログラムにおいて各機関

が速やかに研究開発に着手で

きるよう、委託契約の締結等

に係る業務を迅速に行うなど

して、プログラムを着実に推
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ネージャーを雇用す

るとともに、プログ

ラム・マネージャー

の活動を支援する体

制を構築する。 
ロ．プログラム・マ

ネージャーの実施管

理のもと、研究開発

課題の特性や進展状

況などに応じた効果

的な研究開発を推進

する。 
ハ．研究開発の推進

にあたり、プログラ

ム・マネージャーの

構想した研究開発プ

ログラムが革新的研

究開発推進プログラ

ム有識者会議等で確

認された後、速やか

に研究開発に着手で

きるよう、事業実施

説明会等を開催する

とともに、研究開発

契約の締結等に係る

業務を迅速に行う。 
ニ．研究開発成果の

社会還元に向け、知

的財産の形成に努め

るとともに、機構の

技術移転制度等を積

極的に活用して成果

の展開を促進する。 
ⅲ．成果の公表・発

信 
イ．研究開発内容、

研究開発成果に係る

論文発表、口頭発表、

特許出願の状況及び

成果の社会・経済へ

の波及効果等につい

推進するため

の適切な PM
マネジメント

支援が出来て

いるか 
 
 
〈評価指標〉 
・PM の雇用状

況 
 
・研究開発プ

ログラムの作

り込み支援の

適切性 
 
・PM がハイリ

スク・ハイイ

ンパクトな研

究プログラム

に取り組むた

めの支援状況 
 
・政策目的に

照らした、適

切な広報・ア

ウトリーチ活

動の実施状況 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・レビュー会

の開催回数 
 
・ プ ロ グ ラ

ム・マネジメ

ントについて

の PM への研

修、PM に対す

る講演等の実

施状況、回数 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 26 年 6 月 CSTI による PM 選定以降、着実に PM 雇用を進め、平成 27 年 1 月をもって

全 12PM の雇用を完了した（9 月 3 名、10 月 7 名、11 月 1 名、1 月 1 名）。 
 
・PM 選定以降、CSTI 有識者議員によるレビュー会の開催を支援した。毎月のレビュー会を経

て 10 月に作り込みを完了させ、CSTI 推進会議における承認を経て、プログラムの円滑なス

タートを実現した。 
 
 
・PM による研究開発機関選定を着実に支援し、研究開発プログラムにおける研究開発をスタ

ートさせた（PM 公募支援実績：8 件の研究機関公募支援を実施）。 
・PM が実施する研究開発プログラムのマネジメント活動に対する支援として、以下の活動を

実施した。 
 PM の企画する大小さまざまな形態のシンポジウム、ワークショップ、運営会議等の開

催に係る支援を実施した（実績：53 件）。 
 
・サイエンスアゴラにおけるキーノートセッションや ImPACT キックオフ・フォーラムの開催

を通じて、日本を「イノベーションに最も適した国」とすることを目指す ImPACT の政策目

的に照らし、単に 12 プログラムの紹介にとどまらず、次世代を担う若者への刺激や ImPACT
マインドの普及も考慮した広報・アウトリーチ活動を実施した。 

 

 

 

 

・PM と CSTI 議員とのディスカッションの場としてのレビュー会について、内閣府による開

催の支援を実施した（平成 26 年度実施 7 回。）。 
 
・元 DARPA-PM を講師に招き、3 日間にわたる PM 研修を実施した。PM によるマネジメン

ト方法や研究成果の展開について、DARPA の実践的な事例を紹介した。 
 
 

 

 

 

進する必要がある。 
 
 



90 
 

て把握するととも

に、研究開発成果に

ついて報道発表、ホ

ームページ、メール

マガジン等を活用し

て、知的財産等の保

護に配慮しつつ、分

かりやすく社会に向

けて情報発信する。 

・ImPACT の

実施規約の

締結数、機関

数 
 
・PM 活動に関

するアウトリ

ーチ活動状況

（実施・支援

件数） 
 
 
 
 

・各プログラムにおける実施規約及び委託研究契約について参加研究開発機関と調整の上、契

約を締結した（延べ 128 機関）。 
 
 
 
・サイエンスアゴラ内でキーノートセッションを開催した。社会がハイリスク研究を求めるよ

うになってきた背景と今後の展望について議論した。 
・ImPACT キックオフ・フォーラムを平成 27 年 3 月 24 日丸ビルホールにおいて開催し、約

300 名の聴衆が参加した。 
・フォーラム全般における満足度について参加者へのアンケートを実施した結果、161 名の回

答者について、5 段階評価で最も高い評価をつけた回答者が 49.1%、二番目に高い評価をつ

けた回答者が 34.8%と、総じて高評価を受けた。 
・Newsletter、パンフレット、制度及び各 PM のプログラムを紹介する PV を作成した。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(2)① 知識インフラの構築 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第五号 内外の科学技術情報を収集し、整理し、保管し、提供し、及び閲覧させるこ

と。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
書誌データ整備件数

（件） 1,300,000 1,492,462 1,388,432 1,376,191   予算額（千円） 8,172,608 6,706,779 6,462,409   

J-GLOBAL 利用件数 
（うち、詳細情報の

表示件数） 
（うち、API による

検索件数） 

34,000,000 

43,670,068 
 

(42,555,218) 
 
 

(1,114,850) 

54,707,062 
 

(38,960,756) 
 
 

(15,746,306) 

47,306,021 
 

(28,695,610) 
 
 

(18,610,411) 

  決算額（千円） 7,669,087 6,883,023 6,480,940   

データベースカタロ

グ統合数（件） ― 1,258 1,362 1,421   経常費用（千円） 110,036,064 
の内数 

132,361,921 
の内数 

145,772,702 
の内数   

統合 DB アクセス数

（千件） ― 2,895 4,088 4,047   経常利益（千円） 1,142,268 
の内数 

1,083,089 
の内数 

968,779 
の内数   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
116,123,383 

の内数 
135,959,334 

の内数 
149,057,468 

の内数   

        従事人員数（うち研

究者数）（人） 103(6) 85(8) 85(8)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・科学技術イ

ノベーション

創出に寄与す

るため、我が

国の研究開発

活動を支える

科学技術情報

基盤として、

利用者が必要

とする科学技

術情報を効果

的に活用でき

る環境などを

構築し、科学

技術情報の流

通 を 促 進 す

る。さらに、

科学技術情報

を、政策立案

や経営戦略策

定などにおけ

る意思決定へ

の 活 用 や 組

織・分野の枠

を越えた研究

者及び技術者

等の人的ネッ

トワーク構築

の促進等に資

する環境を構

築する。 
・我が国にお

けるライフサ

イエンス研究

の成果が、広

く研究者コミ

ュニティに共

・機構は、科

学技術イノ

ベーション

の創出に寄

与するため、

我が国の研

究開発活動

を支える科

学技術情報

基盤として、

利用者が必

要とする科

学技術情報

の効果的な

活用と国内

学協会等に

よる研究成

果の国内外

に向けた発

信が促進さ

れる環境を

構築し、科学

技術情報の

流通を促進

する。科学技

術情報流通

の促進にあ

たっては、科

学技術情報

を政策立案

や経営戦略

策定などに

おける意思

決定に資す

る形で提供

するため、機

構内外の科

ａ．科学技術情

報の流通・連

携・活用の促進 
・機構は、科学

技術イノベーシ

ョンの創出に寄

与するため、我

が国の研究開発

活動を支える科

学技術情報基盤

として、利用者

が必要とする科

学技術情報の効

果的な活用と国

内学協会等によ

る研究成果の国

内外に向けた発

信が促進される

環境を構築し、

科学技術情報の

流通を促進す

る。科学技術情

報流通の促進に

あたっては、科

学技術情報を政

策立案や経営戦

略策定などにお

ける意思決定に

資する形で提供

するため、機構

内外の科学技術

情報を統合して

検索・抽出し分

析することが可

能なシステムを

構築し、展開す

る。また、組織

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・効果的・効

率的な情報

収集・提供・

利活用に資

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ａ．科学技術情報の流通・連携・活用の促進 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等

に照らし、法人の活動に

よる成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、科

学技術情報というビッ

グデータから新たな知

識を抽出することで、研

究開発力の飛躍的向上

や政策立案、経営戦略策

定における意思決定に

貢献するために、オープ

ンイノベーション手法

によるオンリーワンデ

ータベースの基盤を築

いたことや、日本化学物

質辞書（日化辞）の国際

的ハブデータベース化

によるデータの集積に

より、ライフサイエンス

データベースの統合に

向けた取組を着実に推

進するなど「研究開発成

果の最大化」に向けて成

果の創出や将来的な成

果の創出の期待が認め

られ、着実な業務運営が

なされているため、評定

を B とする。 
 
ａ．科学技術情報の流通・

連携・活用の促進 
評定：B 
 
＜評定に至った理由＞ 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、

「研究開発成果の最大化」に

向けて成果の創出や将来的

な成果の創出等が認められ、

着実な業務運営がなされて

いるため、評定を B とする。 
 
・業務の実績について、科学技

術情報連携・流通促進事業に

ついては、利用者の利便性の

向上やサービスの質の向上

などの観点からの取組や各

サービスの基盤となる引用

情報整備、情報分析基盤の構

築が着実に実施されている。 
 
・また、ライフサイエンスデー

タベース統合推進事業につ

いては、データベースの連携

や研究成果の共有化に関し、

NBDC ヒトデータベースへ

のデータ受け入れや統合デ

ータベースの構築に着実に

取り組んでいる。 
 
 
 
 
（各論） 
ａ．科学技術情報の流通・連

携・活用の促進 
・サービスの高度化において、

利用者の利便性の向上やサ

ービスの質の向上などの観
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有され、活用

されることに

より、基礎研

究や産業応用

につながる研

究開発を含む

ライフサイエ

ンス研究全体

の活性化に貢

献するため、

国が示す方針

の下、様々な

研究機関等に

よって作成さ

れたライフサ

イエンス分野

データベース

の統合に向け

た、戦略の立

案、ポータル

サ イ ト の 構

築・運用及び

研究開発を推

進し、ライフ

サイエンス分

野データベー

スの統合に資

する成果を得

る。 

学技術情報

を統合して

検索・抽出し

分析するこ

とが可能な

システムを

構築し、展開

する。また、

組織や分野

の枠を越え

た人的ネッ

トワークの

構築を促進

するため、研

究者及び技

術者等に関

する情報を

幅広く活用

できる環境

を構築する。 
・機構は、基

礎研究や産

業応用につ

ながる研究

開発を含む

ライフサイ

エンス研究

開発全体の

活性化に貢

献するため、

国が示す方

針の下、各研

究機関等に

おけるライ

フサイエン

ス研究の成

果が広く研

究者コミュ

ニティに共

有され、活用

されるよう、

や分野の枠を越

えた人的ネット

ワークの構築を

促進するため、

研究者及び技術

者等に関する情

報を幅広く活用

できる環境を構

築する。なお、

これらの取組を

効果的かつ効率

的に進めるた

め、科学技術情

報をもつ産学官

の機関との連携

を進めるととも

に、常に利用者

ニーズを把握

し、利用者視点

に立ってシステ

ムの利便性向上 
を図る。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．研究開発活

動に係る基本的

な情報等の収

集・整備・提供 
イ．国内の大学、

公的研究機関等

を対象とした研

究機関情報、研

究者情報を収集

するとともに、

国立情報学研究

所との連携のも

と、研究者情報

データベース

（ 以 下 、

「 Researchma
p」という）を

するための

新技術の導

入や開発を

することが

できたか 
・ユーザーニ

ーズに応え

た情報の高

度化、高付加

価値化を行

っているか 
 
〈評価指標〉 
・サービスの

高度化への

取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究開発活動に係る基本的な情報の収集・整備・提供、科学技術論文の発信・流通の促進、科学技術情報の

統合・分析機能の構築のため、各サービスにおいて下記の新たな機能の開発、既存機能の改修、事業方針の

策定等を行った。 
■researchmap  ～情報の網羅性・質の向上、利用者の利便性向上～ 
・登録研究者の業績情報について、Elsevier 社の抄録・引用文献 DB である Scopus から researchmap へ論文

情報を取り込む機能を開発した（平成 27 年 5 月 21 日リリース）。 
・登録研究者の業績情報について、J-GLOBAL 及び JaLC の書誌同定を利用して全文情報の所在を探しリン

クする仕組みを実装した。 
・大学などの他機関のデータベースから researchmap の業績情報の編集画面を呼び出せる機能を開発し、平

成 26 年度は京都大学の研究者情報システムでサービスを開始した。 
・researchmap の研究者情報を元に重複登録研究者を同定する機能を実装し、researchmap に重複登録のあ

る研究者の整理に着手した。 
 
■J-STAGE  ～利用者の利便性向上、サービスの質向上～ 
・オープンアクセスの推進に向け、ライセンス条件に基づいた科学技術論文の流通促進ができるよう、Creative 

Commons 等の著作権を表示する機能を追加実装した。 
・目的とする情報を利用者が発見しやすくするため、Google Scholar のインデキシングポリシーに適合するよ

う、抄録のない記事の 1 ページ目を書誌情報画面として表示する機能改善を行った。また、Google 等のク

ロール検索を許可する設定変更を行った。 
・シリアルズ・クライシス等の課題に対応するため、J-STAGE の在るべき姿について総合的な見直しを行い、

ジャーナルのみならず幅広い学術情報の電子化推進のためのプラットフォームの改造、我が国の選りすぐり

の優れた論文を高機能なサービスとともにアピールする仕組み（バーチャルジャーナル）の構築に向けた取

組を平成 27 年度から実施する方針を決定した。 

・機関名同定について、国内上場企業及び国立大学を対象として先行着手した。JST 文献情報（平成 22～26
年度分）との紐付けを行い、分析用データを作成した。平成 27 年度に J-GLOBAL へ登載する予定。 

 
 
 

・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等

に照らし、法人の活動に

よる成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、科

学技術情報というビッ

グデータから新たな知

識を抽出することで、研

究開発力の飛躍的向上

や政策立案、経営戦略策

定における意思決定に

貢献するために、オープ

ンイノベーション手法

によるオンリーワンデ

ータベースの基盤を築

いたことや、既存事業の

改革を推進するととも

に将来を鑑みた新サー

ビスの検討や開発に着

手するなど、科学技術情

報の流通・連携・活用に

向けた新たな方向性を

見出しており、「研究開

発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的

な成果の創出の期待が

認められ、着実な業務運

営がなされているため、

評定を B とする。 
 
＜今後の課題＞ 
・効果的・効率的にサービ

スの高度化がなされる

よう、引き続き外部機関

との連携強化に努める。 
・情報分析基盤を本格稼動

させ、データを拡充する

と共に分析事例を増や

す。 
・ジャーナルのみならず幅

点からの取組が着実に実施

されている。また、各サービ

スの基盤となる情報の整備

についても、引用情報整備、

情報分析基盤の構築につい

て着実に実施されていると

評価する。 
  
・サービスの効率的・効果的な

運用については、J-STAGE
の運用経費を抑制する工夫

や、文献情報作成をコスト面

から検討し工夫している点

は評価できる。 
 
・サービスの利用状況について

は、各サービスとも順調な利

用状況であり、中期計画中に

目標を達成する見込みであ

る。 
 
・サービスの高度化の効果（成

果の可視化及び内外との連

携）については、各サービス

の着実な高度化を図ってい

ることによって、研究開発の

戦略立案に資するような定

量的な分析情報が提供でき

るようになり、また、内外と

の連携においても、特許情報

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

（J-PlatPat）と連携し、特

許情報からも JST の各種情

報が検索できるようになっ

たり、四国産学連携イノベー

ション機構（SICO）におい

て、大学の成果と企業が必要

とする技術のマッチング等

に活用されている点などは

評価できる。 
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各研究機関

等によって

作成された

ライフサイ

エンス分野

のデータベ

ースの統合

に必要な研

究開発を実

施し、ライフ

サイエンス

分野のデー

タベースの

統合を推進

する。 

整備・提供する。

データの整備に

あたっては、各

機関の保有する

研究者情報デー

タベース等の情

報源を活用し、

効率的に行う。 
ロ．国内外の科

学技術関係資料

を収集し、掲載

されている論文

等の論文名、著

者名、発行日等

の書誌情報につ

いて 130 万件

以上のデータを

整備し、データ

ベースへ収録す

る。また、国内

の特許情報につ

いても整備し、

データベースへ

収録する。 
ハ．研究成果（文

献書誌、特許）

の検索等に有用

な科学技術用語

辞書と機関名辞

書を整備する。 
ニ．上記イ～ハ

で整備した研究

開発活動に係る

基本的な情報を

中核として機構

内外の科学技術

情報の横断的な

利用を促進する

科学技術総合リ

ンクセンター

（ 以 下 、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・情報分析基

盤の整備へ

の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■JaLC ～コンテンツ拡大、サービスの質向上～ 
・DOI 登録の対象を学術雑誌論文から書籍、研究データ、報告書、e-learning などに拡大する等の新規機能を

備えた JaLC 新システムの環境構築及び旧システムからの移行等を行い、平成 26 年 12 月 21 日に新システ

ムをリリースした。 
・研究データへの DOI 登録に対応するため、我が国の研究データを取り扱う 8 機関 9 チームの参加による「研

究データへの DOI 登録実験プロジェクト」を平成 26 年 10 月より発足し、試行を開始した。登録ポリシー

や運用方法の確立、DOI の活用方法などにおける課題を抽出し、検討を行っている（期間：平成 26 年 10
月～平成 27 年 9 月（予定））。 

 
■J-GLOBAL ～利用者の利便性向上、情報の質向上～ 
・他のデータセットと組み合わせた利活用を促進させることを目的に、日化辞の化学物質情報を RDF
（Resource Description Framework、コンピューターが情報を理解できるように統一された書式で作成さ

れたデータのこと）での一般提供に向け、平成 25 年に開発したインターフェースの機能改修を実施した（平

成 27 年 5 月 28 日リリース）。 
・「著者名」「機関名」「書誌」などの基本情報間の関連付け精度向上のため、これらの情報を総合的に同定す

るシステムを開発し、表記ゆれを同定した。 
 
■シソーラス ～情報の質向上～ 
・日々変遷する科学技術用語に対応するため、短いスパンでのシソーラス改訂を可能とする手法を構築し、新

手法による改訂を実施、改訂した新シソーラスを提供した。 
 
■英日自動翻訳システム ～情報の網羅性向上 
・コスト削減、翻訳件数増加を目指し、機構が長年作成してきた対訳データと情報通信研究機構（NICT）の

統計翻訳手法を組み合わせて英日自動翻訳システムを開発し、中国文献データベース（JSTChina）の英語

タイトル及び英語抄録の翻訳に導入した。 
 
・機構が長年蓄積してきた科学技術情報というビッグデータから新たな知識を抽出することで、研究開発力の

飛躍的向上や政策立案、経営戦略策定における意思決定に貢献するため、基盤データベースの構築に係る以

下の取組を実施した。 
 
■引用情報整備 
・国内科学技術論文（平成 19～26 年、約 572 万件）、国立情報学研究所（NII）の引用文献検索データベース

（平成 19～25 年、約 774 万件）、Scopus（平成 19～25 年、約 4 億 3,600 万件）の引用情報を整備した。 
 
■研究者名同定、機関名同定 
・文献情報・特許情報に記される著者名を一意に同定して研究者自身が登録した情報と紐付ける「研究者名同

定」を実施した。 
・機関名同定について、国内上場企業及び国立大学を対象として先行着手した。JST 文献情報（平成 22～26
年度分）との紐付けを行い、分析用データを作成した。平成 27 年度に J-GLOBAL へ登載する予定。 

 
 

広い学術情報の電子化

推進に向けたプラット

フォームの改造を着実

に実施する。 
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「J-GLOBAL」
という）につい

て、その活用と

普及を図る。ま

た利用者のニー

ズ等を踏まえ、

基本情報間の関

連付け精度向上

等、J-GLOBAL 
の機能拡張及び

改善を行うとと

もに、他機関の

もつデータベー

スとの連携を促

進する。 
ⅱ．科学技術論

文の発信、流通

の促進 
イ．我が国の学

協会の発信力強

化と、研究成果

の国内外に向け

た幅広い流通を

促進するため、

国内学協会によ

る電子ジャーナ

ル出版のための

共通プラットフ

ォームとして、

論文の審査、編

集及び流通等を

統合的に行うシ

ステム（以下、

「J-STAGE」と

いう）を運用し、

提供する。 
ロ ． J-STAGE 
については、サ

ービスの利用を

促進するため、

利用者のニーズ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・JST 内外と

の連携への

取組状況 
 
〈モニタリ

ング指標〉 
・サービスの

効率的・効果

的な運用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・科学技術イ

ノベーショ

ンの創出に

寄与するた

め科学技術

情報の流通

基盤を整備

し、流通を促

進できたか 
 
 
 

■情報分析基盤の構築 
・JST がファンドした研究課題（昭和 34 年～、約 2 万件）及び産出された研究成果論文・特許等を集約し、

研究成果の多面的な調査分析を可能とする「Funding Management Database（FMDB）」を平成 26 年 6 月

から試行稼動した。 
・FMDB を活用し、JST 担当部門（イノベーション企画推進室・CRDS・戦略研究推進部）や文部科学省等に

おける研究開発の現状分析や戦略立案に必要な分析を支援した。 
・FMDB に登載しているデータのうち公開可能な部分について、平成 27 年度上半期から「JST 研究成果報告

書公開 DB」として提供する予定。 
 
・JST 内外の機関と連携してデータ収集、システム開発、サービス提供等を実施した。 
 
 
 
 
 
・サービスの効果的・効率的な運用のため、以下の取組・方針決定等を行った。 

 所蔵資料の複写サービスは需要が減少していることから、サービスの廃止も含め、今後のあり方を検討

した（文献情報提供勘定）。 
 researchmap の研究者情報の収集にあたり、各機関の保有する研究者 DB 等の情報源との連携を増やす

ことで情報の効率的なアップデートを促進した。 
 J-STAGE の運用経費をおさえるため、投稿審査システムを利用する場合、学協会の会員規模に応じて

利用料を徴収する受益者負担制度を今年度から導入した（利用実績：141 学会・167 誌、学協会負担額

19,750千円）。平成24年度から導入した論文の剽窃検知システムCrossCheckの受益者負担についても、

引き続き従量制部分を学協会の受益者負担とし、平成 27 年度中に請求を行う予定である（利用実績：

50 学会・57 誌）。 
 文献情報作成の効率化のため、外国出版社に対し、メタデータの提供と著者抄録の利用許諾を求め、新

規に 203 誌（総計 605 誌）の交渉を成立させた。 
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を把握し、利用

者視点に立って

システムの利便

性向上を図る。 
ⅲ．科学技術情

報の統合・分析

機能の構築 
イ．科学技術情

報に係るデジタ

ル情報資源のネ

ットワーク化等

を促進するた

め、関係機関と

共同でコンテン

ツの所在情報を

整備し、その整

備した情報をデ

ータベースリン

ク機能として提

供する。 ロ．科

学技術情報を政

策立案や経営戦

略策定などにお

ける意思決定に

資する形で提供

するため、上記

で整備した基本

情報及びそれら

に関連する機構

内外の科学技術

情報を統合して

検索・抽出し分

析することがで

きる機能を構築

するとともに、

ホームページに

より、分析デー

タや分析手法等

を国内外に提供

する。 
ⅳ．人的ネット

〈評価指標〉 
・サービスの

利用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■J-STAGE 

 H24 年度末 H25 年度末 H26 年度末 増減 
参加学協会数（団体） 918 960 1,001 41 

誌数 
ジャーナル（誌） 1,621 1,685 1,734 49 
予稿集等（誌） 128 128 127 -1 
合計（誌） 1,749 1,813 1,861 48 

記事数 
ジャーナル（件） 2,241,433 2,337,248 2,363,325 26,077 
予稿集等（件） 256,830 269,023 281,911 12,888 
合計（件） 2,498,263 2,606,271 2,645,236 38,965 

 

（参加学協会誌数） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 中期目標期間累計 
新規参加学協会誌数（公開数）（誌） 138 64 51 253 

・中期計画の目標値：「450 誌（年平均 90 誌）以上の新規学協会誌の参加を得る」であるのに対し、平成 26
年度の増加数（公開された誌数）は 51 誌であった。平成 26 年度の J-STAGE への応募数 98 誌と需要はあ

るものの、新規採択を応募の半分に抑えている。これは、「査読付き原著論文数」、「データの作成・登載体

制」、「認証・エンバーゴ期間」などの審査ポイントを満たすジャーナルから優先して採択する方針としたこ

と、及び J-STAGE の機能を簡略化して使い勝手の良い新サービスの開発を推進している最中であり、その

サービスを活用すべきと考える学協会については新サービスから参加することを促しているためである。な

お、新サービスの提供開始は平成 27 年 12 月を予定しており、多くの新規加入も期待できることから中期計

画の目標達成は可能と考えている。 
 

（利用者満足度） 

利用者満足度調査において

有用と回答した割合（%） 

H24 年度 H25 年度 H26 年度 
98 

（n＝77） 
92 

（n＝1,344) 
91 

（n＝3,297） 
・中期計画の目標を「サービスの利用者に対して調査を行い、回答者の 8 割以上から有用であるとの肯定的な

回答を得る」としており、毎年 J-STAGE 閲覧者に対する利用者満足度調査を実施している。現中期計画期

間を通じて、目標を達成している。 
・平成 26 年度の調査結果（n＝2,445；日本語ユーザー（n＝2,652）のうち有用と肯定的な回答をした者）に

よると、有用とする理由として「無料で利用できる（83%）」「学術情報として信頼できる（64%）」「公的機

関のサービスであり信頼できる（44%）」「情報収集の効率化に役立つ（43%）」が上位に挙げられた。 
 

（年間ダウンロード数） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 中期目標期間累計 
登載論文年間ダウン

ロード数（件） 
32,501,658 41,860,767 75,637,212 149,999,637 

・中期計画の目標値「中期目標期間中の累計で 12,500 万件（年平均 2,500 万件）」であるところ、平成 26 年

度までの累計が約 15,000 万件に達した。これは、ジャーナル数、記事数の増加に伴うダウンロード数増加、

及び Google を経由したアクセスの間口を広げる取組を行った効果と考えている。 
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ワークの構築促

進 
イ．科学技術イ

ノベーションの

創出に寄与する

ため、組織や分

野の枠を越えた

人的ネットワー

ク構築を促進す

る べ く 、

Researchmap 
の機能改善を行

う。また、人材

インフラで整備

される求人・求

職情報データベ

ー ス

（JREC-IN）と 
Researchmap 
の間で、研究者

等の研究成果情

報及び研究機関

情報を相互活用

し、連携を推進

する。 
ⅴ．科学技術に

関する文献情報

の提供 
イ．科学技術文

献情報提供事業

は、「独立行政法

人の事務事業の

見直しの基本方

針」に基づき、

平成  24 年度

より移管してい

る民間事業者の

サービスの実施

にあたっては、

業務の確実な実

行や改善を促す

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■J-GLOBAL 

 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 

論文数（報） 33,549,971 34,648,927 35,996,753 
特許数（件） 9,950,260 10,907,989 11,420,985 
利用件数（件） 

（うち、詳細情報の表示件数） 
43,670,068 

（42,555,218） 
54,707,062 

（38,960,756） 
47,306,021 

（28,695,610） 
（うち、API 利用） （1,114,850）※ （15,746,306） （18,610,411） 

 
※下期のみ 

  
（利用件数） 
・平成 25 年度 5,471 万件から平成 26 年度 4,731 万件と減少した。減少の主要因は Google 等からの流入の減

少であり、Google の検索用に用意していたデータの構造に不備があり、Google でのキーワード検索で

J-GLOBAL の情報がヒットしにくくなっていたためと想定している。Google 用サイトマップの更新方法を

変更する等の対策を平成 27 年 2 月下旬に行った結果、Google 用サイトマップが影響する範囲の 3 月分のア

クセス数は 1 月分の 24%増となった（1 月 535,599 件、2 月 546,496 件 3 月 664,793 件） 
・既に約 15,000 万件の利用件数があり、中期計画期間の目標値：データベースの利用件数（研究者、研究成

果等の詳細情報の表示件数）17,000 万件以上は達成可能と見込んでいる。なお、J-GLOBAL の新たな利用

方法として、API による外部システムからの J-GLOBAL 検索を平成 24 年度から開始しており、API によ

る検索件数は年々伸びている。 
 

（利用者満足度） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
利用者満足度調査において 
有用と回答した割合（%） 

92 
（n＝276） 

91 
（n＝477） 

90 
（n＝658） 

・中期計画の目標を「サービスの利用者に対して調査を行い、回答者の 8 割以上から有用であるとの肯定的な

回答を得る」としており、毎年 J-GLOBAL 閲覧者に対する利用者満足度調査を実施している。現中期計画

期間を通じて、目標を達成している。 
・平成 26 年度の調査結果によると、有用とする理由として「無料で利用できる（79%）」「公的機関のサービ

スであり信頼できる（44%）」「論文全体が読める（リンクがある）（40%）」「思いがけない情報が見つかる

（39%）」「情報収集の効率化に役立つ（39%）」「情報量が多い（38%）」が上位に挙げられた。 
 

■researchmap 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 増減 
登録研究者数（人） 225,868 232,728 240,445 7,717 

・researchmap への登録研究者数及び機関の研究者 DB として活用する機関数（後述）は堅調に伸びている。 

 

■JaLC 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 増減 
正会員数（機関） 6 16 21 5 
準会員数（機関） 289 898 944 46 

DOI 登録コンテンツ数（件） 1,808,203 2,168,180 3,023,504 855,324 
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ため、民間事業

者と密接に連携

し、必要な支援

を行う。 
ⅵ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．収集した資

料に掲載された

論文等の書誌情

報の整備・収録

件数について、

中期計画の目標

値との比較検証

を行い、必要に

応じて結果を事

業の運営に反映

させる。 
ロ．J-GLOBAL 
の利用件数につ

いて、中期計画

の目標値との比

較検証を行い、

必要に応じて結

果を事業の運営

に反映させる。 
ハ ． J-STAGE 
の参加学協会誌

数について、中

期計画の目標値

との比較検証を

行い、必要に応

じて結果を事業

の運営に反映さ

せる。 
ニ ． J-STAGE 
登載論文の年間

ダウンロード数

について中期計

画の目標値との

比較検証を行

 
 
 
 
 
 
 
 
・研究成果の

可視化（サー

ビスの高度

化の効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・正会員、準会員とも堅調な伸びを示している。正会員は公的研究機関、医学系の学会、民間出版社など多彩

な機関で構成されており、また準会員は J-STAGE 参加学協会や、大学機関リポジトリ等から構成されてい

る。 
・各会員による DOI 登録が着実に進んでいる。平成 26 年度の大口の登録例としては、大学紀要を始めとする

機関リポジトリに登録された論文等約 3 千件、国立国会図書館（NDL）がデジタル化した古典籍資料及び

NDL 刊行物約 10 万件、正会員である医学中央雑誌刊行会が取り纏める医学系学術論文出版社の論文等約

40 万件への DOI 登録があった。 
 

■分析基盤の確立 ～研究成果の可視化の基盤構築～ 

・長年の情報事業の蓄積である情報資産（文献情報 約 3,600 万件、研究者情報 約 24 万件、特許情報 約 1,142
万件、化学物質情報 約 335 万件、科学技術用語情報 約 111 万語（約 24 万概念）、機関情報 約 34 万機関）

に加え、研究成果情報や国内文献引用情報を整備・統合し、また研究者同定や機関同定（上場企業・国立大

学を先行着手）といった技術を開発・用いることで、科学技術情報を網羅したビッグデータとして、オンリ

ーワンの情報分析基盤（JST 知識インフラ）へと発展させた。また、今年度は引用情報や同定した研究者・

機関の情報を用いた活用事例を作成した。 
 
（引用情報の整備） 
・NII が作成した国内文献引用情報に加え、平成 19 年度以降の国内文献引用情報を自ら作成し、Scopus の引

用情報と統合し、分析基盤に登録した。これにより、海外製 DB では十分に把握出来なかった、国内の研究

開発活動（国内論文や企業の技報）を把握することが可能となる。 
 
（研究者名の同定） 
・著者名・発明者名について同定処理を実施。同一人物と思われる研究者名に対して、同一の「著者 ID」を

付与。これにより、研究開発活動が研究者単位で把握でき、特に国内の研究者による研究開発状況の分析精

度が向上する。 
 
（機関名の同定：平成 26 年度先行実施、平成 27 年度本格実施） 
・上場企業及び国立大学について同定処理を実施。同一と思われる機関に対して同一の「機関 ID」を付与し

た。これにより、国内機関の研究開発動向や地域・産学での連携状況等の分析精度が向上する。 
 
（JST の研究成果報告の整備） 
・JST のファンドの研究成果報告をデータベース化し、成果の検索や可視化を実現した。これにより、研究開

発成果を簡単に抽出でき、評価業務の効率化を実現する。 
 
（分析基盤の構築） 
・50 年以上蓄積してきた JST の情報資産と、国内文献引用情報、JST の研究成果報告、KAKEN（科学研究

費助成事業データベース）、海外の論文 DB の情報を研究者名・機関名・書誌同定の技術を用いることで統

合した。これにより、研究開発投資に対する成果の定量的な把握や国内の研究開発状況の把握など、JST の

データベースでしか把握できない情報の提供が可能となる。 
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い、必要に応じ

て結果を事業の

運営に反映させ

る。 
ホ．他の機関・

サービスとの連

携実績につい

て、中期計画の

目標値との比較

検証を行い、必

要に応じて結果

を事業の運営に

反映させる。 
へ．J-GLOBAL 
及び J-STAGE 
の利用者に対し

て満足度を図る

アンケートを実

施し、本サービ

スは有用である

との回答の割合

について、中期

計画の目標値と

の比較検証を行

い、必要に応じ

て評価結 
果を事業の運営

に反映させる。 
ⅶ．成果の公

表・発信 
イ．データベー

スサービスの利

用状況、利用者

の満足度等を把

握し、これらの

成果を分かりや

すく社会に向け

て情報発信す

る。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・JST 内外と

の連携状況

（サービス

の高度化の

効果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■分析の試験的実施 

・経営企画部イノベーション企画推進室、CRDS 等、文部科学省等の要望に応じて研究開発の戦略立案に資す

る定量的な分析情報を提供し、当該分析結果に基づくエビデンスベースでの科学技術政策立案に貢献した

（平成 26 年度協力案件 10 件＜完了分のみ＞）。JST の情報資産及び同定技術、シソーラスなどを活用し、

JST ならではの分析情報を今後提供する予定。 
・本取組が契機となり、他 FA 等においてもファンディングやプロジェクトのマネジメントシステム構築に向

けた議論が開始されるなど、波及効果が大きい。 
 

■シソーラス改訂 

・短期サイクルでのシソーラス改訂を可能とする新手法を構築し、7 年ぶりに階層の再定義や新語を反映させ

た改訂版を提供した。シソーラスは論文の検索効率を高めるため、検索データベース利用者のニーズが高い。

またシソーラスを用いることで、日々変遷する領域の論文を効率よく抽出することが可能となり、分析にも

活用できる。 
 

・JST 内外と連携して行った、サービスの高度化に資する開発等による平成 26 年度成果のうち、特筆すべき

ものは下記のとおり。 
■工業所有権情報・研修館（INPIT）：API による J-GLOBAL データの活用 
・INPIT に対して J-GLOBAL API を提供し、INPIT が平成 27 年 3 月 23 日にサービスを開始した特許情報

プラットフォーム（J-PlatPat）から J-GLOBAL の「文献」「科学技術用語」「化学物質」「資料」を検索で

きるようにした。 
・これにより、J-PlatPat のユーザーは特許検索に用いたキーワードで前述の情報を同時に検索することが可

能となり、利便性が向上した。また、J-GLOBAL にとってはデータの利用促進につながる取組である。な

お、本連携によるシステム負荷を見積もるため、現在の初期設定では J-GLOBAL を検索対象としていない。

初期設定で検索対象とできるかについて平成 27 年度に検討を行う予定である。 
 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 増減 
API による外部機関との連携数（件） 15 15 16 1 

 

■四国産学連携イノベーション共同推進機構：J-GLOBAL データの活用 
・四国産学連携イノベーション共同推進機構（SICO）が運用する産学連携支援マッチング情報システム

「MATCI（マッチ）」（平成 26 年 12 月運用開始）において、J-GLOBAL のデータ（論文、特許、研究者）

を活用。大学から生まれた研究成果と企業が必要とする技術のマッチング等に利用されている（共同研究成

立件数：平成 26 年度-1 件、平成 27 年度-4 件（契約準備中））。 
MATCI：四国地区国立 5 大学（徳島大学、鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学）の大学研究

者の成果を集約。企業が求める研究技術情報の検索を容易にすることで、技術マッチングを図り、

新規事業展開や製品開発等に結び付ける WEB システム。本システムを利用した企業側からの大

学へのコンタクト、研究ニーズの発信も可能。 
■Elsevier：Scopus から researchmap へのデータ取り込み 
・researchmap では研究者が自身の業績情報を登録する際に、外部のデータベースの情報を取り込む機能を提

供している。この外部データベースの一つとして、Scopus から論文情報を登録する仕組みを開発した（平

成 27 年 5 月 21 日リリース）。 
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・業績情報をコピー&ペースト、手入力する必要がないため、研究者にとっては時間の短縮となる。また、Scopus
は多分野の論文情報、書籍、会議録、特許情報を収録しており、本連携により研究者は業績を入力する手間

を今まで以上に省くことができるようになる。 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

外部フィード DB 数 8 10 10※ 
※KAKEN、CiNii Articles（NII 学術情報ナビゲータ）、CiNii Books、PubMed、Amazon、J-GLOBAL、

e-Rad（府省共通研究開発管理システム）、ORCID、DBLP、arXiv 
 

■大学・高等専門学校等：researchmap を機関の研究者 DB として採用 
・researchmap を機関の研究者データベースとして採用する大学、高等専門学校等が 74 機関となり、堅調に

増加している。 
・researchmap を機関の研究者データベースとして用いることにより、大学等が一定の責任を持ってタイムリ

ーに researchmap に情報を反映させ、情報精度を維持することが可能となる。また、研究者総覧に関する

システムの導入・運用にかかる経費削減につながる。 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 増減 

大学・高専等（機関） 58 69 74 5 
 

■NICT：英日自動翻訳システムの開発 
・NICT 多言語翻訳研究室の統計翻訳手法と JST 対訳データを組み合わせた自動翻訳システムを開発し、デー

タベース作成に導入した。 
・平成 26 年度は、中国文献データベース（JSTChina）の英語タイトル及び英語抄録の和訳に適用した結果、

中国文献の日本語での提供件数を増加させ、約 15.2 万件の日本語抄録を作成した。なお、内訳は自動翻訳：

11.8 万件、人手作成：3.4 万件。 
 

■国内の研究データを有する 8 機関 9 チーム：研究データへの DOI 登録実験プロジェクト（JaLC） 
・平成 26 年 12 月より DOI 登録対象コンテンツを研究データ等へ拡大したが、研究データへの DOI 登録に関

しては世界的にも未だ様々な課題があり、検討が進められている段階にある。そのため、JaLC において登

録ポリシーや運用方法の確立、DOI の活用方法などについて検討する実験プロジェクトを実施している（期

間：平成 26 年 10 月～平成 27 年 9 月（予定））。 
・プロジェクト参加者は公募により選定され、国内の研究データを有する 8 機関 9 チームが参加している。 

 科学技術振興機構 生命科学系データベースアーカイブの収録データセット 
 国立極地研究所 地球科学・環境分野 
 国立情報学研究所（地球環境情報統融合プログラム（DIAS-P）） 地球科学データ 
 国立情報学研究所 データリポジトリの収録データ 
 産業技術総合研究所 材料系データベース等の収録データ 
 情報通信研究機構 高層物理学分野 
 千葉大学附属図書館 機関リポジトリの収録データのうち、主に植物標本 

 物質・材料研究機構 材料科学分野 

 理化学研究所 脳科学総合研究センター・神経情報基盤センター 脳・神経科学分野データベースの収

録データ 
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ｂ．ライフサイ

エンスデータベ

ース統合の推進 
・機構は、基礎

研究や産業応用

につながる研究

開発を含むライ

フサイエンス研

究開発全体の活

性化に貢献する

ため、国が示す

方針のもと、各

研究機関等にお

けるライフサイ

エンス研究の成

果が広く研究者

コミュニティに

共有され、活用

されるよう、各

研究機関等によ

って作成された

ライフサイエン

ス分野のデータ

ベースの統合に

必要な研究開発

を実施し、外部

有識者等を入れ

た運営委員会か

ら助言を受けつ

つ、ライフサイ

エンス分野のデ

ータベースの統

合を推進する。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．統合戦略の

企画立案 
イ．ライフサイ

エンス分野のデ

ータベースの統

合の方法、手順、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ

ング指標〉 
・サービスの

効果的・効率

的な提供状

況 
 
 
 
 
 
 
 

・平成 26 年度には、勉強会を 1 回、ミーティングを 3 回開催した。プロジェクトの各メンバーが保有する各

種分野の研究データへの DOI テスト登録を実施し、課題抽出を行った。 
 

■科学技術情報委員会（平成 26 年 7 月～平成 27 年 3 月、計 3 回開催） 
・我が国の科学技術情報基盤に関する提言及び JST 情報事業がどのように貢献すべきかを検討する場として

「科学技術情報委員会」を平成 26 年度に設立した。 
・科学技術情報のみの近視眼的な議論に終始することなく、将来の社会的期待に向けた課題の掘り起こしを可

能とするため、科学技術情報の専門家、情報利用者、社会情勢に精通した有識者により委員を構成した。 
・平成 26 年度の議題を「わが国における研究データの情報基盤」と設定し、データシェアリングに関して、「ポ

リシー策定」、「データ基盤整備」、「専門人材の育成」、「研究業績評価の見直し」、「国としての支援サービス」

に議論を集約し、提言として取りまとめた。 
 

■内閣府：国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会（平成 26 年 12 月～平成 27 年 3 月、計

6 回開催） 
・オープンサイエンスに係る世界的議論の動向を的確に把握した上で、我が国としての基本姿勢を明らかにす

るとともに、早急に講ずべき施策及び中長期的観点から講ずべき施策等を検討するため、「国際的動向を踏

まえたオープンサイエンスに関する検討会」が内閣府により開催され、JST は委員として参加し、科学技術

情報委員会における検討内容の紹介等行った。 
 

■文部科学省：データシェアリングを利用した科学技術に関する勉強会の開催（平成 27 年 3 月～6 月、計 9
回） 

・内閣府におけるオープンサイエンスに関する検討会の議論を受け、海外動向、分野別動向を含め、データシ

ェアリングを利用した科学技術に関する基本施策を取りまとめるにあたって必要な情報を収集するため、デ

ータシェアリングを利用した科学技術に関わる専門家を複数招いた勉強会を文部科学省の協力のもと開催

し、議論を行っている。 
・テーマ：「データシェアリングに関する海外動向」「データ共有基盤の構築に向けて」「マテリアルのデータ

とマテリアルズインテグレーション」「コホート研究の統合研究におけるデータ収集の実情」等 
・科学技術情報委員会における提言、JaLC「研究データへの DOI 登録実験プロジェクト」の実施と併せ、我

が国におけるデータシェアリングの検討を主導する取組である。 
 

■書誌整備 

・書誌情報の整備・収録件数については、約 138 万件の整備・データベースへの収録を行い、中期期間の目標

値 130 万件／年を達成した。外国資料について、利用度・重要度の観点から収集対象の見直しを行い、費用

対効果が低いと判断された資料の収集中止を決定した。 
 

 中期計画上の目標値 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
書誌情報の整備・収録

件数（件） 
毎年度 130 万件整備 1,492,462 1,388,432 1,376,191 
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必要な要素技術

などを調査・検

討し、データベ

ース統合に向け

た基本的な戦略

を企画・立案す

る。 
ⅱ．基盤技術の

研究開発 
イ．プログラム

オフィサーの運

営方針のもと、

研究開発課題の

段階や特性など

に応じた効果的

な研究開発を推

進する。 
ロ．データベー

ス統合化の実現

に向けて基盤と

なる技術の研究

開発を実施す

る。また、分野

ごとのデータベ

ース統合化を進

めるため、継続 
1 課題について

は、年度当初よ

り研究開発を実

施し、新規課題

については採択

後速やかに研究

開発を推進す

る。 
ハ．研究開発の

進捗に応じて研

究開発計画を機

動的に見直し、

研究開発費の柔

軟な配分を行

う。 

［評価軸］ 
・ライフサイ

エンス分野

の研究推進

のためのデ

ータベース

統合の取組

は適切か 
 
〈評価指標〉 
・JST 内外と

の連携を含

めたデータ

ベース統合

化推進への

取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｂ．ライフサイエンスデータベース統合の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・データベース統合状況については、平成 27 年 3 月末現在、カタログ 1,421、横断検索 504、アーカイブ 99。 
・データベースカタログについては、国内で公開されている現時点のライフサイエンス系データベースの大部

分を網羅した。今後は新規データベースの探索・捕捉やメタデータの整備・充実に注力していく。 
・横断検索については、検索結果にサムネイル画像を表示する等、利用者要望等に配慮してインターフェース

を改善した。さらに検索応答性の向上のための検索エンジン調査・検証を実施した。新規検索エンジンの搭

載により検索応答性の改善を見込んでおり、平成 27 年度は、4 省連携を実施している各機関と連携して検索

エンジンの更新を実施する。 
・化合物を軸とした分野をまたいだデータベース統合の促進を目指し、情報事業と連携し、情報事業のサービ

スである日本化学物質辞書（以下、日化辞）を化合物データベースの国際ハブとする取組を実施した。日化

辞のデータに InChi（世界共通の化合物識別子）を付与し、PubChem（米）や ChEMBL（欧）、UniChem
（欧）と連携を開始した。PubChem や ChEMBL とは、今後、あたかも一つのデータベースであるかのよ

うに、統合的に検索が出来るように進めていく予定。 
・国内においても、日化辞のハブデータベース化を進め、主要な化合物関連の 7 データベースと連携すること

で合意し、Inchi や日化辞 ID をデータに付与すること、また日化辞を通しての国内外のデータベースとのリ

ンクを行うことが確定した。 
・平成 26 年度の JST 情報事業との連携として、データベースカタログから J-GLOBAL へのデータ提供、JaLC

（ジャパンリンクセンター）による研究データへの DOI 登録実験プロジェクトに NBDC からもアーカイブ

のデータ登録で参加、NBDC の人材支援サイトから JREC-IN Portal のバイオインフォマティクスに関する

求人情報の提供、の 3 点を実施した。 
・JST 内他事業との連携として、A-STEP 公募要領への NBDC サービス紹介の記載や公募説明会等でのチラ

シ等の提供、COI コホート関連拠点へのデータ提供の呼びかけ、ACCEL での植物科学系のプロジェクト発

足を受け、データ戦略について ACCEL チームへアドバイザーを紹介、CREST・さきがけの公募説明会（2
回）と戦略の平成 26 年度代表者説明会（4 回）で、NBDC のサービスに関しての紹介を実施した。また、

研究成果としてのデータベース整備の情報を効果的に収集するため、毎年定期的に、戦略事業から、プロジ

ェクトで作成したデータベース情報の提供を受ける仕組みを整えた。 
・NBDC ヒトデータベースは運用開始（平成 25 年 10 月）から 1 年以上が経過し、定義の明確化や NBDC ポ

リシーの明示等の NBDC ヒトデータ共有ガイドラインの改訂を実施した。平成 26 年度に 19 件のデータが

増加し、6 件から 25 件となった。更にその他に、審査・確認中のものが 11 件あり、前年度に比し、大幅に

増加した。 
・ヒトに関するデータ産出者に対し、データ提供・共有の働きかけを継続的に実施し、「東北メディカル・メ

ガバンク」「CREST 『エピゲノム研究に基づく診断・治療へ向けた新技術の創出』領域」「科研費 ゲノム

ｂ．ライフサイエンスデー

タベース統合の推進 
評定：B 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標等

に照らし、法人の活動に

よる成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、デ

ータベースの連携や研

究成果の共有化におい

て、日本化学物質辞書

（日化辞）の国際的ハブ

データベース化による

データの集積、NBDC
ヒトデータベースの受

入れデータの大幅な増

加、統合化推進プログラ

ムにおける統合データ

ベースの構築を実施す

るなど、ライフサイエン

スデータベースの統合

に向けた取組を着実に

推進しており、「研究開

発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的

な成果の創出の期待が

認められ、着実な業務運

営がなされているため、

評定をＢとする。 
 
＜今後の課題＞ 
・より効果的にデータベー

ス統合を進めていくた

め、all Japan の観点で、

バイオ分野のデータベ

ース統合・活用を進める

ための基盤構築に関す

る仕組み・体制を検討・

ｂ．ライフサイエンスデータベ

ース統合の推進 
 
・データベースの連携や研究成

果の共有化に関し、NBDC ヒ

トデータベースへのデータ

受け入れの着実な実施、統合

化推進プログラムにおける

統合データベースの構築を

実施してきたことから、ライ

フサイエンスデータベース

の統合において着実に取り

組んでいるといえる。 
 
・加えて、日本化学物質辞書（日

化辞）の国際的ハブデータベ

ース化によるデータの集積

など、ライフサイエンスに関

わる周辺領域のデータベー

ス統合にも取り組むなど、

「研究開発成果の最大化」に

向けた工夫が認められ、着実

な業務運営がなされている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・科学技術情報連携・流通促進

事業については、外部機関と

の連携をさらに進め、合理

化・効率化を図りつつ、引き

続 き J-GLOBAL 、

researchmap や J-STAGE 等

の各種システムの開発・改

修・高度化等に努めるととも

に、サービスの高度化、コン

テンツの充実により情報分

析など多用途での利用拡大

に努める必要がある。 
 
・ライフサイエンスデータベー

ス統合推進事業については、
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ニ．研究開発成

果に基づく知的

財産の形成に努

める。 
ⅲ．統合及びシ

ステムの運用 
イ．統合システ

ム公開用のポー

タルサイトを引

き続き運用する

とともに、統合

システムの拡

充･維持管理等

を行う。 
ⅳ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．研究開発に

よる成果につい

て、ライフサイ

エンス分野のデ

ータベースの統

合に向けた成果

が得られたか検

証を行い、必要

に応じて事業の

運営に反映させ

る。 
ロ．公開データ

数や連携の進展

により、ライフ

サイエンス研究

開発全体の活性

化に向けた成果

が得られたか検

証を行い、必要

に応じて事業の

運営に反映させ

る。 
ⅴ．成果の公

表・発信 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリ

ング指標〉 
・委託研究開

発のマネジ

メントの取

組状況 
 
 
 

支援プロジェクト」等大型プロジェクトから産出したデータの継続的な受入れを開始できた。また、産業界

にも浸透しつつあり、製薬企業 6 社のコンソーシアムからもデータ受入れを開始できた。 
・国で作成した「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（平成 26 年 12 月）のガイダンス（平成 27
年 2 月）の研究計画書やインフォームド・コンセント（I/C）に関する記載について、I/C や研究計画書の不

備でデータの受入れが出来なくなることを防ぐため、国に対して、データベースへのデータ提供に関する記

載の追加を働きかけた。その結果、以下の下線部が追記されることとなった。 
「利用目的に、他機関に試料・情報を提供することが含まれる場合には、その旨を記載する必要がある。例え

ば、研究で用いた試料・情報を試料・情報の収集・分譲を行う機関に提供する場合やその他の研究への利用

に供するデータベース等へのデータ登録をする場合に、その旨を記載することが考えられる。」 
・ヒトゲノムデータ等の共有に関する国際的な共通枠組み検討の取組「Global Alliance for Genomics and 

Health（GA4GH）」に加盟（平成 26 年 6 月）した。その際、大学共同利用機関法人情報・システム研究機

構（ROIS）／ライフサイエンス統合データベースセンター（DBCLS）や国立遺伝学研究所／DNA Data Bank 
of Japan（DDBJ）と連携して、情報収集や必要となる検討を行っていく事とした。GA4GH では倫理に関

するワーキンググループを中心に、文化の違いにより各国で大きく異なる倫理観やデータ共有に関係する法

律・指針・ガイドライン等の協調を目指している（平成 27 年 3 月末現在 30 か国 300 機関参加）。そのドラ

フト段階から国内状況と照らし合わせることで、将来起こりうる問題の予測と必要な検討を事前に始めるこ

とができ、また、既に日本が持っている技術のうち、国際的なデータ共有に有用と考えられる技術の提案や

情報共有を行なうことで、国際的なデータ共有化を促進できると期待される。 
・バイオインフォマティクス人材が不足している中、NBDC として、特に喫緊の課題となっている次世代シー

ケンサーの取扱いに必要な知識の習得や技能の向上に着目し、講習を実施した。平成 25 年度に策定した「速

習コース」用カリキュラムに基づき、2 週間連続の集中講義を実施した。想定の 3 倍の応募があり、86 人の

参加であった。受講者からは「体系的に学べた点が良かった」といった意見があり、非常に好評であった。

平成 26 年度に実施した集中講義の結果、受講者ニーズを取り入れ、今後は、座学（講義形式）からパソコ

ンを用いた実習にシフトしていく、という方針を出すことが出来た。 
・バイオインフォマティクス分野において、先端技術を用いてシステムやプログラム開発を行っている現場の

研究開発者が参集し、合宿形式で分野横断的に問題解決にあたるユニークな形式の国際会議「バイオハッカ

ソン」を実施した。今年度は、テーマを「セマンティックウェブ技術を用いた生命科学研究の効率化に向け

た相互運用性の推進」とし、共催である東北メディカル・メガバンクをはじめとしたゲノム情報を保持する

国内外の組織と国際的に連携した。72 名の参加研究者のうち、海外 9 か国から 20 名の研究者の参加があっ

た。バイオハッカソンは、日本が主導して、海外の研究者との交流により最新の知見や動向を相互に共有す

る場となっている。新たなツール開発やデータフォーマット標準化等につなげていく国際戦略上、貴重な仕

掛けと考えており、平成 27 年度も継続していく。 
 

 

■公募による研究開発の推進 

・平成 26 年度の委託研究開発についての課題数や公募日程は以下のとおり 
平成 26 年度委託研究開発課題数 
 H24 年度 H26 年度 

統合化推進プログラム（課題） 1 9 
統合データ解析トライアル（課題） ― 4 

 

整備していくことが重

要である。 
 
 
 

国内のデータベース整備が

順調に進みつつある中、今後

はデータベース統合を進め

ていくとともに、バイオ分野

のデータベース利活用と成

果創出をより促進していく

ため、国際動向も注視しつ

つ、戦略的な事業運営を行っ

ていく必要がある。 
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イ．研究内容、

研究成果に係る

論文発表、口頭

発表、特許出願

の状況及び成果

の社会・経済へ

の波及効果等に

ついて把握する

とともに、研究

成果について報

道発表、ホーム

ページ、メール

マガジン等を活

用して、知的財

産などの保護に

配慮しつつ、分

かりやすく社会

に向けて情報発

信する。 
ロ．研究者に対

する事業実施説

明会をはじめと

する関係の会議

等を通じて、研

究者自らも社会

に向けて研究内

容やその成果に

ついて情報発信

するよう促す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 26 年度公募日程 
 公募期間 課題決定 研究開発開始 
H26 年度統合化推進プログラム H25 年 12 月～H26 年 2月 H26 年 3 月 H26 年 4 月～ 
H26 年度統合データ解析トライアル H26 年 6 月～7 月 H26 年 9 月 H26 年 9 月～ 
H27 年度統合化推進プログラム H26 年 12 月～H27 年 2月 H27 年 4 月 H27 年 4 月～ 
H27 年度統合データ解析トライアル H26 年 12 月～H27 年 3月 H27 年 5 月 H27 年 5 月～ 
※「統合化推進プログラム」：国内外に散在しているライフサイエンス分野のデータやデータベースの幅広

い統合化を促進するもの。 
※「統合化推進プログラム（統合データ解析トライアル）」：「統合化推進プログラム」の一環として、解析

ツールやプログラムの開発や、それらに関わる人材の育成を目的としたもの。 
 

■新規課題募集における工夫 

・統合化推進プログラムの募集にあたっては、必要な分野のデータベース統合を戦略的に進めるため、全体俯

瞰図を提示し、研究開発提案を求めた。 
・統合化推進プログラム（統合データ解析トライアル）の募集にあたり、第 1 回目の公募においては、e-rad
番号を取得できない若手研究者にも応募が可能となるように、監督研究者を立てることで応募を可能とし

た。また、研究開発期間を延ばすべき、という終了課題実施者の意見を踏まえ、平成 27 年度実施予定の公

募を前倒しし、平成 26 年度中に実施した。この第 2 回目の公募においては、研究開発期間を 6 か月から 10
か月に延長すると共に、バイオインフォマティクスになじみの薄い ICT 分野の研究者の応募を促すために、

解決すべき課題を提示し、その解決方法の提案を募集する形式も新たに設けた。そして、従来の個人の提案

に限定した公募では、ICT 分野の研究者にとって、バイオ分野の課題把握が難しいという問題点を解決する

ため、ICT 分野とバイオ分野の研究者によるチームでの提案も可能とした。 
 

■公募におけるマネジメント 

・研究開発課題の公募にあたり、募集・選考・プログラム運営に関する研究総括の方針を公募要領に明記した。

また、公募要領を Web サイトにも掲示するとともに、募集説明会を開催し、研究総括の運営方針を周知し

た。 
・評価者となる研究アドバイザーは、専門性、産官学、所属機関、男女共同参画、若手参画等の点でバランス

を考慮し、メンバーの入れ替えや追加を行い、多様性の確保に努めた。また、評価における利害関係者の不

参加等を行い、公平、公正、透明に選考を行うこと、知り得た秘密は厳守すること等を徹底し、適切かつ厳

格に評価、選考を行った。 
・新規採択課題の研究代表者等には、キックオフミーティングの際に、事業の趣旨や研究費の適正な使い方に

ついて説明を行うとともに、研究倫理・監査室より研究倫理に関する説明を行った。また、研究開発を担う

全ての研究参加者に研究倫理に関わるオンライン教材（CITI e-ラーニング）の受講を求めた。 
・新規採択課題については、開始時にキックオフミーティングを行った。また、新規採択課題、既存課題とも

に、随時打ち合わせや、必要に応じて研究実施者の元に訪問して意見交換を行うサイトビジットなども実施

した。統合化推進プログラム（統合データ解析トライアル）については、中間報告会、成果報告会を実施し、

研究開発推進への助言等を行った。 
・統合化推進プログラムの各課題の実務研究者と打ち合せ、wiki ページ、メーリングリスト等により、データ

の RDF（Resource Description Framework）化や SPARQL の活用事例などデータベース統合に関わる情

報や関連技術、また各国、各機関のデータ共有の仕組みや制度についての情報提供を行った。 
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・社会に向け

た情報発信、

アウトリー

チ活動への

取組状況 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・ライフサイ

エンス研究

開発の活性

化に向けた

データベー

ス統合化の

取組は、効果

的・効率的な

研究開発を

行うための

研究開発環

■NBDC の今後の運営に向けて 
・平成 26 年度に開催した NBDC の運営委員会（第 11 回：平成 26 年 9 月 30 日、第 12 回：平成 27 年 2 月

19 日）（委員長：堀田 凱樹（公益財団法人井上科学振興財団 理事長、前 情報・システム研究機構（ROIS） 
機構長））では、NBDC 第 1 段階※の活動状況を振り返るとともに、NBDC 第 2 段階やその後を見据えた中

長期的なデータベースセンターのあり方等について検討した。検討を踏まえ、以下の方針で重点的に取組ん

でいくこととした。 
 4 省連携（文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）の各省取りまとめ機関と協力してデー

タベース統合を進めていく。 
 比較的大規模なプロジェクトにおけるデータベース構築について、データが共有・公開される様に相手

方と可能な範囲で協力していく。 
 データベース統合の状況俯瞰を引き続き実施し、カバーできていない分野や研究が活発化している分野

など、統合データベースがより必要な分野を見定めつつ、効率的にデータベース統合を進めていく。 
 次世代シーケンサーデータの取扱いの実習や講習会を実施し、バイオインフォマティクス人材の育成・

支援を実施していく。 
※第 1 段階：CSTP 統合データベースタスクフォース報告書において、統合データベースセンター（現

在の NBDC）は、平成 23 年度から平成 25 年度末までを「第一段階」として、JST に新たに設置し

たセンターを運用していく中で体制整備を図りつつ、恒久的な統合データベース構築のあり方につい

て検討し、平成 26 年度以降を「第二段階」として、恒久的な統合データベースを構築することを目

指す、とされていた。 
 
・平成 26 年 10 月 5 日に開催したトーゴーの日シンポジウム 2014 では、統合化推進プログラムの新たな採択

課題の計画、継続プログラムの開発成果及び関係各省機関のデータベース等について、講演（12 件）やポス

ター発表（42 件）を実施した（参加者 189 名）。 
・パシフィコ横浜で開催された第 37 回日本分子生物学会で、特別企画コーナーとして統合 DB 関連の機関で

取りまとめてブース出展を行うなど、計 9 件の各種学会・展示会で、NBDC の取組みやサービスについて広

報・周知活動を実施した。 
・初心者向けの講習会「統合データベース講習会」については、長崎大学をはじめとした 6 機関で「ゲノムデ

ータベース、次世代シーケンスデータベースの使い方」等の講習会を実施した。合計参加者は 213 名であっ

た。 
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境の整備・充

実に寄与し

ているか 
 
〈評価指標〉 
・ライフサイ

エンス分野

のデータベ

ース統合化

における成

果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

■データベース統合化における主な研究開発の成果 

成果 研究者名 制度名 詳細 

ゲノム・メタゲ

ノム情報統合 

黒川 顕 
（東京工業

大学地球生

命研究所教

授） 

統合化推

進プログ

ラム 

 国内外に散在する微生物に関するゲノム情報を核に、

環境や菌株の系統情報等の各種情報を整理し、統合デー

タベースとして“MicrobeDB.jp”を構築した。 
 バイオ産業、水処理関連企業など、産業界でも活用さ

れつつある。（農業水処理プラント、細菌叢の動態解析に

よる工業用排水の環境影響評価、腸内フローラ（腸内細

菌叢）の動態解明等） 
 また、MicrobeDB.jp 関連論文については、Nucleic 
Acids Res.掲載論文をはじめ、複数の論文で引用された。 

糖鎖統合データ

ベース 

成松 久 
（産業技術

総合研究所 

糖鎖創薬技

術研究セン

ター招聘研

究員） 

統合化推

進プログ

ラム 

 これまで、日米欧の糖鎖分野を代表する研究者との議

論を主導・調整してきた結果、平成 26 年度に日本発の国

際的な糖鎖構造データリポジトリシステムとして

“Glycan Repository”を開発した。現在 4 万件以上の構造

情報が登録されている。 
 さらに、論文投稿時における本レポジトリへの糖鎖構

造情報の登録について、MIRAGE（糖鎖実験についての

論文を執筆する際の標準）を推進している団体の支援を

既に得ており、引き続き、糖鎖分野における世界標準を

目指していくこととしている。 

蛋白質構造デー

タバンク 

中村 春木 
（大阪大学 

蛋白質研究

所所長／教

授） 

統合化推

進プログ

ラム 

 生命科学の基盤的データベースとして wwPDB の一

翼を担い蛋白質構造データを収集・登録（世界の約 23%）

し、データベース構築と公開を継続した。 
 さらに、データ登録支援等のツール（解析データをデ

ータベース登録可能な形に変換するツール等）及び核磁

気共鳴（NMR）による構造データの登録システムを開発

した。 
 また、製薬企業等に蓄積された未公開の医薬品スクリ

ーニングデータ（蛋白質や抗原・抗体複合体の構造情報）

のデータベース化のためのデータ登録ツールを開発し

た。データの登録、公開に向け、関係者への働きかけを

実施している。 
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〈モニタリ

ング指標〉 
・データベー

ス統合数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■データベース統合に不可欠な基盤技術の開発 
・ROIS/DBCLS と共同研究により基盤技術開発を実施。RDF を用いて国内の拠点データベースや統合化推進

プログラムの分野別データベースをつなぐための研究開発を実施した。 
・一般研究者が RDF によるデータベースを利用するためのツールとして、RDF における検索問い合わせ言語

（SPARQL）を生成する「SPARQL Builder」や自然文で記載した質問から SPARQL を自動生成する

「LODQA」のプロトタイプを開発した。また、TogoGenome（生物種とゲノム配列、構造、機能、形質等

の多様な情報を RDF 技術により集約して検索できるシステム。研究者は入力したゲノム配列に対し、整理

された各種情報を入手できる）について、今まではゲノム構造が比較的単純な原核生物に対象を限っていた

が、新たに 125 の真核生物にも対応できるよう RDF データを拡張し、登載情報を拡充させた。 
・上記をはじめとした 8 件のツールやシステムを新規公開し、あわせて 35 件を Web サイト上で公開できた。 
・欧州バイオインフォマティクス研究所（EBI、欧州のバイオインフォマティクス研究の中核機関）が Ensembl

（世界的に広く利用されているゲノムデータベース）のゲノム情報を RDF 化するに先立ち、DDBJ や

TogoGenome と共通の RDF モデルを考案。双方で利用することに合意した。この合意により、ゲノム情報

の RDF モデルの国際標準化に貢献し、ゲノム配列情報の取得において、独立に開発された Ensembl RDF
と DBCLS ゲノム RDF の両方に対し、同じ SPARQL 文での検索を可能とした。 

 

 

 

■データベース統合数・統合 DB 利用状況 

・NBDC で提供しているサービスにおけるデータベース統合の進捗状況は以下のとおり。 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

データベースカタログ（件） 1,258 
(167) 

1,362 
(104) 

1,421 
(59) 

データベース横断検索（件） 355 
(19) 

418 
(63) 

504 
(86) 

データベースアーカイブ（件） 60 
(7) 

80 
(20) 

99 
(19) 

  ※（ ）内は前年度からの増分 
・4 省連携の枠組みのもと、各省取りまとめ機関と連携し、データベース統合を着実に実施した。 
・データベースカタログについては、国内で公開されている現時点のライフサイエンス系データベースの多く

を網羅。今後は新規データベースの探索に比重を移していく。 
・横断検索については、大学等が保有するデータベースの内、テキスト検索できるものを中心に検索対象デー

タベースを追加した。また、利用者要望に配慮したインターフェースの改善等（検索結果にサムネイル画像

を表示等）を実施した。 
・アーカイブについては、相手方との権利関係調整やメタデータを付与して貰う等の業務が必要となる中、着

実にデータベース数を伸ばした。 
 H25 年度 H26 年度 

NBDC ヒトデータベース（件） 
公開データ 4 15 

公開待機データ 2 10 
（別に審査･確認中のものが 11 件） 

・ヒトデータベースについては、2 年目を迎え、データ数が大きく増加した。 
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・統合 DB 利

用状況 
 
 
 
 

・統合 DB 利用状況 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

アクセス数（千件） 2,895 4,088 4,047 
ユニーク IP（月平均）（千件） 15 41 53 

・アクセス数については、前年度比でほぼ同数だが、ユニーク IP（＝利用者数）は着実に増加した。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(2)② 科学技術イノベーションを支える人材インフラの構築 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第五号 内外の科学技術情報を収集し、整理し、保管し、提供し、及び閲覧させるこ

と。  
第六号 科学技術に関する研究開発に係る交流に関し、次に掲げる業務（大学におけ

る研究に係るものを除く。）を行うこと。  
イ 研究集会の開催、外国の研究者のための宿舎の設置及び運営その他の研究者の

交流を促進するための業務  
第八号 科学技術に関し、知識を普及し、並びに国民の関心及び理解を増進すること。 
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

SSH 指定校（校） ― 178 201 204   予算額（千円） 5,615,613 5,107,427 5,724,679   

科学技術に関する学

習意欲が向上した割

合（SSH）（%） 
60 69 66 67   決算額（千円） 5,466,598 5,101,850 5,670,719   

JREC-IN 利用登録

者（人） 70,000 人以上 51,341 54,150 79,549   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 の

内数   

招へい者（さくらサ

イエンスプラン）

（人） 
2,000 ― ― 2,945   経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       
行政サービス実施

コスト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 の

内数  
  

 
 

      
従事人員数（うち研

究者数）（人） 60(0) 58(0) 54(0)   

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・次世代の科

学技術を担う

人材を育成す

るため、理数

系科目に秀で

た児童生徒等

の育成を行う

とともに、児

童生徒等の科

学技術や理数

系科目に関す

る興味・関心

及び学習意欲

並びに学習内

容の理解の向

上を図る。な

お、事業全体

として高い効

果を上げるた

め、それぞれ

のプログラム

の相互の関連

性などに留意

しながら、事

業 を 推 進 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・科学技術イ

ノベーショ

ン政策を強

力に推進し

ていくため

には、次世代

の科学技術

を担う人材

の育成を継

続的・体系的

に行う必要

がある。その

ため、優れた

素質を持つ

児童生徒等

を発掘し、そ

の才能を伸

ばすことを

目指し、先進

的な理数系

教育を実施

する高等学

校等の支援

をはじめと

して、将来の

科学技術人

材育成に向

けた基盤を

整備すると

ともに、学校

現場におけ

る児童生徒

の理数系科

目 へ の 関

心・学習意欲

や能力を高

める取組を

ａ．次世代の科学技術を担う

人材の育成 
・優れた素質を持つ児童生徒

等を発掘し、その才能を伸ば

すことを目指し、将来の科学

技術人材育成に向けた基盤を

整備するとともに、理数系教

育を担う教員の指導力向上を

支援する。 
［推進方法］ 
ⅰ．次世代の科学技術を担う

人材育成のための研究開発 
イ．自治体の教育関係者等と

の連携を図り、聞き取り調査

やアンケート調査を通じて、

我が国の科学技術に関する学

習の現状を把握し、調査結果

の分析や国際比較調査等を行

う。 
ロ．上記調査等を踏まえつつ、

大学・研究機関等と協働しな

がら、効果的な学習方法等の

手法開発を行う。 
ハ．プログラムで得られた効

果の検証、課題の把握及び改

善に向けた検証を行い、各プ

ログラムが相互に関連するよ

う配慮し、効果的かつ効率的

に事業を推進する。 
ⅱ．スーパーサイエンスハイ

スクールの支援 
イ．指定校における先進的な

科学技術・理数系科目の学習

の取組に関する物品等の調

達、謝金・旅費支払い、役務

処理及び非常勤講師の配置等

の支援を円滑かつ迅速に実施

［評価軸］ 
・将来の科学

技術人材育成

に向けた基盤

整備は適切か 
 
〈評価指標〉 
・業務改革・

見直しへの取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・実施機関等

への質的支援

への取組状況 
 
 
 
 
 
 
 

ａ．次世代の科学技術を担う人材の育成 
 
 
 
 
 
 
・以下の小規模プログラムを整理・再編し、才能育成施策に重点化すべく新規プログラムの立ち

上げ準備を進めた。 
■整理・再編対象プログラム 

 サイエンス・パートナーシップ・プログラム（SPP） 
 中高生の科学部活動振興プログラム（継続のみ） 
 サイエンスキャンプ 
 サイエンス・リーダーズ・キャンプ（継続のみ） 
 理数学生育成支援プログラム（継続のみ） 
 実践型研究リーダー養成 
 理数系教員（コア・サイエンス・ティーチャー）養成拠点構築（継続のみ） 

■新規プログラム 
 中高生の科学研究実践活動推進プログラム 

・女子中高生の理系進路選択支援プログラムにおいて、シンポジウム「何で理系に行かないの？

～女子的理系選択のホンネ～」をサイエンスアゴラ（平成 26 年 11 月 9 日）の場で開催した。

シンポジウムで得られた女子中高生やパネリストからの意見等は、本プログラムの抜本的改善

検討に活用した。 
・経理処理（精算）に係る合規性の確認等の手続きを集約化し、業務効率化を進めた。 
・平成 27 年度募集に向けた経理書類（事務処理要領、各種様式等）についてプログラム横断的

な見直し・統一を行い、業務効率化を進めた。 
 
・SSH 生徒研究発表会（平成 26 年 8 月 6 日～7 日）において、過去最多となる 9 か国・地域か

ら 23 校の海外理数先進校を招へいし、生徒・教員間の国際的な交流・研鑽を促進した。 
【招へい国・地域】 

アメリカ・中国・ドイツ・フィリピン・インド・韓国・シンガポール・タイ・台湾 
うち、フィリピン、インドの 2 か国は初参加。 

・SSH 指定校が核となり、事業の成果を広げるとともに、合同での実験実習や課題研究、各校で

の SSH による取組発表を行う自発的な活動を促すため、地域の SSH 指定校を主体とした複数

校による合同発表会・交流会等について公募を行い（公募期間：平成 26 年 4 月 28 日～5 月 16
日）、45 件の応募があった。このうち、17 件に対して支援を実施するとともに、その他指定校

独自の取組としての発表会等を合わせて 737 件の発表会等が実施された。 

ａ．次世代の科学技術を

担う人材の育成 
評定：A 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活

動による成果、取組等

について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した

結果、適性、効果的か

つ効率的な業務運営の

下で、グローバルサイ

エンスキャンパスの立

上げによる高度な人材

育成の推進、積極的な

広報活動による理数分

野での生徒の活躍の認

知の拡大、海外との取

組を通した生徒の研鑽

と理数学習における日

本の地位向上、など「研

究開発成果の最大化」

に向けて顕著な成果の

創出や将来的な成果の

創出の期待等が認めら

れるため、評定を A と

する。 
 
・将来グローバルに活躍

しうる傑出した科学技

術人材を育成 
将来グローバルに活躍

しうる傑出した科学技

術人材を育成する目的

でグローバルサイエン

評定 ― 
ａ．次世代の科学技術を担

う人材の育成 
評定：A 
 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中

期計画の実施状況につい

ては、適正、効果的かつ

効率的な業務運営の下で

「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成果

の創出や将来的な成果の

創出の期待等が認められ

るため、評定をＡとする。 
 
・業務の実績について、ス

ーパーサイエンスハイス

クール（SSH）及びグロ

ーバルサイエンスキャン

パス（GSC）事業等の次

世代人材の育成を通じ、

例えば高校生科学技術チ

ャレンジ（JSEC）におい

ては、SSH 在籍かつ SGC
に参加した生徒が最優秀

賞（文部科学大臣賞）を

受賞し、12 件の賞のうち

両事業の関係者が大半を

占めるなど、顕著な成果

がみられる。 
 
・また、科学技術コンテス

トは国内参加者数が顕著

に増加（H24：2.1 万人、

H25：3.9 万人、H26：4.8
万人）し、日本代表 31 名
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促進するた

め、理数系教

育を担う教

員の指導力

向上を支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 
ロ．指定校の活動の支援につ

いて、支援の満足度に関する

調査等を行い、必要に応じて、

円滑かつ迅速な支援が可能と

なるように支援方法に関する

見直しを行う。 
ハ．指定校の取組の立案や、

実施への活用が期待される優

れた取組の収集、抽出及び提

供について前年度までの検討

結果を反映しつつ実施し、成

果の普及を図る。さらにアン

ケート調査の結果を踏まえ、

抽出及び提供方法について検

討を継続する。 
ニ．取組の成果や活動の発表

及び普及を図るため、全指定

校が参加し、一般の人々も参

加する生徒研究発表会等を開

催する。また、開催した生徒

研究発表会等に関するアンケ

ート調査を行い、必要に応じ

て内容及び運営等に関する改

善を行う。 
ⅲ．将来の科学技術人材の育

成に向けた基盤の整備 
イ．国際コンテスト参加者の

選抜に係る国内大会の開催、

選抜した児童生徒への能力伸

長のための強化研修及び国際

コンテストへの参加に関する

活動を支援する。さらに、選

定した実施機関や文部科学省

と協力して、コンテストの横

断的な広報活動等を行い、コ

ンテスト実施機関の活動の活

性化を図る。また、科学の甲

子園並びに科学の甲子園ジュ

ニアについて、競技問題の作

成や都道府県代表選考支援を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・JST 内外と

の連携への取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・ 事 業 の 実

施・支援体制

整備への取組

状況 
 
 
 

・サイエンスアゴラ（平成 26 年 11 月 9 日）の場を活用し、スーパーサイエンスハイスクール、

グローバルサイエンスキャンパス、次世代科学者育成プログラム、中高生の科学部活動振興プ

ログラムの生徒による研究発表会を合同で開催した。97 件の発表があり、生徒の研鑽、及び

プログラム、学校、分野をまたいだ生徒・教員間交流の機会を提供した。 
・中高生の科学部活動振興プログラムにおいて、地域ブロック毎に実施主担当者及び生徒を集め

て協議・発表を行う連絡協議会を全国 7 か所で開催し、実施機関間の意見交換や情報交換を通

してプログラム効果の増進を図った。また、生徒の研究成果のポスター発表を公開とすること

で一般への周知活動とした。 
 
・科学の甲子園、及び科学の甲子園ジュニアにおいて企業協働パートナーを募り、延べ 39 社か

ら表彰や競技実施等の面で協力を得て産学官連携を推進した。各企業は指定の競技枠に協働パ

ートナーとして参画し、各競技枠の特性に応じて、優秀校への賞金の授与、物品等の授与、表

彰名や評価軸の提案、競技用物品の提供等について協力を行った。 
【科学の甲子園 企業協働パートナー（19 社）】 
旭化成株式会社、インテル株式会社、株式会社内田洋行、株式会社学研ホールディングス、

ケニス株式会社、株式会社講談社（Rikejo）、一般社団法人埼玉県経営者協会、CIEE（ETS 
TOEFL）、株式会社島津製作所、株式会社島津理化、株式会社常陽銀行、株式会社筑波銀行、

帝人株式会社、トヨタ自動車株式会社、株式会社ナリカ、公益社団法人日本理科教育振興協

会、パナソニック株式会社、株式会社日立製作所、株式会社 UL Japan 
【科学の甲子園 協力企業・団体（4 社）】 
サントリーホールディングス株式会社、ナカバヤシ株式会社、公益財団法人日本発明振興協

会、独立行政法人理化学研究所 
【科学の甲子園ジュニア 企業協働パートナー（14 社）】 
株式会社内田洋行、株式会社学研ホールディングス、ケニス株式会社、株式会社島津製作所、

株式会社島津理化、帝人株式会社、株式会社東芝、トヨタ自動車株式会社、株式会社ナリカ、

公益財団法人日本理科教育振興協会、パナソニック株式会社、株式会社日立製作所、株式会

社ヤガミ、株式会社 UL Japan 
【科学の甲子園ジュニア 協力企業・団体（2 社）】 
サントリーホールディングス株式会社、公益財団法人日本発明振興協会 

・海外の STEM 教育の状況調査として、NYAS（New York Academy of Science）における取組

を調査し、平成 27 年度職員派遣を含めた連携に向けて調整を開始した。 
 
 
 
・将来グローバルに活躍しうる傑出した科学技術人材の育成を目的にグローバルサイエンスキャ

ンパス（GSC）を立ち上げた。26 件の応募があり、プラン S（大規模型）2 件、プラン A（標

準型）6 件を採択し、開始初年度から高度な取組を実施した（受賞実績等の成果については後

述）。 
・次世代人材育成事業における主要な実施機関である学校に代わって、機構が直接取組の実施に

必要な物品や役務の発注、旅行手配、諸謝金支払い等の処理を行う直執行の体制を整備。円滑

かつ迅速な事務手続きを行うことで実施機関のスムーズな取組を促進した。これについて、ス

スキャンパスを開始。 
初年度から Intel ISEF
代表生徒の輩出、国際

会議での生徒発表実施

など高度な取組を推

進。 
・理数好きな生徒の活躍

を積極的に広報 
記者説明会等を実施し

JST が支援・開催する

コンテストについて新

聞、オンライン等で

1,631 件の報道。広告

換算費は 15 億円以上

になり、理数分野にお

ける生徒の活躍の認知

の拡大につなげた。 
・スーパーサイエンスハ

イスクール（SSH）支

援における国際交流・

研鑽機会の提供 
生徒研究発表会に過去

最大の 9 か国・地域か

ら理数先進校 23 校を

招へい。参加生徒の国

際交流・研鑽の機会提

供に加え、国際的な場

における日本の地位向

上に寄与。 
 
＜今後の課題＞ 
・今後は、「研究開発成果

の最大化」に向けた将

来的な成果の創出のた

めに高等学校段階を主

に高い能力の更なる伸

長、科学研究実践活動

の推進に注力していく

必要がある。 
 
 

のうち 28 名のメダル獲

得など、国際的な活躍も

顕著に広がっている。 
 
・業務のマネジメントにつ

いて、旧来あった 7 事業

を再編・統合し、プログ

ラムの横断的な見直しや

重点化が図られたほか、

科学の甲子園等のイベン

トについては、延べ 39 社

の企業協働パートナーの

参画を得て、物品供給、

賞金等の授与、表彰等を

行うなど積極的な改革改

善が図られた。また、SSH
は、大学との連携にとど

まらず、単位認定や AO
入試の出願要件化など高

大接続に向けた先導的な

取り組みとして顕著な広

がりをみせている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・今後、人材育成の知見・

ノウハウを JST 内に集積

し、関係機関に展開する

こと等により、将来の科

学技術系人材をさらに継

続的・体系的に育成して

いく必要がある。 
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行い、全国大会を開催する。

なお、このうち高校生等を対

象としたものについては、連

携自治体と協力して全国大会

を開催する。 
ロ．大学及び科学館等の外部

機関のもつ資源を活用した科

学技術、理科及び数学（算数）

に関する児童生徒の学習の充

実を図る取組を公募し、新規

に開始する高校生等を対象と

した国際的な科学技術人材を

育成するプログラム 8 件程度

をはじめ、理数分野に関して

高い意欲・能力を有する児童

生徒を対象とした課題研究・

体系的教育プログラム 5 件程

度、小・中・高等学校等の学

校現場と大学・科学館等が連

携して実施する学習プログラ

ム 250 件程度、最先端の研究

現場等における合宿形式の学

習プログラム 90 件程度、女子

中高生の理系進路選択を支援

する学習プログラム 10 件程

度及び中高生の科学部活動を

振興するプログラム 40 件程

度の取組を選定し、支援する。

なお、中高生の科学部活動を

振興するプログラムについて

は、前年度までに選定した

179 件の取組と併せて支援す

る。また、次年度の取組の公

募を実施する。 
ハ．理数に優れた能力・意欲

を持つ学生を支援するため、

実践型研究リーダーを養成す

るプログラム 4 件、理数学生

を評価し、受け入れ、大学１

から４年次を通じて特別のカ

リキュラム・セミナー・早期

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・事務処理件

数 
 
［評価軸］ 
・将来の科学

技術系人材を

継続的・体系

的に育成でき

ているか 
 
〈評価指標〉 
・優れた素質

を持つ子供た

ちの才能の伸

長状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援において、実施機関の 89.8%から「取組を実践す

る上で有効な支援が得られた」との肯定的な回答を得た。 
・教科系科学技術コンテストの横断的な情報交換及び共通の問題事項の解消を目的として、国内

大会実施機関が出席する「今後の国際科学技術コンテストのあり方を考える会」（平成 26 年

12 月 17 日）を前年度に引き続き開催した。 
・Science Window（季刊誌）を各号 85,000 部発行。全国の国公私立の小中高等学校への配布率

100%を達成した。 
・Science Window 子ども版を 85,000 部発行。Science Window2015 春号と共に全国の学校、科

学館、図書館等へ配布した。 
 
・上記直執行における処理件数は 52,623 件となった（スーパーサイエンスハイスクール支援、

サイエンス・パートナーシップ・プログラム、中高生の科学部活動振興プログラム）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本事業で実施する各プログラムの支援を受けた生徒、研究が各種の大会等で顕著な成績を収め

ている。以下にその受賞例を挙げる。 
【高校生科学技術チャレンジ（JSEC）における受賞例】 
グローバルサイエンスキャンパス受講生徒が文部科学大臣賞、科学技術政策担当大臣賞、朝

日新聞社賞、審査委員奨励賞を受賞。いずれも平成 27 年 5 月に米国で開催される世界最大

規模の学生科学コンテスト「インテル国際学生科学技術フェア（Intel International Science 
and Engineering Fair：Intel ISEF）への派遣代表に選出された。また、中高生の科学部活

動振興プログラムからも花王特別奨励賞、審査委員奨励賞、最終審査進出の 3 例がある。 
【日本学生科学賞における受賞例】 
グローバルサイエンスキャンパス受講生徒が内閣総理大臣賞（中学生の部）を受賞したほか、

中高生の科学部活動振興プログラムからも内閣総理大臣賞、科学技術振興機構賞、日本科学

未来館賞、旭化成賞、読売理工学院賞の受賞があった。 
・本事業のさまざまなプログラムから国際的な場で活躍する生徒を輩出しており、以下にその例

を挙げる。 
【スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援】 
生徒研究発表会での海外理数先進校との交流を実施。中国青少年科学技術イノベーションコ

ンテスト（China Adolescents Science and Technology Innovation Contest：CASTIC）（平

成 26 年 8 月 21 日～26 日）に熊本県立宇土高等学校、池田学園池田高等学校の 2 校を派遣。

その他、学校独自の取組としても国外における研究機関等での研修を延べ 202 件実施。 
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研究室配属等の機会を体系的

に提供する育成プログラム 9
件の取組を支援する。 
ⅳ．理数系教育を担う教員の

指導力向上の支援 
イ．理数系教員が優れた指導

方法を修得することを支援す

るため、教員が研究現場にお

いて最先端の科学技術を体感

するとともに、才能ある生徒

を伸ばすための効果的な指導

方法を修得するための合宿形

式のプログラム 5 件程度の取

組を選定し、支援する。また、

次年度の取組の公募を実施す

る。理科・数学（算数）の教

育に関して優れた指導法を修

得し、地域の理数教育におい

て中核的役割を果たす小・中

学校教員を養成するための取

組については、前年度までに

選定した 4 件の取組を支援す

る。 
ロ．児童生徒の科学技術に関

する興味・関心や知的探究心

等を向上させる授業の実施を

支援するため、外部有識者・

専門家による委員会の審議や

教員等の要望を踏まえつつ、

前年度に決定した教材の開発

方針及び開発企画に基づき、

教育関係者等の参画により理

科学習に利用しやすい教員用

のデジタル教材を開発し、イ

ンターネット等を通じて提供

する。また、次年度の開発方

針及び開発企画について決定

する。そして、児童生徒用の

自主学習用補助教材や、教員

用の補助教材について、外部

有識者・専門家の意見や前年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・理数好きの

子供達の裾野

の拡大状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・次世代科学

技術人材育成

【グローバルサイエンスキャンパス】 
国際会議（Plant and Animal Genome XXIII）で受講生（2 名）が研究発表を実施。 

【国際科学技術コンテスト】 
国際科学オリンピック日本代表生徒 31 名中 28 名がメダルを獲得。うち 10 名は金メダルを

獲得。教科毎の内訳は次のとおり。 
 

平成 26 年度科学技術オリンピック教科別成績 
（単位：人） 

 金メダル 銀メダル 銅メダル 
数学 4 1 1 
化学 1 2 1 
生物学 1 3 0 
物理 0 4 1 
情報 1 2 1 
地学 3 0 1 
地理 0 1 0 
合計 10 13 5 

 
【科学の甲子園】 
第 3 回科学の甲子園全国大会（平成 26 年 3 月 21 日～24 日）において優勝した三重県立伊

勢高等学校をサイエンスオリンピアド全米大会（平成 26 年 5 月 14 日～19 日）に派遣。 
【アジアサイエンスキャンプ 2014】 
アジアサイエンスキャンプ 2014（平成 26 年 8 月 24 日～29 日）に JST が選定した日本代

表生徒・学生を 20 名派遣。 
 
・平成 22 年度 SSH 校卒業生（平成 23 年 3 月卒業）の 3 年目（平成 25 年度時点）の理系進学

率は 79.8%と一般大学生 26.9%※のおよそ 3 倍となり、SSH 指定校から多くの理系進学者を輩

出している。（※平成 25 年度学校基本調査より） 
・国際科学技術コンテスト支援、科学の甲子園、科学の甲子園ジュニアについて記者説明会等（科

学オリンピック参加者報告記者説明会 平成 26 年 8 月 6 日、科学の甲子園記者説明会 平成 27
年 2 月 4 日、科学の甲子園大会直前プレイベント 平成 27 年 2 月 8 日、科学の甲子園ジュニア

記者説明会 平成 26 年 10 月 28 日）の広報活動を積極的に実施し、新聞、オンライン等で 1,631
件（国際科学技術コンテスト支援 972 件、科学の甲子園 415 件、科学の甲子園ジュニア 244
件）の報道があり、広告換算費では 15 億円以上にのぼる。また、科学の甲子園では NHK 岐

阜放送局、NHK 水戸放送局がそれぞれの県代表チームを取材し、テレビ放送された（平成 27
年 3 月 19 日、22 日、30 日、4 月 16 日）ほか、全国大会中の特別シンポジウムについても

NHK-E テレで放送される（平成 27 年 4 月 25 日）。これらの報道によって大会の認知度を高

めるだけでなく、理数好きな生徒の活躍の様子が広く社会に認知される機会となった。 
 
・以上のことから、次世代人材育成事業においては中学校・高等学校段階から科学技術分野に高

い能力を持った人材を育成しており、大学院生における事業経験者の分布の広がり、研究者中
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度の活用状況を踏まえつつ制

作し、発行・配布する。さら

に、教育関係者が多く参加す

るイベント等における紹介

や、機構が実施する講習、地

域の各機関が実施する教員研

修、教育職員免許法に定める

免許状更新講習等の機会を利

用し、周知を図る。 
ⅴ．評価と評価結果の反映・

活用 
イ．次世代の科学技術を担う

人材育成のための研究開発に

おいては、科学技術に関する

学習の現状を把握するために

行った調査や開発した効果的

な学習方法等の手法等につい

て、外部有識者・専門家の参

画による評価を実施し、必要

に応じて得られた結果を以後

の活動に反映させる。 
ロ．スーパーサイエンスハイ

スクールの支援においては事

業関係者、教員及び生徒等へ

アンケート調査等を行い、得

られた本事業についての意見

等を踏まえ、文部科学省と連

携し、外部有識者・専門家の

参画による評価を実施し、必

要に応じて得られた結果を事

業の運営に反映させる。 
ハ．将来の科学技術人材の育

成に向けた基盤の整備におい

てはプログラムごとに、事業

関係者、児童生徒等へアンケ

ート調査等を行い、得られた

本事業についての意見等を踏

まえ、外部有識者・専門家の

参画による評価を実施し、必

要に応じて得られた結果を事

業の運営に反映させる。 

状況 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・生徒・教員

等の参加者数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・アンケート

調査による肯

定的な回答の

割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・高大連携等

を実施した大

学数 
 
 
 

の事業経験者の割合の増加から、事業経験者による顕著な研究成果につなげるなど、将来の成

果の創出が期待される。 

 

 

・主なプログラムの参加者数は以下のとおり。スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援や

コンテスト支援等において着実に参加者数を伸ばしている。また、中期計画に掲げた達成すべ

き成果「JST が実施又は支援する国内の科学技術コンテストへの参加者総数を中期目標期間中

に延べ 80,000 名以上とする。」に対し、平成 26 年度時点で 108,230 名に達した（平成 26 年

度 47,697 名、平成 25 年度 39,461 名、平成 24 年度 21,072 名）。 
【主なプログラムの参加者数】※括弧内は前年度参加者数 

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援 88,120 名（78,363 名） 
 科学の甲子園 7,650 名（6,704 名） 
 科学の甲子園ジュニア 21,958 名（16,369 名） 
 教科系科学技術コンテスト 18,089 名（16,388 名） 
 グローバルサイエンスキャンパス 740 名（―） 
 次世代科学者育成プログラム 166 名（164 名） 
 サイエンス・リーダーズ・キャンプ 108 名（123 名） 
 理科ねっとわーく（登録教員数） 76,186 名（72,018 名） 

 
・主なプログラムでの参加生徒・教員等へのアンケート結果は以下のとおり。これらのとおり、

各プログラムにおいて中期計画に掲げた達成すべき成果の数値を上回った。 
【科学技術に関する学習意欲が向上した】（中期計画目標値：肯定的な回答 6 割以上） 

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援 67% 
 グローバルサイエンスキャンパス 93% 
 国際科学技術コンテスト支援 93% 

【科学技術を必要とする職業に就きたいと思うようになった】 
（中期計画目標値：肯定的な回答 5 割以上） 

 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援 54% 
 グローバルサイエンスキャンパス 91% 
 国際科学技術コンテスト支援 85% 

【当初計画していた目的を達成することができた】（中期計画目標値：肯定的な回答 8 割以上） 
 スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援 99% 
 グローバルサイエンスキャンパス 100% 
 国際科学技術コンテスト支援 100% 

 
・全ての SSH 指定校が大学との連携による取組を実施していることに加え、特徴的なものとし

て平成 26 年度時点で秋田県立大学、名古屋大学、三重大学、立命館大学等と指定校との連携

において単位認定を行うものがみられる。岡崎高校と東京大学・名古屋大学等との連携におい

ては 1、2 年生から大学等に出向き、講義実習を受けるほか、2、3 年生の選ばれた生徒は大学

の研究室で研究に取組み、論文作成を行う。論文が評価されれば、名古屋大学の単位として認

定される。 
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・科学技術イ

ノベーション

創出を担う博

士課程の学生

や 博 士 研 究

員、研究者及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構は、博

士課程の学

生、博士研究

員、研究者及

び技術者等

の高度人材

ニ. 理数系教育を担う教員の

指導力向上の支援においては

プログラムごとに、事業関係

者、教員等へアンケート調査

等を行い、得られた本事業に

ついての意見等を踏まえ、外

部有識者・専門家の参画によ

る評価を実施し、必要に応じ

て得られた結果を事業の運営

に反映させる。 
ⅵ．成果の公表・発信 
イ．次世代の科学技術を担う

人材育成のための研究開発に

おいては科学技術に関する学

習の現状についての調査結果

や開発した効果的な学習方法

等の手法等について、スーパ

ーサイエンスハイスクールの

支援においては文部科学省と

連携し、取組の内容及び生徒

の科学技術に関する学習意欲

及び卒業後の進路等の成果に

ついて、将来の科学技術人材

の育成に向けた基盤の整備に

おいては取組の内容及び児童

生徒等の科学技術に関する学

習意欲等の成果について、理

数系教育を担う教員の指導力

向上の支援においては取組の

内容及び受講した教員等の取

組修了後の活動等の成果につ

いて、ホームページ等を活用

して分かりやすく社会に向け

て発信する。 
 
ｂ．科学技術イノベーション

に関与する人材の支援 
・機構は、博士課程の学生、

博士研究員、研究者及び技術

者等の高度人材（以下「高度

人材」という）の活躍の場の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・情報収集・

提供・利活用

の効率化・高

度化に資する

ための新技術

・京都大学は大学及び高等学校における教育の課題に関し、連携して教育及び研究の充実、発展

に資することを目的として各地の教育委員会と連携協定を締結している。平成 26 年度時点で

教育委員会との連携協力に関する締結は近畿圏内（大阪府教育委員会、滋賀県教育委員会、兵

庫県教育委員会、京都府教育委員会、京都市教育委員会、和歌山県教育委員会、奈良県教育委

員会、三重県教育委員会）に留まらず、全国規模（東京都教育委員会、石川県教育委員会、徳

島市教育委員会、福井県教育委員会）での広がりを見せ、SSH 校以外にも連携校を指定して協

力体制を構築している。 
 
・大阪大学理学部は研究奨励 AO 入試の出願要件において「スーパーサイエンスハイスクール

（SSH）生徒研究発表会で出場者となった者」を含めており、SSH での活動実績を入試にお

ける評価指標としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｂ．科学技術イノベーションに関与する人材の支援 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｂ．科学技術イノベーシ

ョンに関与する人材の支

援 
評定：B 
 
＜評定に至った理由＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｂ．科学技術イノベーショ

ンに関与する人材の支援 

評定：B 
 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期
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び技術者等の

高度人材の活

躍の場の拡大

を支援するた

め、キャリア

開発に資する

情報の提供及

び能力開発に

資する情報の

提 供 等 を 行

う。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下「高度

人材」とい

う。）の活躍

の場の拡大

を促進する

ため、産学官

連携の下、キ

ャリア開発

に資する情

報の提供及

び能力開発

に資する情

報の提供等

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大を促進するため、産学官

連携のもと、キャリア開発に

資する情報の提供及び能力開

発に資する情報の提供等を行

う。 
［推進方法］ 
ⅰ．高度人材のキャリア開発

に資する情報の提供 
イ．大学・研究機関の人材育

成センターや民間の情報提供

機関と連携し、求人・求職情

報のデータベースを整備・提

供する。また、高度人材のキ

ャリア開発のため、利用者ニ

ーズや外部有識者・専門家の

意見を踏まえ、科学技術分野

を含む高度人材向けの自習教

材コンテンツを制作・提供す

る。 
ロ．サービスの利用を促進す

るため、ソーシャルネットワ

ーキングサービス（SNS）の

活用や連携機関の拡大により

効果的にその普及を図る。 
ハ．高度人材の求人・求職情

報や科学技術分野の自習教材

などのキャリア開発に資する

情報を提供する研究人材ポー

タルサイトを平成 26 年度よ

り公開する。 
ⅱ．高度人材のキャリア開発

に資する情報の活用の支援 
イ．大学・研究機関の人材育

成センターや民間の情報提供

機関との情報の相互共有等の

連携を進め、利便性の向上を

図る。 
ロ．知識インフラの構築によ

り整備された高度人材の研究

成果情報や研究機関の情報を

求人・求職情報等に活用し、

の導入や開発

をすることが

できたか 
・ユーザーニ

ーズに応えた

情 報 の 高 度

化、高付加価

値化を行って

いるか 
 
〈評価指標〉 
・サービスの

高度化への取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
・JST 内外と

の連携への取

組状況 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・サービスの

安定運用状況 
 
 
・効果的・効

率的なサービ

ス提供への取

組状況 
 
［評価軸］ 
・科学技術イ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・従来の求人求職機能に e ラーニング機能等を加えた総合キャリア支援サイト「JREC-IN Portal」
を開発し、運用を開始した。 

・求人に対し Web から応募できる機能を開発し、運用を開始した。 
・研究者の書類作成を簡便にするため、履歴書・業績リストの様式について、JREC-IN 推奨様

式を提供した。また、研究人材が履歴書・業績リストを作成する際に researchmap から業績

をフィードできる機能を開発し、運用を開始した。 
・サービス向上のため、ユーザー登録の際に属性情報の取得を可能とした。 
・求人情報のオプションとして、求人情報から J-GLOBAL 機関情報へのリンク機能を提供した。 
・キャリア啓発コンテンツを制作、提供した。 
・新ポータルサイト及び新機能について広報を実施した 
 
・民間求人提供機関との連携（企業求人情報の提供）、中小企業庁との連携（SBIR（中小企業技

術革新制度）企業求人情報の提供）を引き続き実施した。 
・EC が運営する研究者求人サイト EURAXESS Jobs との連携に向け協力を開始した。また、国

際機関（IAEA）の求人活動に協力した。 
・国の科学技術人材育成費補助事業（科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業）と連携し、

当該プログラムの求人を網羅的に掲載した（26 年度の掲載求人情報数 21 件）。 
 
 
・利用者へのアナウンス等を適切に行い、安定的にサービスを移行・開始した（10 月 1 日）。 
・事務局業務（利用者管理、データ管理、ヘルプデスク等）を内製化することにより、業務を効

率化した。あわせて、利用者に対して安定した品質のサービスを提供できるようになった。 
 
・サービス運用管理の最適化及びシステムの安定運用のため、Web ラーニングプラザの統合、シ

ステム構成の見直しを行った。 
 
 

 

 

 

・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活

動による成果、取組等

について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した

結果、高度人材の多様

な場での活躍を支援す

ることを目的に、散在

する人材ニーズやキャ

リア開発のためのコン

テンツなどを集約・ワ

ンストップで提供する

ポータルサイトを構築

し、利用者の求人求職

活動の効率化やキャリ

ア啓発を支援した。国

内外の関連機関との連

携推進によりキャリア

パスの拡大を支援する

など「研究開発成果の

最大化」に向けて成果

の創出や将来的な成果

の創出の期待が認めら

れ、着実な業務運営が

なされているため、評

定を B とする。 
 
＜今後の課題＞ 
・ユーザーの属性やニー

ズに応じたサービスの

高度化に引き続き取組

む。 
・効率的・効果的にコン

テンツの拡充整備を行

えるよう、引き続き

JST 内外の関連機関と

の連携強化に努める。 
 
 
 

計画の実施状況について

は、「研究開発成果の最大

化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出等

が認められ、着実な業務

運営がなされているた

め、評定を B とする。 
 
・業務の実績について、

JREC-IN Portal（研究人

材のためのキャリア支援

ポータルサイト）の安定

的な運用及び利便性を向

上させる取組の実施を通

じて、求人求職情報の利

用件数は約 1,837 万件と

前年度実績（約 1,808 万

件）を上回るなど、着実

な業務運営が行われてい

る。 
 
・業務のマネジメントにつ

いて、従来の求人求職機

能に e ラーニング機能を

加えた総合キャリア支援

サイトの構築、研究者の

書類作成の簡便化、民間

求人提供機関や中小企業

庁との連携を推進するな

ど、着実な業務改善がな

されている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・ユーザーの属性やニーズ

を不断に把握するととも

に、それにあった求人情

報等を掲載することがで

きるよう、より積極的な

広報活動や JST 外との連

携を強化する必要があ
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発信効果の拡大と利便性向上

につなげるための連携を推進

する。 
ⅲ．評価と評価結果の反映・

活用 
イ．他の機関・サービスとの

連携実績について、中期計画

の目標値との比較検証を行

い、必要に応じて結果を事業

の運営に反映させる。 
ロ．サービスの利用者にアン

ケートを実施し、本サービス

が有用であるとの回答の割合

について、中期計画の目標値

との比較検証を行い、必要に

応じて結果を事業の運営に反

映させる。 
ハ．本サービスの利用登録者

数について、中期計画の目標

値との比較検証を行い、必要

に応じて結果を事業の運営に

反映させる。 
ⅳ．成果の公表・発信 
イ．計画の達成度、サービス

の利用状況、利用者の満足度

等を把握し、分かりやすく社

会に向けて情報発信する。 
ⅴ．その他、推進すべき事項 
イ．業務に係る男女共同参画

を推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ノベーション

に関与する人

材に情報を提

供し、支援し、

研究者等の活

躍の場の拡大

を促進できた

か 
 
〈評価指標〉 
・サービスの

高度化の効果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・求人求職情報の利用件数は 18,366,729 件と前年度（1,808 万件）を上回った。特に新ポータル

サイトを公開した下期について前年同期比 107%となった。 
・e ラーニングのレッスン修了数についても 254,743 件と前年度（238,436 件）を上回った。 
・新たに JREC-IN Potal として整備提供したキャリア啓発コンテンツについては 72,781 件の利

用実績があり、研究人材に対し多様なキャリアパスを示すことができた。 
・履歴書・業績リストの JREC-IN 推奨様式の提供、及び Web 応募機能、researchmap からの

業績フィード機能の開発により、採用・応募にかかる研究人材と求人機関双方の負担軽減につ

ながることが期待される。 
・ユーザー属性（年齢、国籍、現所属機関種別、現職種、取得学位、研究分野）を把握する仕組

みを導入したことによって、よりユーザーに適したサービス、コンテンツの提供が可能となっ

た。 
・ユーザー属性を把握できたことにより、従来ユーザーである任期付研究者や博士課程学生に加

え、研究支援者や技術者といった新たな利用層の利用登録があったことを把握できた。今後、

コンテンツ作成等にあたり、当該情報の活用を行っていく。 
例）サービス開始～26 年度末の新規登録ユーザー 

年齢構成は 20 代、30 代、40 代が 1/4 ずつ 
現在の職種は研究開発・技術者が 23%、ポスドクが 7% 
現在の所属機関は企業が 46%、大学が 36% など 

・求人情報から J-GLOBAL へのリンク提供により、求人機関の研究パフォーマンス（研究者、

文献、特許、課題など）の参照が容易となり、研究人材にとって利便性が向上した。 
・新たな機能を活用していただくため、求人機関向けに新機能についての説明会を全国 5 箇所に

て次のとおり実施した。Web 応募機能、JREC-IN 推奨様式の活用を積極的に促し、求人機関

側の利便性を実感していただくとともに、機関ごとに異なる応募様式の統一を促すことによ

り、研究人材の負担軽減につながることが期待される。 
会場 主な参加機関 参加人数 

中部地区（名古屋大学工学部） 大学（国公私）、財団など 16 名 
北海道地区（北海道大学学術交流会館） 大学（国公私） 16 名 
東北地区（東北大学青葉記念会館） 大学（国公私）、高専など 8 名 
関東地区（東京大学数理科学研究棟） 大学（国公私）、企業、公設試など 42 名 
関西地区（大阪大学アライアンスホール） 大学（国公私）、財団、企業など 30 名 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。 
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・JST 内外と

の連携状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・利用者満足

度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・コンテンツ

の整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・EURAXESS（EC）のイベントやニュースをユーザーに案内した。また、国際機関（IAEA）

の日本人研究者向け求人情報の掲載に協力し、国内だけでなく海外へのキャリアパスを積極的

に提供し、国際的な頭脳循環を支援した。 
・国の科学技術人材育成費補助事業（科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業）との連携

により、当該プログラムの求人を網羅的に掲載した（【中期計画】達成すべき成果「他の機関・

サービスとの連携」前年度比 +1）。 
 

 中期計画上の目標値 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
JREC-IN の他機

関・サービスとの

連携 実績 
前年度よりも向上 

前年度比 
+2 機関 

（累計 2機関） 

前年度比 
+2 機関 

（累計 4機関） 

前年度比 
+1 機関 

（累計 5機関） 
 
・ユーザーへの満足度アンケートを行った結果、本サービスが有用であるとの回答の割合は 89%

であった（【中期計画】達成すべき成果「本事業で提供するサービスの利用者に対して調査を

行い、回答者の 8 割以上から有用であるとの肯定的な回答を得る」）。 
・有用とする理由として「無料で利用できる（87%）」「求職活動が効率化できる（65%）」「公的

機関のサービスであり信頼できる（62%）」「ほかに類似のサービスがない（45%）」「情報量が

多い（43%）」が上位に挙げられた。 
 中期計画上の目標値 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

JREC-IN の利用者

に対する満足度調

査における肯定的

な回答割合（%） 

回答者の 8 割以上か

ら有用であるとの肯

定的な回答を得る 

87 
（n＝6,572） 

89 
（n＝8,384） 

89 
（n＝8,589） 

 

 

・求人公募情報について、17,515 件（前年度 16,500 件より 6%増）を掲載した。 
・うち、企業求人件数は 478 件（前年度 369 件より 30%増）であった。 
・キャリア啓発に資するコンテンツとして、「博士人材へのメッセージ」（28 記事）を制作・提

供した。また、キャリアアップ読本（20 本）、動画コンテンツ（2 本）を提供した。 
コンテンツ 提供状況 

広がる博士の活

躍（28記事） 
博士人材へのメッセージ 
博士人材から（10記事）、採用機関から（12記事）、支援機関から（6記事） 

キャリアアップ

読本（20本） 

研究人材のための5分間キャリアアップ読本（研究資金獲得、支援体制構

築、産学連携、研究成果の特許化、起業、広報、研究倫理等に関するテ

ーマ記事） 

動画コンテンツ

（2本） 

文部科学省主催ポストドクター・キャリア開発事業シンポジウム2013の
収録コンテンツ 
お茶の水女子大学主催「グローバル女性リーダー特論（応用編）『女性

リーダーはいかにして成立するか』パネルディスカッション」の収録コ

ンテンツ 
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・外国人研究

者が我が国で

研究活動を行

うに当たり、

住環境が障害

とならないよ

うに外国人研

究者に宿舎を

提供する。 
・海外からの

優秀な科学技

術イノベーシ

ョン人材の将

来の獲得に資

するため、科

学技術分野で

のアジアとの

青少年交流を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外国人研究

者が我が国

で研究活動

を行うに当

たり、住環境

が障害とな

らないよう

に外国人研

究者に宿舎

を提供する。 
・海外からの

優秀な科学

技術イノベ

ーション人

材の将来の

獲得に資す

るため、科学

技術分野で

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｃ．海外との人材交流基盤の

構築 
（ⅰ）外国人研究者宿舎の提

供 
・外国人研究者が我が国で研

究活動を行うにあたり、住環

境が障害とならないように外

国人研究者に宿舎を提供す

る。 
［推進方法］ 
ⅰ．外国人研究者宿舎の運営 
イ．外国人研究者用の宿舎を

委託により運営することによ

り、外国人研究者が研究に専

念できる環境を整備・提供す

る。 
ⅱ．運営状況の把握及び改善 
イ．委託先である運営業者が、

・効果的・効

率的なサービ

ス提供の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
・利用登録者

数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・外国人研究

者宿舎の運営

は適切か 
 
〈評価指標〉 
・入居率向上

に向けた活動

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・e ラーニング（自主学習）コンテンツとして、研究支援の実務を学ぶ教材を提供した。また、

旧 Web ラーニングプラザのコンテンツを移行し提供した。 
システム 提供状況 

eラーニング 

研究支援の実務を学ぶ教材コンテンツ（6テーマ） 
旧WLPから移行の技術者向け教材コンテンツ（ライフサイエンス、情報

通信、環境、ナノテクノロジー・材料、電気電子、機械、化学、社会基

盤、安全、科学技術史、総合技術監理、技術者倫理、知財、フロンティ

ア、技術者教養）（805テーマ） 
・Web ラーニングプラザの統合、システム構成の見直しにより、新ポータルサイト運用にかかる

27 年度システム保守関連費用を 35%程度削減した。 
 
・利用登録者数（登録ユーザー数）は以下のとおり。10 月の新ポータルサイト公開後半年間で

20,611 人の新規登録があった（Web ラーニングプラザ利用者の移行登録を含む）。（【中期計画】

達成すべき成果「利用登録者数を 70,000 人以上に増加」達成） 
 中期計画上の目標値 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

JREC-IN の利用登

録者（人） 
利用登録者数を 
70,000 人以上に増加 

51,341 54,150 79,549 

 
 
 
 
 
 
ｃ．海外との人材交流基盤の構築 

（ⅰ）外国人研究者宿舎の提供 

 

 

 

 

・東日本大震災以降、低迷する外国人研究者宿舎の入居率を 8 割以上とすることを目指し、積極

的な宿舎運営を実施した。 
・宿舎運営業者に対して広報活動強化を促し、各種交流事業への視察、運営に関する打合せ等を

適宜行い、問題点発覚時対応等に備えた対策を実施した。宿舎の PR ポスターを近隣研究機関

及びつくば駅等に掲示した。 
・宿舎の入居率向上、利便性向上を目的として、宿舎を利用する主な研究機関のヒアリングを実

施した結果得られた要望に基づき、平成 25 年度に試験運用した、一定の条件下で 2 人用居室

シングルユースの利用を許可する柔軟な運用の本格実施に加え、人文系研究者の入居審査基準

弾力化等を実施した。 
・外国人研究者宿舎の運営状況について、業務委託先の実施状況の確認や宿舎利用者へのアンケ

ート等により把握し、ホームページ等を通じて、社会に向けて情報発信した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｃ．海外との人材交流基

盤の構築 
評定：A 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活

動による成果、取組等

について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した

結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の

下で、「科学技術分野で

のアジアとの青少年交

流プログラム」におい

て、予定国・地域の約

500 機関から、当初予

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ｃ．海外との人材交流基盤

の構築 

評定：B 
・科学技術分野でのアジア

との青少年交流プログラ

ム：A 
・外国人研究者宿舎の提

供：C 
 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期

計画の実施状況について

は、「研究開発成果の最大

化」に向けて成果の創出

や将来的な成果の創出等

が認められ、着実な業務

運営がなされているた

め、評定を B とする。 
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促進する。 

 

 

 

 

 

のアジアと

の青少年交

流を促進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約に基づき、適切に外国人

研究者宿舎を運営し、各種生

活支援サービスを提供してい

るか、常に把握し、必要に応

じ改善されるよう努める。 
ⅲ．評価と評価結果の反映・

活用 
イ．外国人研究者宿舎の入居

率について、中期計画の目標

値との比較検証を行い、必要

に応じて比較検証した結果を

事業の運営に反映させる。 
ⅳ．成果の公表・発信 
イ．外国人研究者宿舎の運営

状況及びその波及効果につい

て把握し、ホームページ等を

通じて、社会に向けて情報発

信する。 
 
（ⅱ）科学技術分野における

アジアとの青少年交流の促進 
・海外からの優秀な科学技術

イノベーション人材の将来の

獲得に資するため、科学技術

分野でのアジアとの青少年交

流を促進する。 
 
［推進方法］ 
ⅰ．事業の基本方針の策定 
イ．機構は、外部の専門家を

交えた委員会を組織し、事業

の目的、事業の実施方法、招

へい目標人数等を定めた基本

方針について、委員会の審議

を経た上で策定する。 
ⅱ．特に優秀な人材の招へい

（交流事業） 
イ. 機構は、招へい対象国か

らの優秀な青少年の招へいに

資するため、機構が実施して

きた国際共同研究の枠組み

〈モニタリン

グ指標〉 
・入居者への

生活支援サー

ビスの質の向

上に関する取

組状況 
 
 
 
 
［評価軸］ 
・外国人研究

者宿舎は、外

国人研究者の

招へいに貢献

しているか 
 
〈評価指標〉 
・入居率の状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・外国人研究

者の招へいへ

の貢献 
 
 
 

 

 

・サービスの質向上への取組として、入居した外国人研究者及びその家族を対象に、宿泊施設の

提供のみならず各種生活支援サービス（公的手続き、病院予約のサポート等）の提供や、日本

語教室、交流イベントなどの実施により、外国人研究者が円滑に生活を立ち上げて研究活動に

専念できる環境を提供した。 
・宿舎運営業者に対して、広報活動強化を指示すると共に、各種交流事業への視察、運営に関す

る打合せ等を適宜実施した。 
・市場化テストのプロセスを経て、契約を 2 つに分けた結果、宿舎の管理運営業務について 2 者

が応札し、従来の 1 者応札の状況が改善されて競争性が高まった。また、入居率向上に向けた

サービス改善のため、平日、夜間及び土日の対応を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 26 年度の入居率は 76.4%であり、目標の 8 割以上に満たなかった。 
・全体の入居率は、東日本大震災時に大きく低下した入居率は年々確実に回復しており、3 年度

を経て、中期計画の達成目標に向けた着実な改善が認められた。 
・居室タイプ別の入居率では、「竹園ハウス」の 1 人用部屋 87.2%、2 人用部屋 83.9%、家族用

91.8%、「二の宮ハウス」の 1 人用部屋 87.4%において、目標の 8 割を達成した。 
・「二の宮ハウス」の 2 人用部屋のみが 63.1%と低く、全体の入居率低下の原因になっている。

しかし、2 人用部屋の柔軟運用実施の結果、平成 24 年度 43.1%から、平成 25 年度 61.2%（試

験運用）、平成 26 年度 63.1%（本格運用）と、確実な入居率向上につながった。 
 
＜入居率（月間）＞ 

年月 H22/4 H23/4 H24/4 H25/4 H26/4 H26/4～H27/3（通年） 
入居率（%） 80.8 48.8 61.1 72.8 78.5 76.4 

 
・中期目標期間を通しての目標値である入居率 8 割を達成するため、広報活動の強化、交流促進

及び生活支援サービスの提供、入居条件の緩和などの取組を実施した。 
 
・日本の生活に不慣れな外国人研究者でも、家族も含めて安心して研究に打ち込める環境がすで

に構築されているということは、招へいする日本側研究機関及び送り出す相手国側機関の双方

にとって非常に重要である。整備された環境における満足度の高いサービスは、研究者自身の

再訪日だけでなく、母国の研究者ネットワークを通して外国人研究者の訪日機運を高めること

につながり、外国人研究者招へいへ貢献した。 
 

定 を 大 き く 上 回 る

2,945 人を招へいし、

再来日希望率もほぼ

100%となる等、プログ

ラムの推進方法などを

確立したこと、開始初

年度にもかかわらず、

留学等につながった機

関が 81 機関となった

こと、また日中科学技

術協力委員会や各国大

臣より高い関心が示さ

れている。一方、「外国

人研究者宿舎の提供」

において、入居者の高

い満足度につながる生

活支援サービスを提供

できているが、入居率

に関して、向上してい

るものの中期計画の目

標である 8 割に達して

いない。上記を踏まえ、

「研究開発成果の最大

化」に向けて顕著な成

果の創出や将来的な成

果の創出の期待等が認

められるため、評定を

A とする。 
 
（ⅰ）外国人研究者宿舎

の提供 
評定：C 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活

動による成果、取組等

について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した

結果、外国人研究者宿

 
・「科学技術分野でのアジア

との青少年交流プログラ

ム」では、予定国・地域

から 2945 人（中期計画：

2,000 人）を招へいし、再

来日希望率が 97%、また

国内の受入れ機関に対す

るアンケートで 81 機関

が「留学生等の入れにつ

ながった」を選択したこ

となど、将来の来日によ

る交流拡大を期待させる

顕著な成果がみられる

（評定：A）。 
 
・また、「外国人研究者宿舎

の提供」については、高

い満足度につながる生活

支援サービスを提供して

いるが、入居率も向上し

ているが、東日本大震災

の影響等もあって目標で

ある8割に達しておらず、

一層の改善等が期待され

る（評定：C）。 
 
（各論） 
（ⅰ）外国人研究者宿舎の

提供 
（外国人研究者宿舎の運営

は適切か） 
・外国人研究者宿舎の提供

においては、東日本大震災

以降に低下した入居率の回

復にはわずかに至っておら

ず、交流促進及び生活支援

サービスの提供などの取組

を実施し、入居者の高い満

足度を維持していること、

平成 26 年度より市場化テ
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や、青少年国際交流の枠組み

で得られた情報等を元に、招

へい国において、教育や科学

技術研究などで高いレベルを

有する高等学校や大学、研究

機関について、リスト化し、

送出し機関として登録する。 
ロ. 機構は、招へい対象国・

地域の科学技術・教育関連の

省庁や公的機関等に事業の趣

旨を説明し、事業への参画を

促す。 
ハ. 機構は、日本の受入機関

と海外の送出し機関が共同で

作成する交流計画について、

機構に提出された交流計画案

が基本方針を達成する上で適

当なものかどうか等の視点に

基づき、委員会において審査

する。交流計画の作成に当た

っては、交流計画中に、機構

が用意する「科学技術交流コ

ンテンツのプラットフォー

ム」のコンテンツを原則とし

て盛り込むこととする。機構

は、審査結果に基づき、必要

に応じて交流計画の一部変更

等の指示を行ったうえで、交

流計画を決定する。 
ニ. 決定された交流計画につ

いては、機構と受入機関にお

いて契約を締結し、事業を実

施する。 
ホ. 機構は、交流計画を実施

した機関から成果報告書を受

領し、得られた成果等を事業

の質の向上につなげるため、

今後の事業の推進に活用す

る。 
ⅲ．科学技術交流コンテンツ

のプラットフォーム構築 

〈モニタリン

グ指標〉 
・入居者への

退去時アンケ

ート調査にお

ける満足度 
 
［評価軸］ 
・科学技術交

流を促進する

ための取組は

適切か 
 
 
 
〈評価指標〉 
・特に優秀な

青少年を選抜

できるスキー

ム構築の取組

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

・外国人研究者宿舎の入居者へのアンケート調査を実施した結果、「非常に満足している。また

住みたい」と回答した割合は、93.0%（350/376 人）であり、宿舎を利用する外国人研究者の

満足度は非常に高い。 
 
 
（ⅱ）科学技術分野におけるアジアとの青少年交流の促進 
日本・アジア青少年サイエンス交流事業において、以下のコースを実施した。 
・一般公募事業 
・さくらサイエンスハイスクールプログラム事業 
 
・各国の優秀な青少年が在籍する大学・高校のリストを作成し、在外公館等に照会を行うととも

に、各国の政府機関・大学・高校に訪問し直接に優秀な学生の選抜を依頼し、短期間で優秀な

青少年の招へいにつなげた。 
 
■一般公募事業 
・各国政府・大学等を訪問し、プログラムに関する説明を行い、制度に関する理解が深まるよう

に努めた。また、優秀な人材が選抜されるスキームが交流計画策定に重要であることへの理解

を求めた。 
海外訪問 訪問先 

平成 26 年 3 月 

フィリピン（科学技術省） 
マレーシア（マラヤ大学、マレーシア学術会議等） 
インドネシア（インドネシア技術評価応用庁） 
中国（大連理工大学等） 
台湾（科学技術部等） 

平成 26 年 4 月 

韓国（未来創造科学部、韓国研究財団等） 
モンゴル（教育・科学省、モンゴル国立大学等） 
フィリピン（科学技術省等） 
マレーシア（教育省等） 
インドネシア（教育省、研究技術省等） 

平成 26 年 5 月 
ベトナム（科学技術省、教育訓練省、ベトナム国家大学等） 
カンボジア（教育省、カンボジア工科大学等） 

平成 26 年 9 月 中国（科学技術部等） 

平成 26 年 10 月 
中国（国際教育展等） 
ミャンマー科学技術部と MOC 締結 

平成 26 年 12 月 中国（科学院等） 
平成 27 年 1 月 インド（科学技術省、人的資源開発省、IIT 主要校等） 

 
 
 

舎の提供においては、

入居者への生活支援サ

ービスの質の高さを維

持しているが、東日本

大震災以降に低下した

入居率の回復にはわず

かに至っていないた

め、「研究開発成果の最

大化」又は「適正、効

果的かつ効率的な業務

運営」に向けてより一

層の工夫、改善等が期

待されるため、評定を

C とする。 
・26 年度の入居率は、25

年度に引き続き、震災

後の急減以降、回復基

調にあるものの、依然

目標値を下回ってい

る。なお目標達成に向

けた取組に改善の余地

があると考えられ、周

辺研究機関との連携は

もとより、外国人研究

者が利用する情報サイ

トへの掲載や外国人研

究者等の滞在が見込ま

れる国等の事業の実施

関係者等にタイムリー

に働きかけるなど、引

き続き広報活動の充実

や入居条件の緩和など

の柔軟な運用を行うこ

とにより、入居率向上

に努める必要がある。 
 
＜今後の課題＞ 
・中期目標の達成に向け

た着実な進展が認めら

れため、現状を維持し

つつ、「二の宮ハウス」

ストを導入し、業務の効率

化・競争性を高める等、改

善に取り組んでいる点は評

価できる。しかしながら「適

正、効果的かつ効率的な業

務運営」に向けてより一層

の工夫、改善等が期待され

る。 
 
（入居率向上に向けた活動

状況） 
・26 年度の入居率は、25 年

度に引き続き、震災後の

急減以降、回復基調にあ

るものの、依然目標値を

下回っている。なお目標

達成に向けた取組に改善

の余地があると考えら

れ、周辺研究機関との連

携はもとより、外国人研

究者が利用する情報サイ

トへの掲載や外国人研究

者等の滞在が見込まれる

国等の事業の実施関係者

等にタイムリーに働きか

けるなど、引き続き広報

活動の充実や入居条件の

緩和などの柔軟な運用を

行うことにより、入居率

向上に努めることが期待

される。 
 
（外国人研究者宿舎は、外

国人研究者の招へいに貢献

しているか） 
・入居者への生活支援サー

ビスの質の高さを維持し

ているが、東日本大震災

以降に低下した入居率の

回復にはわずかに至って

いないため「研究開発成
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イ．機構は、自らが有する科

学技術交流に関するコンテン

ツに加え、他機関が行う科学

技術交流イベント、展示館等

のコンテンツをリスト化し、

「科学技術交流コンテンツの

プラットフォーム」としてウ

ェブ上で概要を公開する。 
ロ．プラットフォームの情報

を、国際交流活動を実施する

機関に提供し、当該実施機関

の交流事業において上記のコ

ンテンツの使用を促すため、

機構は、情報提供、交流事業

に適切なコンテンツ案の提示

や、コンテンツを活用する場

合の日程調整等、交流事業実

施機関の要請に応じて必要な

支援を行う。 
ⅳ．評価と評価結果の反映・

活用 
イ．機構が招へいした青少年

数及び機構が提供する科学技

術交流コンテンツへの参加者

数について、中期計画の目標

値との比較検証を行い、必要

に応じてその結果を事業の運

営に反映させる 
ロ．交流事業の実施結果を踏

まえ、優秀な青少年を招へい

できるスキームとなっている

ことを確認する。 
ハ．本事業に参加した青少年

に対して、事業内容の日本の

科学技術に対する関心や将来

の日本への留学、就職の希望

等を調査する等、中期計画の

目標値との比較検証を行い、

必要に応じて結果を事業の運

営に反映させる。 
ニ．本事業に参加した青少年

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・科学技術交

流コンテンツ

のプラットフ

ォーム構築へ

の取組状況 

・国内の大学等へ制度の説明を行い、優秀な人材選抜が本事業の重要な基準となっていることを

説明し、相手国機関への周知の徹底等に努めた。下記のほか、個別説明を随時行った。 

 

受入機関候補への説明会開催状況 
開催日 開催場所 申込人数（人） 参加人数（人） 

4 月 14 日 東京 132 113 
4 月 15 日 大阪 53 60 
4 月 16 日 仙台 18 15 
4 月 18 日 福岡 21 24 

合計 224 212 
・受入れ機関が送出し機関と連携をとりながら JST に提出された交流計画案は、JST の「日本・

アジア青少年サイエンス交流事業推進委員会」にかけられ、提出された交流計画案が、基本方

針を達成する上で適当なものかどうかなどの視点に基づき、審査を行い、その結果を踏まえて

JST が採択する交流計画を決定した。 
・採択の決定にあたっては、アジアからの優秀な青少年を受け入れることになっていること、適

切な科学技術分野の内容になっていること、適切な日程であることなど交流計画の妥当性のほ

か、人口、研究人材数や我が国への留学者数などを総合的に勘案したアジア各国・地域のバラ

ンスも考慮した。 
・査証（ビザ）が必要な国に関しては、受入れ機関から JST に対して一定期間内に招へいに関

する正確な情報が提供された場合は、JST は本事業により招へいする旨の書類を提供し、受入

機関における円滑な事業の推進を支援した。 
 
■さくらサイエンスハイスクールプログラム事業（高校生特別コース） 
・一般公募事業とは別に、国内外の関係機関と連携して、高校生向けに、JST が自ら「高校生特

別コース」を企画して招へい活動を行った。アジア 9 か国の超難関高校から、サイエンスコン

テストで金メダルを獲得した生徒等最優秀の生徒が参加した。参加高校生は、日本人の親切さ、

真面目さ、日本の清潔な社会、文化、科学技術力に驚き、ノーベル賞受賞者等から、研究の厳

しさ、決して夢を捨てないこと等科学者のマインドを学んで帰国した。アンケートでの満足度

が高いことを確認した。 
・ノーベル賞受賞者による講演の聴講の他、日本の主要大学や研究機関の訪問、公立の科学博物

館や、企業の博物館の訪問、SSH（スーパーサイエンスハイスクール）との交流、日本の文化・

歴史の体験などからなるプログラムを構築した。同様の高校を対象とした他国のプログラムに

おいては、ノーベル賞受賞者から直接講演を聴講し質疑を行えるものはなく、帰国した後の高

校生から特に高い評価を得た。 
 

 

・JST の有する科学技術交流に資するコンテンツを収集、整理してリスト化し、「科学技術交流

コンテンツのプラットフォーム」としてウェブ上で概要を公開するとともに、当該 HP の PR
資料を関係機関に配布するよう調整を実施した。また、このプラットフォームの情報を定期的

に最新情報に更新している。なお、交流計画立案の際に交流コンテンツを一つ以上選択し、交

流計画に取り組むこととしている。 

2 人用部屋の入居率向

上を図る必要がある。

ただし、当該施設の入

居率は向上傾向にある

ものの、入居規則柔軟

化の試験運用開始した

25 年度の増加割合

18.1%に対して26年度

は 1.9%にとどまって

おり。入居規則の柔軟

化の効果のみでの入居

率改善ができるとは言

い難い。入居者の高い

満足度やニーズに基づ

く改善点をより広く情

報発信することを含

め、更なる積極的な取

組を行う。 
 
（ⅱ）科学技術分野にお

けるアジアとの青少年交

流の促進 
評定：S 
 
＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目

的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活

動による成果、取組等

について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した

結果、適正、効果的か

つ効率的な業務運営の

下で、事業開始初年度

で準備期間が非常に短

い中プログラムの推進

方法を確立し、覚書締

結等内外との協力関係

を構築した事業の実

施、2,945 名もの優秀

なアジアの青少年の招

果の最大化」又は「適正、

効果的かつ効率的な業務

運営」に向けて一層の工

夫、改善が期待される。 
 
（入居率の状況） 
・26 年度の入居率は、25 年

度に引き続き、震災後の

急減以降、回復基調にあ

るものの、依然目標値を

下回っている。 
 
（外国人研究者の招へいへ

の貢献） 
・日本の生活に不慣れな外

国人研究者でも、家族も

含めて安心して研究に打

ち込める環境がすでに構

築されているということ

は、招へいする日本側研

究機関及び送り出す相手

国側機関の双方にとって

非常に重要である。入居

者の退去時のアンケート

では、整備された環境に

おける満足度の高いサー

ビスが認められ、研究者

自身の再訪日だけでな

く、母国の研究者ネット

ワークを通して外国人研

究者の訪日機運を高める

ことにつながり、外国人

研究者招へいへ貢献して

いることは評価できる。 
 
（ⅱ）科学技術分野におけ

るアジアとの青少年交流の

促進 
（科学技術交流を促進する

ための取組は適切か） 
・一般公募事業の実施にお
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に対して、帰国後もメールマ

ガジン等で情報を提供し、日

本への関心が持続するよう取

り組む。また、帰国後の進路

等を追跡できるようなスキー

ムを構築する。さらに、参加

者が将来、日本に再来日する

ことを促すため、留学情報や

日本の科学技術に関する情報

を入手できる環境を整えるた

め、情報提供の場を構築する。 
ⅴ．成果の公表・発信 
イ．事業の実施結果について

取りまとめ、交流事業に関わ

った機関に対して提供する。

また事業成果を広く発信し、

国内外の機関に本事業への参

加を促す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・招へい者が

日本の科学技

術に対して高

い関心を持続

するための取

組状況 
 
［評価軸］ 
・将来の科学

技術イノベー

ション人材の

獲得に資する

交流が促進さ

れているか 
 
 
〈評価指標〉 
・招へいプロ

グラム実施状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・帰国後も招へい者の関心を持続させるため、プログラム終了時に全員をさくらサイエンスクラ

ブメンバーとして登録している。また、メールマガジン（現在 2,945 名登録）による日本の科

学技術ニュース、留学制度の紹介を行うことにより、アジアの青少年の関心の維持に努めた。

当面はメールによる連絡網の維持に努め、今後、同窓会の開催などを検討することを予定して

いる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■充実したサイエンス交流事業の実施状況 
・一般公募コースでは、交流事業の趣旨に添って充実した計画書が提案されているか事前審査の

上採択した。また、終了報告書で計画書どおりに実施されたかの確認を行った。またアンケー

トでの満足度も高いことが確認できた。 
・高校生特別コースでは、我が国最高のプログラムを用意。また JST が自ら「高校生特別コー

ス」を企画・関係機関との調整、アテンドして実施した。 
・第一に、宇宙航空研究開発機構、海洋研究開発機構、理化学研究所、産業技術総合研究所、物

質・材料研究機構、高エネルギー加速器研究機構、日本科学未来館などで、我が国最先端の科

学技術を勉強し、第二に、ノーベル賞受賞者 白川 英樹 氏、野依 良治 氏、鈴木 章 氏、根

岸 英一氏、益川 敏英氏、さらに有馬 朗人 氏（元文部大臣・科学技術庁長官、東京大学 総
長）、毛利 衛 日本科学未来館長をはじめ、我が国最高の研究者の話を聴講し、第三に、東京

大学、東京工業大学、筑波大学、東京理科大学、慶応義塾大学、早稲田大学など首都圏大学の

キャンパスと研究室を訪問した。各国に呼びかけたところ、最難関一流高校から各種コンテス

トで賞を得たなどの最優秀の生徒が参加し、アンケートでの満足度も高いことが確認できた。 
 
■招へい者へのアンケート調査による肯定的な回答の割合（プログラム満足度、再来日の希望） 
・一般公募コース（2,599 名中アンケート有効回答数 1,252 名（有効回答率 48％））では、プロ

グラムの満足度は、「非常に満足」「比較的満足」を合わせて 99.1%、うち再来日の希望につい

ては、「強く思う」「思う」を合わせて、99.8%となり、全体の 98.9%の参加者が再来日を希望

した。 
 
 

 

へい、再来日希望率は

ほぼ 100%と高く、留

学等につながった機関

が 81 機関となり、イノ

ベーション人材の獲得

への大きな寄与、など

「研究開発成果の最大

化」に向けて特に顕著

な成果の創出や将来的

な特別な成果の創出の

期待等が認められるた

め、評定を S とする。 
 
【特に優秀な青少年を選

抜できるスキーム構築

の取組状況】 
■一般公募事業 
・優秀な人材が選抜され

るスキームが交流計画

策定に重要であること

への理解を求めるため

に、短期間のうちに各

国政府・大学等を数多

く訪問した点は評価で

きる。 
 
■さくらサイエンスハイ

スクールプログラム事

業（高校生特別コース） 
・JST 自らが高校生特別

コースを短期間のうち

に企画実施し、他国に

はないノーベル賞受賞

者の講演等を全ての参

加者に受けさせ、参加

者から高い評価を得た

点は評価できる。 
 
【招へいプログラム実施

状況】 
・一般公募コース・高校

いては、各国政府・大学

等をを訪問し、優秀な人

材が選抜されるよう理解

を求め事業のスキームを

策定して、特別講義、研

究訪問などの活動、共同

研究活動などにより最先

端の科学技術に触れる科

学技術交流の機会を提供

した点は高く評価でき

る。 
・また、高校生特別コース

は、大学・研究機関で最

先端研究に触れる機会を

提供し、ノーベル賞受賞

者の講演聴講等我が国の

最先端科学技術への理解

を増進させる交流事業を

実施していることは、高

く評価する。 
 
（特に優秀な青少年を選抜

できるスキーム構築の取組

状況） 
■国際共同研究、在外公館

等からの情報に基づくリス

ト化 
・各国の優秀な青少年が在

籍する大学・高校のリス

トを作成し、在外公館等

に照会を行うとともに、

各国の政府機関・大学・

高校に訪問し優秀な学生

の選抜を依頼し、優秀な

青少年の招へいにつなげ

たことは評価できる。 
 
■審査プロセス、審査基準

の整備 
・優秀な青少年を招へいす

るため、外部の専門家を
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一般公募コースのアンケート結果 

 

・高校生特別コース（294 名中アンケート有効回答数 285 名（有効回答率 97％））では、「非常

に満足」「比較的満足」を合わせて 98.3%、うち再来日の希望については、「強く思う」「思う」

を合わせて、99.0%となり、全体の 97.3%の参加者が再来日を希望した。 
 

 

高校生特別コースのアンケート結果 

 

・中国科学技術部の姜小平調研員を 2014 さくらサイエンスプランにて招へいするなどにより、

このプランに対する中国政府の理解が深まり、3 年ぶりに開催された第 15 回日中科学技術協

力委員会において、さくらサイエンスプランに対する高い評価が中国側より示された。 
・中国科学技術部及び中国科学技術協会がさくらサイエンスプランを参考に、日本の学生を中国

に招へいするプログラムを計画中。日中の青少年交流に大きな役割を果たしている。 
 

■科学技術に関する特に優秀な人材の招へい状況 

・高校生特別コースの実施にあたり、JST 自ら各国の政府機関及び高校にアプローチし、優秀な

学生の選抜を依頼した。中国では、科学技術部（政府機関）が自ら中国全土から優秀な学生の

選抜を実施、韓国では、韓国科学創意財団が国内の優秀な学生の選抜を実施するなど、群を抜

いたトップレベルの高校生が参加した。 
・一般公募コースの優秀招へい者の選抜において、当該国の大学ランキングの優秀大学等を中心

に送り出し機関を選び、更に各機関で厳格な選抜を実施することで、優秀な学生、大学院生、

ポスドク等を確保し、特に優秀な青少年を選抜した。 
・中国では、アジア大学ランキング 2014 の優秀大学を中心に選出し、トップ 100 位に入る 15
大学から 286 名、台湾では、同 9 大学から 60 名、韓国では、同 5 大学から 59 名を招へいし

た。トップ 100 位に入る大学の無い国においても、国内最上位の大学等から招へいした。 
・その他、学術論文の国際誌複数掲載、外部資金獲得経験、学業成績上位 3 名、成績上位数名（大

学院生）、医学部 10 位以内（大学院生）、科学技術の大会、数学・物理の大会の上位 3 名など

の基準にて選抜し、優秀な学生を招へいした。 
・一般公募コースの受入機関に対するアンケート（283 機関の内のべ 195 機関が回答、有効回答

率 69%）では、98%の受入機関が、「非常に高く優秀であった」「高く優秀であった」としてお

り、特に優秀な人材を招へいできている（下記問 3）。 

生特別コース共に満足

度・再来日希望率がほ

ぼ 100%となった点は

評価できる。 
・一般公募コースでは、

81 機関が「留学生や研

究者としての受入につ

ながった」としている

点は高く評価できる。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・今後も海外からの優秀

な科学技術イノベーシ

ョン人材の将来の獲得

に資するため、質を確

保しつつ、対象国の拡

大を図り科学技術分野

でのアジアとの青少年

交流を促進する。 
 

交えた日本・アジア青少

年サイエンス交流事業推

進委員会を組織し、審査

方針を定めた募集要項に

ついて委員会の審議を経

た上で策定した。審査に

おいて、アジアからの優

秀な青少年の招へい者が

選定されることになって

いること、交流計画が適

切な科学技術分野の内容

となっていることに重点

を置き、選抜の基準の妥

当性や送出し機関の適切

性など優秀な青少年を受

け入れる点を特に重視す

るとともに、大学ランキ

ングの優秀大学等にも留

意し、さらに各機関で厳

格な選抜を実施している

プログラムを採択するス

キームを構築したことは

評価できる。 
 
（将来の科学技術イノベー

ション人材の獲得に資する

交流が促進されているか） 
・青少年を 2,945 名招へい

し、一般公募コース（有

効回答率 48%）・高校生特

別コース（有効回答率

97%）ともに満足度・再

来日希望率が 97%以上と

なった点は評価できる。

また、一般公募コースの

受入機関向けアンケート

（有効回答率 69%） で

は、81 機関が「留学生や

研究者としての受入につ

ながった」を選択してい

る点は評価できる。 
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・イノベーシ

ョン人材の獲

得状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

受入機関のアンケート結果 

 

 

・また、アンケートでは、195 機関のうち 81 機関が「留学生や研究者としての受入につながっ

た」としているが、中には平成 27 年 3 月に開催された日中フェア&フォーラム in CHINA に、

さくらサイエンスプランで東北大学を訪問した北京大学の大学院生が JST のブースを訪れ、

東北大学の博士課程に留学することになったと喜びを語るケースもあった。 
 

■外部有識者委員会による事業の評価 
・委員全員より当事業に高い評価を頂き、今後も充実させるべきという意見が多く見られた（以

下抜粋） 
 新しいプログラム、大成功だと思います。27 年度はインドも加わり、アジア全体の発展

に CRCC の寄与は非常に大きいと思います（藤嶋 昭（東京理科大学 学長））。 
 さくらサイエンスの実行について、短期間で 3,000 人も招へいできて非常に評価できると

思います。また、アジアの高校生、大学生、大学院生などのニーズにこたえられています。

両国の青少年交流事業の発展に非常に役立っていると思います（穆 荣平（中国科学院創

新発展研究中心 主任））。 
 
■海外でのさくらサイエンスプランの肯定的な評価 
・各国要人から肯定的に捉えられており、高い評価と強い支持が得られつつある。 
・中国科学技術部姜小平調研員を平成 26 年さくらサイエンスプランにて招へいするなどにより、

このプランに対する中国政府の理解が深まり、3 年ぶりに開催された第 15 回日中科学技術協

力委員会において、さくらサイエンスプランに対する高い評価が中国側より示された。ほかに

も、カンボジア、モンゴルの大臣来日の際の話題となるなど、招へいの相手国要人からも極め

て高い関心が示された。 
・また、中国科学技術部及び中国科学技術協会がさくらサイエンスプランを参考に、日本の学生

を中国に招へいするプログラムを計画中であり、日中の青少年交流の拡大に大きな役割を果た

している。 
 

■国内外での報道 

［一般公募コース］ 
・「さくらサイエンスプラン」一般公募コースの実施にあたっては、その告知と認知度アップを

はじめ、それぞれの活動内容を知ってもらうために、全国メディアへのプレスリリース配信や

重要メディアへの個別コンタクトを行った。また、公式ホームページや公式フェイスブックを

立ち上げ、多面的に広報活動を展開した。さらに受入れ機関や送出し機関には、それぞれのホ

ームページで「さくらサイエンスプラン」の活動を取り上げていただくよう依頼し、多くの機

 
（招へいプログラム実施状

況） 
■充実したサイエンス交流

事業の実施状況 
■招へい者へのアンケート

調査による肯定的な回答の

割合 
・高校生特別コースについ

ては、大学・研究機関で

最先端研究に触れる機会

を提供し、ノーベル賞受

賞者の講演を全参加者に

聴講させ、我が国の最先

端科学技術への理解を増

進させる交流事業を実施

し、参加者からアンケー

ト調査で「非常に満足」

「比較的満足」を合わせ

て 98%であることは、高

く評価できる。・また、一

般公募コースについて

も、特別講義、研究室訪

問などの活動、共同研究

活動などにより最先端の

科学技術に触れる機会を

提供し、プログラムの満

足度が招へい者へのアン

ケート調査（有効回答率

48%）で「非常に満足」「比

較的満足」を合わせて

99%であることは評価で

きる。 
 
■科学技術に関する特に優

秀な人材の招へい状況 
・高校生特別コースの実施

にあたり、JST は各国の

政府機関及び高校に優秀

な学生の選抜を依頼。中

国では政府機関、韓国で
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関が活動内容をホームページで掲載した。 
・平成 26 年度の公募は 3 回行ったが、その採択結果等を知らせるプレスリリース（日本語･英語･

中国語）等を計 5 回配信した。リリースは全国紙、ブロック紙、地方紙、テレビ局、ラジオ局、

専門紙、雑誌等、毎回、約 720 件の担当部署に配信した。さらにメディアのキーパーソンには

直接コンタクトし、「さくらサイエンスプラン」の説明と取材、記事掲載のお願いをした。そ

の結果、取材や記事掲載に結びついたケースもかなりあった。海外メディアに関しては日本外

国特派員協会へのリリースの投げ込み及び同協会の掲示板への掲載、東京に支局のある外国メ

ディアへの配信、14 の送出し国･地域の英字新聞や駐日大使館にもそれぞれリリースを配信し

た。また、メディアモニタリングも全国紙、地方紙、雑誌など約 260 紙･誌、さらにオンライ

ンニュースやテレビなどをチェックし、最新情報の収集に努めた。その結果、記事掲載はテレ

ビやオンラインニュースも含めて国内 85 件、海外 28 件を数えた。 
各種メディアで報道された主な記事一覧（平成 27 年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は財団が優秀な学生の選

抜を実施しトップレベル

の高校生が参加した展は

高く評価できる。 
・一般公募コースの審査選

考における重点項目（ア

ジアからの優秀な青少年

を受け入れることになっ

ていること、交流計画の

目的に合致した優秀な青

少年の招へい者が選定さ

れることになっている

か）に沿って、優秀招へ

い者の選抜において、当

該国の大学ランキングの

優秀大学等を中心に送り

出し機関を選び、さらに

各機関で厳格な選抜を実

施した交流計画を選出

し、優秀な青少年を招へ

いしたことは評価でき

る。 
 
（イノベーション人材の獲

得状況） 
■科学技術人材の交流・獲

得促進状況 
・一般公募コースで受け入

れた大学に対するアンケ

ート調査（有効回答率

69%）では、81 機関が「留

学生や研究者としての受

入につながった」を選択

している点は評価でき

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・科学技術分野におけるア

ジアとの青少年交流にお

いては、今後も質の確保
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〈モニタリン

グ指標〉 
・科学技術交

流コンテンツ

プラットフォ

ームの利用状

況 
 
・招へい者数 
 
 

［高校生特別コース］ 
・高校生特別コースの企画実施が、国民及び協力した各機関に広く理解されることを願って、実

施された事業の状況を積極的に広報する戦略を展開した。 
広報は次の 3 つの柱で展開した。 
 ソーシャル・ネットワーキング・サービスの活用。 
 さくらサイエンスプラン公式ホームページによる報告。 
 メディアへの情報提供によるニュース報道。 

・結果、新聞、テレビ、インターネットなどの媒体を通じて数多くの報道がなされた。報道の中

でも中国「人民日報」で報道された内容は、高校生特別コースの目的を評価し、科学による若

者の交流を評価したものであり、非常に意義深い。 
 

各種メディアで報道された記事一覧（平成 26 年 8 月 30 日現在）※25 件 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ほか、2 件（8/22 科学新聞、8/30 読売新聞） 
 
 
 
・科学技術交流コンテンツ提供のための HP を立ち上げ、31 件について公開し、適宜コンテン

ツの追加を図った。また、当該 HP の PR 資料を関係機関に 3,000 部配布し、交流コンテンツ

の周知に努めた。 
 
 
 
・初めて取り組む事業であり、実務的には平成 26 年よりごく短期間に準備を整えながら、公募

及び高校生特別コースを実施し、合計 2,945 名※を招へい。短い準備期間で、質を確保しつつ

目標数（2,000 名）を大きく上回った（※行政官等 52 名を含む）。 

に向けたマネジメントを

強化しつつ、戦略的な対

象国・人数等の配分によ

り事業効果を高めること

や中期計画を踏まえ招へ

い者が帰国後も日本の科

学技術に対し高い関心を

維持する取組等を推進す

る必要がある。 
 
・外国人研究者宿舎につい

ては、震災の影響にも配

慮しながら、入居者のニ

ーズに基づく改善を進め

るとともに、より広く情

報発信することなど、さ

らに積極的な取組を行う

必要がある。 
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・一般公募コースでは、第一回公募（4 月 25 日〜5 月 23 日）を手始めとし、計三回の「公募」

を、限られた人員で制度設計の改善を図りつつ実行した。海外の政府関係機関、大学、国内の

大学、企業、自治体、高校、協会等に対して、限られた時間の中で最大限、協力要請と PR を

行った。その結果、全ての対象国･地域から招へいすることができ、招へい人数も計画を大き

く上回る、2,599 人を 14 の国･地域の 330 の機関から招へいすることができた。 
・高校生特別コースでは、アジア 9 国 271 名の成績優秀な高校生と 23 名の引率者を 121 機関よ

り招へいした。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(2)③ コミュニケーションインフラの構築（科学コミュニケーションセンター） 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条  
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第八号 科学技術に関し、知識を普及し、並びに国民の関心及び理解を増進するこ

と。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
ポータルサイト

アクセス数（ペー

ジビュー） 
15,000 万 3,918 万 3,787 万 3,682 万   予算額（千円）※ 3,043,256 

の内数 
2,809,312 

の内数 
2,785,812 

の内数   

サイエンスアゴ

ラ参加者数（人） ― 6,255 8,500 10,142   決算額（千円）※ 2,960,578 
の内数 

3,092,394 
の内数 

3,180,563 
の内数   

       
経常費用（千円） 107,525,024 

の内数 
130,937,687 

の内数 
144,296,465

の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コスト

（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757

の内数  
  

        従事人員数（うち研究者

数）（人） 20(0) 19(0) 22(0)   

※予算額及び合計額は、科学コミュニケーションセンター及び日本科学未来館の合計額 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ・我が国の科

学技術政策

に関して国

民の理解と

信頼を得る

とともに、国

民の科学技

術リテラシ

ーの向上を

図るために

は、従来型の

一方向の科

学技術理解

増進活動に

とどまらず、

双方向の科

学技術コミ

ュニーショ

ン活動を一

層推進する

必要がある。

そのため、リ

スクコミュ

ニケーショ

ンを含む多

様な科学技

術コミュニ

ケーション

活動を推進

するととも

に、国民と研

究者等との

双方向の科

学技術コミ

ュニケーシ

ョンを実践

する場を作

・我が国の科

学技術政策

について国

民の理解と

信頼を得る

とともに、国

民の科学技

術リテラシ

ーの向上を

図るために

は、双方向の

科学技術コ

ミュニケー

ション活動

を一層推進

する必要が

ある。機構

は、地域や年

齢等を問わ

ず、国民全体

に対する科

学技術コミ

ュニケーシ

ョン活動を

活性化する

ため、リスク

コミュニケ

ーションを

含む多様な

科学技術コ

ミュニケー

ションを推

進するとと

もに、コミュ

ニケーショ

ンの場を作

り出すこと

・機構は、地域

や年齢等を問

わず、国民全体

に対する科学

技術コミュニ

ケーション活

動を活性化す

るため、リスク

コミュニケー

ションを含む

多様な科学技

術コミュニケ

ーションを推

進するととも

に、コミュニケ

ーションの場

を作り出すこ

とによって、科

学技術コミュ

ニケーション

の基盤を構築

する。 
［推進方法］ 
ⅰ．科学技術コ

ミュニケーシ

ョン手法の調

査・研究 
イ．我が国の科

学技術に関す

るコミュニケ

ーションの現

状を把握する

とともに、大

学・研究機関等

と協働しなが

ら、その手法等

に関する調査

［評価軸］ 
・科学と社会の

協働に向けた科

学コミュニケー

ション活動及び

その基盤整備は

適切か 
 
〈評価指標〉 
・科学コミュニ

ケーション活動

の拡充・深化へ

の取組状況 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・情報発信数 
 
 
 
 
 
 
・科学コミュニ

ケーション活動

参加者及び団体

とのネットワー

キングイベント

数 
 
・JST 内外との

連携への取組状

況 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 25 年度に考案した「リスク問題・リスクコミュニケーションの複合的分類枠組み」を発展解

釈することにより、「科学コミュニケーションの分類枠組み」を考案した。 
・グローバルな科学コミュニケーション活動のモデル形成の一環として、フェローが開発したスマホ

顕微鏡を活用し、“科学する市民”が中心となって課題解決に取組む共創プラットフォーム「Life is 
Small」プロジェクトを発足させ、様々な取組を行った。 

 
 
 
・サイエンス チャンネルの作品を YouTube に平成 25 年度～平成 26 年度にかけて約 3,500 本掲載し

た結果、閲覧数が平成 25 年度の 8 倍以上に増加した。 
・ウェブによるアンケート調査の結果、科学とつながるポータルサイトは、約 8 割の肯定的-な回答

が得られた。 
・JST 総務部広報課との連携で、JST 内部からの科学技術情報のニュース等をサイエンスポータルに

て発信した。 
 
・平成 26 年度の支援プログラムにおいては、科学コミュニケーション活動に 160,576 名が参加した。

809 回のネットワーキングイベントが実施された。 
 
 
 
 
 
・文部科学省「リスクコミュニケーションのモデル形成事業」との連携の一環として日本リスク研究

学会と共同研究実施協定を結び、「リスクコミュニケーション研究及び実践の現状に関する分野横

断的調査」や合同ワークショップ「リスクを社会に根づかせる」の開催などを行った。 
・サイエンスアゴラ 2014 において国内外の政策立案者や研究者を招へいしたシンポジウムを企画。

海外招へい者とのネットワーキングが構築され、AAAS2015 年次総会では国際連携の枠組みへ

（Forum of Global Fora）の参画を実現した。 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、科学

技術と社会について考えるた

めの機会や場の提供を増やす

べく、調査・研究で得られた

成果を踏まえつつ、全国各地

での取組の支援や国内外の多

様なステークホルダーを招へ

いしたサイエンスアゴラの開

催、ウェブ・動画・紙媒体を

用いての情報発信等、多様な

科学コミュニケーション活動

として「伝える」から「つく

る」の枠組みの構築と推進を

図り、科学コミュニケーショ

ン活動の更なる拡大と推進を

するなど「研究開発成果の最

大化」に向けて成果の創出や

将来的な成果の創出の期待が

認められ、着実な業務運営が

なされているため、評定を B
とする。 

 
＜今後の課題＞ 
・科学技術と社会の更なる関係

深化による研究開発成果の最

大化に向けた成果の創出に資

するため、これまで以上に組

織的機能や人材育成などのコ

ミュニケーション基盤の充実

を図り、多様なステークホル

ダーの対話・協働による科学

技術に対する社会的課題を解

評定  B 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、「研

究開発成果の最大化」に向け

て成果の創出や将来的な成果

の創出等が認められ、着実な

業務運営がなされているた

め、評定を B とする。 
 
・業務の実績について、科学コ

ミュニケーションセンターが

中心となり、日常的な疑問を

専門家だけでなく、様々な分

野のステークホルダーが対

話・協働を通じて解決を図る

基盤整備などが着実に進展す

るとともに、開発した対話ツ

ールが、地域の科学館におい

て「科学コミュニケーター養

成講座」のコアプログラムと

して組み込まれるなど、研究

成果の普及・展開も着実に図

られている。 
 
・また、サイエンス チャンネル

の映像作品を YouTube と連

携して閲覧数を 8 倍以上に増

加させるなど、業務の改革改

善に向けた取組も着実に進展

している。 
 
（各論） 
（科学と社会の協働に向けた科

学コミュニケーション活動及び

その基盤整備について） 
・スマホ顕微鏡と ICT を活用し
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り出し、科学

技術コミュ

ニケーショ

ンに関する

基盤を構築

する。 

によって、科

学技術コミ

ュニケーシ

ョンの基盤

（インフラ）

を構築する。 

研究を行う。 
ロ．開発した手

法について、他

事業や文部科

学省リスクコ

ミュニケーシ

ョン事業等と

連携し、展開を

図る。 
ⅱ．科学技術コ

ミュニケーシ

ョン活動の実

施者の支援及

びネットワー

ク構築の支援 
イ．機関が実施

する体験型・対

話型の科学技

術コミュニケ

ーション活動

を通して、社会

的な課題の解

決を図る取組

を支援する。ま

た、地域ネット

ワークを構築

する取組や、先

進的な地域拠

点科学館を構

築する取組を

支援する。ま

た、新たに支援

する取組につ

いて公募を行

い、事前評価を

経て、支援する

取組を選定す

る。さらに、次

年度の取組の

公募について

実施する。 

 
［評価軸］ 
・科学と社会の

協働に向けた科

学コミュニケー

ション活動の活

性化及び普及・

展開はできてい

るか 
 
〈評価指標〉 
・科学コミュニ

ケーション活動

成果の普及・展

開・社会実装の

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・外部ユーザー

からの評価 
 
 
・外部メディア

掲載状況 
 
 
 
・国民の科学技

術に対する意

識・リテラシー

の向上 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・支援プログラムにおいては、支援終了後も継続して科学技術コミュニケーション活動が行われてお

り、地域に科学技術コミュニケーション活動を根付かせる拠点となっている。 
・平成 25 年度にフェローによって開発された対話ツール「さんかく△テーブル」の活用について、

サイエンスアゴラ 2014 を含む全 7 箇所※で「さんかく△テーブル」を使った対話を行った。また、

これらの実施において、主催機関が他機関と協働して実施したものや、高校生向けにカスタマイズ

されたワークショップが行なわれ、参加した高校生が中学生に対してワークショップを実施したも

の、科学館が主催する「科学コミュニケーター育成講座」のコアプログラムとして組み込まれたケ

ースなど、主体的かつ発展的な普及展開がなされた。（※科学コミュニケーションセンターが企画・

運営に直接関わったもののみ） 
・また、調査研究で開発した「科学コミュニケーション研修プログラム」については、全国の大学、

独法、科学館などで実施され、多くの参加者を得た。 
・サイエンスアゴラを契機として、各地に科学技術に関して対話をする場が広がり、全国へ科学と社

会について考える場を構築する意識が醸成された。「はこだて国際科学祭」を含む活動は、平成 26
年度科学技術分野の「文部科学大臣表彰科学技術賞 理解増進部門」を受賞した。 

 
・サイエンス チャンネルの Facebook「いいね！」数合計 742 件、リーチ数合計数 15,065 件、平成

27 年 1 月 30 日配信のサイエンスニュース「生命科学の革新！バイオイメージ・インフォマティク

ス」の Facebook リーチ数が 1,556 件と、高い数字を示している。 
 
・調査研究について、スマホ顕微鏡が、日経サイエンス、読売新聞等計 4 媒体で取り上げられた。 
・サイエンスアゴラ 2014 について、テレビ 3 局、新聞 4 紙、雑誌 11 誌、メールマガジン 9 本、ウ

ェブ 14 媒体に掲載された。 
・発信コンテンツ等について、計 533 件（ハフィントンポスト、マイナビ等）に掲載された。 
 
・「科学技術の智プロジェクト」報告書の基本的な考え方を踏まえ、「21 世紀を心豊かに生きるにあ

たり、『持続可能な民主的社会』を構築するために万人が共有してほしい」科学リテラシーの向上

を図るために必要となる具体的施策の基盤形成に向けた報告書を作成した。 
 
 
 

決する共創・共治の仕組みを

反映するべく、これまでの研

究や事業成果、ノウハウを活

かしつつ『責任ある研究・イ

ノ ベ ー シ ョ ン （ RRI: 
Responsible Research and 
Innovation）』や『倫理的・法

的 ・ 社 会 的 課 題 （ ELSI: 
Ethical, Legal, and Social 
Issues）』などの基本的理念等

を踏まえた事業計画の策定及

び実践を踏まえた事業の効率

化や事業内容の検討・見直し

を行い、事業を強化する必要

がある。 
 
 
 

た「Life is Small」プロジェ

クトを発足し、日常的な疑問

を専門家だけでなく、様々な

分野のステークホルダーが対

話・協働を通じて解決を図る

共創プラットフォームを構築

するなど科学と社会の協働に

向けた科学コミュニケーショ

ン基盤を整備した。 
 
（科学と社会の協働に向けた科

学コミュニケーション活動の活

性化及び普及・展開について） 
・センターが開発した対話ツー

ル「さんかく△テーブル」が、

地域の科学館において「科学

コミュニケーター養成講座」

のコアプログラムとし組み込

まれるなど研究成果の普及・

展開が図られた。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・第 5 期科学技術基本計画の策

定及び実施を見据え、引き続

き、多様なステークホルダー

が参画可能な科学コミュニケ

ーション基盤の整備などを進

めるとともに、より科学と社

会との対話・協働の場が普

及・展開される取組を推進し

ていく必要がある。 
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ⅳ．ポータルサ

イト及びサイ

エンスアゴラ

の運営 
イ．質が高く分

かりやすい科

学技術コンテ

ンツを制作・発

信しつつ、これ

らのサイトを

統合的に運営

する。 
ロ．サイエンス

ア ゴ ラ の 企

画・開催等を通

じて、幅広い層

を対象に科学

技 術 へ の 興

味・関心や理解

の向上を図る。

イベントの内

容や参画機関

は、公募等によ

り決定する。 
ⅴ．評価と評価

結果の反映・活

用 
イ．実施内容に

ついて参加者

等の意見を収

集するととも

に、実施した支

援等について、

事業評価を実

施する。事業評

価結果は、必要

に応じてその

後の事業運営

に反映させる。 
ⅵ．成果の公

表・発信 

・研究者の科学

コミュニケーシ

ョンに関する意

識の向上 
 
〈モニタリング

指標〉 
・ポータルサイ

トアクセス数 
 
 
 
 
 
 
 
・科学コミュニ

ケーションの場

への参加者数及

び参加団体数 
 
 
 
 
 
 
 
・アンケート調

査による肯定的

な回答の割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・調査研究で開発した「科学コミュニケーション研修プログラム」については、全国の大学、独法、

科学館などで実施され、研究者や教員及び大学院生など多くの参加者を得た。 
 
 
 
 
 
・ポータルサイトのアクセス数について、平成 26 年度は、3,682 万ページビュー（平成 25 年度 3,787

万ページビュー）であり、中期目標期間中に総計 15,000 万ページビュー以上とすることを目指す

目標に対し、着実に推移している。（目標：平成 24～28 年合計で 15,000 万 PV） 
（単位：万ページビュー） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 合計 
実績 3,918 3,787 3,682 － 

実績の累計（A） 3,918 7,705 11,387 － 
目標（B） － － － 15,000 

達成率（A÷B）（%） 26 51 76 － 
 
・サイエンスアゴラ 2014 の来場者数が 1.01 万人（平成 25 年度 0.85 万人）、未来館の来館者数が 146.6
万人（同 85.7 万人）、館外活動への参加者数が 174.3 万人（同 141.7 万人）、計 321.9 万人（同 228.2
万人）、昨年度までと合わせ 911.3 万人の実績となり、中期目標期間における「科学技術コミュニケ

ーションの場への参加者数」の数値目標である 725 万人に対して、順調に実績をあげている。 
（単位：万人） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 合計 
実績 361.2 228.2 321.9 － 

実績の累計（A） 361.2 589.4 911.3 － 
目標値（B） － － － 725 

達成率（A÷B）（%） 49 81 126 － 
 
・支援した活動への参加者に対する調査において、回答者の 8 割以上から「科学技術に対して興味・

関心や理解が深まった」（92.5%）、「このような活動にまた参加したい」（87.0%）、「知人に参加を

勧めたい」 （89.2%）との肯定的な回答を得た。平成 25 年度に続き、8 割以上の水準を維持して

いる。 
（単位：人） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 合計 

科学技術への興味・関心 19,983 
(95.9%) 

10,172 
(93.3%) 

8,133 
(92.5%) 

38,288 
(94.5%) 

次回参加 20,047 
(96.2%) 

10,394 
(95.4%) 

7,649 
(87.0%) 

38,090 
(94.0%) 

知人への勧誘 18,610 
(89.3%) 

9,705 
(89.0%) 

7,842 
(89.2%) 

36,157 
(89.2%) 

回答数合計 20,842 10,899 8,792 40,533 
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イ．実施した科

学技術コミュ

ニケーション

活動及び成果

等を社会に向

けて分かりや

すく情報発信

する。また、参

加者等からの

意見を踏まえ、

制作するコン

テンツや発信

方法について

検討・改善を行

う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・アンケート調

査結果における

経年変化 
 

・サイエンスポータルサイト全体への印象は下表の通り（ウェブアンケート結果）。肯定的な意見が

計約 8 割を占める。 
（単位：人） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

サイエンスポータルに肯定的な

回答 
140 

(85.4%) 
456 

(90.5%) 
368 

(83.1%) 

それ以外の回答 24 48 75 

合計 164 504 443 
 
・サイエンス チャンネルにおいて「日本の科学技術情報」に対する欲求が、「海外の科学技術情報」

よりも高い。一般視聴者の国内への関心が高い傾向にあることが分かった。 
（単位：人） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
サイエンス チャンネルに肯定

的な回答 
420 

(86.4%) 
457 

(86.7%) 
436 

(87.6%) 

それ以外の回答 66 70 62 

合計 486 527 498 

 
・サイエンスアゴラのアンケート結果において、主に一都三県以外で活動している出展者の割合が、

平成 24 年度は 29%であったが、平成 25 年度は 31%、平成 26 年度においては 41%となり、全国

の様々な地域で活動している出展者が参画するようになってきている。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

2.(2)③ コミュニケーションインフラの構築（日本科学未来館） 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第八号 科学技術に関し、知識を普及し、並びに国民の関心及び理解を増進するこ

と。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 

2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

来館者（人） ― 726,943 857,191 1,466,367   予算額（千円）※ 3,043,256 
の内数 

2,809,312 
の内数 

2,785,812 
の内数   

館外事業参加

者（人） ― 2,879,633 1,416,582 1,743,595   決算額（千円）※ 2,960,578 
の内数 

3,092,394 
の内数 

3,180,563 
の内数   

満足度（展示

やプログラム

は（全体とし

て）良い）（%） 

― 97.1 98.4 99.1   経常費用（千円） 107,525,024 
の内数 

130,937,687 
の内数 

144,296,465 
の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 

の内数  
  

        従事人員数（うち研

究者数）（人） 119(45) 118(47) 123(49)   

※予算額及び合計額は、科学コミュニケーションセンター及び日本科学未来館の合計額 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ・我が国の科

学技術政策

に関して国

民の理解と

信頼を得る

とともに、国

民の科学技

術リテラシ

ーの向上を

図るために

は、従来型の

一方向の科

学技術理解

増進活動に

とどまらず、

双方向の科

学技術コミ

ュニーショ

ン活動を一

層推進する

必要がある。

そのため、リ

スクコミュ

ニケーショ

ンを含む多

様な科学技

術コミュニ

ケーション

活動を推進

するととも

に、国民と研

究者等との

双方向の科

学技術コミ

ュニケーシ

ョンを実践

する場を作

・我が国の科

学技術政策

について国

民の理解と

信頼を得る

とともに、国

民の科学技

術リテラシ

ーの向上を

図るために

は、双方向の

科学技術コ

ミュニケー

ション活動

を一層推進

する必要が

ある。機構

は、地域や年

齢等を問わ

ず、国民全体

に対する科

学技術コミ

ュニケーシ

ョン活動を

活性化する

ため、リスク

コミュニケ

ーションを

含む多様な

科学技術コ

ミュニケー

ションを推

進するとと

もに、コミュ

ニケーショ

ンの場を作

り出すこと

・我が国の科学

技術政策につ

いて国民の理

解と信頼を得

るとともに、国

民の科学技術

リテラシーの

向上を図るた

めには、双方向

の科学技術コ

ミュニケーシ

ョン活動を一

層推進する必

要がある。機構

は、地域や年齢

等を問わず、国

民全体に対す

る科学技術コ

ミュニケーシ

ョン活動を活

性化するため、

リスクコミュ

ニケーション

を含む多様な

科学技術コミ

ュニケーショ

ンを推進する

とともに、コミ

ュニケーショ

ンの場を作り

出すことによ

って、科学技術

コミュニケー

ションの基盤

（インフラ）を

構築する。 

 

［評価軸］ 
・日本科学未来

館における先

端科学技術と

一般社会をつ

なぐ科学コミ

ュニケーショ

ン活動は適切

か 
 
〈評価指標〉 
・外部へ向けた

科学コミュニ

ケーション活

動の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・国内外の他機

関との連携状

況 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究者の意識改革を目的とした、研究者向け科学コミュニケーション研修プログラムの開発と実施

の他、全国科学館連携協議会を通じた展示巡回の実施、大学と連携した大学生・大学院生に向けた

科学コミュニケーター育成プログラムの実施等を行った。また、オンラインメディアを活用し、館

内に留まらない科学コミュニケーション活動の実施により、非来館者に向けた活動を広く展開し

た。 
■研究者の意識を改革する科学コミュニケーション研修プログラム「サイエンティスト・クエスト」

の開発・実施 
・事前研修を受けた研究者が展示フロアを活用し、1 日数回、来館者と直接対話を行うことで、自身

の研究について社会の側から多角的に捉え直す機会を得る実践的なプログラムを開発・実施した。

（実施実績：4 件）※平成 27 年度は JST さきがけ研究者を対象に月 1 回の定期開催を予定。 
 辻順平（産業技術総合研究所 特別研究員）平成 26 年 9 月 7 日（日） 
 清水崇文（首都大学東京 理工学研究科 客員研究員）平成 26 年 12 月 21 日（日） 
 阿部朋行（自治医科大学 再生医学研究部助教）平成 27 年 3 月 22 日（日） 
 磯部 忠昭（独立行政法人理化学研究所 研究員）平成 27 年 3 月 26 日（木） 

 
■ニコニコ生放送の活用による、非来館者への科学コミュニケーション活動の展開 
・展示フロアでの対話活動やイベントで実施する科学コミュニケーション活動の聴衆規模を大きく超

えた、タイムリーな情報発信を実施した。ノーベル賞やエボラ出血熱、ロケット打ち上げのパブリ

ックビューイング等の放送を行い、合計 14 本、視聴者数 120,375 名を記録した。 
 
・国内外の他機関と連携した巡回展や科学コミュニケーション活動の他、企業と連携したプログラム

の開発やワークショップの実施、研究機関と連携した共同研究等を実施し、更なる科学コミュニケ

ーション活動の普及展開を行った。また、マスメディアとの連携により未来社会の在り方、科学技

術の在り方について自分事として考えてもらう機会を提供。平成 29 年 11 月に開催を予定している

「世界科学館サミット」に向け組織委員会の設置を行った他、海外科学館等との連携を強化した。 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

JST の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、適正、

効果的かつ効率的な業務運営

の下で、平成 26 年度は新規

常設展の公開や話題の企画

展、様々なイベントの実施等

の取組により、過去最高の

146 万人の入館者を記録。ま

た、先端科学技術や科学コミ

ュニケーションにおける日本

の代表拠点として認知・評価

されたことにより、海外の

VIP が研究者とともに進める

科学コミュニケーション活動

の視察のために数多く来館。

国内のみならず、世界へ向け

た日本の先端科学技術に関す

る情報発信と、社会に応える

科学技術コミュニケーション

の深化を図ることができたな

ど「研究開発成果の最大化」

に向けて特に顕著な成果の創

出や将来的な特別な成果の創

出の期待等が認められるた

め、評定をＳとする。 
 
・新規常設展示の公開や話題性

のある企画展の開催、科学技

術と社会をつなぐ様々なイベ

ントの実施等の取組により、

開館以来最高の年間 146.6 万

人の入館者を記録したことは

評価できる。（平成 25 年度：

評定 S 
＜評定に至った理由＞ 
・平成 26 年度における中期計

画の実施状況については、適

正、効果的かつ効率的な業務

運営の下で「研究開発成果の

最大化」に向けて特に顕著な

成果の創出や将来的な特別な

成果の創出の期待等が認めら

れるため、評定を S とする。 
 
・業務の実績について、話題の

企画展や社会との関わりを意

識した新規常設展の公開、

様々なイベントの実施等の取

組により、特に科学技術に関

心の薄い層に対して科学技術

の楽しさや面白さを効果的に

実感してもらう取組が支持さ

れ、開館以来最高となる年間

146.6 万人（25 年度：85 万人）

の入館者数を記録するなど、

特に顕著な成果が得られた。 
 
・業務のマネジメントについて、

研究者の意識改革に向けた研

究者向け科学コミュニケーシ

ョン研修プログラムの開発・

実施のほか、学会や研究開発

機 関 と の 連 携 に よ る

「OPINION BANK」設置に

より、来館者が科学技術の倫

理的・社会的課題等に対し、

自分の意見を表明する機会を

創出するとともに、集約され

た意見を研究コミュニティへ

フィードバックするなど、積
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り出し、科学

技術コミュ

ニケーショ

ンに関する

基盤を構築

する。 

によって、科

学技術コミ

ュニケーシ

ョンの基盤

（インフラ）

を構築する。 

［推進方法］ 

ⅲ．日本科学未

来館の運営を

通じた科学技

術コミュニケ

ーションの推

進 

イ．科学技術政

策について国

民の理解と信

頼を得るとと

もに、国民の科

学技術リテラ

シーの向上に

寄与するため、

国民と研究者

等との双方向

科学技術コミ

ュニケーショ

ンの実践を推

進する拠点で

ある日本科学

未来館の運営

を通して、科学

技術コミュニ

ケーションの

場を提供する。

また、国民の期

待や社会的要

請の把握に一

層努めつつ、参

加者の拡大及

び科学技術へ

の興味・関心や

理解の向上を

図る。 

ロ. 日本科学

未来館におけ

る来館者との

対話、最先端の

科学技術に関

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・常設展、企画

展、イベント開

発の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■クエスタコン（豪州国立科学技術センター）との 2014 サイエンスサーカスツアージャパンの実施 
・科学ショーと巡回展示物からなるクエスタコンのサイエンスサーカスを、被災地支援を目的として

東北 4 箇所を巡回。巡回先では学校にて科学ショーを行い、週末は各科学館にて展示会と科学ショ

ーを実施した。 
実施期間：平成 26 年 4 月 26 日（土）～5 月 25 日（日） 
総動員数：15,152 人 
実施場所： 
宮城県南三陸町 
岩手県盛岡市（盛岡市子ども科学館） 
岩手県久慈市（もぐらんぴあ・まちなか水族館） 
青森県三沢市（青森県立三沢航空科学館） 

 
■「世界科学館サミット 2017」開催に向けた取組 
・平成 29 年に開催する「世界科学館サミット」のホスト館として、IPC（International Program 

Committee）に対しサミット全体のテーマ（Connecting the World for a Sustainable Future）と

ロゴを提案し決定した。また、サミットに対する国内のアドバイザリー機関として遠山敦子氏を委

員長とし、各界より有識者による組織委員会を設置した。 
 
■NHK「NEXT WORLD～私たちの未来～」制作協力及関連展示の公開 
・最先端テクノロジーがどんな未来を切り拓くのかを科学者や企業からの取材等をもとに描き出して

いく番組『NHK スペシャル「NEXT WORLD～私たちの未来～」』第 1 回放送における制作協力と、

それに連動した関連展示を実施。マスメディアとの連携により未来社会の在り方、科学技術の在り

方について自分事として考えてもらう機会を提供した。 
 
 
【常設展示】 
・第一線の研究者の監修のもと、平成 26 年度は下記 3 つの新規展示を制作・公開。ノーベル賞受賞

者の京都大学 iPS 細胞研究所（CiRA）山中伸弥所長が名誉監修した iPS 細胞を含む幹細胞に関す

る展示や、科学技術に係る倫理的・社会的課題に関して来館者の声を集め、研究コミュニティ等に

フィードバックする展示等を公開。単に先端科学技術を発信するだけではなく、社会と科学技術を

つなぐ活動に寄与した。 
 

■「アンドロイド  ―人間って、なんだ？」（平成 26 年 6 月公開） 

・研究開発中の世界最先端アンドロイド（人間酷似型ロボット）3 体を導入。展示を通してアンドロ

イドが人間と同じように話し生活できるようになる未来社会を体感し、「人間らしさとは何か」を

問いかける。また、展示体験者とのコミュニケーションに関する研究にも協力している。 
監修：石黒浩（（株）国際電気通信基礎技術研究所石黒浩特別研究所所長大阪大学特別教授） 
※展示は戦略的創造研究推進事業（CREST） 研究領域「共生社会に向けた人間調和型情報技術の

構築」における研究課題「人の存在を伝達する携帯型遠隔操作アンドロイドの研究開発」の一環

として実施。 
 

85 万人） 
 
・先端科学技術の情報発信や科

学コミュニケーションにおけ

る日本の代表的な拠点として

内外に認知・評価されたこと

により、海外の VIP が、研究

者とともに進める科学コミュ

ニケーション活動の視察のた

めに 43 ヶ国 1,502 名の VIP
が来館したことは評価でき

る。（平成 25 年度：25 ヶ国

605 名） 
・国内のみならず、世界へ向け

た日本の先端科学技術に関す

る情報発信と、社会に応える

科学技術コミュニケーション

の深化を図ることができたこ

とは評価できる。 
 
・オバマ米大統領が来館。 
（平成 26 年 4 月 24 日） 

視察とともに、シンボル展

示「Geo-Cosmos」前から、

日米の科学協力について世界

へ向けた発信を行った。 
また、「名誉館員」として来

館者に向けた手書きのメッセ

ージをいただき、展示してい

る。 
 
・メルケル独首相が来館。 
（平成 27 年 3 月 9 日） 

視察とともに今後の日独間

の科学技術分野での協力や若

者の留学について、日本の研

究者との意見交換を行った。 
 
・一人ひとりが未来を考え、選

択する姿勢の向上に向けて、

来館者の意見・反応の集約を

極的な改革改善が図られてい

る。 
 
・開館以来、人材交流や展示の

共同開発など国際連携、及び

在日大使館や外務省とのネッ

トワーキングの成果の現れと

して、海外からも数多くの

VIP（オバマ米大統領、メル

ケル独首相等）を迎えるなど、

日本の科学技術を世界に発信

する拠点としての認知度も特

に顕著に高まっている。 
 
（各論） 
（日本科学未来館における先端

科学技術と一般社会をつなぐ科

学コミュニケーション活動につ

いて） 
■外部へ向けた科学コミュニケ

ーション活動の取組状況 等 
・常設展示等での研究成果の公

開・発信に加え、研究者と来

館者が直接対話するイベント

の開催など研究成果のアウト

リーチに積極的に取り組んだ

ほか、研究者向け科学コミュ

ニケーション研修プログラム

「サイエンティスト・クエス

ト」の開発・実施など研究者

の意識改革に向けた取組を開

始するなど、先端科学技術と

一般社会をつなぐ科学コミュ

ニケーション活動が適切に行

われたと評価できる。 
 

（一般社会における科学コミュ

ニケーション活動の活性化と、

それを牽引する人材育成につい

て） 
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する調査、常設

展や企画展の

調査・企画、館

内外における

イベントの企

画・実施、学

校・教育機関や

国内外の科学

館等との連携

活動や情報発

信等の実践を

通じ、科学技術

と社会とをつ

なぐ役割を担

う科学コミュ

ニケーターを

養成する。ま

た、研究者等に

対して、科学技

術コミュニケ

ーションの能

力開発を行う

ため、実践の場

としての日本

科学未来館の

特色を活かし

た研修プログ

ラムを実施す

る。 

ハ. 国が推進

する研究や最

先端の科学技

術動向等を踏

まえ、科学技術

を分かりやす

く伝え、多様な

科学技術コミ

ュニケーショ

ン活動を促進

するための常

設展、企画展等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■「“おや？”っこひろば」（平成 26 年 6 月公開） 

・ワークショップや体験型の展示をとおして、「おや？」と不思議に思うことを自ら発見し、その解

決方法を自由に発想・試行錯誤することで、楽しみながら科学的な「モノの見方」を親子で一緒に

体験することを目的にした展示。 

監修：塩瀬隆之（京都大学総合博物館 准教授） 

西田佳史（産業技術総合研究所デジタルヒューマン工学研究センター生活・社会機能デザイ

ン研究チームチーム長） 

倉田 新（東京都市大学 人間科学部 児童学科 准教授） 

 

■生命コーナー改修（展示公開：平成 27 年 3 月） 
・iPS 細胞をはじめとする幹細胞による再生医療について来館者自身が考え、自らの声を発信し、社

会に新たな対話を生み出していくことを目指す展示として公開。 
 「細胞たち研究開発中」 

・身体や生命の操作に直面する近未来を描いたシアター展示など、iPS 細胞をはじめとした幹細胞

による再生医療を自分のこととして理解・実感し、考えさせる展示。 
総合監修：浅島 誠（日本学術振興会理事､東京大学名誉教授､産業技術総合研究所名誉フェロー） 
名誉監修：山中 伸弥（京都大学 iPS 細胞研究所［CiRA］所長） 

 「OPINION BANK（オピニオン・バンク）」 
・生命科学の分野をはじめ、倫理的・社会的課題や様々なリスク等、科学技術を取り巻く諸問題に

ついて、来館者が意見を発信するオピニオンコーナー。研究機関や学会と連携して問いの設定を

行い、研究コミュニティや社会の仕組み作りに関わる人達に一般来館者の声等を還元していく。 
協力：JST 科学コミュニケーションセンター 
ニュース提供：JST サイエンスポータル 
オープニング設問協力：日本再生医療学会、日本リスク研究学会 

 

【企画展】 
・外部機関と連携した企画展を開催。メディアとの連携により告知効果も高く、来館者増に寄与。 
■「トイレ？行っトイレ！ボクらのうんちと地球のみらい」 

・トイレに関わる問題は深刻であるにも関わらず、地球温暖化、エネルギー問題に比べ認知度が低い。

あらゆる側面で私たちの「生」に関わるこの問題をオープンに、そして愉快に語り合うことを目的

に企画展を開催。来場者へのインタビュー調査では「子供向けの展示だと思ったが、楽しみながら

大人も学べる内容だった」、「排泄に関わる個々の深刻な現状と課題を認識した」との意見が多数あ

った他、コンセプトを理解できたかどうかについては 9 割の方が理解できたとの回答であり、目的

を達成できた。 
会期：平成 26 年 7 月 2 日（水）～10 月 5 日（日） 
主催：日本科学未来館／フジテレビジョン 
総動員数：235,063 人（目標：120,000 人） 

 
■「チームラボ 踊る！アート展と、学ぶ！未来の遊園地」 

・デジタルアート作品の新たな表現が、科学技術の新しい見せ方や未来づくり、テクノロジーが切り

拓く表現の可能性を持っていることを伝える。  

行う展示を設置し、倫理的・

社会的課題や未来社会に関す

る問いを投げかけ、来館者が

自分の考えを提示する機会を

創出したことは評価できる。 
 
・一般の声に基づくイノベーシ

ョンの創出に向けて、研究機

関や学会と連携して「問い」

の設定を行うことで、来館者

の意見を研究者コミュニティ

等に還元できたことは評価で

きる。 
 
・研究者の意識を改革する科学

コミュニケーション研修プロ

グラムを科学コミュニケータ

ーが開発し、実施したことは

評価できる。 
・中核的科学コミュニケーター

が研究者の意識改革や社会に

向き合う姿勢の向上に寄与す

るとともに、科学コミュニケ

ーター養成事業の更なる発展

にも寄与したことは評価でき

る。 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き継続的な常設展示改

修や魅力的な企画展を行い、

先端科学技術の情報発信を弛

まずに行う。 
 
・一般社会と先端科学技術をつ

なぐ科学コミュニケーション

の継続的、発展的活動を行う

必要がある。 
 
・開館 14 年目を迎えるにあた

り、老朽化した施設・設備の

改修を中長期的に且つ計画的

■来館者の意見・反応の集約、

研究コミュニティーへフィード

バック、来館者数 等 
・OPINION BANK の設置によ

り、来館者が科学技術の倫理

的・社会的課題等を自分事と

して考え、自分の意見を表明

する機会を創出するととも

に、集約された意見を研究コ

ミュニティへフィードバック

することにより、双方向科学

コミュニケーションを推進し

た。また、話題の企画展や新

規常設展の公開、様々なイベ

ントの実施等の取組により、

特に科学技術に関心の薄い層

に対する科学の楽しさ、面白

さの醸成を図る取組が支持さ

れ、開館以来最高となる年間

146.6 万人（平成 25 年度：85
万人）の入館者を記録した。

これらは、一般社会における

科学コミュニケーション活動

の活性化として評価できる。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・第 5 期科学技術基本計画を見

据え、多様なステークホルダ

ーによる共創に基づく科学コ

ミュニケーションの深化を図

るとともに、2020 年東京オリ

ンピック・パラリンピック競

技大会の機会を通じて、日本

の科学技術をさらに世界へと

発信すべく拠点機能の充実に

取り組む必要がある。 
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を、研究者等の

監修や参画の

もと、企画・開

発し、日本科学

未来館等にお

いて展示する。

また、企画・開

発した展示や

ノウハウ等を

国内外の科学

館等に普及展

開する。 

ⅴ．評価と評価

結果の反映・活

用 

イ．実施内容に

ついて参加者、

来館者、養成対

象の科学コミ

ュニケーター

等の意見を収

集するととも

に、実施した支

援等について、

外部有識者・専

門家による事

業評価を実施

する。事業評価

結果は、中期計

画の目標値と

の比較検証を

行い、必要に応

じてその後の

事業運営に反

映させる。 

ⅵ．成果の公

表・発信 

イ．実施した科

学技術コミュ

ニケーション

活動及び成果

 
 
 
 
［評価軸］ 
・一般社会にお

ける科学コミ

ュニケーショ

ン活動の活性

化と、それを牽

引する人材育

成がなされて

いるか 
 
〈評価指標〉 
・来館者の意

見・反応の集

約、研究コミュ

ニティへフィ

ードバック、科

学コミュニケ

ーション活動

の社会実装状

況、科学コミュ

ニケーター輩

出後の社会に

おける活動状

況、研究者の意

識改革 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会期：平成 26 年 11 月 29 日（土）～平成 27 年 5 月 10 日（日） 
主催：日本科学未来館、チームラボ、日本テレビ放送網、BS 日テレ 
動員数：318,853 人（目標：150,000 人）（平成 27 年 3 月末時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【イベント】 
・社会的に関心の高いテーマや、人々の意識を喚起する科学コミュニケーション活動を実施。最先端

の研究現場で起きていることを研究者自らに直接聞き語らうことで、未来社会を考える「サイエン

ティスト・トーク」や、ノーベル賞・イグノーベル賞、はやぶさ 2 打ち上げ等、時宜を捉えたイベ

ントを多数開催し、耳目を集めた。 
■来館者の意見・反応の集約、研究コミュニティへのフィードバックを行う常設展示「OPINION 

BANK（オピニオン・バンク）」を開発、設置。 
・生命科学分野をはじめ、科学技術を取り巻く倫理的・社会的な様々な課題について、来館者が意見

を発信するオピニオンコーナーを設置した。 
・倫理的・社会的課題や未来社会に関する問いを投げかけ、来館者が自分の考えを提示する機会を創

出することにより、未来社会を自分事として考えるきっかけとする。それにより、一人ひとりが未

来を考え、選択する姿勢の向上に寄与する。 
・また、研究機関や学会と連携して「問い」の設定を行うことで、来館者の意見を研究者コミュニテ

ィ等に還元し、一般の声に基づくイノベーションの創出に寄与する。 
 
■科学コミュニケーション活動の社会実装として、企業と連携し「RICOH Future House」に新規プ

ログラム開発を実施。 
・リコーが海老名駅西口地区のまちづくりに参画し、同地区に開設するコミュニティ施設「RICOH  

Future House」内にて実施する科学実験のコンテンツを開発し提供することにより、未来館の科

学コミュニケーション活動を社会に展開し実装する。 
 
■独自の人材養成システムにより科学コミュニケーターを養成し、平成 26 年度は 10 名を輩出。 
・（平成 24～26 年度合計：32 名）これまで研究機関の広報や、大学の URA、外資系 IT 企業の戦略

コンサルタント等多方面に輩出。各々、科学コミュニケーション活動や科学コミュニケーション手

法を用いてそれぞれの輩出先で活躍している。 
 

に改修を行う。 
 
・SCWS2017、及び 2020 年の

東京オリンピック・パラリン

ピックへ向けて、具体的且つ

戦略的に活動を発展させてい

く。 
 
 
 



139 
 

等をホームペ

ージ等を活用

して社会に向

けて分かりや

すく情報発信

する。また、参

加者、利用者、

外部有識者、専

門家等からの

意見を踏まえ、

制作するコン

テンツや発信

方法について

検討・改善を行

う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・来館者数、館

外事業参加者

数 
 
 
・来館者調査

（出口調査） 
 
 

・養成する科学コミュニケーター人材を対象とした面談（対象者 10 名）を行った結果、100%から「計画

的に能力を習得できている」という肯定的な回答を得た。               （単位：人） 
 H24 H25 H26 
「計画的に能力を習得できている」と回答（A） 28 19 10 

それ以外の回答 0 1 0 
合計（B） 28 20 10 

割合（A÷B）（%） 100 95 100 
 
・輩出された科学コミュニケーターを対象に（対象者 9 名）、退職時・退職後における面談を行った結果、

100%から「習得した能力を活用できている」という肯定的な回答を得た。       （単位：人） 
 H24 H25 H26 
「習得した能力を活用できている」と回答（A） 9 15 9 

それ以外の回答 0 1 0 
合計（B） 9 16 9 

割合（A÷B）（%） 100 93.8 100 
 
■研究者の意識を改革する科学コミュニケーション研修プログラム「サイエンティスト・クエスト」

の開発・実施。（平成 27 年度に定常化） 
・事前研修を受けた研究者が展示フロアを活用し、1 日数回、来館者と直接対話を行うことで、自身

の研究について社会の側から多角的に捉え直す機会を得る実践的なプログラムを開発・実施。 
・平成 26 年度は 4 名の研究者を対象に実施し、「普段考えることのない自分の研究と暮らしの接点を

考えることができた」「どのように伝えるかだけを思っていたが、相手に話させるという発想は自

分にはまったくなかったので、視野を広げることができた」等というコメントを得た。 
・研究者の意識改革や社会に向き合う姿勢の向上に寄与した。H27 年度は、さきがけ研究者を対象に

月 1 回の定常的な運営とする。 
 
・入館者数、館外事業参加者数（入館者数は過去最高） 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
入館者数（万人） 72.7 85.7 146.6 

館外事業参加者数（万人） 288.0 141.7 174.3 
 
・出口調査（平成 26 年 11 月 1 日～4 日実施、調査数 522 名） 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

満足度（※）（%） 97.1 98.4 99.1 
他人への推薦意向（%） 96.1 95.9 97.7 

再来館意向（%） 96.3 95.7 96.5 
科学技術への興味喚起（%） 91.9 89.2 94.6 

考え方やものの見方の変化（%） 74.5 73.5 80.0 
※「未来館の展示やプログラムは（全体として）良い」に対する肯定的回答 
 
・サイエンティスト・トーク アンケート（平成 26 年度 26 回実施、調査数 767 名） 

 新たな視点の獲得     87.6% 
 考え方やものの見方の変化 77.0% 
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・来館者に対する調査を平成 25 年 10 月に実施し、「体験による科学への興味喚起」について回答者の

94.6%、「（知人への）紹介意向」について 97.7%、「（未来館への）再来館意向」について 96.5%から、そ

れぞれ肯定的な回答を得た。（回答者数 522 人） 
（単位：人） 

 H24 H25 H26 

興味喚起 503 
(97.1%) 

480 
(94.1%) 

494 
(94.6%) 

紹介意向 498 
(96.1%) 

489 
(95.8%) 

510 
(97.7%) 

再来館意向 499 
(96.3%) 

488 
(95.7%) 

504 
(96.5%) 

回答者合計 518 510 522 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

3.(1) 関係行政機関からの受託等による事業の推進 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条 

第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。  

第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。  

第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

受託数（件） ― 9 8 8   予算額（千円） 6,657,532 6,071,426 2,608,876   

       
決算額（千円） 6,382,748 5,910,679 2,483,061   

       
経常費用（千円） 107,525,024 

の内数 
130,937,687 

の内数 
144,296,465 

の内数   

       
経常利益（千円） 762,378 

の内数 
720,154 
の内数 

640,652 
の内数   

       行政サービス実施コス

ト（千円） 
115,911,045 

の内数 
135,757,718 

の内数 
149,010,757 

の内数  
  

        従事人員数（うち研究者

数）（人） 135(38) 129(41) 83(22)   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ・我が国の科

学技術の振興

に貢献するた

め、関係行政

機関からの受

託 等に つい

て、当該事業

目的の達成に

資するよう、

機構の持つ専

門的能力を活

用 し実 施す

る。 

・我が国の科

学技術の振

興に貢献す

るため、関係

行政機関か

らの受託等

について、そ

の事業目的

の達成に資

するよう、機

構の持つ専

門的能力を

活用し、実施

する。 

・我が国の科

学技術の振

興に貢献す

るため、関係

行政機関か

らの受託等

について、そ

の事業目的

の達成に資

するよう、機

構のもつ専

門的能力を

活用し実施

する。 

［評価軸］ 
・事業目的の達

成に資するよ

う、機構の持つ

専門的能力を活

用し、実施でき

たか 
 
〈評価指標〉 
・実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・関係行政機関等から以下の 8 業務を一般競争入札（総合評価）、企画競争等を通じて受託、実施した。 
1. 科学技術イノベーション創出基盤に関する課題の調査分析業務（科学技術プログラム推進部） 
2. 研究振興事業に関する課題の調査分析業務 （科学技術プログラム推進部） 
3. 研究振興事業に関する課題の調査分析業務（復興事業） （科学技術プログラム推進部） 
4. 研究プロジェクトの実施に係る調査・分析業務（環境エネルギー研究開発推進部） 
5. CONCERT-Japan（国際科学技術部） 
6. 大学発新産業創出拠点プロジェクトに関する事業推進支援業務（産学連携展開部） 
7. 革新的エネルギー研究開発拠点形成事業（環境エネルギー研究開発推進部） 
8. ナノテクノロジープラットフォーム（産学基礎基盤推進部） 

  

・プロジェクトに関する専門的知識と運営経験の豊富な PD・PO 及び外部有識者による公正で透明な

公募審査、課題管理及び評価を実施した。（科学技術イノベーション創出基盤に関する課題の調査分

析業務） 
・JST ニュース及びサイエンス チャンネルと連携してプロジェクト紹介記事掲載及びシンポジウム映

像配信を行うなど、事業成果に関する広報を効果的に実施した（科学技術イノベーション創出基盤に

関する課題の調査分析業務） 
・研究者インタビュー及びアンケート調査を通じ、受託事業成果を JST 事業等に展開するために有用

であった取組や阻害要因の抽出を実施した。（研究振興事業に関する課題の調査分析業務） 
・研究者へのアンケート調査や、他の競争的資金制度との比較を通じて、受託事業を効果的に運営する

ための報告をまとめた。（研究プロジェクトの実施に係る調査・分析業務） 
・プログラム最終会議及び EIG（European Interest Group)キックオフミーティングにおいて、JST

が CONCERT-Japan 継続を提案し、参加各機関による支持が得られた。（CONCERT-Japan ） 
・START 採択プロジェクトより 6 社目のベンチャー企業が平成 27 年 2 月に設立された。 

（大学発新産業創出拠点プロジェクトに関する事業推進支援業務） 
・文部科学省研究計画・評価分科会による中間評価にて、「必要性」、「有効性」、「効率性」は満たされ

ており、進捗状況も、要素技術開発において十分な成果を挙げているなどの評価を得た。（革新的エ

ネルギー研究開発拠点形成事業） 
・独立行政法人物質・材料研究機構と連携して、センター機関としての業務を実施。（ナノテクノロジ

ープラットフォーム） 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・

業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏

まえて総合的に勘案した結

果、研究実施者等の意見を

フィードバックするなど委

託元機関と相談しながら、

効果的かつ着実な業務運営

がなされているほか、JST
が提案した

CONCERT-Japan の継続

について、参加各機関によ

り支持を得る、革新的エネ

ルギー研究開発拠点形成事

業の中間評価で、肯定的な

評価を得る、などの実績か

ら、「研究成果の最大化」に

向けて成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認

められ、着実な業務運営が

なされているため、評定を

B とする。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・関係行政機関等から受託した８

つの業務等について、法人の専

門的知見を活かしながら、適切

かつ着実に業務運営が実施さ

れていると評価できるため、評

定を B とする。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、関係行政機関等から

受託した業務等の適切な実施

に努めることが必要である。 
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〈モニタリング

指標〉 
・実施体制 
 

 
 
・事業推進の充実に向けて、委託元担当者の参加を得つつ、定期的な会議を開催し、状況認識や相互理

解を強化した。（科学技術イノベーション創出基盤に関する課題の調査分析業務ほか） 
・産総研福島再生可能エネルギー研究所（郡山拠点）に担当職員を赴任させ、拠点での事務機能を強化

した。各研究機関に配置した雇用研究員等や設置した装置類を拠点に集結、移設した。（革新的エネ

ルギー研究開発拠点形成事業） 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

3.(2) 戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）の実施 

関連する政策・施策 

政策目標 7 科学技術・学術政策の総合的な推進 
施策目標 7－1 科学技術関係人材の育成及び科学技術に関す

る国民意識の醸成 
施策目標 7－2 イノベーション創出に向けた産業連携の推進

及び地域科学技術の振興 
施策目標 7－4 科学技術の国際活動の戦略的推進 

政策目標 8 基礎研究の充実及び研究の推進のための環境整備 
施策目標 8－2 科学技術振興のための基盤の強化 

政策目標 9 科学技術の戦略的重点化 
施策目標 9－1 ライフサイエンス分野の研究開発の重点的推

進及び倫理的課題等への取組 
施策目標 9－2 情報通信分野の研究開発の重点的推進 
施策目標 9－3 環境分野の研究開発の重点的推進 

当該事業実施に係る根拠

（個別法条文など） 

独立行政法人科学技術振興機構法第十八条  
第一号 新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基礎研究及び基盤的研

究開発を行うこと。  
第三号 前二号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進すること。  
第七号 前二号に掲げるもののほか、科学技術に関する研究開発の推進のための環

境の整備に関し、必要な人的及び技術的援助を行い、並びに資材及び設備を提供

すること（大学における研究に係るものを除く。）。  
第十号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する研究開発評価、政

策評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 ①主要な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 

 

 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 
JST が管理法人

となる課題（件） ― ― ― 5   予算額（千円） ― ― 17,761,454   

       
決算額（千円） ― ― 15,824,796   

       
経常費用（千円） ― ― 144,296,465 

の内数   

       
経常利益（千円） ― ― 640,652 

の内数   

       行政サービス実施コ

スト（千円） ― ― 149,010,757 
の内数  

  

        従事人員数（うち研

究者数）（人） ― ― 18(0)   
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸

（評価の視

点）、指標等 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ・我が国の科

学技術の振興

に貢献するた

め、関係行政

機関からの受

託 等に つい

て、当該事業

目的の達成に

資するよう、

機構の持つ専

門的能力を活

用 し実 施す

る。 

・我が国の科

学技術の振

興に貢献す

るため、関係

行政機関か

らの受託等

について、そ

の事業目的

の達成に資

するよう、機

構の持つ専

門的能力を

活用し、実施

する。 

・府省の枠を

超え、基礎研

究から実用

化・事業化ま

でをも見据

えた研究開

発を推進し、

イノベーシ

ョンの実現

を 目 指 す

SIP におい

て、機構が管

理法人とし

て指定され

た課題につ

いて、総合科

学技術・イノ

ベーション

会議が策定

する実施方

針及び総合

科学技術・イ

ノベーショ

ン会議が任

命したプロ

グラムディ

レクターが

とりまとめ、

ガバニング

ボードが承

認した研究

開発計画に

沿って、管理

業務を実施

する。 

［評価軸］ 
・事業目的の達

成に資するよ

う、機構の持つ

専門的能力を活

用し、実施でき

たか 
 
〈評価指標〉 
・実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・実施体制 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）が SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）の

重点課題として選定した 10 課題のうち、5 課題で JST が管理法人に選定され、プログラムを推進

した。 
1．革新的燃焼技術（環境エネルギー研究開発推進部） 
2．革新的構造材料（産学基礎基盤推進部） 
3．エネルギーキャリア（環境エネルギー研究開発推進部） 
4．インフラ維持管理・更新・マネジメント技術（産学基礎基盤推進部、先端計測室） 
5．レジリエントな防災・減災機能の強化（社会技術研究開発センター） 

 
・公募、公募説明会を実施した（平成 26 年 6 月～7 月にかけ、各課題で実施）。 
・研究開発を開始した（平成 26 年 7 月以降、各課題で順次開始）。 
・日本の主たる自動車企業で構成される自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）と連携協定を締結

するとともに、知財センターと連携し、知的財産に関して立場の異なる産学の関係機関の要望を取

りまとめ、SIP の趣旨に合致し強い特許を創出するための知財ポリシーを策定中。（革新的燃焼技

術） 
・液体水素、アンモニア、有機ハイドライド等を活用した水素の大規模活用の技術確立を図り、アン

モニアを燃料としたガスタービン発電の実証を世界で初めて開始した。（エネルギーキャリア） 
・海外のキーマンとなる研究者との意見交換を目的とした国際シンポジウムを 2 月に開催した。（構

造材料） 
 
 
・内閣府が任命したプログラムディレクターの下、課題毎に最適な研究開発及び研究開発マネジメン

ト体制を整備した（サブ プログラムディレクター、プログラム会議、プロジェクト推進会議など）。 
・研究管理、知的財産管理、契約・経理について実施体制を整備した。 
・合同管理法人である NEDO・国土交通省と連携し、各法人の採択課題の進捗管理を一体的に行う会

議の設置等、府省を超えたマネジメント体制を構築した。（インフラ維持管理） 
・社会実装に不可欠な府省間連携の持続的確保のため、PD、関連サブ PD、関連府省の実務者、研究

者からなる防災情報共有の場を設定した。（防災） 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、業

務実施にあたり、プログラム

ディレクター、内閣府や他の

管理法人などとの連携によ

り、府省を超えたマネジメン

ト体制を構築し、JST の持つ

専門的能力を活用すること

で知財ポリシーの策定の着

手や国際シンポジウムの開

催等、効果的かつ着実な業務

運営がなされているほか、世

界初のアンモニアを燃料と

したガスタービン発電の実

証開始等の実績から、「研究

成果の最大化」に向けて成果

の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められ、着実

な業務運営がなされている

ため、評定を B とする。 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・内閣府等と連携しつつ、５課題

の管理法人として役割を果た

している。また、法人の専門的

知見を活かしながら、知財ポリ

シーの策定やシンポジウムの

開催等、着実な業務運営がなさ

れているため、評定をＢとす

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、SIP の管理法人とし

て、研究開発が円滑に進捗する

ための業務支援に努める必要

がある。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－1 組織の編成及び運営 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 
 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

記者説明会開催

数（回） ― ― 10 9 9   ― 

研究倫理講習会

参加者（人） ― ― 2,152 2,799 2,044   ― 

内部監査実施数

（件） ― ― 25 22 19   ― 

 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

  ・理事長のリ

ーダーシッ

プにより、中

期目標を達

成するため、

組織編成と

資源配分に

ついて機動

的・弾力的に

運営を行い、

業務の効率

化を推進す

る。 
・中期目標の

達成を阻害

する課題（リ

スク）を把握

し、組織とし

・理事長のリ

ーダーシッ

プにより、機

動的・弾力的

に資源配分

を行い業務

の効率化を

推進する。ま

た、組織を再

編して効率

化を推進し

つつ、全体の

統括機能を

強化するこ

とで、ガバナ

ンス体制を

整備する。 
 ・中期目標

［評価軸］ 
・組織の編成及び

運営に関する取

組は適切か 
 
〈評価指標〉 
・理事長のマネジ

メント 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

・研究開発法人としてのガバナンス機能を強化し、理事長のリーダーシップのもと中期目標を達成

するため、理事長を議長とする予算会議を設置し、業務の実施計画・予算執行の進捗状況を把握

し、必要に応じて機動的・弾力的に資源配分を行った。このことにより、当初予想し得ない成果

が得られたなど資源配分を重点化すべきものへ追加的に予算配分を行うなど、JST としての成果

の最大化 を図った。 
・理事長と役職員との間に定期的なコミュニケーションを取る場を設定することにより、理事長の

考えを役職員に深く浸透させるよう取組んでいる。具体的な取組は、以下の通り。 
・業務の一層の推進やチーム一丸を醸成することを目的として、経営方針や理事長の考えについて、

直接 JST 勤務者と対話する役職員意見交換会を下記 4 会場で実施した。 
 東京本部    平成 26 年 5 月 21 日、11 月 6 日 
 川口本部    平成 26 年 5 月 23 日、11 月 14 日 
 東京本部別館  平成 26 年 5 月 30 日、10 月 27 日 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、下

記の通り「研究開発成果の最

大化」に向けて、着実な業務

運営がなされているため、評

定を B とする。 
 
【理事長のマネジメント】 
・意志ある経営をさらに推進す

べく、「JST 長期ビジョン

2014」を踏まえ、平成 26 年

度の重点施策を「アクション

プラン 2014」として取りま

とめるとともに、理事長と役

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・理事長のリーダーシップのも

と、機動的・弾力的な資源配分

や、法人のミッションの役職員

への周知徹底、効果的な情報発

信などが図られている。特に法

人の役割等を「アクションプラ

ン 2014」等で明確化し、役職

員一人一人の意識向上の促進

が図られている点は評価でき

るため、評定をＢとする。。 
 
・平成 27 年 4 月設立の日本医療

研究開発機構（AMED）への

事業移管準備が適切に実施さ

れた。 
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て取り組む

べき重要な

リスクの把

握と対応を

行う。 
・法令遵守

等、内部統制

体制の実効

性を高める

ため、日頃よ

り職員の意

識醸成を行

う等の取組

や対応を継

続する。 
・内部監査や

監事監査等

を効果的に

活用しつつ、

モニタリン

グ等を充実

させる。 

の達成を阻

害する課題

（リスク）の

把握と対応

を適切に行

う体制を維

持し、リスク

の対応を確

実に行う。 
 ・法令遵守、

内部統制の

ための組織

を整備し、具

体的な課題

については、

案内又は各

種説明会を

開催するな

どして、職員

の意識をよ

り一層高め

るよう努め

る。 
 ・内部監査

や監事監査

等を効果的

に活用しつ

つ、モニタリ

ング等を充

実させる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 日本科学未来館 平成 26 年 6 月 18 日、11 月 10 日 
・理事長メッセージを社内ポータルサイトに毎月掲載することで、理事長の考えを周知している。 
・法人のミッションについては中期計画、年度計画に反映しており、それを課レベルまでブレーク

ダウンし、部・課・担当レベルの年間行動プランに反映させることで周知している。 
・今後の業務の遂行や勤務の意識向上に資するため、平成 27 年 1 月 7 日に JST 内において成果発

表会を実施した。発表は優れた業績により理事長から表彰を受けた役職員により行われ、ノウハ

ウ・成果の共有が図られた。 
・理事長のリーダーシップのもと作成された「JST 長期ビジョン 2014」を踏まえ、平成 26 年度の

重点施策を「アクションプラン 2014」としてとりまとめた。 
・理事長による効果的な情報発信として理事長による記者説明会を原則毎月 1 回実施、合計 9 回、

のべ 176 名が参加。同時に研究者など 13 名がレクチャーを行った。また、JSTnews やプレスリ

リースなどと連動したメディアミックスで JST の活動を効果的に発信した。 
 

実施日 テーマ 発表者 

平成 26 年 4 月 21 日 
（参加者：22 人） 

「元素戦略」に関するわが国の取

組み 
中山 智弘（経営企画部 次長） 

「Artificial Rhodium（人工擬ロジ

ウム）」 
～金属工学の常識をくつがえすロ

ジウム代替合金の可能性～ 

北川 宏（京都大学大学院理学研

究科 教授） 

平成 26 年 5 月 19 日 
（参加者：13 人） 

「活きたナノ世界を観るー液中

AFM がもたらす原子分解能の世

界ー」 

山田 啓文（京都大学大学院工学

研究科 教授） 

「複合分析で見えてくる PM2.5
濃度変更のメカニズム」 

竹川 暢之（首都大学東京大学院

理工学研究科 准教授、開発当時 
東京大学先端科学技術研究セン

ター） 

平成 26 年 6 月 18 日 
（参加者数：19 人） 

ビッグデータ応用 ブームから挑

戦へ 
田中 譲（北海道大学大学院情報

科学研究科 特任教授） 
「ビッグデータ同化」でゲリラ豪

雨に挑む 
三好 建正（理化学研究所計算科

学研究機構 チームリーダー） 

平成 26 年 7 月 23 日 
（参加者数：12 人） 

高速充電、大出力、大容量を実現

するグラフェンスーパーキャパシ

ターの研究開発 

唐 捷（独立行政法人物質・材料

研究機構 グループリーダー） 

空間結像アイリス面型・超低消費

電力ディスプレイ 
川上 徹（東北大学 客員准教授） 

平成 26 年 9 月 17 日 
（参加者数：31 人） 

オートファジーの分子メカニズム

および生理学的機能の解明 
水島 昇（東京大学大学院医学系

研究科 教授） 
平成 26 年 10 月 23 日 
（参加者数：21 人） 

RCR 教育の現状と課題 札野 順（金沢工業大学 教授） 

職員との間に定期的なコミ

ュニケーションを取る場を

設定することにより、理事長

の考えを役職員に深く浸透

させるような取組を行って

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・生じうるリスクに関する情報

については管理部門で一元的

に集約され、指示が行われる体

制が構築されているほか、コン

プライアンスに関する啓発活

動の実施など、適切な対策を講

じている。 
 
・法人の業務・会計の適切性の

担保のために、監事のチェック

が適切に機能している。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、研究開発成果の最

大化に向けて、適切な組織の編

成及び運営が図られるよう、理

事長のリーダーシップのもと、

更なる体制整備等を進めてい

く必要がある。 
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・中期目標の達成

を阻害する課題

の把握・対応状況 
 

平成 26 年 11 月 7 日 
（参加者数：13 人） 

ERATO 湊プロジェクトの概要と

日本科学未来館を通した研究成果

の発信 

湊 真一（ERATO 研究総括／

北海道大学大学院情報科学研究

科 教授） 

平成 26 年 2 月 19 日 
（参加者数：24 人） 

宇宙を観る技術を地上に－ホット

スポットの可視化から医療応用ま

で－ 

高橋 忠幸（宇宙航空研究開発機

構 教授／先端計測分析技術・機

器開発プログラム「革新的超広

角高感度ガンマ線可視化装置の

開発」チームリーダー） 

平成 26 年 3 月 11 日 
（参加者数：21 人） 

全脳・全身透明化の先に見えてく

ること 

上田 泰己（東京大学大学院医学

研究科 教授／理化学研究所生

命システム研究センター細胞デ

ザインコア コア長） 
 
■組織編成 
・科学技術イノベーション創出の推進を目指すため、事業の現状を把握しやすく、機能的にオペレ

ーションしやすい組織とするための組織編成を行った。 
【新組織の設置】 
・平成 26 年 4 月 1 日付けで JST のガバナンス強化のため、研究倫理・監査室から監査室を分離し

監事直下の室とした。また、JST 及び研究機関における研究開発活動の不正行為に係る対応を担

当する総務部の中に「研究倫理室」を設置した。 
・平成 26 年 4 月 1 日付けで JST の IT 化の効率的な推進・情報セキュリティ強化のために、社内シ

ステム開発部門と情報セキュリティ推進部門とを分離し、社内システム開発部門として「IT 基盤

開発部」を、情報セキュリティ推進部門として「情報化推進室」を設置した。 
・平成 26 年 4 月 1 日付けで平成 26 年度より開始した日本・アジア青少年サイエンス交流事業に関

する業務を実施するため、「日本・アジア青少年サイエンス交流事業推進室」を設置した。 
・平成 26 年 10 月 1 日付けで、JST の事業・業務のグローバル化の促進を強化するため、経営企画

部の中に「国際戦略室」を設置した。 
・平成 27 年 4 月設立の日本医療研究開発機構への事業移管準備を円滑に進めた。 
 
【組織の簡素化及び管理業務の効率化による新組織の設置】 
・科学技術イノベーション企画推進室及び地球規模課題国際協力室を廃止して、それぞれ経営企画

部、国際科学技術部と統合するなど組織の効率化を図った。 
・関係行政機関から受託した業務を担当する組織として設置していた科学技術システム改革事業推

進室、研究振興支援業務室、原子力業務室を統合して科学技術プログラム推進室を新設し、組織

の効率化を図った。 
 
 
■リスクマネジメント 
・理事長による JST のマネジメントの一環として、週一回定期的に理事長と役職員間で、業務の進

捗状況や課題、今後の方向性等話し合うための会議を行った。 
・担当部署においても、所管事業や業務に対するリスクを把握し適切な対策を講じている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【中期目標の達成を阻害する

課題の把握・対応状況】 
・課題（リスク）に関する情報

を管理部門に集約し、適宜、
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 リスクに関する情報は、総務部、人財部などの管理部門に集約され、適宜、各部署に指示・指導

などが行われるとともに、全役員、主要部室長が出席する業務運営会議で報告され、情報が共有

される仕組みとなっている。 
・JST のリスクマネジメントをより明確に行い、PDCA を実施することを目的に、リスクマップ及

びリスク対応計画を策定した。 
・リスクマネジメントの一環として、情報管理、情報システムに関わる重大インシデント発生時に

おいて迅速かつ組織的に対応を行うために CSIRT（Computer Security Incident Response 
Team）の手順化を行った。 

・首都直下型地震を想定した業務継続計画に基づき、緊急参集要員として指名されている者を対象

に徒歩参集訓練を実施した。 
・ 職場の安全を確保するため、安全衛生委員会を各事業所において毎月開催し、安全衛生に関する

計画や対応策の策定等を行った。また、安全衛生担当者による職場巡視を実施し、指摘事項の対

応状況をフォローアップした。 
・セクハラ、パワハラの相談窓口について全職員に周知するとともに、管理職への研修を実施した。

（4 回） 
・情報セキュリティなどのリスクに対して対策を立てるとともに、担当部署を定めてリスクのモニ

タリングを行った。 
 
■JST における研究資金等不正防止の取組 
・研究不正や資金の不適切な使用を防止するため、引き続き各種取組を実施した。新規採択の研究

代表者及び研究機関事務局等を対象とした、研究倫理講習会を４月より開催し、2,044 人の研究

者や事務担当者の出席者に不正防止の周知徹底を図るとともに、研究代表者等に対しては、不正

を行わない旨の確認書提出を求め、研究倫理の周知、徹底を図った。新規採択課題に参加する研

究者及び JST の雇用研究者等（9,107 人）に対し、e-learning 形態により研究倫理教材（CITI
プログラム）の履修を実施した。また、JST の役職員を対象に外部専門家を講師とした研究倫理

講習会等の研修を開催（延べ 171 人が受講）した。 
・文部科学省による「研究活動における不正行為への対応等のガイドライン」（平成 26 年８月 26
日文部科学大臣決定）及び「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」（平成

19 年 2 月 15 日文部科学大臣決定）の改定に際し、ファンディング・エージェンシーの立場から

意見具申や資料・情報提供を行い貢献した。また、同ガイドライン改定への対応や、研究者等の

責務の一層の明確化を図るため、募集要項、委託研究契約及び委託研究契約事務処理説明書を改

定し、事業運営に反映させた。 
・更に、競争的資金の不合理な重複及び過度の集中の排除のため、引き続き、府省共通研究開発管

理システム（e-Rad）を通じた事業の登録や募集等を実施した。 
・個別の不正事案については、大学等の研究機関に対して厳正な調査を求めるとともに、不正等と

認定された研究機関及び研究者には、研究費の返還や応募制限を科すなど厳正な処分を行った。 
・このほか、日本学術会議のシンポジウムへの協力、第 14 回日米科学技術協力合同実務級委員会へ

の出席、経済産業省、独立行政法人日本学術振興会、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合

開発機構との不正防止などに関する情報・意見交換を行った。 
 

 

各部署に情報共有・指示・指

導を行うとともに、リスク対

応計画を策定するなど、中期

目標の達成を阻害する、組織

の内外で発生する課題の把

握・予防に努めている。 
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・コンプライアン

ス、内部統制の取

組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・内部監査、監事

監査等の実施状

況 

■契約事務手続きの統制 
・総合評価方式、企画競争及び公募を実施する場合を含む契約手続きに関する契約事務マニュアル、

業務委託契約事務処理要領及び業務委託契約事務処理マニュアルを平成 20 年度に整備済みであ

り、平成 26 年度もこれらのマニュアルに従い引き続き契約事務手続きの統制を図っている。 
・また、安定した契約事務手続きを行うため、契約事務手続きの変更等が生じた場合は事務連絡を

行い、JST 内の電子掲示板に掲載を行うなど、周知徹底を図るための取組を行っている。 
・さらに、各部門の契約事務担当者による契約事務の連絡調整等を行う会合を開催し、契約事務上

の課題・懸案事項にかかる解決、意見交換及び情報共有等を行い、契約事務品質の向上と標準化

を推進した。 
・審査体制については、競争性及び透明性の一層の向上が求められていることを踏まえ、審査体制

の強化及び経営陣自らによる審査の実施を図るために、政府調達（WTO）に係る総合評価方式の

提案書等の審査を行う「物品等調達総合評価委員会」及び随意契約の適否の審査を行う「物品等

調達契約審査委員会」の両委員会について、前年度に引き続き経理担当役員を委員長とする審査

体制を継続した。 
・「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）を受け設

置した外部有識者（6 名）及び監事（1 名）で構成する契約監視委員会について、3 回開催した。

審議は、平成 25 年度及び平成 26 年度の締結済み契約案件の中から 15 件を抽出し点検を行った

結果、特段の問題点等の指摘はなかった。 
 
・毎年 10 月をコンプライアンス月間と定め、10 の項目（役職員倫理、公益通報、公文書管理、安

全保障輸出管理、利益相反マネジメント、法務相談、情報セキュリティ、個人情報保護、ハラス

メント・メンタル及び労務管理、研究不正/研究費の不正使用）につき周知・徹底し、啓蒙活動に

取り組んだ。 
・JST 内のコンプライアンス意識啓発のため、コンプライアンスハンドブック、コンプライアンス

カードを作成し、全職員に配布を行うとともに、新入職員に対し研修を行った。 
・職員のコンプライアンス意識の向上のため、個人情報保護（22 回のべ 1605 人受講）、文書管理（33

回のべ 565 人受講）、安全保障輸出管理（2 回のべ 99 人受講）、利益相反（2 回のべ 84 人受講）

に関する研修を実施し、これらの制度に関する基礎的な知識及び注意点などの習得・意識レベル

の底上げ及び事故防止につなげた。 
・平成 26 年 10 月に部長級職員に対し、人権問題に対する意識向上のための研修を実施した。 
 
 
■内部監査、監事監査の実施状況 
［監事監査］ 

・監事の監査方針に基づき、独立行政法人としての運営方針、組織体制、予算・決算及び人員に対

する監査を実施した。さらに監査の一環として、運営方針・リスク確認について、理事長による

マネジメントに配慮しつつ、意見を述べ、各種情報を共有することにより、健全な運営が遂行さ

れように努めた。 

・年度初めに定めた計画に沿って監査を実施した。監査内容については、理事長及び担当理事に対

し、原則として月例で、文書及び口頭で監査結果及び所見を説明、報告した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【コンプライアンス、内部統制

の取組状況】 
・リスクのモニタリングを行う

とともに、職員のコンプライ

アンス意識向上のための各

種取組を実施している。 
 
 
 
 
 
 
 
【内部監査、監事監査の実施状

況】 
・重要な課題を含む各種情報の

共有に努め、適宜意見を述べ

ることで健全な運営に寄与

した。 
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［内部監査］ 

・年度初めに定めた計画に沿って、19 件の監査を実施した。監査内容については、理事長及び担当

理事に対し、原則として月例で、文書及び口頭で監査結果及び所見を説明、報告した。 
 
［監事監査における法人の長のマネジメントに関する監査状況］ 

・組織全体で取組むべき重要な課題について、理事長によるマネジメントに配慮しつつ、意見を述

べ、各種情報を共有することにより、健全な運営が遂行されるよう努めた。 
 
［監事監査における改善点等の法人の長、関係役員に対する報告状況］ 

・監査内容については、理事長及び担当理事に対し、原則として月例で、文書及び口頭で監査結果

及び所見を説明、報告した。 
・改善事項については、平成 25 年度までのものについてはフォローアップを実施した。平成 26 年

度に指摘された改善事項については、次年度以降フォローアップを行う予定としている。 
 
［外部監査］ 

・外部監査として独立行政法人通則法第 40 条に基づき文部科学大臣により選任された会計監査人の

監査を受けた。平成 26 事業年度分の監査では、H26/12/12、H27/3/12~13、H27/3/20、H27/4/1
に川口本部、H26/12/11、H27/2/10 に東京本部、H27/2/18～20 に東京本部別館において往査を実

施。また H27/2/4 に理事長と会計監査人とのディスカッションが実施された。以上の監査におい

て特に重大な指摘事項は無かった。 
 

＜今後の課題＞ 
・今後も、理事長のマネジメン

トが発揮できる特徴を活か

し、優れた研究成果に対する

緊急かつ機動的に研究を加

速するための支援や効果

的・効率的な事業運の実施、

明確なビジョンによる効率

的な組織運営や組織の活性

化等、研究成果をイノベーシ

ョン創出につなげるための

活動を着実に行う。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－2 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 
 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

一般管理費削減率（対

23 年度予算額）（%） 15 ― 5.7 9.9 11.4   ― 

業務経費（競争的資金

除く）の削減率（対 23
年度予算額）（%） 

5 ― 1.08 4.2 5.5   ― 

ラスパイレス指数（年

齢・地域・学歴勘案） 100 99.5 100.8 99.1 98.0   ― 

システム調達仕様書審

査数（件） ― 285 244 363 458   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ・機構は、各

種事務処理

を簡素化・迅

速化し、施

設・スペース

管理を徹底

すること等

により、本中

期目標期間

中に公租公

課を除き、一

般管理費に

ついては、5 
年間で 15%
以上を削減

・管理的経費

の節減及び

以下の事項

を含む業務

の効率化を

進め、公租公

課を除き、一

般管理費に

ついては、5 
年間で 15%
以上を削減

する。また、

科学技術文

献情報提供

事業以外の

・一般管理費

（公租公課を

除く）及び科

学技術文献情

報提供事業以

外の業務に係

る 業 務 経 費

（競争的資金

を除く）につ

いては、中期

計画で定めら

れた削減率の

達 成 を 目 指

す。競争的資

金 に つ い て

［評価軸］ 
・業務の合理

化・効率化の取

組は適切か 
 
〈モニタリン

グ指標〉 
・一般管理費の

削減状況 
 
 
・科学技術文献

情報提供事業以

外の業務に係る

業務経費の削減

 
 
 
 
 
 
 
・平成 26 年度の一般管理費（公租公課を除く）の実績は 5 年間で 15%以上の削減を実施するため、計

画額を平成 23 年度予算額に対し 9.3％減の 1,045 百万円としていたところ、実績では 11.41％減の

1,020 百万円となり、年度計画を着実に推進した。 
 
・科学技術文献情報提供事業以外の業務に係る業務経費（競争的資金を除く）の 5 年間で 5%以上の効

率化について、平成 26 年度の実績値は 15,999 百万円であり、基準額に対し、5.5％の削減となった。 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・

業務、中長期目標等に照ら

し、法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏

まえて総合的に勘案した結

果、下記の通り「研究開発

成果の最大化」に向けて、

着実な業務運営がなされて

いるため、評定を B とする。 
 
【一般管理費等の削減状況】 
・一般管理費及び文献情報提

供業務以外の業務に関わる

事業費（競争的資金を除く）

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・適切な調達の実施のため、規

程類の整備や監視体制の強

化、一者応札等の件数を減少

させるための取組が着実に成

果をあげている。 
 
・情報セキュリティ対策の強化

に向け、体制整備や研修の充

実等が適切に進められてい

る。 
 
・知的財産の管理等では、大学

や企業等が保有する特許のパ
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する。また、

科学技術文

献情報提供

事業以外の

業務に係る

業務経費（競

争的資金を

除く）につい

ては、5 年間

で  5% 以上

の効率化を

図る。競争的

資金につい

ては、研究開

発課題の適

切な評価、制

度の不断の

見直しや業

務運営に係

る事務管理

経費の効率

化を行うと

ともに、その

効果を具体

的に明確に

する。 
なお、社会の

要請に基づ

き、新たな業

務の追加又

は業務の拡

充を行う場

合には、当該

業務につい

ても同様の

効率化を図

る。 
機構の保有

する施設等

の有効利用

を推進する

業務に係る

業務経費（競

争的資金を

除く）につい

ては、5 年間

で  5% 以上

の効率化を

図る。競争的

資金につい

ては、研究開

発課題の適

切な評価、制

度の不断の

見直しや業

務運営に係

る事務管理

経費の効率

化を行うと

ともに、その

効果を具体

的に明確に

する。なお、

社会の要請

に基づき、新

たな業務の

追加又は業

務の拡充を

行う場合に

は、当該業務

についても

同様の効率

化を図る。 
・パリ事務所

については、

平成  26 年
度に、他の研

究開発法人

との間で共

用を開始す

る。 
・調達案件に

は、研究開発

課題の適切な

評価、制度の

不断の見直し

や業務運営に

係る事務管理

経費の効率化

を行うととも

に、その効果

を具体的に明

確にする。ま

た、業務全般

については、

以下の項目の

取組により合 
理化・効率化

を行う。 
・随意契約見

直し計画に基

づき、国の少

額随意契約基

準以上の調達

案件について

は原則一般競

争によるもの

とし、やむを

得ない場合で

あっても企画

競争等とし競

争原理を働か

せるものとす

る。ただし、

公募による委

託研究契約に

ついては、外

部有識者の評

価を得ている

ため除く。一

般競争入札に

おいては、 1
者応札率の改

状況 
 
・適切な調達へ

の取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【随意契約等見直し計画の実績と具体的取組】 
・随意契約見直し計画に基づき、国の少額随意契約基準以上の調達案件については、原則一般競争によ

り実施し、やむを得ない場合であっても企画競争や公募等の競争性及び透明性の高い契約方式で調達

を行った。また前年度に引き続き随意契約見直し計画も達成した。 
  

 ①平成 20 年度実績 ②随意契約見直し計画 
（H22 年 4 月公表） 

③平成 26 年度実績 ②と③の比較増減 

件数 
金額 

（千円） 
件数 

金額 
（千円） 

件数 
金額 

（千円） 
件数 

金額 
（千円） 

競争性の 
ある契約 

(94.9%) 

4,960 

(90.4%) 

66,242,387 

(95.1%) 

4,969 

(93.8%) 

68,734,928 

(96.5%) 

3,946 

(97.8%) 

96,611,326 

(1.4%) 

▲1,023 

(4.0%) 

27,876,398 

 

競争 
入札 

(20.7%) 

1,083 

(21.1%) 

15,446,190 

(20.8%) 

1,086 

(24.5%) 

17,939,472 

(9.0%) 

367 

(4.7%) 

4,671,085  

( ▲ 1 1 . 8 % ) 

▲719 

(▲19.8%) 

▲ 13,268,387

企

画

競

争

、

公

募

等 

(74.2%) 

3,877 

(69.3%) 

50,796,196 

(74.3%) 

3,883 

(69.3%) 

50,795,456 

(87.5%) 

3,579 

(93.1%) 

91,940,241  

(13.2%) 

▲304 

(23.8%) 

41,144,785 

競争性のな

い随意契約 

(5.1%) 

264 

(9.6%) 

7,063,510 

(4.9%) 

255 

(6.2%) 

4,570,969 

(3.5%) 

142 

(2.2%) 

2,150,823  

(▲1.4%) 

▲113 

(▲4.0%) 

▲2,420,146 

合計 
(100%) 

5,224 

(100%) 

73,305,897 

(100%) 

5,224 

(100%) 

73,305,897 

(100%) 

4,088 

(100%) 

98,762,149 

(-) 

▲1,136 

(-) 

25,456,252 

※随意契約見直し計画（H22 年 4 月公表）は、平成 20 年度の契約実績を基準に策定。 
※随意契約見直し計画の数値は補正予算を含まずに計算されているため、表中の平成 26 年度実績の数

値においても、補正予算による契約は含めていない。（補正予算を含んだ場合、契約件数は合計 4,198
件・99,803,333 千円である。そのうち競争性のない随意契約は 142 件・2,150,823 千円であるので、

競争性のない随意契約の占める割合は、件数割合：3.4%、金額割合：2.2%であり、随契見直し計画

は達成している。）。 
※事業の執行方法の見直し（JST の直接執行による事業推進から研究機関等に対する研究委託への切

り換えや研究委託を前提とした新規事業の増加）により、先端的で高額な研究機器等の購入（「競争

入札」の対象）が減少しており、「企画競争、公募等」の占める割合が相対的に高くなってきている。 
※平成 26 年度実績における競争性のない随意契約の主な内訳 
（土地建物賃貸借料）    
    土地建物賃貸借料                     20 件   12.5 億円 
（建物の所有者が指定する業者との契約） 
     建物・設備維持管理等               29 件      4.3 億円 
 （その他） 
     水道光熱費、郵便等                 79 件    2.8 億円 
     その他                     14 件       1.9 億円 
     合計                   142 件    21.5 億円 

は、計画に沿って着実に削

減されている。 
【適切な調達への取組状況】 
・規程類の整備、監視体制の

強化の効果により随意契約

見直し計画は達成してい

る。 
・1 者応札・応募に対しては

仕様書チェックリストの導

入、公告の周知効果を高め

るための取組により、平成

20 年度に比べて 1 者応札・

応募の件数が大幅に減少し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ッケージ化によるライセンス

契約、利活用の見込みのない

特許の権利放棄など、効果の

最大化に向けた運用が行われ

ている。 
 
・競争的資金制度の運用につい

ては、研究開発課題の中間評

価での早期終了が可能である

ことを明確化するなど、事業

運営の最適化が図られてい

る。 
 
・練馬区の職員宿舎の処分を決

定するなど、保有施設の見直

しを着実に進めている。 
 
・給与水準について、年齢・地

域・学歴を勘案した場合、国

家公務員と比較して低い水準

となっており、行政改革の要

請を踏まえた人件費水準を維

持している。 
 
・以上を踏まえ、評定を B とす

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、研究開発成果の最

大化に配慮しつつ、業務の合

理化・効率化のための取組を

着実に進めていく必要があ

る。 
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とともに、不

断の見直し

を行い、保有

する必要が

なくなった

ものについ

ては廃止等

を行う。 
ただし、人件

費の効率化

については、

次項に基づ

いて取り組

む。また、調

達案件は原

則一般競争

入札による

ものとし、随

意契約を行

う場合は、透

明性を高め

るため、その

理由等を公

表する。 

ついては原

則一般競争

によるもの

とし、随意契

約による場

合は、透明性

を高めるた

め、その理由

等を公表す

る。 
・経費節減や

費用対効果

の観点から、

研究開発の

特性に応じ

た調達の仕

組みについ

て、他の研究

開発法人と

協力してベ

ストプラク

ティスを抽

出し、実行に

移す。 
・関連公益法

人について

は、機構と当

該法人との

関係を具体

的に明らか

にするなど、

一層の透明

性を確保す

る。 
・情報化統括

責 任 者

（CIO）の指

揮の下、業務

プロセス全

般について

不断の見直

善に向け努力

する。また、

企画競争等を

含め国の少額

随意契約基準

以上の契約全

てについて、

透明性を高め

るため、ホー

ムページ等を

活用し、契約

情報を公表す

る。 
・研究開発の

特性に応じた

調 達 に つ い

て、他の研究

開発法人と連

携してベスト

プラクティス

を模索すると

ともに、経費

節減や費用対

効果の観点か

ら実現可能な

ものがあれば

実行に移す。 
・関連公益法

人 等 に つ い

て、機構と当

該法人との再

就職の状況や

取引の状況等

を公表するな

どの取組によ

り、一層の透

明性が確保さ

れるよう努め

る。 
・情報化統括

責任者（CIO）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【1 者応札・応募の状況と改善への取組】 
 

①平成 20 年度実績 ②平成 26 年度実績 ① ②の比較増減 
件数 
（件） 

金額 
（千円） 

件数 
（件） 

金額 
（千円） 

件数 
（件） 

金額 
（千円） 

競争性のある契約 4,960 66,242,387 3,946 96,611,326 ▲1,014 30,368,939 

うち 1 者応札・応募と
なった契約 

(17.0%) 
843 

(17.6%) 
11,635,131 

(9.8%) 
385 

(4.8%) 
4,657,635 

(▲7.2%) 
▲458 

(▲12.8%) 
▲6,977,496 

 

一般競争契約 780 11,145,915 160 1,760,171 ▲620 ▲9,385,744 

指名競争契約 0 0 0 0 0 0 

企画競争 11 225,477 1 18,057 ▲10 ▲207,420 

参加者確認公募等 52 263,739 214 2,438,749 162 2,175,010 

不落随意契約 0 0 10 440,658 10 440,658 

※基準値となる平成 20 年度実績には補正予算による契約が含まれていないため、表中の平成 26 年度

実績においても、補正予算による契約は含めていない。（補正予算を含んだ場合、競争性のある契約

件数は合計 4,056 件・97,652,510 千円である。そのうち 1 者応札・応募となった契約は 465 件・

5,183,844 千円なので、競争性のある契約のうち 1 者応札・1 者応募となった契約の割合は、件数割

合：11.5%、金額割合：5.3%である。補正予算を含めた場合、1 者応札・応募の割合が増えるが、こ

れは、補正予算による調達の多くが、供給元が限定される専門的かつ先端的な研究機器類に係るもの

になっているためであり、当該上昇は一過性のものである。 
 
［1 者応札･応募の改善の取組］ 

・JST では 1 者応札･応募改善のため主に以下の取組を行っている。 
①仕様書チェックリストの導入 
 競争性確保の観点で作成した全 15 項目からなる「仕様書チェックリスト」を導入し、少額随意契約

を除く全ての調達契約について事前審査体制を導入している。 
②調達情報の周知 
・調達情報のメールマガジン及び RSS の配信。 
・中小企業庁が運営する「官公需情報ポータルサイト（http://kankouju.jp/）」との連携。 
・複数者からの参考見積書徴取 

調達要求段階から参考見積書を複数者より取り寄せることを調達要求部署に義務付けることで（特殊

なものは除く）、潜在的な応札者を発掘し競争性促進を行っている。 
・調達予定情報の提供 
半年先までの調達予定情報を四半期ごとに更新し、JST ホームページで公表している。 
・詳細な調達情報の提供 

JST の調達情報サイトに仕様書等（PDF 版）を原則添付することとし、公告と同時に調達内容の詳

細が把握できることとしている。 
・十分な公告期間の確保 

一般競争入札（総合評価方式等を除く）については、公告期間を 10 日間以上から、原則として 10
営業日以上とし、また、競争参加者から提案書等を提出させる総合評価方式等については、公告期間

を 20 日以上としている。 
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しを行い、業

務・システム

に係る最適

化の推進、調

達について

の精査、人材

の全体的な

レベルアッ

プを図るた

めの職員研

修の検討・実

施を行う。 
・政府の方針

を踏まえ、適

切な情報セ

キュリティ

対策を推進

する。 
・本部（埼玉

県川口市）や

東京都練馬

区及び茨城

県つくば市

の 2 か所に

設置してい

る情報資料

館や職員宿

舎について、

保有の必要

性、分散設置

の精査及び

それを踏ま

えた見直し

を行う。な

お、精査にあ

たっては、移

転等のトー

タルコスト

等も踏まえ

る。 
・戦略的な方

を補佐する体

制を強化し、

以下について

実施する。 
①情報システ

ムについてガ

バナンスを強

化する。 
②情報システ

ムに係る調達

について精査

を行う。 
③事故・事象

に備え体制の

拡充を図ると

ともに、職員

研修を実施す

る。 
・以下の取組

により、情報

セキュリティ

対策を推進す

る。 
①サイバー攻

撃に対する総

合的な対策を

推進する。 
②情報セキュ

リティのベー

スライン対策

を明確化し、

PDCA が回る

仕組みを確立

する。 
③最高情報セ

キュリティ責

任者(CISO)の
指揮のもと、

政府の方針を

踏まえ、適切

な情報セキュ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③競争入札等への不参加業者に対する事後の聞き取りと類似事案の仕様書等へのフィードバック 
 入札説明会等に参加者はいたものの、最終的に競争への参加が見送られ、結果として 1 者応札にな

ってしまった調達規模の大きい事案については、入札後に不参加業者への聞き取り等を実施し、以後

における類似調達事案の仕様書策定に役立てている。 
④競争参加資格要件の緩和と拡大 
 競争入札参加の際に、JST の競争参加資格の他、国の競争参加資格での参加も認めることとしてい

る。また、初度の入札から、原則として予定価格に対応する格付等級者の他、当該等級の 1 級上位

及び 1 級下位の資格等級者の入札参加を認めることとしている。 
⑤複数年度契約の活用、発注ロットの見直し。 
 
■契約情報の公表 

契約の透明性確保の観点から以下 3 種類の契約情報を JST ホームページで公表した。 
（http://choutatsu.jst.go.jp/html/announce/keiyakujoho.php） 

 
＜JST が締結をした契約情報＞ 
「公共調達の適正化（平成 18 年 8 月 25 日財務大臣から各省各庁あて）」に基づく契約情報の公表。一

般競争入札については、契約件名、契約締結日、契約相手方、契約金額等を、随意契約については、

一般競争入札で公表している項目に加え、随意契約によることとした根拠条文及び理由、再就職者の

役員の数を公表するもの。平成 26 年度末時点の公表実績は 3,557 件。 
 
 
＜独立行政法人と一定の関係を有する法人との間で締結した契約情報＞ 
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づく契約情報

の公表。独立行政法人と一定の関係を有する法人との契約について当該法人への再就職の状況、当該

法人との間の取引等の状況等を公表するもの。 
平成 26 年度末時点の公表実績は 13 件。 

 
＜公益法人との間で締結した契約情報＞ 
「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成 24 年 6 月 1 日行政改革実行本部決定）」

に基づく公表。 
平成 26 年度末時点の公表実績は 58 件。 

 
 なお、関連公益法人との契約については、国の少額随意契約基準以上の調達案件については、原則と

して競争性及び透明性のある一般競争入札等の契約方式で行うこととしており、関連公益法人との競

争性のない随意契約の実績はない。 
 
■研究開発の特性に応じた調達への取組 
・市場性の低い研究機器等の物品については競争性が働きにくく、価格の高止まりのリスクがあること

から、必要に応じて文部科学省の研究開発 8 法人間で情報交換を行い、予定価格の適正化を図った。 
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針の下、技術

移転活動を

推進し保有

特許の有効

活用の促進

に努めると

ともに、将来

の知的財産

の活用の可

能性及びそ

の困難性を

考慮しつつ、

出願や審査

請求等の際

の必要性の

検討の厳格

化や長期間

未利用とな

っている特

許の再評価

による削減

を計画的か

つ継続的に

行うことに

より、研究成

果の活用促

進及び管理

の適正化を

一層推進す

る。 
・給与水準に

ついては、国

家公務員の

給与水準も

十分考慮し、

手当を含め

役職員給与

の在り方に

ついて厳し

く検証した

上で、目標水

リティ対策を

推進する。 
④平成 25 年
度から実施し

ているサイト

の集約化作業

を継続する。 
・本部（埼玉

県川口市）や

東京都練馬区

及び茨城県つ

くば市の 2 か

所に設置して

いる情報資料

館や職員宿舎

については、

保有の必要性

や分散設置の

必要性につい

て、移転等の

トータルコス

ト等も踏まえ

た調査検討を

継続する。 
・以下の取組

により、研究

成果の活用促

進及び管理の

適正化を一層

推進する。 
①機構の保有

特許のみなら

ず、大学や企

業等の特許も

含めその活用

促進を図る。

このとき、特

許のパッケー

ジ化によるラ

イセンス活動

に注力する。 

・関連公益法人

等との取引等に

ついての透明性

確保の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・情報化統括責

任者を補佐する

体制に基づいた

情報システムの

構築等状況 
 
 
 
 
 
 

■関連公益法人等との取引等の状況 
関連公益法人等との契約は、以下の 2 種類の形で契約情報を公表し、透明性を確保している。 
（http://choutatsu.jst.go.jp/html/announce/keiyakujoho.php） 

 
＜独立行政法人と一定の関係を有する法人との間で締結した契約情報＞ 
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）に基づく契約

情報の公表。独立行政法人と一定の関係を有する法人との契約について当該法人への再就職の状況、

当該法人との間の取引等の状況等を公表するもの。 
 
＜公益法人に対する支出の情報＞ 
「公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成 24 年 6 月 1 日行政改革実行本部決定）」

に基づく公表。 
独立行政法人からの公益法人に対する契約による支出と契約以外による支出の両方を公表するもの。 
公益法人等に対する会費支出の基準を定め加入状況を公表し透明性の確保をしている。 
（http://www.jst.go.jp/announce/koekihojin/kaihishishutsu.html） 

 
＜公益法人等に対する会費支出の情報＞ 
「文部科学省独立行政法人から公益法人等に対する会費支出の基準について（平成 24 年 4 月 5 日通

知）」に基づき、会費支出についての規程を定めた。また、法人の運営に真に必要なものとして会費

を支出したもののうち、10 万円以上の会費を支出した場合、または、2 口以上の支出をした場合は、

四半期ごとにホームページに公表している。 
 
◎ 関連公益法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性 
・国の少額随意契約基準以上の調達案件については、原則として競争性及び透明性のある一般競争入札

等の契約方式で行うこととしており、関連公益法人との競争性のない随意契約の実績はない。（平成

26 年度実績は「一般競争入札 6 件/1.8 億円」「不落随意契約 1 件/2.7 億円」であり、合計「7 件/4.5
億円」である）。 

◎ 委託先の収支に占める再委託費の割合 
・関連公益法人と平成 26 年度に契約したもののうち、再委託を行っている契約は無い。 
 
・情報システムについてのガバナンスを強化するために台帳を整備し、システムの改修や担当者の変更

の都度、更新している。 
・JST 全体の IT インフラの信頼性向上と運用の効率化のため、10 月より共通 IT 基盤の運用を開始し

た。平成 27 年 3 月末現在、共通 IT 基盤上で稼動するシステム数：73、ネットワークのみ利用する

システム数：12 である。 
・情報システムの発注に際し全案件の仕様書審査を実施している。26 年度の審査は 458 件。 
・仕様書審査の過程を通じて雛形仕様書を作成しシステム担当者に展開するとともに、説明会を実施し

システム担当者のレベルアップを図っている。 
 
 
 

【関連公益法人等との取引等

についての透明性確保の状

況】 
・関連公益法人との間の契約

についても、競争性のある

一般競争入札等の契約方式

で行うこととしており、競

争性のない随意契約の実績

はないなど透明性の確保に

努めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【情報化統括責任者を補佐す

る体制に基づいた情報シス

テムの構築等状況】 
・情報システムに係るガバナ

ンス強化のための台帳整

備、調達についての精査等、

情報化統括責任者（CIO）

を補佐する体制を強化して

いる。 
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準・目標期限

を設定して

その適正化

に計画的に

取り組むと

ともに、その

検証結果や

取組状況を

公表するも

のとする。ま

た、総人件費

については、

政府の方針

を踏まえ、厳

しく見直し

をするもの

とする。 

②知的財産の

活用のために

は国際的な権

利取得が必要

となることを

踏まえ、原則

として、国際

出願をするこ

とが適切と考

えられる発明

を出願、審査

請求する。 
③大学等から

の特許集約に

あたっては､

大学等単独で

は困難である

が機構が集約

することで活

用が見込まれ

る観点から知

財 を 取 得 す

る。 
④出願審査段

階での中間対

応時や権利取

得後の特許料

納付時におい

て、利活用の

観点から再評

価を行い、利

活用の見込み

がない特許に

ついては権利

放棄する。 
・給与水準に

ついては、国

家公務員の給

与水準を十分

配慮し、機構

の業務の特殊

・研究成果の活

用促進及び管理

の適正化に向け

た取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
〈評価指標〉 
・競争的資金制

度の運営状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・情報セキュリ

ティ対策の推進

状況 
 
 
 
 
 
 
 
 

・以下の取組により、研究成果の活用促進及び管理の適正化を一層推進した。 
① JST の保有特許のみならず、大学や企業等の特許も含めその活用促進を図った。このとき、特許

のパッケージ化によるライセンス活動に注力した。具体的には、21 件のライセンス契約をおこない、

うち 5 件については、大学や企業等が保有する複数の特許をパッケージ化したものである。 
② 知的財産の活用のためには国際的な権利取得が必要となることを踏まえ、原則として、外国出願を

することが適切と考えられる発明を出願、審査請求した。具体的には、45 件の国内出願を行うとと

もに、94 件の外国出願を行った。 
③  出願審査段階での中間対応時や権利取得後の年金納付時において、利活用の観点から再評価を行

い、利活用の見込みがない特許については権利放棄した。具体的には、他の技術との優位性や今後の

研究予定、また企業等からの問い合わせ状況等の観点で評価を行った結果、年金納付時において 588
件の権利放棄を行った。 

 
■研究開発課題の適切な評価 
・研究の進捗状況及び研究成果の現状と今後の見込み等の項目で中間評価を行い、その後の研究の進展

に反映させた。事後評価は、外部発表（論文、口頭発表等）、特許、研究を通じての新たな知見の取

得等の研究成果の状況、得られた研究成果の科学技術への貢献等の項目で評価を行った。 
・CREST において、研究代表者のマネジメント能力に著しい不備がある、目標達成が見込めない等の

場合に、中間評価での早期終了が可能であることを明確化し、事業運営の最適化を図った。 
 
■制度の不断の見直し 
・ERATO の選考方法について、平成 26 年度より 7 名のパネルオフィサー（PO）を配置し、PO が候

補者の事前調査段階から参画することで、PO と JST が連携し、経営方針を共有できる体制を構築

した。 
・A-STEP では時は自発的にタスクフォースを立ち上げ、成果の最大化・効率化の観点から制度・運用

を自主点検した。更に制度改善方策を取りまとめ、次年度以降の制度改革につなげた。 
 
・業務運営に係る事務管理経費の効率化 
 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
事務管理経費率（%） 4.7 4.5 4.4 

 
・所定レベル以上の情報システム、情報セキュリティインシデントに対して迅速かつ組織的に対応を行

うために、CSIRT（Computer Security Incident Response Team）の手順化（位置づけ、体制、連

絡フローなどの整理）を行った。リスクマネジメントの一環として関係部門との連携を図っている。 
・全役職員対象に情報セキュリティ研修を実施した。参加者：1771 名、受講率：97.6%。研修実施後、

研修内容の定着のため Web によるセルフチェックを実施した。セルフチェックの結果、理解度が低

い項目、及び上半期にインシデントが多発した項目についてセキュリティ月間に e-テストを実施し

情報セキュリティレベルの向上を図った。 
・情報システムのチェックリストを作成し情報システム台帳を基に情報システムの自己点検を実施し

た。改善が必要な項目については計画策定を指示し 12 月から相互点検として自己点検終了後のフォ

ローアップを行っている。 
・改正された「個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」に準じたガイドラインを策定し、個

【研究成果の活用促進及び管

理の適正化に向けた取組状

況】 
・JST の保有特許のみならず、

大学や企業等の特許も含め

その活用促進を図るなど、

研究成果の活用促進及び管

理の適正化を一層推進し

た。 
 
 
 
【競争的資金制度の運営状

況】 
・研究開発課題の適切な評価

による事業運営の最適化、

業務運営に係る事務管理経

費の効率化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【情報セキュリティ対策の推

進状況】 
・所定レベル以上の情報シス

テム、情報セキュリティイ

ンシデントに対して迅速か

つ組織的に対応を行うため

に、CSIRT の手順化を行う

など、情報セキュリティ対

策を着実に推進した。 
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性を踏まえた

適正な水準を

維持するとと

もに、検証結

果や取組状況

を公表する。  

 
 
 
 
 
 
 
・保有施設の必

要性等検討状況 
 
 
 
・給与の適正な

水準維持への取

組状況 
 
 
 
 

人情報を保有しているシステムを対象に取組計画の策定と提出を指示した。 
・JST の公式 HP の共通 IT 基盤への集約を進めた。 

Web サイトの調達に際しては必ず脆弱性診断を実施することを仕様書に明記している。簡易な機能

追加やサイト改修の際の脆弱性診断は JST が自ら実施することで調達の効率化とコスト削減も図っ

ている。 
・26 年度は Web サイトの脆弱性に起因するインシデントは発生していない。 
 
・練馬区の職員宿舎（単身寮）は、寮として廃止していることを踏まえ、処分することを決定した。 
・情報資料館のあり方について、情報資料館で行っている複写サービスのあり方も含めて検討を実施し

た。 
・本部（埼玉県川口市）は、調査検討を継続して実施した。 
 
・JST（事務・技術職）と国家公務員との給与水準の差については、より実態を反映した対国家公務員

指数（年齢・地域・学歴勘案）の場合、98.0（前年度 99.1）であり、国家公務員よりも低い給与水

準である。また、対国家公務員指数（年齢勘案）の場合、113.4（前年度 114.2）である。 
・なお、対国家公務員指数（年齢勘案）を用いた場合に、JST の給与水準が国家公務員の水準を超え

ている理由は次のとおりである。 
① 地域手当の高い地域（1 級地）に勤務する比率が高いこと（JST：83.4%＜国：29.6%＞） 

JST はイノベーション創出に向けて、一貫した研究開発マネジメントを担っており、有識者、研

究者、企業等様々なユーザー及び専門家と密接に協議・連携して業務を行っている。そのため、

それらの利便性から必然的に業務活動が東京中心となっている。 
② 最先端の研究開発動向に通じた専門能力の高い高学歴な職員の比率が高いこと 

最先端の研究開発の支援、マネジメント等を行う JST の業務を円滑に遂行するためには、広範

な分野にわたる最先端の研究開発動向の把握能力や研究者・研究開発企業間のコーディネート能

力等幅広い知識・能力を有する専門能力の高い人材が必要であり、大学卒以上（JST：94.6%＜

国：53.6%＞）、うち修士卒や博士卒（JST：49.3%＜国：5.7%＞）の人材を積極的に採用してい

る。 
注：国における勤務地の比率については、「平成 26 年国家公務員給与等実態調査」の結果を用い

て算出、また、国における大学卒以上及び修士卒以上の比率については「平成 26 年人事院勧

告参考資料」より引用。 

 
 
 
 
 
 
 
【保有施設の必要性等検討状

況】 
・保有の必要性について検討

を行った。 
 
【給与の適正な水準維持への

取組状況】 
・ラスパイレス指数について

は、より実態を反映した、

年齢・地域・学歴勘案では

98.0 となっており、国家公

務員と比較して低い水準と

なっている。なお、JST の

場合、高学歴な職員が 1 級

地に多く勤務しているた

め、年齢勘案では、113.4
となっている。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－3 財務内容の改善 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 
 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

日本科学未来館自己収入額（百

万円） 410 ― 399 445 633   ― 

文献情報提供勘定 経営改善計

画の達成度（当期利益）（%） 100 ― 147 155 125   ― 

運営費交付金債務の未執行率

（補正予算除く）（%） ― ― 5.2 6.8 8.3   ― 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 １．自己収入の

増加 
日本科学未来

館においては

入場料収入、施

設使用料等に

より自己収入

の増加に努め

ること。 
２．累積欠損金

の計画的縮減

平成  24 年度

中に、科学技術

文献情報提供

事業の民間事

業者によるサ

ービスを確実

に実施すると

ともに、文献情

報提供勘定に

ついては、新た

な経営改善計

画を策定し、同

勘定における

累積欠損金の

縮減を計画的

に行う。 
３．運営費交付

金額の厳格な

算定 
毎年の運営費

交付金額の算

定については、

運営費交付金

債務残高の発

生状況にも留

意した上で、厳

格に行う。 

・日本科学未

来館におい

ては入館料

収入、施設使

用料等自己

収入の拡大

を図るため

の取組を行

う。 
・科学技術文

献情報提供

事業につい

ては、平成 
24 年度中に

開始される

民間事業者

によるサー

ビスの実施

に当たり、着

実な収入見

込みを踏ま

えた経営改

善計画を策

定し、累積欠

損金の縮減

を計画的に

実施する。 
・毎年の運営

費交付金額

の算定につ

いては、運営

費交付金債

務残高の発

生状況にも

留意した上

で、厳格に行

う。 

・日本科学

未来館の運

営 に あ た

り、入場料

収入や施設

使用料等の

自己収入に

ついての実

績 を 把 握

し、積極的

に自己収入

の増加に向

けた取組を

進めること

により、計

画的な運営

を行う。 
 ・科学技術

文献情報提

供事業につ

いては、策

定した経営

改善計画に

基づき、累

積欠損金の

縮 減 を 図

る｡ 
・毎年の運

営費交付金

額の算定に

ついては、

運営費交付

金債務残高

の発生状況

にも留意し

た上で、厳

格に行う。 

［評価軸］ 
・財務内容の改善

に向けた取組は

適切か 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・日本科学未来館

の自己収入の状

況 
 
・運営費交付金の

算定状況 
 
 
 
 
〈評価指標〉 
・累積欠損金の計

画的縮減状況 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
・日本科学未来館では、自己収入の増加に向けて、平成 26 年度当初に収入計画を立て、毎月達成状

況を把握・検証するとともに、入館者数及び施設使用の増加に向けた取組を行った。これにより、

平成 26 年度の自己収入額は 633 百万円となり、目標額（410 百万円）を大幅に上回った。 
 
・運営費交付金額の算定については、運営費交付金債務残高の発生状況にも留意したうえで、厳格

に行った。 
・運営費交付金債務の未執行率（%）と未執行の理由について、JST の未執行率は、13.8%であり、

10%を超えるが、これは平成 24 年度補正予算（第 1 号）による影響が大きく、補正予算を除いた

場合、8.3%である。 
 
 
・平成 24 年 3 月に策定した第Ⅲ期経営改善計画（平成 24 年度～平成 28 年度）に沿って平成 26 年

度も事業の合理化、経費の徹底的な削減等の努力により、6 年連続での単年度黒字を達成した。

平成 26 年度の当期損益の実績は 321 百万と、経営改善計画の目標値 256 百万を上回り、経営改

善計画値以上の累積欠損金の縮減を達成した。 
平成 26 年度の経常利益、当期利益、累積欠損金と経営改善計画の目標は下表のとおり。 

 
  （単位：百万円） 

   H24 年度 H25 年度 H26 年度 
経常収益 3,206 1,997 1,996 
経常費用 2,826 1,634 1,668 
経常利益 380 363 328 
当期利益 310 396 321 
 経営改善計画上の目標値 211 255 256 
累積欠損金 -75,510 -75,114 -74,793 
 経営改善計画上の目標値 -75,748 -75,493 -75,237 

 
 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、下

記の通り「研究開発成果の最

大化」に向けて、着実な業務

運営がなされているため、評

定を B とする。 
 
【日本科学未来館の自己収入

の状況】 
・日本科学未来館においては、

自己収入の増加に向けた取

組を計画的に実施し、目標額

を達成することができた。 
 
【運営費交付金の算定状況】 
・科学技術文献情報提供事業に

おいては、6 カ年連続での単

年度黒字を達成するととも

に、経営改善の計画値以上の

累積欠損金の縮減を達成し

た。 

評定  B 
＜評定に至った理由＞ 
・日本科学未来館における入館者

数及び施設利用の増加等に向

けた取組の結果、自己収入が増

加して目標額を上回るなど、財

務内容の改善が着実に図られ

ている。 
 
・科学技術文献情報提供事業にお

いて、6 か年連続での単年度黒

字を達成し、累積欠損金の縮減

が図られている。 
 
・以上を踏まえ、評定を B とす

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、自己収入の拡大及び

繰越欠損金の縮減など、さらな

る改善に努める必要がある。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

利益剰余金（億円） ― 29 12 13 15   ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・第 3 期中期

計画期間の

予算、収支計

画及び資金

計画 

・平成 26 年度

の予算、収支

計画及び資金

計画 

［評価軸］ 
・予算、収支計画

及び資金計画の

実行は適切か 
 
 
 
 
〈モニタリング

指標〉 
・金融資産の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
・知的財産の状況 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・一般勘定では、出資金、自己収入及び運営費交付金による事業費支出の結果発生した余裕金につ

いて、短期の定期預金による運用を行うことにより、適正な資金運用に取組んだ。 
・文献情報提供勘定では、経営改善計画を実施することによる収益性の向上により資金繰りは改善

しているが、過去の余裕金については効率的な運用による利息収入の増加を目的として、短期の

預金に加えて有価証券（1,319 百万円）による運用を行うことにより、適正な資金繰りと収益性

の確保に取組んでいる。 
・革新的新技術研究開発業務勘定では、事業費支出の結果発生した余裕金について、短期の預金に

よる運用を行うことにより、適正な資金運用に取り組んでいる。 
 
・ 平成 26 年度の知的財産の状況は次のとおり。 
  保有特許数（平成 27 年 3 月 31 日現在） 4,696 件 
  出願数 139 件   

登録数 262 件   

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につい

て諸事情を踏まえて総合的に勘

案した結果、下記の通り「研究

開発成果の最大化」に向けて、

着実な業務運営がなされている

ため、評定を B とする。 
 
【金融資産の状況】 
・金融資産については、余裕金に

ついて短期の預金・有価証券に

よる運用を行うことにより、適

切な資金繰りの運営に取組んで

おり、資産額も適正規模に留め

ている。 
 
 
【知的財産の状況】 
・知的財産戦略センターの活動を

通じて収集した情報及び大学か

らの情報提供、公開特許情報な

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・金融資産の資金繰りは適正

に行われている。 
 
・知的財産については、知見

を活かしたライセンス活動

等を通じ、適切に管理・運

用が行われている。 
 
・利益剰余金は過剰ではなく、

繰越欠損金は経営改善計画

に基づき継続的な縮減が図

られている。 
 
・文献情報提供事業に関して

は、民間事業者のサービス

実施にあたって適切な協力

関係を構築し、業務の実施

や改善のために必要な支援

を行っている。 
 
・実物資産について利用実態
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〈評価指標〉 
・利益剰余金の状

況 
 
 
 
 
・繰越欠損金の状

況 
 
 
 
 
・文献情報提供事

業の経営改善に

係る取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・実物資産の状況

及びその減損の

兆候 
 

処分数 588 件（年金納付時） 
  あっせん・実施許諾数 21 件（206 特許） 
・知的財産戦略センターの活動を通じて収集した情報及び大学からの情報提供、公開特許情報など

から、集約候補として 207 テーマ（467 発明）の技術を発掘し、特許性、権利の広さ、技術的

優位性、市場性、ライセンスの可能性などの観点で絞り込み、外部有識者から成る委員会による

審議を経て、22 テーマ（127 発明）の選定を行い、ライセンス活動を実施した。 
 
・一般勘定の利益剰余金は 15 億円発生した。その主な内訳は、積立金 12.3 億円及び当期未処分

利益 1.9 億 円である。 
 

 
 
 
・繰越欠損金が 74,793 百万円計上されているが、これは過年度に取得した資産の減価償却費等に

よるものである。第Ⅱ期経営改善計画（平成 19～23 年度）及び第Ⅲ期経営改善計画（平成 24
～28 年度）を通じ、経営基盤の強化・収益性の改善を図ることにより、繰越欠損金を継続的に

縮減している。平成 26 年度の当期総利益は 321 百万円となり、6 年連続で単年度黒字を達成し

ており、計画どおりの進捗となっている。 
 
・平成 24 年 3 月に策定した第Ⅲ期経営改善計画（平成 24～28 年度）では、「民間事業者による新

たなスキームのもと、国民の科学技術情報へのアクセスを継続的に担保するとともに、安定的な

収入を確保のうえ、繰越欠損金の着実な縮減を図る。」ことを目標として掲げている。平成 26
年度においては、民間事業者のサービスの実施にあたって、平成 25 年度に引き続き、業務の確

実な実行や改善を促すため、民間事業者と密接に連携し、必要な支援を行った。 
                                 （単位：百万円） 

   H24 年度 H25 年度 H26 年度 
経常収益 3,206 1,997 1,996 
経常費用 2,826 1,634 1,668 
経常利益 380 363 328 
当期利益 310 396 321 
 経営改善計画上の目標値 211 255 256 
累積欠損金 -75,510 -75,114 -74,793 
 経営改善計画上の目標値 -75,748 -75,493 -75,237 

 
・資産の減損に係る確認作業の一環として、稼働率が低下している資産の有無について確認を行っ

た。 
・平成 26 年度の財務諸表においては、練馬区の職員宿舎（単身寮）について、使用しない決定を

したことから減損を認識し、減損を行った。 

どから、集約候補として技術を

発掘し、選定を行った上、適切

なライセンス活動を実施した。 
 
 
 
 
【利益剰余金の状況】 
・一般勘定の利益剰余金は 15 億円

発生したが、法人の性格に照ら

し過大な利益とはなっていな

い。 
 
【繰越欠損金の状況】 
・経営改善計画に基づき継続的な

縮減を図っており、これまで計

画通りの進捗となっている。 
 
 
【文献情報提供事業の経営改善に

係る取組状況】 
・民間事業者のサービスの実施に

あたって、引き続き業務の確実

な実行や改善を促すため、民間

事業者と密接に連携し、必要な

支援を行うなど着実に取組を実

施している。 
 
 
 
 
 
 
 
【実物資産の状況及びその減損の

兆候】 
・資産の減損に係る確認作業の一

環として、稼働率が低下してい

る資産の有無について確認を行

い、資産の利用実態を把握して

いる。 

を把握し、生じた減損及び

その兆候について適切に認

識している。 
 
・以上を踏まえ、評定を B と

する。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、各計画の着実な

履行に努める必要がある。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期

間最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

短期借入金額

（億円） 263 0 0 0 0   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・短期借入金の

限度額は 263 
億円とする。短

期借入が想定さ

れる事態として

は、運営費交付

金等の受け入れ

に遅延が生じた

場合、緊急性の

高い不測の事態

が生じた場合等

である。 

・短期借入金の

限度額は  263 
億円とする。短

期借入が想定さ

れる事態として

は、運営費交付

金等の受け入れ

に遅延が生じた

場合、緊急性の

高い不測の事態

が生じた場合等

である。 

［評価軸］ 
・短期借入金の

手当は適切か 
 
〈評価指標〉 
・短期借入金手

当の状況 

・短期借入の実績はなし ― 評定 ― 

実績なし 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ. 2 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 達成目標 
基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

― ― ― ― ― ―   ― 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― 
 

・上野事務所及び

池袋宿舎について

は、独立行政法人

通則法に則して平

成 24 年度以降に

現物により国庫納

付する。 
・与野宿舎につい

ては、独立行政法

人通則法に則して

平成 24 年度以降

に国庫納付する。 
・JST イノベーシ

ョンプラザについ

ては、自治体等へ

の移管等を進め

る。譲渡によって

生じた収入につい

ては、独立行政法

人通則法に則して

平成 24 年度以降

に国庫納付する。 

・与野宿舎に

ついては、譲

渡収入による

国庫納付に向

け、必要な手

続 き を 進 め

る。 
・JST イノベ

ーションプラ

ザ に つ い て

は、以下によ

り自治体等へ

の移管等を進

める。 
①  移管に向

けた自治体等

との協議等を

進める。 
②  譲渡によ

り収入が生じ

た場合は、国

庫納付に向け

た必要な手続

きを進める。 

［評価軸］ 
・不要財産の処

分は適切か 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈評価指標〉 
・不要財産の処

分状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・与野宿舎について、譲渡収入の国庫納付を行うため、売買契約を締結し、資産の引渡

を行った。 
・JST イノベーションプラザ東海について、平成 26 年 5 月 29 日付で不要財産の譲渡収

入による国庫納付の通知を行い、平成 26 年 7 月 31 日付で当該施設の移管を行った。 
・JST イノベーションプラザ広島について、平成 26 年 11 月 11 日付で不要財産の譲渡収

入による国庫納付の通知を行い、平成 26 年 12 月 18 日付で当該施設の移管を行った。 
（これにより、JST イノベーションプラザ全 8 館の移管が完了した。） 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業務、

中長期目標等に照らし、法人の活

動による成果、取組等について諸

事情を踏まえて総合的に勘案した

結果、下記の通り「研究開発成果

の最大化」に向けて、着実な業務

運営がなされているため、評定を

B とする。 
 
 
 
【不要財産の処分状況】 
・与野宿舎については国庫納付に向

けて、必要な手続きを進めた。 
・JST イノベーションプラザについ

ては、JST イノベーションプラザ

東海、JST イノベーションプラザ

広島の移管を行い、JST イノベー

ションプラザ全 8 館の移管が完了

した。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・与野宿舎の資産の引渡し完了

や JST イノベーションプラザ

全 8 館の移管完了など、不要

財産の処分は計画通り進捗し

ており、評定を B とする。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、計画の着実な履行

に努めるべきである。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
２．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 達成目標 
基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

― ― ― ― ― ―   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・重要な財産を

譲渡、処分する

計画はない。 

・重要な財産を

譲渡、処分する

計画はない。 

［評価軸］ 
・重要な財産の

譲渡、処分は適

切か 
 
〈評価指標〉 
・重要な財産の

譲渡、処分状況 
 

・実績なし ― 評定 ― 
実績なし 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

剰余金の使用額（円） ― 0 0 0 0   ― 

 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・機構の実施す

る業務の充実、

所有施設の改

修、職員教育、

業務の情報化、

広報の充実に充

てる。ただし、

出資事業から生

じた剰余金は、

同事業に充て

る。 

・機構の実施す

る業務の充実、

所有施設の改

修、職員教育、

業務の情報化、

広報の充実に充

てる。ただし、

出資事業から生

じた剰余金は、

同事業に充て

る。 

［評価軸］ 
・剰余金の使途

は適切か 
 
〈評価指標〉 
・剰余金の活用

状況 

・実績なし ― 評定 ― 
実績なし 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－1 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173、0174、0175 

 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中期目標期間

最終年度値等） 

H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

施設整備数（件） ― 7 4 4 4   ― 
設備整備数（件） ― ― 0 69 57   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ・機構の行う

科学技術振興

業 務 を 効 果

的・効率的に

推 進 す る た

め、老朽化対

策を含め、施

設・設備の改

修、更新等を

計画的に実施

する。 

・機構の実施

する業務を効

果的・効率的

に推進するた

め整備・更新

する施設・設

備は次の通り

である。 

・機構の実施する業務を効

果的・効率的に推進するた

め、本部、外国人研究者宿

舎、日本科学未来館を整

備・更新する。なお、施設

整備費補助金には平成 25 
年度補正予算（第 1 号）

により「好循環実現のため

の経済対策」（平成 25 年 
12 月 5 日閣議決定）の

「競争力強化のための投

資促進、イノベーション創

出等」及び平成 26 年度補

正予算（第 1 号）により「地

方への好循環拡大に向け

た緊急経済対策」（平成 26
年 12 月 27 日閣議決定）の

「災害復旧・復興加速化な

ど災害・危機等への対応」

のために措置された施設

整備費補助金が含まれる

ことを認識し、次の施設の

［評価軸］ 
・施設・設備の

改修・更新等は

適切か 
 
 
 
 
 
 
〈評価指標〉 
・施設・設備の

改修・更新等状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・本部が入居する川口センタービルの二次冷水・冷温水ポンプ整備、機械式駐車場整

備、2 段式駐車場整備の計画修繕工事を実施した。 
・外国人研究者宿舎においては、二宮ハウスで屋上防水設備の工事（ガスヒートポン

プ等）、中央監視装置の更新、腐食対策として表面材の全面更新工事を行った。また、

竹園ハウスで、老朽化が進んでいた空調・換気扇設備の更新を実施した。 
・日本科学未来館においては、館内各所に設置されている電力・防災監視設備を集中

的に監視する中央監視設備の経年劣化等に伴う更新工事を行うとともに、研究者自

らが先端科学研究を紹介する場としても活用されている研究棟をはじめとする館内

施設の照明について、経年劣化した燈具の更新を行った。 
・科学技術情報基盤システムの整備のため、平成 19 年度から平成 22 年度までの国内

の科学技術論文に関する引用情報の電子化、引用情報を紐付けるためのシステム開

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、下記

の通り「研究開発成果の最大

化」に向けて、着実な業務運

営がなされているため、評定

を B とする。 
 
【施設・設備の改修・更新等状

況】 
・施設及び設備に関しては適切

に改修・更新等が行われた。 
 
 
 
 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・施設及び設備の改修・更新に

ついては、計画に沿って適切

に実施されている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、法人の定める施設

及び設備計画の着実な履行

に努める必要がある。 



168 
 

整備のために活用する。 
①日本科学未来館の施設

の整備 
・設備整備費補助金につい

ては、平成 25 年度補正予

算（第 1 号）により追加的

に措置された「好循環実現

のための経済対策」（平成

25 年 12 月 5 日閣議決定）

の「競争力強化のための投

資促進、イノベーション創

出等」、平成 26 年度補正予

算（第 1 号）により追加的

に措置された「地方への好

循環拡大に向けた緊急経

済対策」（平成 26 年 12 月

27 日）の「現下の経済情

勢等を踏まえた生活者・異

業者への支援」及び「災害

復旧・復興加速化など災

害・危機等への対応」のた

めに措置されたことを認

識し、次の設備の整備のた

めに活用する。 
①科学技術情報の流通力

強化のための科学技術情

報基盤システムの設備 
②研究成果展開事業の研

究設備 
③戦略的創造研究推進事

業（先端的低炭素化技術開

発）の整備 
④日本科学未来館の整備 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・事業運営への

活用状況 

発及びこれらのデータを登載するための情報機器の調達並びにJSTがファンドした

研究課題について、研究課題の概要、研究期間、研究成果報告書等を体系化した上

でデータベース化し一般公開するためのシステム開発を実施した。 

・研究成果報告書のデータベースに係るシステム構築については、JST がファンドし

た研究において、ファンド毎に HP 上で発信していた研究成果報告書について DB
化し一元的に管理をできるようなシステムを構築した。このことにより、研究成果

に対する横断的な検索・適切な情報収集が可能となった。 
・平成 25 年度補正予算設備整備費補助金により、研究成果展開事業研究成果最適展開

プログラムにおける実施課題の研究開発の推進に資するため、平成 26 年度内に、予

定されていた 89 件の研究開発機器の整備を完了した。 
・戦略的創造研究推進事業（先端的低炭素化技術開発）において、エネルギー貯蔵・

利用や省エネルギーに関連する革新的な研究開発のうち、特に有望な技術シーズの

研究開発を加速するのに必要な設備備品を整備にむけた検討・調達準備手続き等を

実施した。 
 
・本部が入居する川口センタービルにおいては、施設整備に関する中期的な計画に基

づき改修・更新作業を行い、安全・安心な施設及び設備となるよう努めている。 
・外国人研究者宿舎においては、施設整備に関する中期的な計画に基づき改修・更新

作業を行い、居住者に安全・安心な施設及び設備となるよう努めている。 
・日本科学未来館においては、施設整備に関する中期的な計画に基づき改修・更新作

業を行い、来館者に安全・安心な施設及び設備となるよう努めている。 
・科学技術情報基盤システムの整備においては、国内の科学技術論文に関する引用情

報の電子化及び引用情報を紐付けるためのシステム開発が完了し、海外製データベ

ースでは十分に把握出来なかった国内の研究開発活動の把握が可能になるものと期

待される。また、JST がファンドした研究課題について、研究概要、研究期間、研

究成果報告書等を一般公開することにより、今後の研究成果の展開・発展に貢献す

るものと期待される。 
・研究成果展開事業研究成果最適展開プログラムにおける実施課題の研究開発の推進

のため、設備整備費補助金により整備された機器については、対象とした研究開発

課題の研究開発の推進に向けて活用されている。 
・戦略的創造研究推進事業（先端的低炭素化技術開発）における設備は導入にむけた

手続き等を実施している段階であることから活用実績はないものの、設備導入によ

り研究開発が加速され、革新的技術シーズの創出に貢献するものと期待される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【事業運営への活用状況】 
・改修・更新等が行われた施設

及び設備は適切に事業運営へ

活用された。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－2 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 

 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等 

（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

育成制度参加人数（人） ― 292 757 544 1,843   ― 

人員削減数（人） ― ― 85 105 83   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ・職員の能力向上

を図り、円滑な業

務遂行を行うた

め、人事評価制度

を着実に運用す

る。 

（１）人材配置 
・職員の業績等の人

事評価を定期的に

実施し、その結果を

処遇、人材配置等に

適切かつ具体的に

反映する。 
（２）人材育成 
・業務上必要な知識

及び技術の取得、自

己啓発や能力開発

のための研修制度

を適切に運用する。 
（３）計画的合理化 
・科学技術文献情報

提供事業の民間事

業者によるサービ

スの実施、地域イノ

ベーション創出総

合支援事業の廃止

及びイノベーショ

（１）人材配置 
・定年制職員につ

いて、業績評価（あ

らかじめ業務目標

を設定し、その達

成状況に基づく評

価）並びに発揮能

力評価（職員の役

職に応じて設定さ

れた行動項目に基

づく評価）を実施

し、その評価結果

については、給与、

人事配置に活用す

る。任期制職員に

ついても、評価を

行い、その結果を 
給与等に反映す

る。また、評価結

果を踏まえた人材

開発、教育訓練を

［評価軸］ 
・人材の配置に関す

る運用は適切か 
 
〈評価指標〉 
・人材の配置に関す

る運用状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
（１）人材配置 
・業績評価の反映 
職員の業績評価については、期初に JST の目標を踏まえて設定を行った目標

管理シートに基づき行い、その評価結果を期末手当に反映した。発揮能力評価

においては、職員の役職に応じて設定された行動項目に基づき評価を行い、評

価結果を昇給に反映した。また、評価結果は、昇任、人事異動等の人事配置に

も活用した。 
・最適な人材配置 
平成 27 年 4 月設立の日本医療研究開発機構への事業移管に伴い、早期より設

立に向けた人的支援を行った他、94 名の大規模な職員の転籍等により、当法

人の事業運営が、設立当初より円滑に遂行できるように多大な貢献をした。一

方で、そうした大規模な職員の異動に対応した最適な JST 内の人材配置を検

討し、事業運営に支障がない体制を構築した。 
・女性管理職の登用 
女性管理職については、平成 26 年 4 月時点で 12 名であったが、平成 27 年 4 
月に向けて人材配置の検討や育成強化によって、更なる女性管理職の登用を検

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、下

記の通り「研究開発成果の最

大化」に向けて、着実な業務

運営がなされているため、評

定を B とする。 
 
【人材の配置に関する運用状

況】  
・職員の業績及び発揮能力評価

を行い、その結果を処遇、人

事配置等に適切に反映した。 
 
 
 
 
 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・人事については、職員の評価結

果を期末手当や昇給、人事配置

等に反映したほか、平成 27 年

4 月の日本医療研究開発機構

（AMED）設立に伴う大規模な

職員の転籍を円滑に実施する

など、適切な管理が行われてい

る。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、法人の定める人事計

画の着実な履行に努める必要

がある。 
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ンプラザ等の廃止

並びに研究員の雇

用形態を機構の直

接雇用から大学や

研究機関等への委

託に順次変更して

いることによる管

理部門等の関係部

門の業務の縮小等

に伴う、職員の計画

的合理化を行う。 

行う。 
（２）人材育成 
・採用時研修、階

層別研修等、業務

の円滑な遂行に向

けた能力開発のた

めのプログラム

や、JST プログラ

ム オ フ ィ サ ー

（JST-PO）等専門

人材を育成するプ

ログラム等の年間

研修計画を策定

し、計画に基づき、

職員に研修プログ

ラムを提供する。 
（３）計画的合理

化 
・中期計画期間中

に予定されている

科学技術文献情報

提供事業の民間事

業者によるサービ

スの実施、研究員

の雇用形態を科学

技術振興機構の直

接雇用から大学や

研究機関等への委

託に順次変更して

いることによる管

理部門等の関係部

門の業務の縮小等

に伴う職員の計画

的合理化の達成に

向け、予算状況を

踏まえつつ、人材

の配置及び管理を

行う。 

 
 
［評価軸］ 
・人材の育成に関す

る運用は適切か 
 
〈評価指標〉 
・人材の育成に関す

る運用状況 
 
 
［評価軸］ 
・計画的合理化の推

進は適切か 
 
〈評価指標〉 
・計画的合理化の推

進状況 

討し、発令準備を進めた。 
 
（２）人材育成 
新規採用者を早期に職場順応させることを目途とするメンター制度を創設し

た他、技術系職員の専門性の向上を目途とするイノベーション推進マネージャ

ー制度を平成 27 年度に向けて創設するための検討・発令準備を進めると共に、

従来の育成制度を 13 本のプログラムに再編し、延べ 91 回実施した（参加人

数の総数は延べ 1,843 名）。また、JST-PO の育成について、新たに 10 名の研

修生を加え、計 66 名の研修生に対して 13 回の研修を行った。昨年度からの

育成の成果として、新規に 2 名の JST-PO を認定した。 
 
（３）計画的合理化の推進 
昨年度に引き続き、大学、研究機関等への研究委託化に伴い、研究員の雇用を

直接雇用から見直したこと等により、83 名の削減を行い、人件費の合理化を

実現した。 

 
 
【人材の育成に関する運用状

況】 
・業務上必要な知識及び技術の

取得、能力開発のための各種

研修制度を適切に運用し、事

業の円滑な遂行、効果的な人

員配置等に資した。 
 
 
【計画的合理化の推進状況】 
・平成 26 年度も引き続き職員

の計画的合理化の達成に向

け、研究員の雇用形態を見直

す等、予算状況を踏まえつ

つ、人材の配置及び管理を推

進した。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－3 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 
 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる指標 達成目標 

基準値等 
（前中期目標期間 

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

債務負担額（億円） ― 43 0 23 88   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・中期目標期間を超

える債務負担につ

いては、当該債務負

担行為の必要性及

び資金計画への影

響を勘案し、合理的

と判断されるもの

について行うこと

がある。 

・中期目標期間を

超える債務負担

については、当該

債務負担行為の

必要性及び資金

計画への影響を

勘案し、合理的と

判断されるもの

について行うこ

とがある。 

［評価軸］ 
・債務負担額は適切

か 
 
〈評価指標〉 
・中期目標期間を超

える債務負担額の状

況 

 
 
 
 
 
・中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担行為の必要性及び資

金計画への影響を勘案し、合理的と判断されるものについて行っている。 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえ

て総合的に勘案した結果、下

記の通り「研究開発成果の最

大化」に向けて、着実な業務

運営がなされているため、評

定を B とする。 
 
【中期目標期間を超える債務

負担額の状況】 
・当該債務負担行為の必要性及

び資金計画への影響を勘案

し、合理的と判断されるもの

について行っている。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 
・中期目標期間を超える債務負担

については、法人が締結した委

託契約上の研究期間が長期に

わたるものなど、合理的と判断

されるものに実施されている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、法人の定める計画等

の着実な履行に努める必要が

ある。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－4 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易度 ― 
関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0173 
 
2．主要な経年データ 
 

評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 
（前中期目標期間

最終年度値等） 
H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 H28 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情報 

前中期目標期間

繰越積立金の取

崩額（千円） 

― 255 379 495 268   ― 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 ― ・前期中期目

標期間中の

最終年度に

おける積立

金残高のう

ち、文部科学

大臣の承認

を受けた金

額について

は、独立行政

法人科学技

術振興機構

法に定める

業務の財源

に充てる。 

・前期中期目

標期間中の

最終年度に

おける積立

金残高のう

ち、文部科学

大臣の承認

を受けた金

額について

は、独立行政

法人科学技

術振興機構

法に定める

業務の財源

に充てる。 

［評価軸］ 
・積立金の活用は適

切か 
 
〈評価指標〉 
・積立金の活用状況 

 
 
 
 
 
・平成 26 年度における第 2 中期目標期間中の繰越積立金の取崩額は 268 千円であった。第 2
中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要す

る費用に充当した。 

＜評定に至った理由＞ 
・国立研究開発法人の目的・業

務、中長期目標等に照らし、

法人の活動による成果、取組

等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、下記

の通り「研究開発成果の最大

化」に向けて、着実な業務運

営がなされているため、評定

を B とする。 
 
【目的積立金の活用状況】 
・繰越積立金の取り崩し額は 268
千円であり、適切に活用されて

いる。 

評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
・中期計画に沿って積立金が適

切に活用されている。 
 
 
＜今後の課題＞ 
・引き続き、法人の定める計画

等の着実な履行に努める必要

がある。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（財務内容の改善に関する事項）
	
様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評価調書（その他業務運営に関する重要事項）

